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平成27年３月４日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計予算

○議案第５号 平成27年度宮崎県山林基本財産

特別会計予算

○議案第６号 平成27年度宮崎県拡大造林事業

特別会計予算

○議案第７号 平成27年度宮崎県林業改善資金

特別会計予算

○議案第11号 平成27年度宮崎県就農支援資金

特別会計予算

○議案第12号 平成27年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計予算

○議案第24号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第36号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第41号 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例

○議案第42号 宮崎県食の安全・安心推進条例

○議案第45号 林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第46号 農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○議案第47号 国営尾鈴土地改良事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○議案第54号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第57号 平成26年度宮崎県山林基本財産

特別会計補正予算（第１号）

○議案第58号 平成26年度宮崎県拡大造林事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第61号 平成26年度宮崎県就農支援資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第62号 平成26年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計補正予算（第２号）

○議案第68号 国営大淀川右岸施設機能保全事

業負担金徴収条例

○議案第69号 宮崎県独立行政法人森林総合研

究所事業特別徴収金徴収条例を

廃止する条例

○議案第71号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第73号 工事請負契約の締結について

○議案第78号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第７号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・一般社団法人宮崎県林業公社の経営状況につ

いて

・第２次宮崎県生活排水対策総合基本計画の改

訂（案）の概要について

・宮崎県産業廃棄物税条例の一部を改正する条

例について

・「みやざき自然との共生プラン」の策定につい

て

・建設工事における指名競争入札について

・農地中間管理事業の取組状況について

・第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の改定

について

・第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画の改
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定について

・県立農業大学校農業総合研修センター及び宮

崎県農業科学公園における指定管理者制度の

導入について

・平成27年度宮崎県口蹄疫復興財団の事業概要

について

出席委員（８人）

委 員 長 内 村 仁 子

副 委 員 長 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 徳 永 三 夫

環境森林部次長
福 田 裕 幸

（ 総 括 ）

環境森林部次長
森 房 光

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
川 添 哲 郎

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
西 山 悟

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 上 山 伸 二

循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 水 垂 信 一

森 林 経 営 課 長 那 須 幸 義

山村･木材振興課長 福 満 和 徳

み や ざ き ス ギ
石 田 良 行

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 河 野 憲 二

木 材 利 用 技 術
飯 村 豊

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 下 沖 誠

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
山 田 卓 郎

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 中 田 哲 朗

部 参 事 兼
向 畑 公 俊

農 政 企 画 課 長

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男

流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 大久津 浩

連 携 推 進 室 長 戎 井 靖 貴

営 農 支 援 課 長 後 藤 俊 一

農業改良対策監 児 玉 良 一

食 の 消 費 ・
和 田 括 伸

安 全 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 原 守 利

畑かん営農推進室長 甲 斐 康 真

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業･資源管理室長 田 原 健

漁 村 振 興 課 長 日向寺 二 郎

漁港整備対策監 川 越 克 彦

畜 産 振 興 課 長 坊 園 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 竹 下 裕一郎
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総合農業試験場長 井 上 裕 一

県立農業大学校長 山 内 年

水 産 試 験 場 長 神 田 美喜夫

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村委員長 おはようございます。ただいま

から環境農林水産常任委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案をごらんくださ

い。

本日は、補正予算関係議案、報告事項及びそ

の他報告事項について行い、あす以降、当初予

算関係議案等について行うこととしております

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、審査方法についてであります。お手元

に配付しております委員会審査の進め方（案）

をごらんください。

初めに、１、審査方法についてであります。

当初予算の審査に当たっては、重点事業・新規

事業を中心に説明を求めることとし、あわせて

決算における指摘要望事項に係る対応状況につ

いても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案の審査について

であります。当初予算の審査に当たっては、長

くなることが予想されることから、環境森林部

については２グループに、農政水産部について

は５グループに分けて審査を行い、最後にそれ

ぞれ総括質疑の場を設けたいと存じます。

また、各委員におかれましては、関連する質

問についてはまとめて行うなど、効率的な審査

に御協力をよろしくお願いします。

審査方法について、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、そのように決定いた

します。執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明を求めます。お願いします。

○徳永環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

お手元に配付しております常任委員会資料の

表紙をごらんください。

本日の説明事項は、提出議案が５件、その他

報告事項が５件でございます。

まず、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第54

号「平成26年度宮崎県一般会計補正予算」など

４件ですが、これにつきましては、後ほど御説

明をいたします。

次に、Ⅱの特別議案ですが、議案第71号「宮

崎県における事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例」につきましては、鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律の名称が改正

されたことに伴いまして、関係規定の変更を行

うものでございます。

次に、Ⅲのその他報告事項でございますが、

１の一般社団法人宮崎県林業公社の経営状況に

ついてなど、５項目につきまして御報告いたし

ます。

それでは、１ページをごらんください。
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１の平成26年度歳出予算課別集計表でござい

ます。

この表は、議案第54号を初めとする４つの予

算議案に関する歳出予算を課別に集計したもの

でございます。このうち、議案第54号及び議案

第78号に関する一般会計の補正につきましては、

事業費の確定や、国の補正予算に伴う増額など

必要な措置をするものでありまして、表の中ほ

どの２月補正額の計、Ｂの列の一般会計の合計

欄に網かけをしてありますが、12億5,392万5,000

円の減額をお願いしております。

この結果、補正後の一般会計予算額は、その

右の補正後の額Ｃの列にありますとおり、246

億6,711万1,000円となります。また、議案第57

号及び議案第58号に関する特別会計の補正につ

きましては、一般会計への繰り出しに伴うもの

でありまして、下から２段目、特別会計に係る

２月補正額の計、Ｂの列の合計欄に網かけをし

ておりますが、4,158万3,000円の増額をお願い

しております。

この結果、環境森林部の一般会計と特別会計

を合わせまして、補正後の予算額は表の一番下、

補正後の額Ｃの列の環境森林部計の欄に網かけ

しておりますとおり、252億4,781万1,000円とな

ります。

次に、２ページをごらんください。

２の平成26年度繰越明許費補正（追加）につ

いてであります。

これは、関係機関との調整等に日時を要した

ことや、工法の検討に日時を要したもの、ある

いは、国の緊急経済対策の実施に伴う補正の関

係により、工期が不足することなどの理由によ

りまして翌年度への繰り越しをお願いするもの

であります。

上の表の議案第54号関係が、自然環境課、森

林経営課、山村・木材振興課の所管事業で、表

の合計欄に網かけをしてありますとおり、109カ

所14億7,383万9,000円、下の表の議案第78号関

係が森林経営課、山村・木材振興課の所管事業

で、表の合計欄に網かけしてますとおり、40カ

所８億7,640万2,000円の繰越明許費の追加をお

願いするものであります。

次に、３ページをごらんください。

３の平成26年度繰越明許費補正（変更）につ

いてであります。

議案第54号関係が、森林経営課の所管事業を

合わせまして、表の合計欄にありますとおり、15

カ所２億9,525万2,000円の増額を、また議案第78

号関係では、自然環境課、森林経営課、山村・

木材振興課の所管事業を合わせまして、合計の

欄にありますとおり、45カ所の27億272万円の増

額をお願いするものであります。

次に、４の平成26年度債務負担行為補正（追

加）についてであります。

これは、自然環境課が所管しております山地

治山事業におきまして、平成27年度までの期間

で限度額３億7,500万円の債務負担行為の設定を

お願いするものであります。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては担当課長、室長が御説明申し上げま

すのでよろしくお願いいたします。

○川添環境森林課長 環境森林課の補正予算に

ついて御説明いたします。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料の179ページになります。

環境森林課の補正額でございますが、一番上

の行、左から２列目の補正額の欄にありますよ

うに、１億2,740万4,000円の減額補正をお願い

しております。その内訳は、その下にあります

ように一般会計が１億6,898万7,000円の減額、
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その５つ下になります特別会計が4,158万3,000

円の増額となっております。

この結果、補正後の環境森林課の予算額は、

一番上の行、右から３列目にありますように、

一般会計、特別会計合わせまして39億7,886

万5,000円となります。

それでは以下、主な内容について御説明しま

す。

181ページをお開きください。

まず一般会計についてでございますが、上か

ら５段目にあります（事項）エネルギー対策推

進費6,848万8,000円の減額でございます。主な

ものとしましては、説明欄の１の住宅用太陽光

発電システム融資制度6,400万円の減額でござい

ますが、新規の融資が当初の見込みを下回った

ことによるものでありまして、システムの価格

の低下とか、金融機関が独自の商品を持ってお

りますので、その存在が背景にあると考えられ

ます。

次に、182ページをお開きください。

中ほどにあります（事項）地球温暖化防止対

策費2,495万2,000円の減額でございます。主な

ものとしましては、説明欄の２の再生可能エネ

ルギー等導入推進基金事業2,489万5,000円の減

額でありますが、これは民間による事業がなかっ

たことや、事業主体でございます市町村による

事業の入札残などによるものでございます。

次に、184ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）森林環境教育推進事

業費85万円の増額でございます。これは、「宮崎

県川南遊学の森」の敷地内に枯れ木がございま

して、これの伐倒除去に必要な経費を増額する

ものでございます。

次に下から２つ目の（事項）森林環境税基金

積立金112万4,000円の増額でございます。これ

は、森林環境税基金積立金の原資となります税

の収入見込みが増額になったことによるもので

ございます。

次に、一番下の（事項）わが町の水と暮らし

を守るいきいき森林づくり推進事業1,3 3 4

万7,000円の減額でございます。これは、森林の

公有林化を行います市町村に対する補助額が、

当初の見込みを下回ったことによる減額でござ

います。

次に、185ページをごらんください。

下のほうの（事項）林業公社費5,015万6,000

円の減額でございます。

主なものとしましては、説明欄の１、貸付

金5,000万円の減額でありますが、これは、主伐

の売り払い収入等が計画を上回る見込みとなっ

たことから、県の貸付金を減額するものでござ

います。

186ページをお開きください。

特別会計の山林基本財産特別会計についてで

ございます。上から５段目になります（事項）

県有林造成事業費1,774万6,000円の増額でござ

います。主なものとしましては、説明欄の５、

繰出金2,000万円の増額でありますが、これは県

有林の売り払い収入等の一部を一般会計に繰り

出すものでございます。

次に、188ページをお開きください。

同じく特別会計の拡大造林事業特別会計につ

いてでございます。上から５段目になりますが、

（事項）県行造林造成事業費2,800万4,000円の

増額でございます。主なものとしましては、説

明欄の５、繰出金3,500万円の増額でありますが、

これも主伐の売り払い収入の一部を一般会計に

繰り出すものでございます。

環境森林課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。
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○上山環境管理課長 環境管理課の補正予算に

ついて御説明をいたします。

歳出予算説明資料の環境管理課の191ページを

お開きください。

環境管理課の補正額は左から２列目の補正額

の欄にありますように、一般会計で8,605万5,000

円の減額でございます。

右から３列目にありますように補正後の額は

３億5,383万7,000円となります。

それでは、主なものにつきまして御説明をい

たします。

193ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）大気保全費で529

万3,000円の減額であります。主なものとしまし

ては、説明欄１の大気汚染常時監視事業の329

万4,000円の減額でありますが、これは主に大気

汚染測定機器購入等の入札残でございます。

次に、その下の（事項）水質保全費で743

万6,000円の減額であります。主なものは、説明

欄１の水質環境基準等監視事業の683万3,000円

の減額でありますが、これは主に河川等の水質

測定に伴う委託契約の入札の残でございます。

１枚おめくりいただきまして、194ページをご

らんください。

上から２つ目の（事項）口蹄疫環境調査費で750

万6,000円の減額であります。口蹄疫埋却地周辺

の地下水等につきましては、水質異常が発生し

た場合、詳細な水質調査を行うこととしており

ますが、新たな水質異常が発生しなかったため

に不要となりました旅費や需用費等を減額する

ものでございます。

次に、195ページの一番上の（事項）公害保健

対策費3,475万4,000円の減額であります。主な

ものは、説明欄１の公害健康被害補償対策費で

ありますが、高千穂町の土呂久地区に係る公害

健康被害者の方々への補償給付におきまして医

療費等の療養の給付や遺族補償費、遺族補償一

時金等の給付が当初の見込み額を下回ったこと

によるものでございます。

次に、その２つ下の（事項）合併処理浄化槽

等普及促進費で2,962万8,000円の減額でありま

す。主なものは説明欄３の浄化槽整備事業であ

りますが、減額の要因といたしまして、市町村

の要望基数が当初の見込みを下回ったこと、さ

らに、通常、国は市町村の補助額の３分の１を

負担いたしますが、今年度、国の交付金におき

まして、補助額の２分の１を負担する低炭素社

会対応型浄化槽整備推進事業が14の市町で活用

できたことにより、当初見込み額を下回ったこ

とによるものでございます。

環境管理課の説明につきましては以上でござ

います。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。

○神菊循環社会推進課長 続きまして、循環社

会推進課の補正予算につきまして御説明いたし

ます。

歳出予算説明資料の197ページをお開きくださ

い。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、一般会計で3,660万1,000円

の減額をお願いしております。その結果、右か

ら３列目にありますように、補正後の額は17

億6,281万2,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。199ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）産業廃棄物処理対策

推進費で、2,172万5,000円の減額であります。

内訳につきましては、その下の説明の欄をごら

んください。２の産業廃棄物処理監視指導事

業748万3,000円の減額につきましては、本事業
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は廃棄物処理施設から排出されるダイオキシン

類等の委託検査を実施するものなどであります

が、この委託費の入札残によるもの、また廃棄

物監視員の人件費及び活動経費等の減によるも

のであります。

６の公共関与推進事業の1,112万2,000円の減

額につきましては、宮崎県環境整備公社におけ

る平成25年度の産業廃棄物処理事業収入が見込

みよりも増収となったため、同公社に対する平

成26年度の運営資金貸付金を減額したものなど

でございます。

７の産業廃棄物税基金積立金の286万4,000円

の増額につきましては、徴税経費の減額などに

よりまして基金への積立金が増額したものであ

ります。

200ページをお開きください。

一番上の（事項）廃棄物減量化・リサイクル

推進費で1,463万3,000円の減額であります。そ

の主なものとしましては、説明の欄１の循環型

社会推進総合対策事業の968万3,000円の減額に

なりますが、これは、産業廃棄物のリサイクル

施設の整備を行う事業者に対して補助金を交付

いたします、産業廃棄物リサイクル施設整備補

助金の執行残等であります。

また、説明欄２の溶融スラグの利用拡大推進

事業につきましては、平成25年３月のエコクリ

ーンプラザみやざきの灰溶融炉において発生し

た爆発事故によりまして、今年度、同施設の今

後の稼働、廃止について検討することとしてお

りましたため、事業を実施しなかったものであ

ります。

循環社会推進課の説明は以上であります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。

○水垂自然環境課長 それでは自然環境課の補

正予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料、自然環境課のと

ころ201ページをお願いいたします。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、一般会計で12億2,469万8,000

円の減額であります。この結果、補正後の額は、

右から３列目にありますように26億9, 3 3 7

万4,000円となります。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

203ページをお開きください。

下から２段目の（事項）森林保険事務取扱費

で268万7,000円の減額でありますが、これは国

庫補助決定に伴い補正するものであります。

１枚めくっていただきまして204ページをごら

んください。

下から２段目の（事項）荒廃渓流等流木流出

防止対策事業費で、500万円の減額でありますが、

これは、本年度は災害が少なく、対象箇所が少

なかったため減額するものであります。

次に、下のページ、（事項）森林病害虫等防除

事業費の説明欄の１、松くい虫伐倒駆除事業

で986万円の増額でございます。これは、宮崎市

の海岸区域を中心に、松くい虫被害が増加して

いることから、被害拡大を防ぐため、被害木の

伐倒駆除を実施するものであります。事業の実

施に当たりましては、可能な限り国庫補助事業

を活用することとしておりますが、国庫補助の

対象とならない地区を本事業で実施するもので

あります。

次に、中段の（事項）山地治山事業費で７

億1,232万6,000円の減額であります。国庫補助

決定に伴う減額でありますが、具体的には国は25

年に大災害のあった府県に予算を重点配分しま

したことから、本県への配分が当初計画を下回っ

たためであります。
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次に、下段の（事項）緊急治山事業費及び、

１枚めくっていただきまして、（事項）林地崩壊

防止事業費につきましては、どちらも災害関連

の事業でございますが、今年度は災害が少なかっ

たことから減額するものであります。

次に、その下の（事項）保安林整備事業費

で2,310万8,000円の減額でありますが、これは

国庫補助決定に伴う補正であります。

次に、下のページの（事項）鳥獣管理費で251

万5,000円の減額であります。説明欄の１、地域

で鹿捕獲対策強化事業は、市町村と連携して鹿

の有害捕獲に対する助成でありますが、１頭当

たり8,000円を助成する国の交付金を活用できま

したことから減額するものであります。

次に、その下の（事項）狩猟費で227万6,000

円の減額であります。説明欄の４、狩猟者育成

確保等対策事業は、市町村と連携して地域一体

となった捕獲に必要な、わなの整備等に対する

助成でありますが、他の事業でわなの購入がで

きたことから減額するものであります。

次に、その下の（事項）自然公園事業費で832

万5,000円の減額であります。主な事業でありま

すが、説明欄の３、自然公園等利用施設整備事

業は国定公園等において、県と市町村が実施す

る自然公園施設の整備に対する国の交付金事業

でありますが、国の交付決定に伴い減額するも

のであります。

１枚めくっていただきまして、208ページをご

らんください。

中段の（事項）治山施設災害復旧費で３億円

の減額であります。これは、台風等により被災

した治山ダム等の復旧工事に要する経費であり

ますが、本年度は災害が少なく、事業の対象箇

所がなかったことから減額するものであります。

続きまして、追加補正予算について御説明い

たします。

恐れ入りますが、別冊の歳出予算説明資料（議

案第78号）をお願いいたします。

資料の47ページをお願いいたします。

自然環境課の補正額は、左から２列目補正額

の欄にありますように２億2,798万1,000円の増

額であります。この結果、補正後の額は、右か

ら３列目にありますように、29億2,135万5,000

円となります。

１枚めくっていただきまして、49ページをお

願いします。

補正対象事業は２つの事業でありますが、い

ずれも国の緊急経済対策の実施に伴う補正であ

ります。まず、（事項）山地治山事業費で２億798

万1,000円の増額であります。これは、説明欄の

１、復旧治山事業など４つの事業におきまして、

椎葉村野地地区ほか４地区の山腹工事や、松く

い虫被害対策などを予定しております。

次に、その下の（事項）自然公園事業費2,000

万円の増額であります。これは、新規事業「自

然公園等国際化利用促進事業」でございますが、

詳細につきましては、環境農林水産常任委員会

資料の４ページをお願いいたします。

まず、１の事業目的でありますが、本県の主

要な観光地、霧島連山や高千穂峡などは、国立

公園などの自然公園や九州自然歩道になってお

りますことから、2020年東京オリンピックを契

機に増加が見込まれる外国人を本県へ誘客する

ため、自然公園等の魅力を国内外に発信すると

ともに、外国人を含めて、安全・快適に利用で

きる環境を整え、利用促進を図るものでありま

す。

２の事業概要でありますが、予算額は2,000万

円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、自然公園の
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魅力を国内外に発信するため、登山道や九州自

然歩道を活用し、オルレやトレイルランにも対

応できるエコツアーコースを設定するとともに、

自然公園を安全・快適に利用できる環境を整え

るものであります。対象地域は県が管理してい

る霧島地域の登山道や遊歩道、全長372キロに及

ぶ九州自然歩道であり、内容につきましては、

右のページの下にイメージとして写真を載せて

おりますが、国際化に対応した魅力の発信とし

てエコツアーコースの設定、多言語表記の地図、

パンフレットの作成、また国際化に対応した環

境整備として標識・案内板の多言語表示、さら

には安全パトロールや現地解説を委託により実

施するものであります。

最後に、３の事業効果でございますが、自然

公園等の魅力を国内外に発信することで、利用

者の増加が図られ、地域の活性化に寄与するも

のと考えております。

続きまして、特別議案について御説明いたし

ます。

委員会資料の18ページをお願いします。

議案第71号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」のうち、

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律関係

につきまして御説明いたします。

今回の改正は、１の改正の理由にありますと

おり、法律の名称が変更されることに伴いまし

て、関係規定における引用法令の名称変更を行

うものであります。施行期日は改正法の施行日

であります５月29日を予定しております。

自然環境課からは以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いします。

○那須森林経営課長 森林経営課でございます。

当課の補正予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の209ページをお開

きください。

森林経営課の補正額は、左から２列目の欄に

ありますように、27億2,363万8,000円の減額で

あり、この結果、補正後の額は、右から３列目

にありますように、62億1,992万1,000円となり

ます。

以下、主なものについて御説明いたします。

１枚めくっていただいて、211ページをごらん

ください。

上から５行目の（事項）森林計画樹立費で872

万1,000円の減額であります。これは、空中写真

撮影の入札残や補助金の交付決定に伴う執行残

等です。

次に、その下の（事項）森林整備地域活動支

援交付金事業費で、森林経営計画の策定等に要

するものですが、１億6,183万6,000円の減額で

あります。これは、当該年度の事業費の確定に

伴う執行残であります。

次に、一番下の（事項）林業普及指導費で1,006

万7,000円の減額であります。これは、次のペー

ジの説明欄の４をごらんください。緑の青年就

業準備支援事業の研修を受ける者に対する支援

金額の確定に伴うものであります。

次に、中ほどの（事項）森林整備事業費で、

４億5,065万6,000円の減額であります。これは、

国の交付決定による補正であります。先般の国

の補正予算では、非公共事業である加速化事業

が交付金措置されましたが、公共事業について

は本県配分がなかったことから現時点では、次

年度の要望に満足に応えていくことが厳しいこ

とが予想されます。現在、国に対して本県の実

情を十分説明し、安定的な予算の確保と本県へ

の配分を強く求めているところであり、先日も

技術次長と私は、林野庁と協議してきたところ

であります。
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一方、限られた予算の中で、増加する造林事

業量をカバーするためには、低コスト化は避け

られないことから、森林組合等に対し、コスト

縮減策を提案し、理解を求めているところであ

ります。今後、国の予算の配分状況を踏まえ、

現場への影響が可能な限り緩和できるよう、現

場の声に耳を傾けながら対応してまいりたいと

考えております。

次に、一番下の（事項）森林機能保全対策総

合整備事業費で6,431万9,000円の減額でありま

す。これは、森林整備加速化・林業再生基金を

活用して、森林境界の明確化や獣害防止対策を

助成する事業で、事業費の確定に伴い減額をす

るものであります。

次に、213ページの（事項）道整備交付金事業

費で１億203万円の増額ですが、これは国の交付

決定による補正であります。

次に、一番下、（事項）山のみち地域づくり交

付金事業費で１億5,196万4,000円の減額であり

ます。これも国の交付決定によるものでありま

す。

次に、214ページ上段の（事項）林業技術セン

ター管理運営費で563万3,000円の増額ですが、

これは原木シイタケ人工気象室設置事業の事業

費の確定に伴う増及び施設管理費の減額などに

よるものであります。

次に、下段の（事項）林道災害復旧費で19

億8,241万1,000円の減額でありますが、これは26

年度の災害発生が少なかったことによるもので

あります。

続きまして、議案第78号追加補正予算につい

てであります。

恐れ入りますが別冊の歳出予算説明資料、下

のほうに議案第78号と書いております。その冊

子の51ページをお開きください。

森林経営課の補正額は、左から２列目補正額

の欄にありますように７億8,619万8,000円の増

額であります。この結果、補正後の額は、右か

ら３列目にありますように70億611万9,000円と

なります。

１枚めくっていただきまして、53ページをご

らんください。

補正対象の事業は３つの事業であります。い

ずれも国の緊急経済対策の実施に伴う補正であ

ります。初めに（事項）森林機能保全対策総合

整備事業費で６億5,498万円の増額であります。

これは、後ほど常任委員会資料で説明させてい

ただきます。

次に、その下の（事項）森林整備加速化・林

業再生整備交付金事業費で１億860万円の増額で

あります。これは、森林整備加速化・林業再生

整備交付金を活用し、森林路網を整備するもの

であります。

次に、その下の（事項）山のみち地域づくり

交付金事業費で2,261万8,000円の増額でありま

す。これは、基幹林道、西米良村の小川石打谷

線を整備するものであります。

最後に、常任委員会の資料６ページをお開き

ください。

先ほどの（事項）森林機能保全対策総合整備

事業費の未利用間伐材利用促進対策事業であり

ます。この事業は、森林整備加速化・林業再生

整備交付金を活用し、木材加工施設や木質バイ

オマス利用施設等に対する間伐材等の安定的、

かつ効率的な供給を行うための伐倒、集材経費

等や森林境界明確化への支援を行うものであり

ます。

事業の概要ですが、予算額は６億5,498万円、

財源は森林整備加速化・林業再生交付金で、事

業期間は平成26年度、事業主体は県、市町村、
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森林組合等であります。

事業内容は①のように、原則７齢級、林齢で

申しますと35年生以下の樹木となりますが、こ

れらの森林を対象に、伐採したまま放置される

はずであった、いわゆる未利用間伐材利用のた

めの伐倒・集材経費等へ支援や、②にあります

ように、森林境界明確化への支援であります。

これらを効率的に展開し、森林の多面的機能

の発揮を図りつつ、林業の成長産業化を推進し

ていきたいと考えております。

森林経営課からは以上でございます。御審議

よろしくお願いいたします。

○福満山村・木材振興課長 それでは、歳出予

算説明資料の２月補正の分です。分厚いほうで

すけれども、それの山村・木材振興課の215ペー

ジをお開きください。

当課の補正額は左から２列目の補正額の欄に

ありますように、一般会計で５億9,306万8,000

円の減額であります。この結果、補正後の額は、

右から３列目にありますように、一般会計、特

別会計合わせまして66億5,988万円となります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

１枚めくっていただきまして、217ページをお

開きください。

ページの下から２段目の（事項）林業・木材

産業構造改革事業費２億1,960万9,000円の減額

であります。説明欄の２の林業経営構造対策事

業費補助金及び３の木材産業構造改革事業費補

助金におきまして、国に要望していた高性能林

業機械の導入や、木材加工施設整備につきまし

ては、補助率の有利な加速化事業に事業を振り

かえたことに伴い減額するものであります。

ページをめくっていただきまして、218ページ

をごらんください。

５の森林整備加速化・林業再生事業でありま

すが、これは予定していた木質バイオマス調達

等支援において事業体の都合で取りやめとなっ

たことや、各事業において事業費が確定したこ

と等により減額となったものであります。

次の（事項）木材産業振興対策費２億512

万7,000円の減額であります。これは、説明欄の

１の木材産業振興対策資金におきまして、原木

価格下落に備えて金融機関に預託するための予

算を確保しておりましたが、平成26年度は原木

価格の大きな下落はなかったことから、金融機

関への預託額を調整したことにより減額となっ

たものであります。

次に、下のページ、219ページをごらんくださ

い。

一番上の（事項）木材需要拡大推進対策費１

億1,258万1,000円の減額であります。これは説

明欄の１、木のある豊かなまちづくり促進事業

におきまして、公共建築物の木造化・木質化に

ついて、当初予算において国の採択がなく、国

の補正予算で対応したことなどに伴い減額する

ものであります。

次に、その下の（事項）木材利用技術センタ

ー運営事業費1,168万円の減額であります。これ

は、説明欄の１の維持管理費及び２の試験研究

費におきまして、光熱水費等の執行残や試験研

究用機器整備費の入札執行残により減額となる

ものであります。

次に、下から２段目の（事項）林業担い手総

合対策基金事業費2,660万6,000円の減額であり

ます。

ページをめくっていただきまして、220ページ

をごらんください。

説明欄の２、森林の仕事担い手確保促進事業

におきまして、当初予定されておりました補助
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対象者が、事業の採択要件である給与水準や社

会保険整備等の条件を満たしていなかったため、

人数が減少したことなどによるものであります。

次の（事項）シイタケ等特用林産振興対策事

業費1,207万4,000円の減額であります。説明欄

の１のシイタケ等特用林産物生産体制強化事業

におきまして、生産経営の安定を図るためのシ

イタケ乾燥機や運搬車、散水施設等の整備への

支援を計画しておりましたが、干しシイタケ価

格の低迷などを理由として、要望量が減少した

ことなどによるものであります。

次に、第78号議案の追加補正について御説明

いたします。

歳出予算説明資料の山村・木材振興課の55ペ

ージをお開きください。

当課の補正額は左から２列目の補正額の欄に

ありますように、一般会計で25億6,494万3,000

円の増額であります。この結果、補正後の額は

右から３列目にありますように、一般会計、特

別会計合わせまして92億2,482万3,000円となり

ます。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。１枚めくっていただき、57ページをお開き

ください。

上から５段目の（事項）林業・木材産業構造

改革事業費24億5,212万1,000円の増額でありま

す。これは説明欄にありますように、森林整備

加速化・林業再生事業が国の緊急経済対策に盛

り込まれたことから、国の交付金を活用して行

うものであります。

事業内容等につきましては、後ほど委員会資

料により御説明いたします。

（事項）木材産業振興対策費以降の事項につ

きましては、全て国の緊急経済対策である地域

活性化・地域住民生活等緊急支援交付金、いわ

ゆる地方創生交付金を活用して行うものであり

ます。お願いしております事業の内容等につき

ましては、全て委員会資料にて御説明いたしま

す。

歳出予算説明資料については以上であります。

引き続き、常任委員会資料につきまして御説

明いたします。

委員会資料の８ページをお開きください。

森林整備加速化・林業再生事業について御説

明します。

１の事業の目的・背景でありますが、戦後造

林した豊富な人工林資源を循環利用し、林業の

成長産業化を実現するため、国の26年度補正予

算に森林整備加速化・林業再生対策が盛り込ま

れたところであります。

２の（１）にありますとおり、予算額は24

億5,212万1,000円をお願いしております。国の

補正予算の動きを受けて、市町村や林業・木材

産業関係者等の要望を取りまとめ、国に本県要

望額を提出しておりましたが、林野庁から交付

金として約32億円の内報をいただいたところで

あります。この額から森林経営課が実施します

路網整備や間伐実施分、約７億6,000万円を除い

た分について御説明いたします。

（５）の事業内容でありますが、①の地域協

議会運営推進費は、市町村や林業・木材産業の

関係者で構成する協議会が県と協議しながら行

う全体計画の策定等に対して支援を行います。

②から⑤までの各事業は、ここで作成された

全体計画に基づいて実施されることになります。

まず②の素材生産・木材加工施設等整備事業で

は、木材の効率的、安定的な供給を図るため高

性能林業機械や木材加工施設などの整備を支援

することとしております。

次に、③の木質バイオマス加工・利用施設整
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備等事業では、木質バイオマスの利用拡大を図

るため、未利用材を燃料としたバイオマスボイ

ラーの整備に対する支援を行うこととしており

ます。

次に、④の木造公共施設整備等事業では、木

材需要拡大を図るため、木造公共施設の整備や

地域材の新規用途導入などを支援するとともに、

⑤の原木シイタケ競争力強化対策事業では原木

シイタケの競争力強化に必要なシイタケの原木

や種駒の生産資材導入の支援のほか、新たなマ

ーケットの開拓等を目的とした活動に対する支

援にも取り組むこととしております。

次に、10ページをお開きください。

先ほど御説明申し上げましたとおり、以下は、

いわゆる地方創生交付金を活用した事業となり

ます。森林バイオマス供給担い手拡大対策事業

について御説明します。

１の事業の目的・背景でありますが、木質バ

イオマスの供給における条件不利地域では、林

家等の供給意欲が低いことから取り組みが進ま

ず、所得や森林整備等に地域格差が生じること

が懸念されております。このため、供給者と輸

送業者等が連携した集荷や輸送体制を確立する

ための実証的な取り組みに対し支援を行います。

２の（１）にありますとおり、予算額は4,820

万円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、①の木質バ

イオマス集荷・輸送基盤整備事業において分散

集積された林地残材等の集荷や、輸送のコスト

削減を図るために必要な資機材の整備を支援す

ることとしております。

次に、②の条件不利地域輸送体制構築事業に

おいて、集荷経路や集荷スケジュール、使用機

材など効率的な輸送体制が確立するまでの経費

を支援することとしております。

次に、12ページをお開きください。

「みやざ木おもてなし推進事業」について御

説明します。１の事業の目的・背景であります

が、本県の豊かな森林資源を有効に活用し、新

たな木材需要を創出、創造するためには、県民

の「木づかい」への理解を深め実践につなげて

いくことが重要であります。このため、県民参

加のもと、ＰＲ効果の高い公的スペースへの木

材利活用に対する支援等を行い、宮崎のおもて

なし空間を創造するとともに、林業・木材産業

の稼ぐ力を強化することとしております。

２の（１）にありますとおり、予算額は4,670

万円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、①にありま

すように、県の玄関口である空港、港、駅のよ

うな公的スペース、さらには県庁講堂などの木

質化や木製遊具の開発・設置等を支援すること

により、県民に広く木づかいの機運の醸成を図っ

ていくこととしております。

次に、14ページをお開きください。

「いいね！みやざきしいたけ食べる機会創出

・定着事業」について御説明します。

１の事業の目的・背景でありますが、シイタ

ケの消費拡大を図るため、消費量の少ない子供

たちや、その母親世代に焦点を当てたシイタケ

が食べたくなる取り組みを集中的に実施し、消

費量の底上げを促し、生産者の経営の安定と山

村地域の活性化を図ることとしております。

２の（１）にありますとおり、予算額は1,792

万2,000円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、①にありま

すように、人間の味覚は３歳から９歳ごろまで

発達すると言われていることから、県内や連携

都市である川崎市の学校給食に干しシイタケを

提供し、母親世代に対しては若い人たちに人気



- 14 -

平成27年３月４日(水)

の料理教室において、干しシイタケと県産ブラ

ンド品を食材にしたタイアップレッスンや試食

会を開催したいと考えております。

また、②にありますとおり、飲食店やコンビ

ニ等が実施する新メニュー開発や新商品開発、

販売等に係る経費等を支援したいと考えており

ます。

お願いしております予算の説明は以上となり

ます。審議のほどよろしくお願いします。

引き続きまして、16ページをお開きください。

都市との連携による地方創生モデル事業につ

いて御説明します。

本事業は総合政策部で一括計上しているもの

でありますが、執行の一部が当部となるなど、

関連が深いため、参考までに御説明するもので

す。

１の事業の目的・背景でありますが、本県で

は木材利用を契機として昨年11月に川崎市との

間で連携・協力に関する基本協定を締結したと

ころであります。右側のページに川崎市との連

携協力の取り組みイメージを示しておりますが、

この協定では、互いの持つ資源や特性・強みを

生かしながら連携・協力して新しい価値の創造

モデルを構築し、それぞれの地域の活性化と持

続的成長に向けた取り組みを推進することとし

ております。

本事業では、この協定に基づき、川崎市との

木材利用促進にとどまらず、産業や人づくりの

面まで含めた連携を進め、新たな地方創生モデ

ルを構築したいと考えております。予算額は２

の（１）にありますとおり、3,213万4,000円で

あります。

事業の内容につきましては、（４）のとおり、

①から⑤の事業がございますが、当部が実施す

る事業は③のみやざきスギ活用プロジェクト推

進事業であり、予算額は1,800万円となっており

ます。

（ア）では、今回の協定締結を踏まえて、川

崎市の企業と宮崎の企業が一緒になって取り組

む木造・木質化を支援することとしております。

（イ）では、オリンピック関連施設に杉を利

活用するための設計、積算、図面など提案に必

要な書類等を整備し、具体的な提案活動等を行

うこととしております。

また（ウ）において、これらの取り組みを実

のあるものにするためのプロモーション活動を

首都圏で実施したいと考えております。

山村・木材振興課の説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○内村委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等についての質疑はありませんか。

○緒嶋委員 森林経営課、212ページ。造林、保

育、作業道開設等の関係で、やはり今までの造

林補助というか、地ごしらえとか含めたものが、

森林組合等からもかなり心配の声が上がってき

ておるわけです。

コスト縮減を図りながら造林、植栽ができる

ように頑張るということでありますけれども、

やはりなかなか人手不足もあるし、雇用の問題

等含めた場合、今までのような支援ができなけ

れば、未植栽地がふえるんじゃないかというの

をかなり危惧しておりますし、バイオマス関係

で、やはり木は切らないといかんわけです。

しっかり予算を確保していかなければ未植栽

地がどんどんふえていくということになると、

自然形態というか、山そのものがおかしくなっ

てくる。いつも部長が言うように、切って、植

えて、またそれを使って、そのサイクルをうま

くやるんだというシステムそのものが壊れるん

じゃないかという気もするんですけれども。こ
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のあたりを環境森林部としてはどう対策を立て

ていこうとしているのか、具体的な方策を教え

ていただきたいと思います。

○那須森林経営課長 今回の補正予算では、国

の公共事業費が本県に配分されなかった引きか

えに、間伐が主体である加速化事業、未利用間

伐材利用促進事業をふんだんに採択していただ

きました。

県では、２月上旬から森林組合の方々とも話

し合いを持って、いろいろコスト縮減のことに

ついて提案をさせていただいて、御意見等を求

めているところです。

この中にありまして、本県の伐採状況といい

ますと、高性能林業機械全国第２位、それから

路網も全国第１位ということで、非常にインフ

ラについては整備されてきているということ。

それと資源の状況も全国トップクラスというこ

とで、今後ますます伐採量がふえていくという

ようなことが予想されております。

インフラの整備が進んでいるということで、

伐採の形態が、かつての林の内で丸太を製材し

て運び出すという形とは変わって、全木、全部

枝葉まで道端に搬出するという作業がふえてお

ります。これらの傾向を把握して、造林の歩掛

かりは、地ごしらえが林内に枝葉が残っている

という状態が少なくなってきてるものですから、

そういう状況の現地の変化も考慮しながらどう

でしょうかというような提案をしてるところで

す。

また、これらについても各県の状況とも合わ

せて、隣県も私どもが考えてるようなことで実

際やってきておりますし、足並みをそろえると

いう意味もございます。そういうことで、コス

トをできるだけ削減しようというのは必然的な

ことで、林野庁からも指導の助言をいただいて

いるところであります。

予算が右肩上がりという時代ではなくなって

きておりますので、現場ではそういう努力をし

て事業費を効率的に活用しながら造林の拡大に

対応していきたい。一方では、予算の確保を求

めるというのも当然でございますので、先般か

ら私ども林野庁に参りまして予算の配分を強く

求めているところでございます。

国会の審議が年度を越すということで、当初

予算はまだ確定はされておりませんが、感触も

いいので、これから宮崎の現状を切に訴えて理

解をしていただいて対処していきたいと考えて

おります。以上でございます。

○緒嶋委員 これは、本会議でも星原議員から

も質問あったわけですが、特に伐採した当年か

翌年に植栽しないと、３年目に植栽すると地ご

しらえそのものに手間がかかるわけです。だか

らやはり切ったらすぐ植えるというのが鉄則で

ないと、予算がないから１年繰り越すだのと言

うと、植栽はますますもって困難になるわけで、

できるだけ必要な金はその当年度で確保しなけ

れば未植栽になる可能性もあるし。さらにコン

テナ苗等含めた、植栽に必要な苗の確保ができ

るかという問題もあるわけですが、本当に伐採

されたものに必要なだけの苗の確保がどの程度

充足できておるのか、そのあたりも問題だと思っ

てるんですけれども、どうですか。

○那須森林経営課長 おっしゃるとおりで、苗

木の確保というのが非常に大切だと思っており

ます。昨年から種苗協同組合等と打ち合わせさ

せていただいて、昨年は34万本、またことしは

年度早々から密に会議を持たせていただきまし

て４回ほど協議してるんですけれども、その中

で調整させていただいて、まだ24万本は不足す

るだろうと見ております。
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ただ、これは昨年の12月の数字ですので、そ

れから得苗率といいますか、使える苗木が育つ

というのが今の時期ですので、３月になればも

う少し上がるかもしれませんけれども、今のと

ころ20万本は不足するんじゃないかと見ており

ます。

このため広葉樹への植栽の特例とか、苗木の

本数の調整とか、そういうことをさせていただ

きながら、再生可能な山づくりというものに向

かっていきたい。また、苗木づくりについては

地域地域で協議会をもって、育つようにしてお

りますので、各森林組合さんでも危機感を持っ

ておられまして、自分のところでも穂木をとろ

うという動きをしていただいていますので、そ

れらを結実させていきたいと思っております。

○緒嶋委員 特に、穂木を取るのは、取ること

自体がなかなか難しいわけですよね。コンテナ

苗に差し込む前に、いかに穂木を集めるかとい

うこと。それとやはり花粉の問題等もあって、

花粉の少ない植栽が理想ではあるわけですよね。

そうなるとますます難しいので、これはやはり

環境森林部全体で相当対策を立て、森林組合、

あるいは素材生産組合いろいろな組織も含めて

体制を整えていかないと。やはり山が荒れたと、

植栽が十分いってないという─2,000ヘクター

ル未植栽があるときもあったわけですので。こ

のあたりはやはりやらないと、バイオマスその

ものが環境破壊につながったじゃないかと、木

を切り過ぎたじゃないか、循環そのものがおか

しくなったと言われないように、切ったら植え

ると、それを使って植えるというのがもう大前

提でありますので、これは環境森林部を挙げて、

そのことが一番大きな仕事ではないかなと思い

ますが、そのあたりはどうですか、部長。

○徳永環境森林部長 委員おっしゃるように、

今、植栽は、１年間の上で春植えというのが85

％ぐらいなんですね。これは、コンテナ苗じゃ

なくて裸苗を植えてるものですから、春しか活

着しない。これでやると、例えば夏以降切った

やつを春まで待たないといけないとなる。だか

らやはりこの苗木対策も大事、喫緊な課題なん

ですが、いわゆる周年植えられる、切ったら夏

でも、秋でも、冬でも植えられるような構造改

革をやっていかない限りは、恐らくこのサイク

ルはうまく流れないだろうなと思ってます。そ

ういう点で、本県がせっかく林業技術センター

で開発しましたので─国際的にもだんだん認

知されてきましたので、Ｍスター苗コンテナの

生産拡大をしながら、まず宮崎から林業構造改

革を進めるということで、27年度から緊急的に

重点的に取り組む。苗木の確保を含めて、いわ

ゆる本県が九州各県への苗木の供給県になり得

る、そうすれば中山間地域の新たな産業として

もできるだろうと、シイタケにかわるまではい

かないでしょうが、それにかわる新たな産業も

生まれる、つくり出せると思ってますので、こ

れに重点的に取り組みたい、まずそこが一番喫

緊の課題かなと思ってます。

また、森林整備費の予算につきましては、う

ちの県の山は早く造林を始めたもんですから、

ほかの県の山に比べて10年か15年早く成長して

る。うちの県はもう主伐の、だけれどもほかの

県は、まだ間伐の時代なんです。だけれども国

の政策自体が全国に合わせてるもんですから、

まだ間伐だ間伐だと。さっき７齢級以下と言い

ましたが、もううちには７齢級以下で間伐する

場所はないんです。だからそれを８齢級以上ま

で上げてくれんかというお願いをしながら、本

県は森林がこうあるんだという実情を林野庁に

お話をして、もう十分に林野庁の方々も本県の
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林業の状況を理解していただいてますので、予

算についてはある程度確保できるんじゃないか。

先般も森次長と課長が行って重々に説明してま

いりましたので。切ってそのまま放置する状況

は必ず解決する必要があると思ってます。苗木

の問題も予算の問題も一緒になって解決してい

きたいと思っております。

○緒嶋委員 ありがとうございます。

ぜひ、努力していただきたいと思います。

それと森林木材産業の加速化事業─森林整

備加速化事業、これが今度は基金事業じゃなく

て交付金事業になったということは、ことしは26

年度予算の補正で組まれたわけですが、いえば

これは単年度予算になったわけですよね。そう

なるとこの予算、総体で32億円ということです

が、実際に単年度でうまく使わないと返さない

といかんわけですね、基金なら３年間でとかい

うことであったんですけども。山村・木材振興

課の24億円の予算は、単年度でうまく消化でき

るわけですか。

○福満山村・木材振興課長 加速化事業は交付

金にかわったということで、通常の単年度で執

行というようなことになります。26年度という

ことできておりますので、繰り越しもお願いし

たわけですけれども、27年度中には完成を目指

して全部できるということでやるつもりでござ

います。

○緒嶋委員 そのつもりはわかるわけですけれ

ども、予算っていうのは……。それが完全に実

行されないと、不用額とかいうことになると返

さないといけないわけだから、それはもったい

ないじゃないかという意味で私は言っておるわ

けでありまして、そういう努力を最大限しなけ

れば、やはり不用額が出ましたということを執

行残というようなことでは困るという意味であ

りますので、そのあたりは十分努力していかな

いと、これは24億円というのはかなり執行を急

がんと厳しいんじゃないんかという思いがする

もんだから、そういうことを申し上げたわけで

すが、それは大丈夫ですね。

○森環境森林部次長（技術担当） 林活議連の

先生のお力もいただいて、予算確保していただ

いたわけですので、精いっぱい皆さんと連携を

とりながら今年度、来年度中には実行できるよ

うに努めてまいりたいと考えております。よろ

しくお願いいたします。

○緒嶋委員 その中でいつも言ってるＣＬＴ、

これは２分の１補助ですが、センター長どうで

すか、このあたりうまくいきますかな。

○飯村木材利用技術センター所長 最新の情報

を申し上げます。

センターとして今取り組んでいるのが、ハー

ドの面で実験、研究、具体的な接合をどうする

かっていうことで、チャレンジしたところ、ロ

ングビスといいまして、太くて長いネジです。

そのネジが有効であるということがわかってき

て、パネルとパネルを割と簡単に加工が十分で

あれば合体できる、組み立てられるということ

がわかってきました。

それから実用面から申し上げますと、先月、

ＣＬＴの建物を立ててみたいというお客さんが

あらわれまして、木工構造相談室が中心になっ

てこれから対応していくと思うんですが、難し

い問題は山積みです。しかし、こういう補助事

業があったり、データがそろってきたというこ

とで起爆剤になればいいなと考えてます。

○緒嶋委員 これは、将来に向かって大変期待

の大きいところでもありますので、ぜひそうい

う希望のある人も含め、裾野が広がってくれば、

やはり宮崎県の木材の需要も増してくるし、将
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来は東京オリンピックに向かってＣＬＴの構造

物が宮崎県にはたくさんできておるというよう

なことになると、またそういう話題性も膨らん

でくるんじゃないかなと思いますので、ぜひこ

こ一、二年で全てがものになるように頑張って

ほしいと思います。

また、特に中国木材の進出等もありますが、

そこ辺の関連も含めて頑張っていただきたいと

思います。

それと、この26年度予算で自然環境やら治山

事業とか、やはり減額になった分があるわけで

す。その関連の中で27年度の予算がまだ骨格予

算ということでわからんわけですけれども、少

なくとも26年度で予定していた予算が交付決定

がなくて繰り越しみたいな形にもっていかない

と当然いかんわけですが、そのあたりはそうい

う手順で進まれるわけですか。

○水垂自然環境課長 今年度の治山事業につき

ましては、先ほど申し上げましたように、前の

年に災害を受けた京都とか、山形とか、そういっ

たところに国が重点配分したということで、九

州各県調べてみたんですが、宮崎と同様の傾向

にあるということで、このように一旦大きく減

額しましたが、追加補正ではある程度戻したと

いうことでございます。

27年度予算につきましては、やはり国に実情

を訴えまして、できるだけ本県への配分を求め

ていくということにしております。

したがって、繰り越しなんかも出てきており

ますけれども、例えば治山事業でありますと、

林道とは違いまして、点での工事ですので、前

の工事が終わってないと施工ができないという

ような縛りは小さいことから、適切に執行して

まいりたいと考えております。

○緒嶋委員 それと住宅用太陽光。環境森林課

かな。宮崎県は太陽光発電日本一を目指してや

ろうということでやったわけですけれども、国

は、個人の住宅に直接補助するのをやめたわけ

ですよね。融資に切りかえたということであり

ますが、実績は今、九電との絡みでいろいろ太

陽光発電も課題が多いようですけれども、住宅

用太陽光発電の普及というか、そのあたりはど

のように進んでおるわけですかね。

○川添環境森林課長 住宅用太陽光は先ほど融

資の金額として6,000万円ほど減額という形で言

いましたけれども、住宅用の太陽光としてはス

ピードが落ちてないみたいなんです。各市町村

で９市町村ほど補助金事業持ってるとこありま

すけれども、その状況等確認したところによる

と、若干おくれてるみたいなんですが、出方は

大体同じ。

それと経産省が認定しているものの稼働状況

を見てみますと、今の段階では、大体前月比プ

ラス５％ぐらいずつ伸びてきてます。

先ほどの補正の中で言いましたとおり、融資

金額が下がってるんですね。今５キロワットあ

たりが、300万円ぐらいかかってたのが、今は100

万円前後でできますので、融資自体までは手を

出さなくてやってる。ただ、委員おっしゃるよ

うに今後30日を超えた形での出力抑制を九電さ

んが要請するという形になると、そのスピード

がどうなるかというのは見きわめていく必要が

あるだろうと考えてます。

○緒嶋委員 これは、エコであるわけで、日本、

将来的にはやはり原発はないほうがいいという

のは誰でもわかっておるわけですね。そうなる

と、宮崎県は少なくともそのエコで需要を賄う

というような思いでふやすということ。これは

風力とか、ほかのいろいろエコの電源はあるわ

けですけれども、特にみんなが関心を持つため
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には、やはりこの太陽光というのは、恩恵はみ

んな平等に受けるわけですよね、空からの太陽

の恩恵は。そうなるとこれをふやしていくとい

うことは、やはり日本の環境全体を含めて重要

なことでありますので、今後ともどういう形で

ふやすかというのは、十分考えてほしいなと思っ

ております。

○川添環境森林課長 国も固定価格買い取り制

度の中で、住宅用につきましては、買い取り制

限になりますけれども、遠隔操作の機器等に対

しても負担がかかってきますから、その分は買

い取り価格の中で配慮するというような動きを

検討してますので、住宅用については依然とし

て、引き続き普及していきたいという形。県と

しましてもそういう状況、ホームページとかい

ろいろ載せてますので、促進してまいりたいと

考えてます。

○緒嶋委員 将来的にはこの蓄電方式のものが

もうちょっと確立されれば、我が家で使う電力

は我が家で太陽光で発電してということが本当

は一番理想なわけですよね、日本のようないろ

いろなエネルギーの少ない国では、ある意味で

は。そういうことを含めると、太陽光というの

が一番普及しやすいものだと思いますので、ど

うあるべきかということ、将来を見据えながら

努力してほしいと思います。

○重松委員 先ほど緒嶋委員から、また部長か

らもありましたＭスターコンテナ苗の件なんで

すが、当然これ量産をしていかないといけない

ということでございますけれども、今その量産

できる方、農家の方々というのは、どのような

人数、規模があるんでしょうか。

つまり、今後のことを考えて、足りてるんで

しょうかという意味です。

○河野林業技術センター所長 Ｍスターについ

ては、徐々に生産本数もふえてきておりますが、

生産者自体は今14名、14戸でございます。販売

を目的に生産されてる方が11者、それと自家用

といいますか、林業、会社も含めて３社ござい

ます。

○重松委員 聞くところによると、手作業でや

られてるってことを聞いたんですけれども、機

械化っていう話は今後どうでしょうか。

○河野林業技術センター所長 現在は、培地の

詰め込みとかいうのはどうしても手作業で１個、

１個やらなくちゃなりませんけれども、コンテ

ナを移動させるとか、そういった部分について

は機械化も海外では導入されてるという話です

から、規模が大きくなれば今後検討していく価

値があるかとは思っています。

○重松委員 ぜひ、機械化を先駆けてやってい

ただきたいことと、その機械化に対する補助も

含めて今後検討されることが大事じゃないかな

と思うんですが、いかがでしょうか。

○那須森林経営課長 機械化についてでありま

すけれども、林野庁でも苗木増産、とりわけコ

ンテナ苗の重要性は非常に認めていただいてお

ります。ただ、今のところ大型会社、企業に対

する一括の支援っていうのはまだ具体的になっ

てないんですけれども、例えば大手の林業会社

さんなんかは、林野庁にも相談されております

ので、それは今検討されてると認識をしており

ます。

○重松委員 よろしくお願いいたします。

○前屋敷委員 私も、181ページの住宅用太陽光

発電のところですが、これ26年度の実績はどの

くらいになってますか。

○川添環境森林課長 予算上の積算でいきます

と、新規分と10年から15年の既存のやつを支援

していますので、予算上でいくと新規分は25件
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と、いわゆる過去に借りた分について226件ほど

を見てますけれども、それは最終的に７つの銀

行さんの実績をとらないと今のところは言えな

いんですが、今の減額した積算上はそういう数

字になってます。

○前屋敷委員 新年度でいくと25件の方が利用

したと見ていいですか。

○川添環境森林課長 銀行によって10年と15年

の償還期間がございますから、その25名が新た

に追加されるということになります。ただ、今

の情報でいくと新規の方が25名まではいなかっ

ただろうという話になってまして、そういう状

況。ですから、新たに今年度借りられた方が追

加されてくるということになります。

○前屋敷委員 より有利なものを利用されると

いう方もいらっしゃるという御説明だったんで

すけれども、太陽光、住宅用の補助が全くなく

なってしまって、融資制度で穴埋めといいます

か、融資制度を活用してほしいということなん

だけれども、ここで言いますと利用はなかなか

進んでないということですよね。しかし太陽光

に対する期待というのは県内全て非常に多いで

す。ですから、より本当を言うと補助、個人補

助、住宅補助を復活させてもらうことが一つは

要望なんですけれども、あわせてその融資制度

ももう少し利用しやすいような形に改善を図っ

て、大いに普及するという意味では、制度の中

身を利用しやすいように改善を図って、せっか

く組んだ予算ですから活用できるような方向で

考えていただきたいと思います。

○川添環境森林課長 できる限り工夫しながら

進めていきたいと思います。

○前屋敷委員 お願いします。

それと、205ページの松くい虫の伐倒駆除の補

正ですが、約980万円ほど。かなり松くい虫の被

害が広がって、なかなか終息しないというのが

この間ずっと続いてきてるんですけれども、今

度のこの予算でどの程度伐倒して、効果がある

のか、その辺のところをちょっと聞かせてくだ

さい。

○水垂自然環境課長 被害を確認しております

全量を、５月末までには全て駆除するという計

画を立てまして、国庫補助で活用できるものは

国庫補助、それ以外の地域については県単。県

単が今回約1,000万円ですが、国庫補助を約8,000

万円程度、国との協議も整いまして、配分を受

けるということになっております。

国庫と県単合わせまして、全ての被害木を５

月末までに完全に除去するという計画でござい

ます。

○前屋敷委員 この県単だけではなかなか少な

いなと思ってたんですよ。国庫補助800万円を合

わせてということで。一度完全に解決しないと、

どうしても残ったものがまた次の被害につなが

るということなので、やはりそこは集中して一

度なくしてしまうというような対策がどうして

も必要だなと思ってたんですけれども、一応こ

れで５月末までには解決ができるめどが立った

ということですかね。

○水垂自然環境課長 委員たしか800万円とおっ

しゃいましたが、国庫補助のほうが8,000万円。

今年度からバイオマスの発電のほうで燃料と

しての活用というのも今年度から始めますので、

５月末までに伐倒駆除したものはバイオマス発

電の工場に持ち込みまして、そこで完全に焼却

するということで考えております。

○前屋敷委員 わかりました。

○丸山委員 211ページの森林経営課になると思

うんですが、これ森林経営計画等の支援が残念

ながら減額になってるんですけれども。平成26
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年度には森林計画に設定してる面積が思ったよ

り進んでいないと認識しているものですから、

本当であると県とすれば目標これぐらいは森林

計画をしっかりしたいと思って、しかしながら

境界とかわからなくて減額とかなったんじゃな

いかと思うんですが。実際ことし森林計画がど

れぐらい進んだのかを教えていただくとありが

たいと思うんですが。

○那須森林経営課長 現在の計画の進度から申

し上げますと、民有林の45.6％が森林経営計画

に移行しております。面積にしますと18万7,000

ヘクタール減っているというところでございま

す。まだ残っておる施業計画がございますので、

それを加えますと全体で21万ヘクタールほどが

森林の計画が立っているというような状態でご

ざいます。

○丸山委員 この森林計画をしっかり設定して

いかないと、木質バイオマスとかに出したとき

に単価が変わってくるということがわかってま

すので、この辺をしっかり整備、促進をしてい

かないといけないかなと思っているんですが。

もうちょっと現地のほうで調査していただきた

いと思っているんですが、進まない理由として、

境界がわからないというだけで─森林ＧＩＳ

とか空撮やったりとかいろいろやってると思う

んですが、それがうまく機能したのかしてない

のか、その辺をもう少し教えていただけるとあ

りがたいかなと思うんですが。

○那須森林経営課長 ＧＩＳにつきましては、

各出先のパソコン等端末を配置して機能の整備

は進めているところであります。そこでわから

なかったところについては、現地に行って確認

するという作業を繰り返しておりますので、精

度は向上してきており、計画にも寄与している

ものと思います。

ただ、経営計画に不同意という方も中にはい

らっしゃいますので、これについては地元の森

林組合、あるいは出先の普及職員等が一緒になっ

て説明して回るというような作業を進めている

ところでございます。

○丸山委員 ぜひ、森林計画を含めてしっかり

と進めていただきたいと思います。

先ほどからも話があります保育、造林、苗も

含めて少しお伺いしたいんですが。先ほど重松

委員の質疑の中で出たのは、14戸が民家、個人

的なのを含めてあって、11戸３社が社内販売し

ているということなんですが、20万本くらい足

りないということだったんですけれども、これ

は県としては、この20万本をつくるためには、

どのような形の支援をしていこうと。部長は先

ほど中山間地域の新たな産業になるかもしれな

いっていうぐらい言われたもんですから、ここ

をしっかりやっていただきたいかなと思ってる

んですが、その辺の支援のあり方をどう今考え

ていらっしゃるのか。今３社しか販売店がない

けどこれをできれば５社とか、６社にふやした

いとか、そういう意気込みがあるのかないのか

含めてちょっとお伺いしたいと思いますけれど。

○徳永環境森林部長 大体32年度までに630万本

ぐらいの苗木が、現在430万本ぐらい必要な中

で、20万本ぐらい足りないという状況で、いわ

ゆる県としては32年度までに630万本を、いわゆ

るコンテナ苗を中心に、半分はコンテナ苗にし

ようと考えてます。そのためには、やはり採穂

できる母樹林を近くに整備すること、近くの自

分の母樹林から取ってさせる、そういう状況を

つくりたい。やはりその基盤整備をここ何年か

集中的にすることによって新規参入も入っても

らう。今頑張ってる人たちプラス、新たに産業

で参入してもらう、そこへしかけてるという状
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況です。

今、20万本については喫緊の課題ですので、

きょう、あしたの課題です。それについて今、

生産者に対してちょっとふやしてくれと、それ

に対して採穂については森林組合が協力すると、

その体制で今、20万本体制をやっているという

状況です。

○丸山委員 ぜひ、いわゆる32年に向けても、

また直近の課題として並行してやっていただく

ようお願いしたいと思います。

今度は、歳出予算資料の中の４ページ、自然

公園関係のことについてお伺いしたいんですけ

れども。このエコツアーとか、確かに整備する

ことは非常に自然な流れとしてでき上がりつつ

あるんですけれども、私の地元のほうで申し上

げたいのは、御池周辺がもう３年、４年前に崩

壊があって、それ以来御池が回れないというの

があって、利用促進をしようとしても使えない

状況なもんですから、これに関して今までいろ

いろ高原町としても要望してるんだけれども手

つかずの状況で、環境省等含めて調整がうまく

いってない状況なもんですから。こういう自然

公園利用促進をやろうという事業を打ち出して

いただいてるんであれば─私の地元の御池周

辺、自然公園っていうふうに指定されてるもん

ですから、それに関する考え方と整備状況、方

針含めてお伺いしたいと思います。

○水垂自然環境課長 御池周囲が約４キロござ

いまして、そのうちの西半分の一部が崩落があっ

たということで。そこの整備につきましては、

平成17年度の三位一体改革に伴いまして、整備

は基本的に国が行うということになってござい

まして、国に対しまして、御池の整備、復旧を

ずっと要望してるわけでございますけれども、

国は国でもっと優先度の高いところがあるとい

うようなことを言いまして、なかなか手をつけ

ていただいておりません。そうした中で、地元

の町長さんともお話するんですけれども、まだ

結論は出ておりませんが、片方だけ、東側だけ

使うとかいう方法も今現在検討しております。

また一方、来年度からは国が整備するという

ような、国の新規事業の中で対応できそうな事

業が生まれましたので、そちらでできないかど

うか模索していきたいと考えております。

○丸山委員 御池一周っていうのは、自然公園

を利用するというこれまでの流れがあったもの

ですから、それができないっていうことは非常

に利用促進を阻んでいるということであります

ので、しっかりと対応をしていただきたいと思っ

ております。

引き続き、６ページのことで。先ほど部長も

話をされましたけれども、この事業内容に各未

利用の間伐の中の、原則７齢級っていうのは非

常に宮崎に合わないっていうふうに思ってるん

ですが、実際、宮崎では８齢級とかで移行をし

て、それにつながってると思いますが、原則と

して書いてるんですけれども、実際は具体的に

はこれを取っ払ってできるというふうに認識し

ていいんでしょうか。

○那須森林経営課長 先ほどの部長のお話もあ

りましたが、宮崎は間伐対象面積がだんだん少

なくなってきているという状況から、この採択

基準の原則７齢級だと非常に厳しいということ

で、事業設立の案のころから林野庁には本県の

要望等を伝えて、強く訴えてきておりました。

そういう中で、林野庁も財務省との関係もござ

いますし、なかなか厳しいハードルであったん

ですが、原則７齢級というところ、実際県の状

況に応じて平均の胸高直径が齢級に関わらず18

センチ未満とか、ヘクタール当たりの平均搬出
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材積がそれ以下である林分とか、かなり間口を

広げていただくようにしてもらってます。

おおむね、本県の間伐については、この事業

の実施が可能かなというような感触を得ており

ます。

○丸山委員 その辺の説明をしっかり現地のほ

うでしてもらわないと、原則７齢級っていうの

が頭に飛びつくと、多分もうできないというよ

うな、恐らくこの予算はほとんど使われない可

能性があるもんですから、そこら辺の説明をしっ

かりと現地のほうでもやっていただきたいと

思っています。それの説明会っていうのは今後

どのような形で進めていくのか教えてください。

○那須森林経営課長 国の事業が新しい制度が

始まりましたので、２月前から各出先の機関の

方々に集まっていただいて、事業の説明は事あ

るごとにやっております。今も、ちょっと林野

庁の採択基準動いておりますので、これが固ま

り次第、説明会は逐次やっていきたいと思って

おりますので、そういうふうにして実施してい

きたいと思っております。

○丸山委員 続きまして、８ページ。緒嶋議員

のほうからもありましたとおり、単年度になっ

てしまったら本当に大丈夫かなという思いがあ

る中、高性能林業機械なんかを入れるのが18億

円あるものですから、実際これで何台ぐらいの

ものを─ヒアリング、調査されたと言われた

んですけれども、どれくらい入るというような

要望が上がっての金額なのか。２分の１が、買

う側の林業業者の方がすると思うんですが、非

常にその辺が大丈夫なのかという思いもあるも

んですから、その辺のことをもう少し詳しく教

えていただくとありがたいかなと思います。

○石田みやざきスギ活用推進室長 高性能林業

機械につきましては、現在、大体、今ヒアリン

グの結果といたしまして14台ほど入れさせてい

ただく予定で考えてございます。

そのほか、木材加工流通施設等整備におきま

して、集成材のラインですとか、選別機ですと

か、グラップル、木材乾燥機、貯木場の整備、

製品の保管庫、ツインバンドソーのライン、こ

ういったものを整備するという予定で今考えて

いるところでございます。

○丸山委員 今そういうことしながら、林地残

材を集めようという話も含めて多分、進んでい

るんだろうなと思っているんですが。今、ちょっ

と正確じゃないけれど、77万キロとか林地材が

残っているけど、ほとんど10ぐらいしか出てい

ないから、利用率が悪いんだと思っているんで

すけども。ちゃんと林地残材が出てこないと木

質バイオマスは安定的には運営できないと思っ

ているんですが、この今回の加速化事業によっ

て、どれぐらいの林地残材が出てくるというよ

うなことを含めて、需要を含めて、これだけじゃ

なくて、ほかの林地残材の利用率がどれくらい

上がると考えていらっしゃるんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 今の未利用材の林

地残材、これは77万７トンという数字があるわ

けですけれども、このうち新しい木質バイオマ

ス発電の計画も入れて13施設ぐらいできる予定

ですけども、それも含めると40万トンぐらい使っ

ていくというような計画でおります。

これまでに加速化事業等で木質バイオマスの

利用に向けてはチッパーだとか、それからトラッ

ク運搬車だとか、そういったことを過去にもずっ

と入れてきておりまして、本年度も素材生産関

係で言えばこういった高性能林業機械14台とか

いった整備をしていくわけですけれども、そう

いったことも含めて、今度稼働していく発電施

設も含めて30万トンほどの林地残材を集めてい
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くということで、これに寄与していくんじゃな

いかなと思っております。

○丸山委員 机上論はそう簡単に77万トンを40

万トンぐらい出すというんですが、実際出てこ

ないもんだから、御相談させていただいている

畜産関係のおがくずが高騰して足りないという

ふうになっているもんですから、ここを本当に

ちゃんと出すような仕組みを出してもらわない

と、この木質バイオマスのみならず、畜産にも

影響して共倒れしてしまうんじゃないかと。

高くなればいいだけではなくて、ある程度、

安定供給というシステムを、絵に描いた餅では

なくて、本当に大丈夫なのかと、本当に林地残

材が出てくるのかというのが、本当にどれくら

い研究されて、高性能林業機械とか、10ページ

に書いてあるこんな施設をつくることで、何が

足りないというのを本当にわかっているのかな

というのが─私自身も何が本当に足りないん

だろうかと、急峻地までやるとなかなか出すに

は非常にコストがかかり過ぎて、林業業者も面

倒くさいというのがあるもんだから、高性能林

業機械入れてもだめじゃないかなというふうな

気もするんですけども、そこをどうやって乗り

越えていくのか。今の宮崎の大きな課題でもあ

るんじゃないかと。その辺はどう考えていらっ

しゃるんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 大半は、木質バイ

オマス発電事業体と素材生産事業体が供給協定

を結んでおりまして、それが必要量以上の協定

量を結んでおるということで、ここが中心に集

めていくということにはなろうかと思います。

それに加えて、やはり自伐林家の方々とか、

そういった方々もいらっしゃいますので、そう

いった方々も少しでも所得の還元ができるよう

にということで、森林バイオマス再生事業とい

うことでいろんな資機材の支援と、それから中

間土場の設置も本年度から開始しております。

先ほど説明した中の10ページのところに、森

林バイオマス供給担い手拡大事業ということで、

補正予算でお願いしておりますけれども、この

事業についても遠隔地等で条件不利なところと

いうものもあるわけなんですけども、例えば高

千穂の奥とか、五ヶ瀬とかそういったところも

厳しいということで諦め感もあるんですけれど

も、そういったところも集められようにという

ことで輸送業者と連携して、右のほうに写真が

ございますけれども、トラック用のケージとか、

もっことかそういった資機材も支援しますけれ

ども、遠隔地のところへの輸送が回っていく体

制ができるまでということで、輸送経費の一部

支援ということもこの事業で考えておりますの

で、こういったことも活用しながらバイオマス

の供給にも寄与していきたいと思っておるとこ

ろでございます。

○丸山委員 いずれにしましても、この木質バ

イオマスが動き始め、他県と比べて宮崎が結構

多いもんですから、非常にこの辺が心配で。本

当に二、三年で木質バイオマスが、集まらずに

潰れてしまうというようなことになると─か

なりの税金を投じて補助金を出している木質バ

イオマスが倒産しないようにやっていただきた

いなと思っておりまして。そのためには、ちゃ

んと山に植える作業も並行して出てくるんだろ

うなと思っていますので、その辺を環境森林部

としてしっかり取り組んでやっていただきたい

なと思っております。

○徳永環境森林部長 確かに77の30ありますと

いう数字上はあるんですが、やはりもうからな

いと出せないんですね。あることはあるんです

けど、出してもうからないと。わざわざ損して
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までバイオマスのためにという人はいないので。

だから、そこをどうするかという、それを今

検討して、どういうやり方でして、どういう支

援をすればということで、今、実証をやってい

るところなんですが、本来はもう捨ててあるや

つをわざわざ拾ってバイオマスに持っていくと

いうことは、あんまり現実的ではないだろうと

思うんです。

今、山を切ると大体Ｃ材という、いわゆるご

ろんごろんころぶやつですね、これは20％しか

ないわけです。20％はＣ材が出るんで、だから

Ａ材という需要拡大をして、その中でＣ材を確

保していくと。Ａ材もＢ材もＣ材も一緒に切っ

て切り出すシステムを使わないと。それか間伐

で出すとか。やはり今、切り捨てて山に捨てる

やつを拾い上げてというのはなかなかペイしな

いと認識してますので。このＣ材をいかにうま

く流通させるか。今まではそのＣ材を運ばずに

山に置いていたんですね。だからそれを今度は

いかに出していくかということで、今、山に捨

ててあるやつを、また拾い上げるというのは、

道沿いじゃないとなかなかペイしない。

そういう点で、おが粉製造業者の人たちは、

道沿いに捨ててあるやつを自分で運び出して製

造するとか、いろんな方法があるんだろうと思っ

ているんです。今まで業者に持ってきてもらっ

ていたものを、森林所有者の許可を取って自分

でその道沿いに行って、そこから捨てられてい

るやつを持ってきて─もうおが粉でいいわけ

ですから─そういうやり方もあると思います

ので、それは振興局ごとにいろいろ実情がある

ので、振興局ごとに検討していくということだ

ろうと。

バイオマスは、恐らく宮崎県が成功しないと、

ほかの県では成功しないと思っていますんで、

必ず成功させたいと思っていますので、また御

協力をお願いしたいと思います。

○丸山委員 ぜひよろしくお願いします。

あと、シイタケのことを少しお伺いしたいん

ですが。14ページのほうに、今度、都市間連携

で川崎市ともやっていくと。非常にうれしい話

だなと思っていますが、本当にシイタケをつくっ

ている方が、採算も合わなくて、もう大変な状

況でありますので、明るい日差しを少しでも与

えていただきたいもんですから。実際、この都

市間と学校と、県内も含めてなんですけれども、

どれぐらいやろうという目標でまずやって、２

年後、３年後には全県下でやろうとか、何か思

いがあるんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 この事業は、地方

創生交付金を活用させていただきますけれども、

やはり先ほども説明申し上げましたけれども、

お子さんが食べなくなっているとか、その母親

世代が食べなくなってからということが一番あ

ると思うので、そういったところにターゲット

を絞ったということで、先ほど学校給食という

お話をしました。

これ県内と、連携している川崎市ということ

なんですけれども、おのおの400キロぐらいずつ

試しに使っていただくということで、まずシイ

タケを消費してもらうということから始めたい

と思っております。これは子供さんたちの。母

親世代については、料理教室への食材等の提供

とか、そうした試食会の開催経費と。そういっ

たことで母親世代にも参加して自分のところで

料理できるような、シイタケがつくれるような

体制をつくっていくということを考えておりま

す。

○丸山委員 今回、呼び水みたいな形になって

安定的に干しシイタケ等が学校給食等で使われ
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るようにやっていただくようお願いします。

また、できれば私自身が今やっているのが、

人体実験じゃないんですが、健康診断でコレス

テロールが少しずつ上がりつつあるということ

で、干しシイタケを朝晩飲むようにしていて、

それでコレステロールが下がるんじゃないかと

いうことも言われているもんですから、そうい

う健康志向の方に対しても、この事業として何

かそういう食アドバイザーみたいなところで使

えるような形もやっていただけるようなことを。

今健康というのは一番キーワードになるとは

思っていますので、その辺のことも含めて使え

ないか、そういうところにもＰＲしてもらって

使える事業にしてもらって。私自身がもうすぐ

したら半年ぐらい飲んでいますので、自分のデ

ータは出せるのかなと思いますので、出てほし

いなと思いつつなんですけれども。美容と健康

志向というものも含めて、ターゲットも女性の

ほうとか高齢者の方に絞っての、そういう定着

みたいなものは取り組めないんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 先ほど御賞味いた

だいたシイタケ茶、これもエキスパウダーとか

入ってございまして、いろんなコレステロール

値だとか、血圧を下げるだとか、食物繊維も含

めてそういった成分がある、そういったいい効

果があらわれているということで。今後は、や

はりシイタケ自体にどういう効果とか価値があ

るか─今度は食品表示法が改正になっていく

ということでもう施行されるようですけれども、

自主的にデータさえそろえば届け出で済むとい

うことですので、そういったことにチャレンジ

していきたいと思っているところでございます。

○丸山委員 ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

○ 原委員 委員会資料の４ページですが、多

言語表記とありますけど、ここの写真を見ると

英語というかローマ字と韓国語のようですが、

多言語というのは何カ国語ぐらいでつくろうと

いうことですか。

○水垂自然環境課長 県内では霧島地域等が、

韓国の方が今現在でも多いということから、考

えておりますのが、韓国語、中国語、そして英

語、その３カ国語を考えております。

○ 原委員 中国の観光客がかなりふえている

ということですから、それ必要だろうなと思い

ました。

あと、10ページのバイオマスの担い手拡大対

策事業ですけど、私も一般質問をしたこともあっ

て、これはなかなかもうからないから大変だろ

うという、今、丸山委員と同じような質問もし

たし、場合によってはその燃料が足りなくなる

から、製材に回すべき木材を、結果的には、い

わゆるＢ材、Ａ材をやってその燃料にすること

が、もしあったらおかしな話だなということも

言ったこともあったんですけど。

大阪から税理士の方が見えたときに、この話

をしていましたら、その方はいろんな企業の経

営状態を見ておられるんですけれど、東大阪と

いうのは非常にものづくりが盛んなところで、

いろんな機械メーカーがあるそうなんですけど、

その方が言ったのが、高圧線がありますね、山

から山に張ってある電線をどうやって張るんだ

ろうと真剣に考えてみると、ヘリコプターはと

ても持てるあれじゃないんですよね。そうする

と私もあっちこっち張ってありながら見たこと

なかったんですけれど、トロッコで運ぶんだそ

うですね。レールをずっと引いて、そしてその

木と木の間を電線の先端を持ってトロッコで

ずっと持っていって張るんだという話なんです。

私はいつか見に行きますよということで約束し
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てあるんだけれど、その人が言うには例えば山

奥の大変なところからトラックとかで運ぶのが

大変だったら、そこにそういう簡易トロッコと

いうか、そうやって今高圧線を張っているわけ

ですから、そういうトロッコをうまく使えんの

かと、その方はおっしゃるんです。

ただ、その人は山のことはよく知らない人な

ので、大阪に住んでいる人ですから、ぜひ見に

行きましょうという話はしているんですけれど。

そういう集材の後の搬出、例えば今ここにケー

ジがありますね、こういうものから例えばトロッ

コ形式になって乗せてとろとろ運ぶとかすれば、

意外と経営削減になるんじゃないかと御提案を

いただいたんですけれど。そういうことがあり

ますので、一回研究してみられたらどうかなと

いうことで申し上げました。

といいながら恥を忍んで聞きますが、「どんこ」

といいますね、あれ非常においしいんですけど、

あれどんな字書くんですか。この際、聞かぬは

一生の恥、教えてください。

○福満山村・木材振興課長 「どんこ」はです

ね、冬の、くさかんむりに─ちょっと字がで

きませんけども、「冬のこ」と書くんですけれど

も。今ちょっと、ど忘れしましてまことに申し

わけないですけれど……。

○ 原委員 また後で教えてください。シイタ

ケの話をするのに、こういうのをやはり知らな

くてはお話もできませんので。

○内村委員長 後、その他報告があるんですが、

午後にしたいと思いますので、とりあえずここ

で休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後１時０分再開

○内村委員長 委員会を再開します。その他報

告事項に関する説明を求めます。

○福満山村・木材振興課長 午前中の 原委員

の御質問でありました、「どんこ」の漢字なんで

すけれども、今、お手元に配付させていただき

ましたのが、６月議会の常任委員会のときの品

評会の報告の資料なんですけれども、この中ほ

どの③特別表彰のア、個人の部の部門別で、林

野庁長官賞の箱物の２番目に、「冬菇」と書いて

ございます。「冬」に「くさかんむり」に、「姑」

と書くようでございます。

後ろをちょっとめくって裏を見ていただきま

すと、一番上に写真がございます。香菇と茶花

など、これはちょっと割れているのが茶花なん

ですけれども、冬菇、それから香信とあります。

一説によりますと、香信と冬菇のあいなかが左

の香菇というような言い方をされているようで

ございます。報告させていただきます。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 常任委

員会資料の19ページをお開きください。私から

は、１の一般社団法人宮崎県林業公社の経営状

況について報告させていただきます。

まず、（１）の第３期経営計画（改訂計画）に

おける収支計画についてであります。林業公社

の改訂計画では、平成24年度から29年度までの

収支を以下のとおり見込んでおりまして、太線

で囲んでいます列の真ん中、26年度の差し引き

収支は下から３段目ですが、プラスマイナスゼ

ロで一番下の年度末資金残高は、各年度と同じ

く１億5,000万円を確保することとしておりま

す。

次に、（２）の平成26年度の収支見込みについ

てであります。右のページの表にありますよう

に、１月末現在の見込みですが、平成26年度は

主伐について計画よりも高値で売り払いができ

たこと、また、繰上償還の実施等により計画以
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上に利息の軽減が図られたことなどから、差し

引き収支は計画を上回る見込みであります。

それでは、詳細について右の表で説明いたし

ます。

この表は、一番上にありますように区分ごと

に改訂計画、実績見込み、増減、主な増減理由

を記載しております。

まず、収入の一番上の主伐等売り上げですが、

実績見込みは約３億7,000万円で、計画を１

億3,000万円ほど上回る見込みです。これは、売

り払い単価が計画よりも高かったことなどによ

るものです。

次に、その下の間伐等売り上げは、実績見込

みが約5,000万円で計画を１億4,000万円ほど下

回る見込みです。これは、間伐よりも主伐を希

望する森林所有者の意向により、事業量が減っ

たことなどによるものです。

次に、２つ下の補助金は約１億円で、計画を

１億7,000万円ほど下回る見込みです。これは間

伐などの事業量が減少したことによるものです。

次に、その下の長期借入金は約18億5,000万円

で、計画を3,000万円ほど下回る見込みです。こ

れは主伐等売り払い収入が計画を上回る見込み

となったことなどから、県からの借入額が5,000

万円減額できたことなどによるものです。ちな

みに、この減額によりまして公社の借入金残高

の総額は、ピークが改訂計画より１年前倒しで、

平成25年度末の340億8,000万円となり、今後、

漸減していくことになります。

次に、支出について説明をします。支出の一

番上の直接事業費は約１億9,000万円で、計画を

２億6,000万円ほど下回る見込みです。これは間

伐などの事業量が減少したことによるものです。

次に、その下の分収交付金は約１億4,000万円

で、計画を6,000万円ほど上回る見込みです。こ

れは主伐等売り上げ収入が計画を上回ったこと

によるものです。

次に、２つ下の元利償還金です。まず、償還

元金は約18億7,000万円で、計画を700万円ほど

上回る見込みです。これは市中銀行等への繰上

償還等を計画以上に行ったことによるものです。

また、その下の償還利息は約１億4,000万円で、

計画を1,700万円ほど下回る見込みです。これは、

繰上償還の実施などに伴い、計画以上に利息の

軽減が図られたことによるものです。

これらのことから、収入計から支出計を差し

引いた下から３段目の差し引き収支は約200万円

のプラスと見込んでおりまして、この結果、表

の一番下の年度末資金残高は、改訂計画の目標

の１億5,000万円を上回る約２億5,800万円とな

る見込みでありまして、公社の経営はおおむね

順調であると考えております。県といたしまし

ては、今後とも公社と一体となって、さらなる

経営改善に取り組むこととしております。説明

は以上です。

○上山環境管理課長 委員会資料の21ページを

お開きください。

昨年７月の常任委員会におきまして、第２次

宮崎県生活排水対策総合基本計画の改訂につき

まして御報告いたしましたが、このほど改訂案

を取りまとめましたので、その概要を御説明い

たします。

まず、１の（１）計画策定の趣旨にあります

ように、現在の計画の終期が今年度末であるた

め、上位計画である宮崎県環境計画に合わせ、

平成27年度から32年度の計画といたしました。

また、改訂に当たりましては効率的な生活排水

処理の整備などの国の方針を踏まえております。

今回の改訂案の目標値につきましては、市町

村ごとにヒアリングを行い、協議の上設定をい
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たしました。その結果（５）にありますように、

現在の環境計画では平成32年度末で目標値を81

％としておりますが、改訂計画では83％に引き

上げることといたしました。

22ページをごらんください。今後の生活排水

対策の基本方向といたしまして、（６）の生活排

水処理施設の整備等にありますように、効率的

・経済的な施設整備や維持管理体制の整備等を

行う必要があること、さらに（７）の総合的な

水環境保全のための連携及び啓発を推進してい

くこととしておりますが、先ほど申し上げまし

たように、今回、目標値を２ポイント引き上げ

ましたので、この目標値達成のために従来の取

り組みに加えまして、ページ下の３にあります

改訂計画の目標達成に向けた重点取り組み項目

を新たに設定いたしました。

具体的には、単独処理浄化槽等から合併処理

浄化槽への転換促進や、特に供用が開始されて

いる集合処理施設への接続率の向上、さらに公

共下水道等の整備計画区域の未着手区域につき

ましては、合併処理浄化槽による整備への転換

を図るなど、早期かつ効率的な整備を推進して

いくこととしております。

ページ中ほどの２をごらんください。今後の

スケジュールですが、３月に開催されます環境

審議会にこの改訂案を諮問し、答申をいただき

ました後に３月中に計画を決定し、公表を行う

こととしております。なお、参考といたしまし

て、次の23ページに生活排水処理率の推移、下

のほうに目標値のグラフを、次の24ページに、

市町村別の生活排水処理率を載せておりますの

で、後ほどごらんいただければと思います。報

告は以上でございます。

○神菊循環社会推進課長 同じ資料の25ページ

をお開きください。宮崎県産業廃棄物税条例の

一部を改正する条例につきまして御報告させて

いただきます。

このことにつきましては、去る11月議会の本

委員会におきまして、産業廃棄物税の課税を平

成27年度以降につきましても継続する方針につ

いて、御説明させていただいたところでありま

す。

本条例改正案につきましては、本２月議会に

条例を所管する総務部から平成27年度以降も課

税を継続することとし、これまでと同様に５年

後の見直し条項を設けるなどの条例改正案、議

案第67号でございますが提案され、総務政策常

任委員会で審議されることとなっておりますの

で御報告させていただきます。説明は以上であ

ります。

○水垂自然環境課長 委員会資料の26ページを

お願いします。４の、みやざき自然との共生プ

ランの策定についてであります。

さきの９月議会において御報告いたしました

宮崎県生物多様性地域戦略の策定について、今

般、策定案を取りまとめましたので御報告いた

します。

初めに、（１）の策定の目的でありますが、私

たちの暮らしを支えている生物多様性の恩恵を

将来世代に引き継いでいくため、さまざまな主

体が生物多様性の保全に取り組むための行動指

針として策定するものであります。

（２）の策定の根拠でありますが、本プラン

は生物多様性基本法に基づく地域戦略として策

定するものであり、県環境計画の個別計画とし

て位置づけております。

（３）の検討経過でありますが、ワークショッ

プの開催により県民や事業者の意見を聞くとと

もに、関係部局や市町村との調整を行い、学識

経験者等からなる検討会議でプラン案の検討を
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行いました。④の自然環境保全審議会はこれま

でに２回開催しており、構成やたたき台につい

て審議しております。

次に、（４）のプラン案の内容でありますが、27

ページをごらんください。プラン案は５章で構

成しております。第Ⅰ章は策定の背景について

記載しております。第Ⅱ章は生物多様性の現状

と課題について記載しており、２の（３）宮崎

県の生物多様性の現状では、本県の地形や高温

多雨な気候から、多数の動植物が生息している

こと。その下、（４）の生物多様性の保全と持続

可能な利用に関する課題では、オの野生鳥獣に

よる生態系への被害などを記載しております。

28ページをごらんください。第Ⅲ章は、生物

多様性の保全と持続可能な利用の目標について

記載しており、２の目標では、長期目標とし

て2050年までに自然と共生する社会を実現する

こと、短期目標としましては、2020年までに全

ての県民は生物多様性の価値を認識して行動す

ることを記載しております。

29ページをごらんください。第Ⅳ章は、生物

多様性の保全及び持続可能な利用に関する行動

計画について記載しております。１の野生生物

の保護や重要地域の保全に関する施策では、

（１）の野生生物の適切な保護管理から（４）

の公共事業における生物多様性の配慮に関する

施策について、また、２の生物多様性の主流化

の推進に関する施策では、（１）の生物多様性の

主流化の普及啓発などに関する施策について記

載しております。

30ページをごらんください。第Ⅴ章は、みや

ざき自然との共生プランの推進について記載し

ており、１の推進体制では各主体の役割、関係

機関や県民との連携協働などについて、２のプ

ランの評価では指標を設定し、2020年の目標年

度に点検評価することを記載しております。

26ページにお戻りいただきたいと思います。

（５）の今後のスケジュールでありますが、現

在、パブリックコメントを実施しているところ

であり、県民の皆様の御意見を踏まえた上で、

３月中旬に審議会に諮り、３月下旬には決定・

公表したいと考えております。

続きまして、31ページをごらんください。建

設工事における指名競争入札についてでありま

す。このことにつきましては、１月29日の当委

員会で御報告したところですが、今般２年間の

検証総括及び今後の取り扱い方針を取りまとめ

ましたので御説明いたします。

まず、（１）試行結果の検証の①試行の概要で

ありますが、本年度は１月末時点で238件指名通

知し199件契約しております。この結果、②試行

結果及び検証の、平成26年度の検証総括のアに

ありますように、災害対応力の強化や効率性・

合理性の観点から一定の効果が認められ、競争

性や透明性においても特に問題は認められず、

また、イにありますように、指名される企業の

割合が増加したことから、その上の囲みの中に

ありますように、昨年同様試行の目的にかなっ

ており、課題であった指名される企業の多様化

についても一定の改善効果が認められたものと

総括しております。

32ページをごらんください。２年間の検証総

括でございます。アにありますように、本県独

自の選定方式の採用により、他の入札方式と比

較して災害対応力の強化に一定の効果があり、

透明性・競争性に係る問題もなく、合理性・効

率性についても一般競争入札と遜色なかったこ

と。また、イにありますように、建設業者に対

するアンケートでは今後も併用または単独で指

名競争入札の実施を希望する企業も76.9％に上
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がったことから、上の囲みの中にありますよう

に、試行については目的を達成したと評価する

ことが適当であり、今後も指名競争入札と一般

競争入札を併用していく必要があると総括して

おります。

次に、中段の（２）今後の取り扱い方針につ

いてであります。まず、①建設業者の育成の必

要性と入札制度のあり方といたしまして、地域

社会の維持のため公共工事の中長期的な担い手

確保は社会的要請であり、県としても市町村等

との調整による発注時期の一層の平準化に努め

る必要があること、また、入札制度も透明性、

公平性、競争性の確保を図り、普段の検証と必

要な見直しを行うことにより情勢変化や工事の

特性に柔軟に対応できるよう、入札方式を多様

化していく必要があるとしております。

次に、②建設工事における指名競争入札の今

後の取り扱いといたしましては、囲みにありま

すように、指名競争入札は試行の枠組みのまま

制度化し、一般競争入札と併用するとともに制

度の検証を継続し、必要な改善に努めていくと

したところであります。

次に、③制度化に当たっての具体的な取り組

みとしまして、企業の応札環境を事前に確認で

きる電子入札システムの構築検討と実施状況に

係る検証の継続を行うことにしております。

最後に、お手元に別冊として配付しておりま

すが、そちらのほうにはデータの詳細、それか

らアンケート結果等の詳細を記載しております

ので、後ほどごらんいただきたいと思います。

説明は以上であります。

○内村委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項についての質疑はありません

か。

○緒嶋委員 林業公社ですけど、皆さん方、環

境森林部のそれぞれの指導もあってと思います

けれども、いい方向に向かっておるということ

は敬意を表したいと思うんですけれども、この

年度末資金残高１億5,000万円というのは、数字

をずっと並べないといかんわけですか、実際は

２億5,000万円とかになっておるのに、ここ辺の

考え方というのはどんなものかなと思ってです

ね。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 公社に

つきましては、今、主伐を迎えておりますので、

主伐収入を得ながら経営をするというのはある

んですけれども、価格の動向、それから売り払

う山の状況等によりまして不落になることもあ

りますので、改訂計画では各年度とも１億5,000

万円は必要ということで計画をしているところ

です。

今、委員おっしゃったように、年度末資金残

高が２億5,000万円ということでふえております

ので、先ほど補正予算のほうでもありましたけ

れども、県の貸付金を5,000万円ほど減らすこと

ができたということでございます。あくまでも

県としましては１億5,000万円を目標にして動か

していきたいと考えております。

○緒嶋委員 ということは毎年資金残高がふえ

た場合には、それを一般会計とかに回して、で

きるだけ経営健全な方針はずっと踏襲するとい

うことでいいわけですかね。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 おっ

しゃるとおりでありまして、収益が出た分を、

借り入れがまだ、先ほど言いましたように341億

円ありますので、収入が出たらその有利子の分、

市中銀行とかそこら辺を返しながら１億5,000万

円は確保して経営をしていきたいと考えており

ます。

○緒嶋委員 やはり340億円というのは、巨額な



- 32 -

平成27年３月４日(水)

借入金になるわけですよね。やはり皆さん方、

林業公社の必要性は感じながらも、340億円とい

うのが一番頭にあるわけですよね。これをでき

るだけ減らすというか、一般会計等の負担を最

終年度になっても、できるだけ減らしていくと

いうのが努力目標でなければならないわけです

ので。これは木材価格の価格がどうかと、それ

が高ければこれは減るわけで、将来の推移とい

うのはなかなかわからないと思いますけれども、

公社の存続を決めた以上は、健全経営というに

はまだほど遠いわけですけれども、できるだけ

今後とも努力を続けてほしいということを要望

しておきます。

次に、生活排水総合基本計画。改訂で目標値

をそれぞれ上げられたのはいいんですけれど、

パーセントを上げただけでは実態はどれだけ合

併浄化槽がふえるのか、実数はどうなるわけで

すか。どれだけ合併浄化槽をふやせば83％の全

体─これは公共下水道も含めてだけど、合併

浄化槽だけ見ても21.6％から23.2％になる。こ

のためにはそういう施設をどれだけ実数として

ふやす必要があるのかと。

○上山環境管理課長 委員がおっしゃった整備

基数ということについてのデータ的なものが、

なかなかないんですけれども、例えば今、単独

処理浄化槽ございます。これについては年間大

体500基程度転換をしていただいているんですけ

れども、私どもの計算では今後の７年間で合併

処理浄化槽1.6ポイント上げていかないといけな

いんですけれども、単独のほうを約7,000基ぐら

いを転換していけば可能かなと考えております。

単独処理浄化槽につきましては、現在、県全体

の14万基の中で約53％を占めておりますので、

ここらあたりの啓発をいかに進めていくのかが

ポイントかなと。

あと下水道につきましては、表に出ていない

んですけれども、接続率というのがございまし

て、これが公共下水道の場合が今※87.3％でござ

います。これが実は市町村の下水道会計を非常

に圧迫しておりまして、これを引き上げていく。

これも試算なんですけれども、今の87.3％を90.9

％に上げていけば、下水道部門についてはほぼ

目標を達成していくという試算です。

こういったことにちょっと重点的に取り組み

ながら、目標達成に向けていきたいと思ってお

ります。基数については人口の減少とかいろい

ろありまして、なかなか予測しづらい部分もあ

るものですから、こういった点に集中的にやっ

ていきたいなと考えております。

○緒嶋委員 今は空き家なんかもふえたんです

ね。いろいろ問題があるわけですけれども、い

ずれにしてもそれぞれの合併浄化槽、公共下水

道を引き上げていくということが環境の浄化に

もつながるわけでありますので、市町村の支援

というか県も含めてだけど。公共下水道も負担

が上水道の水の使用量とその利用率を同じよう

なことで計算するとか、いろいろあるので─

単独の浄化槽で我慢するというか、それで今は

何とかなるというようなことでいかれておると

ころが多いですね。

支援をいかに高めるかということで、ただ目

標値を上げただけでは、こういう目標値を上げ

るということにつながらない。実態がそれに伴

うかは、ちょっと難しいのではないかと思って

いるんですけれど。そのあたりの支援を高める

と、それは財政的な絡みがあるから難しいわけ

だけど、そのあたりは市町村との連携の中では

協議されたことがあるわけですかね。

○上山環境管理課長 委員が今おっしゃいまし

※34ページに発言訂正あり
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たように、県の財政は非常に厳しく、浄化槽の

設置補助については今までの一律補助という考

え方ではなくて、単独からの転換を伴うもの、

汲み取りからの転換を伴うものということで、

補助率のほうに差をつけてきております。

市町村ともいろいろ、今後いかにしたら効果

的な補助制度ができるかということで、今協議

を進めているんですけれども、その中で出てき

ましたのが、今年度から補助を始めました単独

処理浄化槽を撤去する際の助成措置、そういっ

たものも一応、県の予算を市町村と一緒になっ

て組ませていただいておりますので。そういっ

た少ない予算ではありますけれども、より効果

的な部分に厚くするという形で、今後の補助制

度については市町村と協議しながら考えていき

たいなと考えております。

○緒嶋委員 やはり目標を決めたなら、目標が

達成されなければ意味がないわけですよね。で

ありますので、これはなかなか大変だろうと思

いますけれども、今言われたとおり単独浄化槽

をいかに減らして合併浄化槽とか、あるいは公

共下水道に持っていくかというのが大きなテー

マにもなるわけですので、市町村とも十分努力

していただきたいと思います。

それから、みやざき自然との共生プラン。や

はり希少な動植物の保護ということは、ある程

度財政的な支援をしてやらんと、地域でも容易

じゃないとですね。このあたりをどう保護する

ということ、これは29ページの上にも書いてあ

るんですが、希少な野生動植物の保護の意味合

いをどのように理解すればいいわけですか。

○水垂自然環境課長 県内に生息しております

貴重な動植物の保全を図っていくということは、

非常に重要なわけでございまして、そのために

指定希少野生動植物、希少な野生動植物を49種、

これは植物が40種、それから動物が９種、計49

種でございますが、そういったのを指定してお

ります。

それから、そういったものが生息していると

ころを重要生息地としまして、これは８カ所で

ございますけれども、県内８カ所指定しまして

保全活動に取り組んでいるということでござい

ます。また、野生動植物の保護監視員を96名委

嘱しておりまして、いろんな保全活動に対する

支援に取り組んでおります。今後も継続してま

いりたいと考えております。

○緒嶋委員 その取り組むというのが、どうい

う形で具体的に。言葉として取り組むとはわか

るんだけど、内容としてはどういうふうに取り

組むわけ。やはり予算的なものも含めて取り組

まないと、口先だけの取り組みではいかんのじゃ

ないかということでありますが、そのあたりは

どうかな。

○水垂自然環境課長 具体的な予算としまして

は、自然環境保全地域を保全するための経費で

ありますとか、自然保護推進員の活動を活性化

するための予算計上、それから野生動植物の生

息状況を確認するための生息調査のための経費、

そういったものを盛り込んでおりまして、その

中で保全に努めていくということにしておりま

す。

○緒嶋委員 金額で言えばどのくらいになるわ

けですか。

○水垂自然環境課長 金額で申しますと、当初

予算としまして今年度で約500万円でございま

す。

○緒嶋委員 500万円が多いか少ないかはわかり

ませんけれども、これが守られれば予算はそれ

で十分かなという気もします。希少植物の高千

穂のクマガイソウなんかは、個人でうまく守る
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人がおられるんですね。そういう人はありがた

いわけですけれども─やはりできるだけ、本

当に希少なものがなくなれば、それで終わりな

わけですね。後になって守るために対策を立て

ますって、対策の立てようがないわけだから。

あるものをいかに守りふやすかというぐらいの

積極性がないと、これはなかなか。

野生動植物、特にそういうものは、抜いたり

する人も多いわけですね。高千穂の五ヶ所高原

にヒメユリなんかあるわけですけど。関心のあ

る人は逆に守らないといかんものを抜いたりし

て持ち帰るという人も多いわけで、そのために

は管理するネットとか、いろいろな保護するも

のがいるわけですよ。地域の人が、熱心な人が

本当は見守りなんかしてくれて、頑張っている

わけですけども、そういう人との連携も図りな

がら、ぜひ守れるように、保護されるように積

極的に努力してほしいということを要望してお

きます。

○上山環境管理課長 先ほど緒嶋委員の質問の

中で、公共下水道の接続率につきまして87.3％

と申し上げましたが、これは農業集落排水まで

含めた全体の接続率でございまして、公共下水

道に限って申し上げますと、平成25年度で88.0

％でございます。修正させていただきます。

○緒嶋委員 指名競争入札、これは当然私もこ

うなるべきだと思っております。

問題は、これはもともと官製談合といって、

知事が大体こういう談合を起こしたわけで、業

者が悪いわけではないですね。基本は県のトッ

プがこれを起こした原因をつくったわけだから、

それを業者が悪いような感じで取り組んできた

というのに、私はちょっと不満があるわけです

けれども。やはりそれだから県の職員も、今は

そういうことは絶対ないと思いますけれども、

一番は県の職員がしっかりすればこういうこと

は起こらんわけですので、そこ辺を十分、今後

とも襟を正して、これがうまく機能し、また地

域の建設業が守られるような形で、今後とも十

分留意しながら進めてほしいということを要望

しておきます。

○内村委員長 ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、以上をもって環境森

林部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時33分休憩

午後１時39分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明を求めます。

○緒方農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いをいたします。

まずは御礼を申し上げます。２月13日の宮崎

県農産園芸特産物総合表彰式におきましては、

大変お忙しい中、清山副委員長に御出席を賜り

まして、本当にありがとうございました。

それでは、座って説明をさせていただきます。

委員会資料の１ページをごらんいただきたい

と思います。

今回の補正でございますが、議案第54号「平

成26年度宮崎県一般会計補正予算（第６号）」、

それから議案第61号、同じく「就農支援資金特

別会計補正予算（第１号）」、それから議案第62

号、同じく「沿岸漁業改善資金特別会計補正予

算（第２号）」、加えまして、国の緊急経済対策

の実施に伴う補正といたしまして、議案第78号、

同じく「一般会計補正予算（第７号）」を追加し
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て上程しております。

まず、議案第54号の一般会計の補正額につき

ましては、（１）の課別集計表の太枠の左側でご

ざいますが、議案第54号の列、一般会計の下の

小計にありますように、86億7,188万円の減額補

正をお願いしております。これは、国庫補助決

定に伴うものや、災害復旧予算の減額等による

ものでございます。

また、下の表に移りまして、議案第61号、62

号の特別会計補正予算につきましては、下から

２段目の小計にありますとおり、5,446万2,000

円の減額補正をお願いしております。

次に、議案第78号でございますが、上の表に

戻っていただきまして、議案第78号の列、一般

会計の下のほうの小計の欄にございますよう

に、23億1,884万8,000円の増額補正をお願いし

ております。

この結果、特別会計を合わせました農政水産

部全体の補正後の予算額は、１番下のほうにあ

りますとおり、363億8,538万8,000円となります。

補正内容の詳細につきましては、後ほど、関係

課長から説明させていただきます。

次に、資料の２ページをおめくりください。

繰越明許費についてでありますが、まず、議案

第54号の関係で、次世代施設園芸導入加速化支

援事業など17事業、24億9,467万5,000円の繰り

越しをお願いしております。これは、事業主体

において、事業が繰り越しとなることや、関係

機関との調整等に日時を要したことなどによる

ものでございます。

次に、３ページをごらんください。これは、

議案第78号関係で、下のほうにありますとお

り、20事業、16億1,757万円の繰り越しをお願い

しております。これは、国の緊急経済対策の実

施に伴う補正の関係により、事業実施期間が不

足することなどによるものでございます。繰り

越し事業の執行につきましては、関係機関との

連携を図りながら、早期の完了や実施に努めて

まいりたいと考えております。

次に、４ページをおめくりください。債務負

担行為についてであります。第54号関係で、国

営土地改良事業負担金の追加を、また第78号関

係で、水産基盤整備事業の追加をお願いするも

のでございます。

５ページをごらんください。このページから

後のほうの21ページまで、追加補正予算案の概

要について上げております。

また、次の22ページから特別議案でございま

して、議案第68号「国営大淀川右岸施設機能保

全事業負担金徴収条例」のほか２議案、それか

ら、ページをめくっていただきまして26ページ

でございます。議案提出報告事項として、損害

賠償額を定めたことについてを上げております。

さらに、27ページからは、その他報告事項でご

ざいますが、農地中間管理事業の取り組み状況

のほか１件につきまして、それぞれ関係課長等

から説明をさせていただきますので、よろしく

お願いをいたします。

私からは、以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○向畑農政企画課長 それでは、農政企画課の

ほうから御説明を申し上げます。26年度２月補

正についてです。お手元の歳出予算説明資料、

議案第54号の261ページをごらんください。

私ども農政企画課の２月補正につきましては、

一般会計のみで１億2,625万4,000円の減額補正

をお願いしております。この結果、２月補正後

の予算額は、右から３番目の欄でございます

が、26億9,202万3,000円となります。

それでは、主な事業について御説明申し上げ
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ます。263ページをごらんください。上から５段

目の（事項）職員費でございます。902万5,000

円の増額補正となっております。これは、人事

異動に伴う職員数の増に伴うものでございます。

１枚おめくりいただきまして、264ページをご

らんください。上から２段目の（事項）新みや

ざきブランド推進対策事業費でございます。287

万6,000円の減額補正となっております。この主

な理由につきましては、みやざきブランドマー

ケティング強化事業におきまして、委託経費の

節減による減額でございます。

下のほうの265ページをごらんください。上か

ら２段目の（事項）総合農業試験場管理費でご

ざいます。１億2,399万7,000円の減額補正となっ

ております。この主な理由といたしましては、

１の本場管理費におきまして、亜熱帯作物支場

で発生いたしました、のり面崩壊の対策工事費

を26年度予定していたんですけれども、地盤調

査や工法の検討などに日時を要したために実施

できなかったことによるものでございます。な

お、工事につきましては27年度に実施すること

といたしておりまして、当初予算での予算計上

を予定しているところでございます。

続きまして、委員会資料のほうにお戻りくだ

さい。農政水産部の、先ほど、部長のほうが御

説明申し上げましたが、追加補正予算の考え方

について御説明申し上げます。７ページをごら

んください。

私ども部として考えておりますのが、やはり、

今、国が進めている地方創生の動きを踏まえま

して、昨年10月には県として、真の地方創生を

実現するみやざきモデルを提言いたしました。

この中で、社会増、自然増対策、暮らしの維持

・充実、地方創生を支えるシステムづくり、こ

の４つの対策を打つこととしておりまして、人

の流れを都市から地方へと推し進めるという、

大きな柱を打ち立てております。

今回の補正では、農水産業の成長産業化を図

るということを、やはり一番にいたしまして、

地方に仕事をつくり、安心して働けるよう社会

増対策を積極的に取り組むこととしております。

この上のほうにございますように、地方創生の

エンジンとなる農水産業の成長産業化に向けた

３つの対策というふうにうたっておりまして、

左のほうにございますが、時代の風を掴む販売

力の強化でございます。

ここでは、本県が誇ります日本一の分析技術

を活用した食の安全安心な、いわゆる健康など

のマーケットニーズに対応した施策を構築いた

しますとともに、国内外の新たなマーケット開

拓にも積極的に取り組むこととしております。

中ほどの、地域の技を紡ぐ、これは、これま

での個別経営体の生産性向上に加えまして、地

域一体となった技術を磨きまして、そして、あ

わせて連携することによって、地域の生産力を

高めていこうということでございます。この真

ん中に書いてますように、私どもは、この人口

の流出を防ぐための産業のダム、やはり産業と

しての役割を、しっかりここで構築していきた

いなと考えております。

下の段でございます。人材の力を培うという

ことで、たくましい実践力と企業的な経営感覚

を持つトップランナーの養成や、他産業との連

携による周年雇用体制の構築、こういったこと

を考えまして、２月追加補正では幾つかの事業

を組み合わせたところでございまして、個別事

業につきましては、後ほど、各課のほうから御

説明をさせていただきたいと思います。

それでは、私どもの農政企画課の事業につい

て御説明申し上げます。歳出予算説明資料、追



- 37 -

平成27年３月４日(水)

加の87ページをごらんください。一般会計のみ

で、こちらのほう２億2,738万8,000円の増額補

正をお願いしているところでございます。この

結果、２月の追加補正後の予算額は、右から３

番目の欄にございますように、29億1,941万1,000

円となります。

主な事業について御説明を申し上げます。89

ページをお開きくださいませ。（事項）農業情報

・技術対策費の4,815万2,000円の増額補正につ

いてでございます。

１の新規事業、食の安全・安心・健康を支え

る機能性分析サービス構築事業についてでござ

います。国では、新たに機能性表示食品制度、

３つ目の柱となります特保と機能性成分がござ

いましたけれども、今回は、機能性表示食品制

度が新たに動くことになります。これに対応す

るために、機能性の調査分析や科学的根拠を実

践する体制を構築する、そして県内の生産者、

企業が活用できる環境を整備すると、そういっ

たことで本県の農産物の新たな付加価値の創出

に向けた取り組みを推進するというふうに考え

ているところでございます。

続きまして、２の薬用作物を生かした新農業

展開事業でございます。なかなか薬用作物、海

外からの輸入も多うございましたけれども、国

産品の調達に向けた動きが急速に、今、広がっ

ているという状況を考えまして、機械化による

省力化や、薬用作物の品質評価等の企業と連携

をした取り組みを進めていきたいと。そして、

薬用作物に係る生産技術の確立、普及、推進を

図ることとしているところでございます。

次に、（事項）新農業振興推進費の新規事業、

地域が輝く農村ビジネスモデル創造事業並びに

（事項）農産物流通対策確立対策費の新規事業、

県産品輸出促進プロモーション強化事業につき

ましては、委員会資料のほうで御説明させてい

ただきます。

委員会資料の８ページをごらんください。新

規事業「地域が輝く農村ビジネスモデル創造事

業」でございます。この事業では、産業の活性

化と雇用の確保が待ったなしであります農村地

域におきまして、農業者や集落が行う産地ビジ

ネスや、集落活性化の取り組みを支援すること

としておりまして、農業・農村を核とした地方

創生モデルの創出を目的としております。

右のほうをごらんください。上のほうにござ

いますように、まずは、農業者や集落等から、

主体的に斬新的なアイデアを提案いただきまし

て、その提案を、より実効性のあるものとする

ために、専門家を加えた支援体制を整備いたし

まして、計画の作成、事業実施、その段階段階

において、双方向の丁寧なサポートを行ってま

いりたいと考えております。

この事業で創出を目指すビジネスモデルにつ

きましてでございますけれども、真ん中にござ

いますが、産地ビジネスモデル創出事業、下の

ほうに日之影町のダリア生産検討会とかラナン

キュラス部会という、これは平成20年に私ども

の事業で取り組んでいただいた案件なんですけ

れども、こういったものを手がけることができ

ればなと。そして、もう一つが右側でございま

す。集落ビジネスモデル創出支援と。こういっ

た２パターンを考えております。８ページをも

う一度ごらんください。予算額は8,583万3,000

円でお願いしております。

続きまして、10ページをごらんください。新

規事業「県産品輸出促進プロモーション強化事

業」につきましては、やはりグローバル化が進

む中、複数の国や地域等々で事業展開してらっ

しゃる大手の企業と連携いたしまして、県産品
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を利用した料理開発やプロモーションを実施す

るなど、さらなる輸出の拡大を図っていきたい

と思っております。

右の11ページでございますけれども、この囲

みにございますように、私ども、取り組みまし

て、左側の表のほうですが、平成25年度の実績14

億2,000万円となっております。丸がございます

が、香港が１番多く、次いでアメリカ、この２

カ国で全体の８割を占めております。今後、東

アジアを含めてグローバルな輸出展開を図って

いくために、輸出先のニーズを把握すること、

そして大手の現地の商社と連携した取り組みが

効果的であると考えております。このため、こ

の事業におきましては、ちょうど真ん中ですけ

れども、海外協力レストランにおけるプロモー

ション事業と、これは現地の輸入商社等が運営

しているレストランに、旬の農水産物やＰＲ資

材を提供いたしまして、宮崎フェア等々を行っ

て、食を通じた輸出の拡大の取り組みを推進し

たいと考えております。

下のほうですが、輸出可能性調査事業でござ

います。ＥＵやイスラム圏等のニーズを、やは

り情報がないと、私どもも前に進めませんこと

から、専門業者に委託して調査をすることとし

ています。

10ページを見ていただきますと、２の事業の

概要ですが、予算額は2,200万をお願いしており

ます。

私のほうからの説明は以上でございます。

○大久津地域農業推進課長 地域農業推進課で

ございます。歳出予算説明資料の厚いほうの267

ページをごらんください。

当課の２月補正額は、一般会計で16億7,404

万1,000円の減額、特別会計で5,208万2,000円の

減額、合わせまして17億2,612万3,000円の減額

補正をお願いしております。この結果、２月補

正後の一般会計予算額は、右から３番目の欄で

ございますが、40億5,048万7,000円、特別会計

予算額は１億7,719万7,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

269ページをごらんください。（事項）青年農

業者育成確保総合対策事業費２億4,775万8,000

円の減額についてであります。新規就農者育成

確保強化事業で実施しました青年就農給付金の

準備型は83名で、当初予定よりも若干増加いた

しましたが、経営開始型では、年間250万円の所

得要件を上回った者の給付停止や、親との明確

な経営分離等の給付要件が満たせなかった者の

申請辞退などが発生し、市町村からの当初要

望450名に対し133名減ったことに伴い減額する

ものでございます。

270ページをごらんください。（事項）農業経

営構造対策事業費9,796万9,000円の減額でござ

います。１の経営構造対策事業は、担い手が経

営規模拡大や新品目導入等に際し必要となる農

業機械、施設等の整備を支援するものですが、

入札減及び補助率の高い他事業への変更や事業

見送りなどの取り下げにより、国庫補助決定に

伴う減額であります。なお、市町村からの要望

分は全て採択されております。

続きまして、（事項）構造政策推進対策費12

億4,034万2,000円の減額についてでありま

す。271ページをごらんください。３の農と企業

のみやざきフードビジネス創出事業につきまし

ては、企業が農業者等と連携して農業参入する

際、施設機械整備等に対し支援するものですが、

本年度参入を予定していた企業側の都合等によ

り次年度に先延ばししたため減額するものであ

ります。
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また、４の農地中間管理機構支援事業につき

ましては、後ほど報告で詳細は説明いたします

が、事業初年度のため、制度の周知や地域での

話し合い活動に時間を要したこと等から、本年

度目標面積の2,265ヘクタールに対して、実績が

約400ヘクタールにとどまり、農地の出し手に対

する協力金の交付が大幅減額となったこと、さ

らに機構が借り受けた農地は草刈り等の保全管

理経費を見込んでおりましたが、今年度はこの

経費が発生しなかったこと等によるものでござ

います。なお、減額いたしました国庫のうち８

億7,000万円余は基金に繰り戻し、次年度事業に

活用することとしており、本格的実施に努めて

まいりたいと考えております。

272ページをごらんください。特別会計の（事

項）就農支援資金対策費5,208万2,000円の減額

についてであります。これは、新規就農者が施

設機械を導入する際に貸し付ける無利子資金で

すが、今年度の10月以降、県から日本政策金融

公庫への貸し付けへと移行されたことにより、

当初計画の県貸付額が減ったことによるもので

ございます。なお、移行後の公庫からの貸付予

定額は約２億1,000万円で、資金需要に的確に対

応されており、引き続き連携してまいりたいと

考えております。

以上が、２月補正でございます。

続きまして、別冊の歳出予算説明資料、議案

第78号のほうをお願いいたします。91ページを

お開きください。

当課の２月追加補正額は、７億6,441万9,000

円の増額補正をお願いしております。この結果、

追加補正後の一般会計予算額は48億1, 49 0

万6,000円となります。

93ページをごらんください。（事項）青年農業

者育成確保総合対策事業費の増額についてであ

ります。１の新規就農者育成確保強化事業につ

きましては、経営が不安定な就農直後の所得確

保のため、青年就農給付金の経営開始型におき

まして、国の緊急経済対策に伴い、平成27年度

給付対象分を一部前倒しで給付するものでござ

います。なお、２の新規事業、みやざき次世代

農業トップランナー養成事業につきましては、

後ほど、委員会資料で御説明いたします。

次に、（事項）中山間地域活性化推進費2,400

万円の増額についてでございます。新規事業「農

家民泊しよう！お試し券発行事業」につきまし

ては、緊急経済対策の一環であり、農家民宿を

活用した教育旅行が増加する中で、お試し券を

発行いたしまして、１年を通じた一般客の利用

拡大及び利用客による地場産品購入促進を図る

ための通販ルートの開拓などにより、少しでも

地域にお金を落としてもらい、地域経済の活性

化を図るものであります。

このほかに、（事項）農業経営構造対策事業費

の経営構造対策事業、そして（事項）構造政策

推進対策費につきましては、94ページ上段の農

地中間管理事業に係る農業構造改革支援基金積

立金等において、国の緊急経済対策の実施に伴

う増額補正を予定しております。

以上が、２月追加補正でございます。

続きまして、２月追加補正予算案の事業を御

説明いたします。

委員会資料の12ページをお開きください。み

やざき次世代農業トップランナー養成事業であ

ります。

まず、１の事業目的ですが、守る農業から攻

める農業へ転換・発展に向け、たくましい実践

力を備えた農業者や技術者を育成し、産地構造

改革を推し進めることが急務でございます。そ

のため、地域のリーダーとなる担い手に特化し
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た研修を行いまして、次世代農業を担うトップ

ランナーを養成するものであります。

13ページポンチ絵をごらんください。上の上

段の研修の現状にありますとおり、現在も新規

就農者向けのみやざき農業実践塾など、さまざ

まな研修を実施しておりますが、今日の農業を

取り巻く経営環境の変化に対応できる地域のリ

ーダーを育成するため、中ほど左枠にあります

ように、若手農業者等を対象としたみやざき次

世代農業トップランナー養成塾を新たに開設い

たしまして、国内第一線で活躍する経営者等を

講師として、社長学やマーケティングなどを学

ぶ講座を開設することとしております。

また、リーダーを支える技術者の資質向上も

重要となりますので、県市町村・ＪＡ等の技術

者を対象に、最新技術等を学ぶ技術者研修も開

催いたします。これらの研修を通じまして、各

地域で主体的に活躍し、次世代農業を牽引する

リーダーを育成してまいりたいと考えておりま

す。

12ページに戻っていただきまして、予算額

は1,179万円を予定しております。

地域農業推進課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

○後藤営農支援課長 営農支援課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の273ページをお開き

ください。

営農支援課の２月補正額は、一般会計で２

億7,308万6,000円の減額をお願いしておりまし

て、補正後の最終予算額は、右から３番目の欄

にありますように25億2,829万6,000円となりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

276ページをお開きください。中ほど上段の（事

項）農業金融対策費の１億6,149万2,000円の減

額についてであります。これは、農業近代化資

金などの融資見込み額の確定と過年度融資分の

繰り上げ償還により、利子補給金、助成金額が

確定したこと、また農業経営改善促進資金無利

子貸付金の国内示による融資額が確定したこと

によるものであります。

次に、277ページをごらんください。中ほどの

（事項）鳥獣被害防止対策事業費の5,593万1,000

円の減額についてであります。これは、市町村

協議会が実施しました鳥獣被害防止総合対策交

付金事業による侵入防止柵等の整備において、

入札残が生じたことによるものであります。

営農支援課は以上でございます。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の279ページをお開き

ください。農産園芸課の２月補正額でございま

すが、一般会計で５億6,227万2,000円の減額補

正をお願いしてございます。その結果、２月補

正後の予算額は12億1,282万9,000円となります。

それでは、主な内容について御説明申し上げ

ます。

281ページをお開きいただきたいと存じます。

まず、中ほどの（事項）強い産地づくり対策事

業費の説明の欄、１の、強い産地づくり対策整

備事業でございます。３億1,372万2,000円の減

額でございます。この事業は、ＪＡ日向等にお

きます千切り大根の集荷施設の整備を支援した

ものでございますけれども、国庫補助の決定な

り、もしくは入札残等によります減額でござい

ます。

次に、その下の（事項）次世代施設園芸団地

施設園芸導入加速化支援事業費でございます。

１億1,876万円の減額でございます。これは、宮

崎中央におきまして整備を進めてございます次
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世代施設園芸団地で入札残等によります減額で

ございます。

さらに、その下の（事項）施設園芸エネルギ

ー対策事業費の説明の欄１でございますけれど

も、１番下の施設園芸用燃料の木質バイオマス

転換加速化事業で2,410万8,000円の減額でござ

います。これは、最近の原油価格等の状況を受

けまして、事業実施主体の計画が変更された等

によります減額でございます。

次に、１枚めくっていただきまして、282ペー

ジでございます。１番上の活動火山周辺地域防

災営農対策事業費でございます。説明の欄１に

ございますように、防災営農対策事業といたし

まして1,906万9,000円の減額でございます。こ

れは、降灰被害防止・軽減のための施設や機械

を導入するものでございますけれども、入札残

等によります減額でございます。

次に、中ほどのみやざき米政策改革推進対策

支援事業費でございます。１の導入推進事業と

いうことで、142万8,000円の増額でございます。

これは、経営所得安定対策の実施に当たりまし

て、地域農業の再生協議会が行います事務量の

増加に対しまして、国の内示に基づきまして増

額を行う交付決定をするものでございます。

次に、その下の（事項）青果物価格安定対策

事業費でございまして、7,542万8,000円の減額

でございます。これは、説明の欄にございます

３つの事業におきまして、それぞれ野菜の価格

が安定していたということによりまして、交付

額が少なくなったということによります減額で

ございます。

農産園芸課の２月補正は以上でございますが、

続きまして、お手元の追加補正の歳出予算説明

資料95ページをごらんいただきたいと存じます。

薄いほうの歳出予算説明資料でございます。95

ページでございます。農産園芸課の２月追加補

正額は、一般会計で2,996万1,000円の増額補正

をお願いしてございます。その結果、２月追加

補正後の予算額は、12億4,279万円ということに

なります。

それでは、内容について御説明申し上げます。

１枚めくっていただきまして、97ページをお開

きください。１番目の事項でございますけれど

も、（事項）中山間園芸産地対策事業費でござい

ます。新規事業「輝く中山間園芸産地構築事業」

ということで、2,446万1,000円でございますけ

れども、これは、後ほど常任委員会資料のほう

で御説明をさせていただきたいと存じます。

その下の（事項）茶業奨励費でございますけ

れども、新規事業「みやざき茶銘柄確立加速化

事業」550万円でございます。これは、昨年開催

いたしました全国茶品評会におきまして、釜い

り茶等で日本一となったということでございま

して、宮崎茶の品質の高さが認められたこの機

会に、銘柄確立を加速化したいということで、

県外での販売対策の強化なり、より一層の消費

拡大対策の支援を行うというものでございます。

続きまして、委員会資料に移っていただきま

して、委員会資料の14ページ、新規事業「輝く

中山間園芸産地構築事業」でございます。この

事業は、１の目的にございますように、中山間

地におきまして他の産業と連携しました雇用組

織を設置いたしまして、将来の担い手を地域外

からも確保しながら、就農教育等を支援すると

いうことで、高収益システムの確立に向けた支

援を行うというものでございます。

具体的には、右の14ページをごらんいただき

たいと存じます。１番上の課題にございますよ

うに、中山間地におきましては、高齢化や担い

手の不足等によりまして、産地の維持が非常に
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厳しくなってございまして、また農作業も、作

業時期が限られるということでございまして、

年間を通じた所得の確保が困難な状況になって

きてございます。

このため、本事業におきましては、その下で

ございますけれども、①の高収益システムプラ

ン作成事業によりまして、地域の将来ビジョン

を検討するということとしてございます。また、

そのプランに基づきまして、②の確立事業といっ

たことで、その下の右側の下のほうに、丸い円

グラフがございますけれども、いわゆる農業だ

けではなくて、例えば林業であったりとか、も

しくは土木作業と、こういったものも、この組

織が受託することによって、通年雇用が可能な

組織を育成していきたいと考えてございます。

また、その組織の中には、上のほうにござい

ますように地域外からも担い手を確保して就農

教育を進めながら、例えば、牽引の免許であっ

たりとか、もしくは林業作業に必要な資格の取

得と、こういったものを支援していきたいと考

えているところでございます。

あわせまして、下のほうにございますように、

基盤強化といったところで、果樹や野菜の集落

営農組織の育成であったり、生産基盤の支援を

行ってまいりたいと考えてございます。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業概要でございますけれども、予算額を2,446

万1,000円ということでお願いをしてございま

す。これらの取り組みを総合的に実施すること

によりまして、中山間地域における担い手の定

着なり農業所得の向上、さらには地域の活性化

を図ってまいりたいと考えてございます。

農産園芸課は以上でございます。

○原農村計画課長 農村計画課でございます。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資料

の285ページをお開きください。農村計画課の２

月補正額は8,640万7,000円の減額補正をお願い

しております。この結果、補正後の予算額は、

右から３番目の欄になりますが、62億4,766万円

となります。

それでは内容について、主なものを御説明い

たします。資料の287ページをごらんください。

中ほどの（事項）公共農村総合整備対策費の505

万6,000円の減額についてであります。これは、

国庫補助決定に伴う補正でありまして、主なも

のとしましては、２の農業農村整備実施計画策

定事業が、計画策定時期の再検討により次年度

以降に行うこととしたため減額するものであり

ます。

資料の288ページをお開きください。下段の（事

項）土地改良事業負担金の6,995万7,000円の減

額についてであります。これは、国の国営土地

改良事業予算の確定により、県の負担額を減額

するものであります。

次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。お手元の常任委員会資料の４ページをお願

いいたします。（４）債務負担行為（議案第54号）

の追加の表、農村計画課の国営土地改良事業負

担金でございます。これは、国営土地改良事業、

尾鈴地区並びに西諸地区について、平成25年度

実施分の事業費が確定いたしましたことから、

負担金限度額の設定を行うものでございます。

続きまして、平成26年度２月補正歳出予算説

明資料、薄い資料でございますが、議案第78号

のほうをお願いいたします。99ページをお開き

ください。農村計画課の追加補正は7,973万8,000

円の増額補正をお願いいたしております。この

結果、追加補正後の予算額は、右から３番目の

欄になりますが、63億2,739万8,000円となりま

す。
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それでは、内容について御説明いたします。

101ページをごらんください。（事項）土地改

良事業負担金の7,973万8,000円の増額について

であります。これは、国営土地改良事業予算の

増額により、県の負担額を増額するものであり

ます。以上でございます。

○甲斐畑かん営農推進室長 畑かん営農推進室

でございます。常任委員会資料の22ページをお

開きください。議案第68号「国営大淀川右岸施

設機能保全事業負担金徴収条例」についてであ

ります。

２の制定の理由でございますが、国営大淀川

右岸施設機能保全事業の開始手続が完了しまし

たことから、土地改良法第90条第２項及び第９

項の規定により、地元から徴収する負担金の徴

収方法等について条例を制定するものでありま

す。

３の条例の概要でございますが、（１）の負担

金の額につきましては、国費残の100分の49の負

担割合に基づき定めた額が地元負担となります。

（２）の負担金の徴収方法につきましては、17

年間で徴収する方法と、全部または一部を繰り

上げ償還する２通りの徴収方法がございます。

なお、事業の概要につきましては、説明資料

の下の点線囲みの参考で記載しておりますよう

に、平成35年度までの10年間で、天神ダムの濁

水対策等を実施するものであります。

続きまして、右の23ページをごらんください。

議案第69号「宮崎県独立行政法人森林総合研究

所事業特別徴収金徴収条例を廃止する条例」に

ついてであります。

２の廃止の理由でございますが、独立行政法

人森林総合研究所が行った都城区域農用地整備

事業が、工事の完了の公告日から８年が経過し、

この事業を実施した土地を目的外用途に供した

場合に発生する特別徴収金を徴収する必要がな

くなったことから条例を廃止するものでありま

す。なお、都城区域の概要につきましては、説

明資料の下の点線囲みの参考で記載しておりま

すように、都城市と三股町を対象に、区画整理

や農業用道路などを実施したものであります。

畑かん営農推進室につきましては以上でござ

います。

○河野農村整備課長 農村整備課でございます。

平成26年度２月補正歳出予算説明資料、分厚い

ほうになりますが、こちらの291ページをお開き

ください。

農村整備課の２月補正は、一般会計で46

億3,466万5,000円の減額補正をお願いしており

ます。この結果、補正後の予算額は、右から３

列目の欄にありますように82億7,540万円となり

ます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

293ページをお開きください。中ほどの（事項）

公共農村総合整備対策費の952万8,000円の増額

についてでありますが、主な内容としては、２

の中山間地域総合整備事業において、営農飲雑

用水施設等の整備を行うもので、国庫補助決定

によるものであります。

294ページをお開きください。中ほどの（事項）

農地集団化事業促進費の２億806万6,000円の減

額についてでありますが、主な内容としては、

３の県営土地改良事業換地清算金において、換

地清算を行う予定であった地区で権利関係の調

整や相続書類などに不測の日時を要したことに

より、本年度での清算ができなくなったことに

よるものであります。

次に、１番下の（事項）公共土地改良事業費

の12億6,234万2,000円の減額、295ページの中ほ
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どの（事項）公共農道整備事業費の１億1,679万

円の減額、及び１番下の（事項）公共農地防災

事業費の２億9,703万3,000円の減額についてで

ありますが、いずれも国庫補助決定によるもの

であります。

297ページをお開きください。次に、中ほどの

（事項）耕地災害復旧費で27億1,368万5,000円

の減額でありますが、これは、台風や集中豪雨

などによる災害発生が少なかったことによるも

のであります。

続きまして、別冊の環境農林水産常任委員会

資料、補正の24ページをお開きください。議案

第73号「工事請負契約の締結について」であり

ます。議会の議決に付すべき契約に関する条例

の規定に基づき、議会の議決に付するものであ

ります。

１の工事概要にありますように、工事名は県

営広域営農団地農道整備事業沿海北部５期地区

１工区トンネル工事、工事場所は門川町大字加

草であります。延長は182メートル、全幅員が８

メートル、車道幅員が5.5メートルの２車線道路

で、工法はナトム工法であります。

２の工事請負契約の概要にありますように、

契約の金額は、６億7,548万600円、契約の相手

方は、松本・志多・谷口特定建設工事共同企業

体で、工期は契約発行の日から平成28年２月29

日までとしております。なお、契約の方法は一

般競争入札の総合評価落札方式の簡易型であり

ます。

３の位置図にありますように、本トンネルは

門川町役場の北約４キロに位置しております。

なお、25ページにはトンネルの標準断面図のほ

うを示しております。

次に、２月追加補正についてであります。平

成26年度２月補正歳出予算説明資料（議案第78

号）の103ページをお開きください。

農村整備課の２月追加補正は、一般会計で１

億1,388万6,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、補正後の予算額は、右から３

列目の欄にありますように、83億8,928万6,000

円となります。

それでは、内容について御説明いたします。

105ページをお開き下さい。一番上の（事項）

公共農村総合整備対策費の3,173万6,000円の増

額でありますが、１の中山間地域総合整備事業

において、営農飲雑用水施設等の整備を、日之

影町の七折地区ほか１地区で行うものでありま

す。

次に、中ほどの（事項）公共土地改良事業費

の5,065万円の増額でありますが、１の県営畑地

帯総合整備事業において、畑地かんがい施設の

整備を、小林市の南ヶ丘第１の１期地区ほか１

地区で、また、２の県営経営体育成基盤整備事

業において、水田の圃場整備等を宮崎市の吉野

地区ほか１地区で行うものであります。

106ページをお開きください。次に、（事項）

公共農地防災事業費の3,150万円の増額でありま

すが、１の県営ため池等整備事業において、た

め池の整備を日向市の寺迫地区で行うものであ

ります。

農村整備課は以上でございます。

○成原水産政策課長 水産政策課でございます。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資料

の299ページをお開きください。

水産政策課の２月補正額は、一般会計で３

億6,569万5,000円の減額、沿岸漁業改善資金特

別会計で238万円の減額、合計で３億6,807

万5,000円の減額補正をお願いいたしておりま

す。なお、２月補正後の予算額は、右から３列

目にございますように一般会計、特別会計、合
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計で23億5,239万9,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

301ページをお開きください。下から２番目の

（事項）水産金融対策費１億9,712万4,000円の

減額についてでございます。これは、主に説明

欄の４にあります信漁連への信用事業譲渡を行

う漁協経営を支えるため、信漁連と連携して低

利融資を行う漁業協同組合機能・基盤強化推進

事業におきまして、計画をしておりました１つ

の漁協の譲渡が、翌年度に延期をされたため、

減額となったことが主な理由でございます。

次に、302ページをお開きください。下から２

番目の（事項）地域漁業経営改革対策費351

万9,000円の減額についてでございます。これは、

主に説明欄１の日本一のキャビア産地づくり支

援事業におきまして、国の６次産業化ネットワ

ーク活動推進交付金の交付決定や備品購入にお

ける入札残等により減額するものでございます。

次に、303ページをお開きください。中ほどの

（事項）漁業取締監督費１億2,565万2,000円の

減額についてでございます。これは、主に、説

明欄２の宮崎県内水面振興センター経営基盤強

化対策資金におきまして、センターの経営安定

を図るため、短期運転資金として、当初予算で

２億円を用意しておったところでございますけ

れども、実績が8,700万円となりましたので減額

するものでございます。

次に、305ページをお開きください。特別会計

の（事項）沿岸漁業改善資金対策費238万円の減

額についてでございます。これは、貸付金の元

利収入額の確定によりまして、貸付枠の減額補

正を行うものでございます。

水産政策課は以上でございます。

○日向寺漁村振興課長 漁村振興課でございま

す。お手元の歳出予算説明資料の分厚いほうで

ございますが、こちらの307ページをお開きくだ

さい。

漁村振興課の２月補正につきましては、一般

会計のみで２億4,572万9,000円の減額補正をお

願いしております。この結果、補正後の予算額

は、右から３番目の欄にありますように33

億4,155万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

310ページをごらんください。上から３番目の

（事項）種子島周辺漁業対策事業費の1,954

万6,000円の減額についてでございます。これは、

ロケット打ち上げに伴いまして、操業制限を受

ける漁業への影響緩和のための共同利用施設整

備につきまして、宇宙航空研究開発機構ＪＡＸ

Ａが負担するものでございまして、事業実施主

体の入札残など事業費の確定に伴い減額するも

のでございます。

次に、311ページをごらんください。２つ目の

（事項）水産基盤漁港整備事業費の1,543万3,000

円の増額についてでございます。こちらは、漁

港の安全性を確保するとともに、漁業生産基盤

としての機能向上を図るために漁港整備を行う

事業でございますが、国庫補助決定に伴い増額

をするものでございます。

次に、下の（事項）漁港災害復旧事業費の１

億4,649万9,000円の減額、それから、その次の

ページの（事項）水産施設災害復旧事業費の5,298

万3,000円の減額についてでございます。こちら

は、漁港の施設それから水産施設におきまして、

台風等による災害が発生しなかったため減額す

るものでございます。

次に、お手元の歳出予算説明資料の薄いほう

の107ページをお開きください。
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漁村振興課の２月追加補正額につきましては、

一般会計のみで500万円の増額補正をお願いして

おります。この結果、補正後の予算額は、右か

ら３番目の欄にございますように33億4,655

万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

１枚めくっていただきまして、109ページをご

らんください。（事項）沿岸漁場整備開発調査事

業費の500万円の増額についてでございます。御

説明については、お手元の常任委員会資料のほ

うでさせていただきます。常任委員会資料の16

ページをお開きください。新規事業「沿岸漁業

改革モデル創出加速化事業」でございます。右

側の17ページをごらんください。現状と課題で

ございます。まず上の図、左側をごらんくださ

い。沿岸漁業では、経験に基づく技や情報の蓄

積が判断力、競争力を高めますが、資源の減少

や高齢化により就業者の減少が進んでおりまし

て、情報提供や支援の体制が不十分な状況で経

営が不安定化しておりまして、その結果、若者

の就業や定着化を阻害していると考えておりま

す。

また、右の図のように、沿岸域などの操業状

況や漁協販売データなど多様な漁業データは、

現在も個別には収集されておりますが、情報提

供の環境が不十分なこともありまして、その漁

業データを十分に活用しきれていない状況がご

ざいます。

そこで、中ほどの図でございます。その右側

でございますが、県におきましては、多様な漁

業データの収集、それから利用管理に係る基本

ルールを整備するとともに、そのデータを一元

管理できる漁業情報データベースシステムを構

築しまして、高度な情報処理を行うことで、新

規就業者でも容易に活用できる高い精度の操業

支援情報を提供していきたいと考えております。

また、一元化した情報を活用することで、下

の図にございますように、漁業の実態を見える

化しまして、沿岸漁業への支援施策の充実につ

なげ、沿岸漁業が魅力ある産業として成長する

ための新たな沿岸漁業改革モデルの創出を支援

いたします。

次に、左の16ページに戻っていただきまして、

２の事業の概要でございますが、予算額は500万

円でございます。

最後に議案第78号、債務負担行為について御

説明いたします。常任委員会資料の４ページを

お開きください。漁村振興課、水産基盤（漁港）

整備事業についてでございます。こちらは、国

の緊急経済対策の実施に伴う補正予算に、平成27

年度までの期間で、限度額8,000万円の後年度負

担が発生するため、債務負担行為の設定をお願

いするものでございます。

漁村振興課は以上でございます。

○坊園畜産振興課長 畜産振興課でございます。

お手元の歳出予算説明資料、分厚いほうの313ペ

ージをお開きください。

畜産振興課の２月の補正額は、６億5,106

万3,000円の減額補正をお願いいたしておりま

す。その結果、補正後の予算額は、右から３列

目にありますが、22億5,411万7,000円となりま

す。

それでは、主な内容について御説明をさせて

いただきます。

316ページをお開きください。上から２番目、

（事項）畜産団地整備育成事業費の４億305

万7,000円の減額についてでございます。１の肉

用牛振興施設整備事業、これにつきましては、

肉用牛飼養管理施設や家畜市場における係留施
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設の整備でございましたが、入札残等に伴いま

して国庫補助決定に伴い減額するものでござい

ます。

また、２の養鶏振興施設整備事業、これにつ

きましては、採卵鶏農家におきます種鶏場等の

整備を計画しておりましたが、当初予定いたし

ておりました国庫補助事業では、予算枠の関係

で採択されなかったため減額するものでありま

す。

なお、同種鶏場等の整備につきましては、国

の緊急経済対策による新たな補助事業、畜産競

争力強化整備事業として追加補正予算でお願い

させていただいております。この事業につきま

しては、後ほど追加補正のところで御説明させ

ていただきます。

次に、318ページをお開きください。１番上の

（事項）公共畜産環境総合整備事業費の8,650万

円の減額につきましては、総合的な畜産環境整

備のための事業でありますが、国庫補助決定に

伴い減額するものでございます。

次に、別冊、薄いほうの議案第78号、追加補

正予算について御説明をいたします。111ページ

をごらんください。

畜産振興課の２月追加補正額は、10億9,845

万6,000円の増額補正をお願いいたしておりま

す。その結果、補正後の予算額は、右から３列

目にありますように33億5,257万3,000円となり

ます。

主な追加補正の内容について御説明をいたし

ます。

113ページをお開きください。上から５行目の

（事項）畜産団地整備育成事業費の１の新規事

業「畜産競争力強化整備事業」10億5,388万1,000

円の増額補正、及び、その２つ下にあります、

３番目の事項になりますが、（事項）養豚振興対

策費の１の新規事業「次代につなぐ力強い養豚

産地育成事業」706万3,000円の増額補正につき

ましては、後ほど委員会資料で御説明させてい

ただきます。

その上にあります、（事項）肉用牛生産対策費

の１の新規事業「肉用牛生産基盤強化対策事

業」2,901万1,000円の増額補正につきましては、

地域の実情に応じた肉用牛生産基盤の強化対策

といたしまして、担い手等の人材育成や子牛の

事故防止等の対策によります生産性の向上を図

るとともに、飼料生産の分業化を促進すること

により、地域ぐるみでの肉用牛生産基盤の強化

を図るものでございます。

次に、１番下の（事項）食肉鶏卵流通対策費

の１の新規事業「県産牛肉ブランド力強化対策

事業」850万1,000円の増額補正につきましては、

国内外におけます県産牛肉のブランド力をさら

に強化するため、首都圏においては東京食肉市

場への生体出荷を活用して宮崎牛ブランドのさ

らなる定着化を図りますとともに、海外ではＥ

Ｕ、ハラール圏への売り込みを積極的に展開す

ることによりまして、新たな販路開拓を図るも

のでございます。

次に、委員会資料18ページをお開きいただき

たいと思います。畜産競争力強化整備事業でご

ざいます。この事業は、先ほど少し触れさせて

いただきましたが、国の今回の補正予算におい

て、新たに措置されたものでございまして、１

の事業の目的・背景にありますように、畜産ク

ラスター計画をつくりまして、ここに位置づけ

られました中心的な経営体が行います畜舎等の

施設整備を支援することによりまして、地域の

畜産の収益性向上と生産基盤の強化を図るもの

でございます。

右のページの１番下の※をごらんいただきた
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いんですが、畜産クラスターというものでござ

いますが、これは、地域の生産者や関係者が連

携いたしまして、生産基盤の強化等に向けた取

り組みを進める体制のことでございます。この

事業に取り組むにあたりましては、一番上のほ

うに戻っていただきまして、畜産クラスター協

議会とございますが地域の関係者が一体となり

まして、畜産クラスター協議会を構成いたしま

して、収益性の向上のための取り組みなどを記

載いたしました畜産クラスター計画を策定いた

します。それを、中ほどにありますように、県

が認定した上で計画に位置づけられました中心

的な経営体に対し、畜舎等の施設整備を支援す

ることとなっております。

左のページの事業の概要に戻っていただきま

して、予算額は10億5,388万1,000円でございま

す。事業内容につきましては、この事業は、全

ての畜種の施設整備が対象となっておりまして、

今回は肉用牛、酪農、養鶏の施設整備を行うこ

とといたしております。

次に、20ページをお開きください。次代につ

なぐ力強い養豚産地育成事業でございます。１

の事業の目的・背景にありますように、養豚業

につきましては、飼料価格高騰等や家畜疾病へ

の対応、担い手不足など厳しい環境下にござい

まして、優秀な人材の育成と収益性の高い持続

可能な養豚経営の実現が求められております。

当事業では、この３月に完成いたします宮崎大

学住吉フィールドの養豚教育拠点施設、ここに

おきまして、技術力・経営力を有する次代を担

う養豚農家や指導員の育成を図るとともに、産

地のモデルとなる収益性の高い生産システムの

導入に向けた取り組みについて支援するもので

ございます。

事業内容につきましては、右のページでござ

いますが、対策①にございます人材育成強化対

策といたしまして、次代を担う養豚農家等を育

成するため、宮崎大学、宮崎養豚生産者協議会、

県、この三者が一体となりまして宮崎県養豚人

材育成協議会を組織いたします。この協議会が

中心となりまして、外部から専門家の講師を招

聘し、養豚教育拠点施設での研修会を開催する

ものでございます。

また、対策②の産地改革実践につきましては、

研修を受講しました、将来的に産地のリーダー

となる養豚農家を対象に、新たな生産方式の導

入などの先進的取り組みに対し支援を行うこと

で、産地改革の核となる担い手の育成・確保を

図るものでございます。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業の概要でありますが、予算額は706万3,000円

をお願いいたしております。

畜産振興課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○久保田家畜防疫対策課長 家畜防疫対策課で

ございます。歳出予算説明資料、分厚いほうで

ございますけれども、321ページをお開きくださ

い。

家畜防疫対策課の２月補正額は、5,266万8,000

円の減額補正をお願いしております。その結果、

補正後の予算額は、右から３列目でございます

が、９億3,458万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

323ページをお開きください。上から５行目、

（事項）家畜防疫対策費のうち、説明の欄の３

に記載しておりますが、新規事業「鳥インフル

エンザ影響緩和特別対策事業」271万3,000円の

増額補正についてであります。昨年12月に、県

内で２例の高病原性鳥インフルエンザが発生し
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たところでございますが、本事業は、このうち

１例目、延岡市北川町での発生で移動制限を受

けた種鶏農家に対し、家畜伝染病予防法に基づ

き、種卵の売り上げの減少額を負担するもので

ございます。

次に、一番下の（事項）口蹄疫復興対策事業

費の4,503万1,000円の減額についてであります。

１ページめくっていただきまして、324ページで

ございますが、説明の欄の３、口蹄疫埋却地再

生活用対策事業の3,985万円の減額につきまして

は、それぞれの埋却地ごとに工事方法を選定し

た結果、事業費が低減したことによるものでご

ざいます。なお、本年度は75カ所の再生整備を

計画しておりますが、予定箇所全てを年内に完

了する見込みでございます。

家畜防疫対策課は以上であります。

○内村委員長 ここで休憩をとります。

午後２時46分休憩

午後２時51分再開

○内村委員長 休憩前に引き続き委員会を再開

いたします。

執行部の説明が終了しました。議案に対して

の質疑はありませんか。

○ 原委員 予算説明資料の18ページです。畜

産競争力強化整備事業、議案第78号関係、緊急

経済対策ですが。緊急経済対策だから、それだ

け県にお金が来るわけですよね。だから、早く

執行することに尽きると思うんです。この場合

は畜産クラスター計画を認定となっております

けれど、この認定の期間というのはどれぐらい

かかるんですか。畜舎をつくるようになって

て、10億円とかなってますけれども、一種の公

共事業じゃないけれども、やはりそれだけの工

事を伴うわけですから、早く執行できないとせっ

かくの予算の意味が薄れてしまうと思うのです

けれども、ちょっとその辺のスパンの長さとか

教えてください。

○坊園畜産振興課長 この畜産競争力強化整備

事業につきましては、おっしゃるとおり経済対

策でございますので、今、スケジュール的に３

月中に交付決定の手続をとろうということで準

備をいたしておりまして、年度に入りましたら

必要な手続をとって早期着工を図っていきたい

と考えております。

○ 原委員 その早期というのはいつごろにな

るのですか。

○坊園畜産振興課長 それぞれ事業主体がござ

いますので、実施設計等を行ってからになりま

すので、実際に着工というのは多分、夏ぐらい

になるんではないかと思っています。

○ 原委員 夏ぐらい。見込みですね。場所は

どこですか。

○坊園畜産振興課長 ①の肉用牛施設整備につ

きましては、小林、それから児湯、あと日南の

３カ所になります。酪農につきましては都城に

なります。それから養鶏施設につきましては日

向が２カ所、都城が２カ所の予定でございます。

○ 原委員 ほぼよく県内をうまく網羅してあ

るようですね、わかりました。

○緒嶋委員 補正の考え方でありますけれども、

当初予算から最初86億円減額になってるわけで

すね、一応議案第54号では。これは災害復旧と

かは別にして、やはりできるだけ当初予算が守

られるほうがいいわけですね。これだけ見込み

違いだったということは、国は景気対策、アベ

ノミクスとか言いながらこれだけ減額し、その

議案第78号ではまた補正をしたわけだけれど、

当初から見れば、結果として63億円は減額になっ

とるわけですね、総合的に見れば。災害復旧と
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いうのは当然少ないほうがいいという考えもあ

るから、それはもう仕方がないにしても、当初

の見込みからこれだけ多く減額になったという

ことは、逆に、やるべきことをやらない事業も

あったということですわね、26年度では。

27年度の予算で、そのことがどうつながって

いくのかというのがちょっと課題にもなるわけ

ですが、そのあたりの考え方はどういうふうに

理解すればいいの。

○向畑農政企画課長 農政水産部の補助に関し

てでございます。おっしゃるようになかなか補

助残があったりとか、効率よくやった部分もご

ざいますが、おっしゃるように事業がうまくい

かなかったというのもございます。

今回、86億円、今委員おっしゃったように災

害復旧に関しては仕方ないんですけれども、そ

れ以外に、国のほうがある程度、農業の改革に

向けた取り組みをやってます。例えば農地中間

管理機構だったりとか、新規就農のための青年

給付金とかそういったものが周知ができなかっ

た部分、もしくは初年度だったことがあって農

家の方も含めてうまくいかなかった部分もござ

います。そういったもろもろのことがございま

すので、やはりここは強く肝に銘じて事業の推

進に取り組んでいきたいと考えているところで

す。

○緒嶋委員 やはりできるだけ予算というのは、

我々も当初予算認めたわけでありますから、そ

れが減額になるということは、我々が認めたの

もちょっとどうだったのかと、結果とすれば言

えんこともないわけですね。しかし、それは国

のほうの交付金とか補助金でこうなるから、結

果としてはやむを得ないということになるけれ

ど、やはり当初の見込みが違ってたということ

は、皆さん方の情報収集含めて十分でなかった

という見方もできるわけですね、ある意味では。

だから、やはりこれはできるだけ当初予算が

そのまま踏襲される、さっき言った災害とかは

少ないほうがいいということはわかるけれど、

ほかの事業予算というのは、やはりできるだけ

確保に最大限努力するというのが、執行部の姿

勢じゃないといかんと思うのですね。やむを得

んかったということは、それは安易に言うべき

じゃないと思うのです。そこ辺を十分考えなが

ら予算執行に当たるということが、それぞれの

各課の責任でもあるわけですので、簡単に減額

しましたという説明だけで終わっては、私は本

当は皆さんの誠意というのは何だったのかとい

うことにもなるから、我々は予算を認めた以上

は、皆さん方を信頼して認めるわけだから、そ

こ辺を十分考えて予算も組んでいただきたいし、

予算も執行していただきたいという気がします

ので、強く要望しときます。

○井上委員 先ほどの畜産振興課のところのこ

のクラスターの関係のことなんだけれども、結

局、経営体そのものが大きい経営体でなければ

いけないという考え方ですかね。

○坊園畜産振興課長 これまで補助事業という

のは、各経営体に対して補助をしましょうとい

うことが多かったんですけれども、この畜産ク

ラスターというのは、畜産競争力につきまして、

地域とかグループでクラスター、関係者が一体

となって、生産者だけではなくて、いろいろな

メーカーの方も含めて一体となって、その地域

全体の収益力を上げていこうということを目的

としておりまして。その収益力を上げるために

必要な施設、それは当然個人の施設もなります

し、集合施設にもなりますけれども、そういう

ものを支援していこうという考えになってます。

○井上委員 じゃあ、全体的にいったら、地域
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が輝く農村ビジネスモデル創造事業と変わらな

いような、そういうイメージだと理解していい

んですか。

○坊園畜産振興課長 取り組む内容については

多分いろいろあると思いますけれども、今回は

個別の経営体に対しての支援を行いました。ま

た今後、この事業は多分続くと思いますので、

その中では集団に対してやるということも出て

くると思います。

○井上委員 小さなところもありますよね、物

すごく大きいところもあれば、小さいところも

あるわけだけれど、そのコンセンサスの得られ

方というのはどういうふうにしてるんですか。

○坊園畜産振興課長 地域で、グループで計画

をつくりますので、その計画の中でこの人は今

後畜産をしっかり担っていただけるんだという

中心的経営体というのを位置づけていただきま

す。これは当然大きな農家もありますし、法人

もありますし、中には家族経営の方も多分入っ

てくると思います。そういう方を中心的経営体

と位置づけまして、そこに対して支援をしてい

くということになりますので、大きな農家から

ある程度の家族経営の農家も対象になってくる

と思ってます。

○井上委員 例えば、この種鶏舎の新築は１件

とか書いてあるわけだけれど、ということは、

小さな農家の、あんまりたくさん飼ってはおら

れないけれどというのではなく、小さいところ

はそこに集まっていくという感覚ですか。

○坊園畜産振興課長 種鶏舎ですけれども、種

鶏場というのはひよこをつくって、ひよこを農

家に供給していくという業者の方でございます

ので、採卵農家の方に対してこの種鶏場がいい

ひよこを供給していくという全体的な取り組み

としてやっていこう、その中核となる施設がこ

の種鶏場であるということで、今回は取り組ま

せていただいてます。

○井上委員 総体的に小さい農家の皆さんのも

力が上がるような仕組みになると理解していい

ということですね。大きいところだけを中心に

やっていくものではないんだとイメージしてい

いということですね。

○坊園畜産振興課長 目的としては、そういう

ことで考えております。

○井上委員 小さな農家の人たちって畜産コン

サルの人たちとどうかかわっていくんですか。

○坊園畜産振興課長 畜産コンサルは、経営指

導もですけれど生産指導にも行く人もおります

ので、小さな農家さんたちに対しては、生産性

を上げて行くための、いろんな飼養家への指導

等も行っていただくことになります。

○井上委員 地域内の畜産の中心的な経営体へ

の再編というところがどうなるのかイメージで

きないんですよ、これだとね。この畜産競争力

強化整備事業だったら、やはり再編ということ

はあるんではないのかと思うのですが、小さい

農家は、小さいところは小さいまま残していき

つつやれるという感覚なんですか。

○坊園畜産振興課長 今、肉用牛に限って言い

ますと、人・牛プランというのを各地域でつくっ

ておるんですが、当然中山間地域と平場との条

件の違いというのはありますので、その地域、

地域に応じてプランを実現していくためにこの

クラスター計画をつくって、この事業を活用し

ていただきたいと思っておりますので。対象は

大から小まで入ってくるかと思っております。

○丸山委員 重ねてお伺いしますけれども、例

えば和牛生産農家でいえば、一年一産というよ

うな、県としてはその基準で畜産コンサルタン

トが指導してマネジメントができる体制が基本
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になってほしいかなと思って。これ何となく、

畜舎をつくるだけの事業にしか見えないんです

よ。本来は畜産農家の経営を確立させて、ここ

の企業が中心になって、どんどん鎖みたいにつ

ながっていく形ではないのかなと思ってるんで

す。

だけど、これは畜舎とかをつくるだけという

イメージしか見えないのですけれども、その辺

の経営指導なりやらないと、この計画でクラス

ターを県が認定しますよという形になってるん

ですが、その辺がちょっと見えづらいなと思い

ますので、ちょっとお示しいただくとありがた

いなと思います。

○坊園畜産振興課長 説明が余りよろしくなく

て申しわけありません。畜産クラスター協議会

というのは、ここにありますように地域のいろ

んな関係者が一体となって活動するという協議

会になってます。それを畜産クラスターと言っ

ておるんですけれども、内容については、生産

性の向上、一年一産をしていくための、コンサ

ルがやったりとか、人工受精師の方が指導した

りとか、そういう活動も当然やっていただきま

す。その中で、その地域の中心的経営体という

方に対して今後規模拡大なり、いろんな生産性

を上げるための改修が必要だというところに対

して、この施設整備の事業を行うということで

ございます。ソフトはソフトで国の直採事業と

いうのが別にございまして、それに対応すれば

国のほうからもソフト事業は受けられるという

ことになっております。

○丸山委員 この県が認定する畜産クラスター

計画というのはどれぐらいの─ＪＡ単位で認

定していくのか、県全体なのか、それともＪＡ

とかにこだわらず３者なり５者集まれば、そう

いうのをクラスターと認定していくのか。どん

なイメージを持てばいいんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 この協議会の範囲は、基

本的にはＪＡ単位ぐらいかなと思っております

が、畜種によっては養鶏なんていうのも県下全

域で全体的にやることも必要だと思っています

し、グループで、数戸でいろんな特異的なこと

をやろうというのも多分出てくると思ってます。

県全体で見る畜種、それから地域、九州を村

単位とかＪＡ単位でやるような─肉用牛が多

分主体になりますが、そういうもの。あとはグ

ループで特異的なことをやると、そういう幾つ

かのクラスター協議会というのはできると考え

てます。

○丸山委員 18ページの３に、肉用種では頭数

維持数をふやすとか事業効果を書いてある。絵

に描いた餅ではなくて、しっかり成果を出して

もらわないと、今、特に肉用種に関してはどん

どん減ってきているというのが現状であります

ので、本当に守れるのか、これが絵に描いた餅

になってしまうんじゃないかなという気が強い

もんですから。ただ単にクラスターという形で

はなくて、どうやって経営指導していって。も

うかっていけば飼養頭数なんかも増頭して行く

はずなのに行ってないのは─高齢化が進んで

いってどんどん減っていってしまうというのが

現状だろうなと思っているもんですから、この

本当の意味の効果が出るように頑張っていただ

ければなと思っております。

○坊園畜産振興課長 今回、この畜産クラスタ

ー、競争力強化整備事業は国の補正で出てきま

して、昨年、年末ぐらいから動いていたもので

すから、今回こういう形でなっております。新

年度に向けて、今委員のおっしゃったように肉

用牛の増頭が図られるよう、地域で人・牛プラ

ンつくってますんで、それが実現できるような
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形でこの事業を活用していければと思ってます。

○丸山委員 施設のことに関して言わせていた

だくと、さっき畜舎だけつくるだけであって、

外構のほうが補助対象じゃないというようなこ

とで─例えば水がないからとか、それが非常

に井戸を掘るにしても補助外とかいろんなこと

があって、畜舎のみと言われるときつくて、本

来は周りの外構工事、例えば取りつけ道路含め

て、それが入ってない関係でぐちゃぐちゃなと

ころは自分の手出しをしないといけないとかに

なると、結局本当の意味のモデルをつくろうと

しても何かおかしいような形の事例も聞いてま

すので、今回のこの強化事業に関しては、その

辺はどうなっていますでしょうか。

○坊園畜産振興課長 国の補助事業になります

ので、事業の中身というか対象については従前

と同じであろうとは思っております。これから

計画とかしっかりつくって協議をしていくこと

になりますので、ちょっとどこまで対象にして

いただけるかは、現時点ではよくわからないと

ころでございます。

○丸山委員 ぜひ国のほうに現実を見てもらっ

て、ただ畜舎だけあれば牛・豚とか飼えるんじゃ

ない、本当の意味では何が必要なのかと、そこ

に資材を届くには道路なりちゃんと整備しない

とできないと、防疫に関してもしっかりしない

とできないということがありますので、そうい

うことをトータルで、畜舎だけつくればいいと

かいうような単純なことじゃなくて、実際、農

家が何が困っているか、多分今まで課長のとこ

ろにいっぱい届いていると思いますので。それ

をちゃんと今回の強化事業であれば、平成27年

度の事業でも入ってくるんであれば、ちゃんと

現実に何が今足りないんですよと、国のほうに

強く要望していただくことをお願いしたいと思

います。

○坊園畜産振興課長 国のほうとしっかり協議

をしてまいりたいと思います。

○前屋敷委員 会計で２つお聞きしたいんです

が。一つは就農支援資金、それと沿岸漁業改善

資金で、いずれも減額補正で貸付金が減ってい

るということなんですけれど、現状と言います

か実績を教えていただきたいと思います。

○大久津地域農業推進課長 まず就農支援資金

でございますが、先ほども御説明いたしました

けれども、昨年の10月から県の貸し付けから日

本政策金融公庫のほうに制度が変わりまして貸

し付けをいたすことになりました。その結果、

今回で5,200万円ほど減らしておりますが、一方

では10月以降、政策金融公庫で２億1,000万円の

貸付実績が伴っておりますので、十分計画以上

のものが今回達成されたと思っております。

今後についても、来年度以降についても公庫

のほうに制度改正で貸し付けを行なわれるとい

うことになっておりますので、しっかり連携し

ていきたいと思っております。

○前屋敷委員 じゃ、県のこの特別会計がなく

なるわけではないんですか。もうそちらのほう

に移行してしまうということで。

○大久津地域農業推進課長 この特別会計では、

貸し付け業務と借り受け者からの返還業務を今

までずっとやっております。一応、国の協議で、

来年度までは返還業務まで特別会計で残して、

その後は一般管理で返還事務ということで、来

年度までは特別会計を残す方向で今検討を進め

ております。

○成原水産政策課長 沿岸漁業改善資金の貸し

付けについてでございますけれども、ことしの

実績といたしましては、現在までのところ4,102

万円の実績でございまして、貸し付け枠の１
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億5,800万円程度からすれば、相当低いレベルに

はなっております。昨今の漁業情勢の厳しさ等

が反映された結果と考えておりますが、私ども

としては、従来から貸し付け期間の周年化、そ

れから条件の緩和等をやっておりまして、一時

期増加した時期もあったんですが、ことし

は4,100万円程度に終わっていると。この貸し付

け残枠につきましては、当然のことながら翌年

の貸し付け財源ということで来年返ってくる元

金とともに翌年度の貸し付け財源とさせていた

だくということになります。以上でございます。

○前屋敷委員 じゃあ枠を狭めるとか、そうい

うことはないわけですね。貸し付け枠を縮小す

るとか、そういうことはないわけですね。

○成原水産政策課長 ええ、そういうことはご

ざいません。貸し付けの実績に応じて翌年度の

財源が決まってくる事情もございますけれども、

一定の枠は減少することはございません。

○前屋敷委員 はい、わかりました。いいです。

○緒嶋委員 県産品輸出促進プロモーション強

化事業、これ年度末になって新規事業。27年度

の新規事業でもよかったのではないかと思うけ

ど、今の時点で新規事業というのはどういうこ

とかな。

○甲斐ブランド・流通対策室長 委員おっしゃ

いますように、もうこの事業につきましては、27

年度に繰り越しをいたしまして、27年度に実施

してまいりたいと考えております。

○緒嶋委員 それちょっと、それならもう27年

度新規事業でよかったんじゃないか。26年度の

新規事業というのはどういう意味があるとかと

いうこと。

○甲斐ブランド・流通対策室長 10ページの２

の事業の概要の２の財源のところを見ていただ

きたいと思いますが、地域活性化地域住民生活

等緊急支援交付金で財源がまいりましたので、

この財源を活用させていただきましてこの事業

をやりたいと考えてます。

○緒嶋委員 まあ、これで予算をとることであ

れば、27年度予算にはこういう項目はないとい

うことかな。

○甲斐ブランド・流通対策室長 ３ページを見

ていただきたいと思いますが、26年度の繰り越

しの中で農政企画課の事業の上から４番目にこ

の県産品輸出促進プロモーション強化事業を上

げております。この事業で27年度でやらせてい

ただきまして、27年度予算にはこのような事業

はございません。

○緒嶋委員 これは、予算のテクニックってい

えばそれまでですけれども、今からこういうの

はどんどんつくってくださいよ。

それと、いいですか、今度は、薬用作物を生

かした新農業展開。今から、やはりこういう機

能性の農産物をつくるということは大変重要な

ことで、特に中山間地は耕作放棄地とかで、薬

用的なヒュウガトウキとかを広めていかんと。

熊本は10億円ぐらい薬用農産物で上げちょっと

ですよ。いろいろ商社とか薬品会社とも連携し

ないといけない面が出てくるわけですが、やは

り強力にやるべきだと思うんですけれども、そ

ういう意味合いで予算組まれたわけですかね。

○向畑農政企画課長 委員おっしゃるとおりで

ございまして、昨年私ども国事業を使いまして

２月に薬草・地域作物センターを─野尻町に

ございますけれども、２月に西諸県の民間の方

たちも含めて協議会をしました。そのときにや

はり需要が多くなってる、調査をすればするほ

ど国内の漢方薬市場が高まっている、それは裏

を返すと中国等々からの輸入物がどうしても値

段が高騰しているということで、製薬会社さん
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もその危機感を持ってます。そういった危機感

を一緒になって共有して、まずつくるところか

ら。ある程度でき上がったものについては、効

率よく採れる方法というのを緊急的に速やかに

しないといけないということで、今回の事業立

ち上げをさせていただいたところでございます。

○緒嶋委員 ぜひ積極的に取り組んでいただき

たいと思います。

それと、もう一つ、先ほどのと同じような予

算かなと思うけど、総合農業試験場の特定研究

開発等促進事業で7,140万3,000円、これは国の

緊急経済対策の実施に伴う補正というのがあり

ますが。これはいいことですが、緊急対策によ

るという意味合いは何か特定にあるのかな。こ

れで何かに使うためには、こういう予算がいい

かなということですかね、これどういうことか

な。

○井上総合農業試験場長 この特定研究開発促

進費につきましては、先ほどからありました国

の緊急経済対策にのっとって、研究についても

やるということになっております。

○緒嶋委員 産学官連携とかということで、内

容、具体的にもうちょっと詳しく説明ください。

○井上総合農業試験場長 今回の補正につきま

しては、２課題を考えております。まず一つが

生産コスト低減規模拡大を図る無人茶摘採機の

開発というのが１課題目でございます。これは、

ロボットの技術を活用しまして、例えば夜でも

茶が摘採できるという、そういう機械を開発し

ていこうとするものでございます。

それから、もう一点がマンゴーにおける高精

度の品質評価システムの構築ということであり

まして、例えばマンゴーの品質、同じ糖度であっ

てもおいしいものとおいしくないものがあった

りします。そういったことがないように、例え

ば機能性成分だとかそういうものを計りまして、

ばらつきがないような技術を開発しようという

ものでございます。

○緒嶋委員 国の研究事業という意味はどうい

うことですか。今のようなことが研究事業にな

るわけですかね。

○井上総合農業試験場長 この事業につきまし

ては、国の経済対策の中で、特に国としてこれ

はもうぜひ早目に結論を出さないといけないと

いうようなことで、国のほうで予算化されたと

いうことで伺っております。

○緒嶋委員 特に、農業試験場というのは、25

年度から予算を見ると、相当倍額ぐらいふえと

るわけですね。それだけやっぱり先端的な農業

やる上でも、試験研究というのは今から一番重

要なると思うのですね。そういう意味では積極

的に試験研究をやることによって、宮崎県が農

業県として先端を走ると、そのパイオニアとし

ての農業試験場の存在価値をまだ高めてもらわ

ないといかんわけですので、積極的にもう何で

もいいから予算を確保して頑張ってください。

○井上総合農業試験場長 御期待に沿うように

しっかり研究を進めてまいりたいと思います。

○緒嶋委員 お願いします。

○重松委員 農産園芸課さんの281ページの施設

園芸エネルギー対策事業。これは木質バイオマ

スを活用した木質ペレットの支援、これいいこ

とだと思うのですけれども、今例えばおが粉だ

とかバークだとか値上がりしてますけれど、こ

のペレットの今後の値段の変動というのは懸念

はないでしょうか。

○日髙農産園芸課長 今、委員から御指摘いた

だいたとおりの懸念がございます。といいます

のは、現在、例えばペレットの供給価格でござ

いますけれども、実勢で大体、キロ45円程度で
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供給されていると聞いてございます。一方、重

油価格につきましては、ここしばらく上がり気

味になってまいりましたけれども、一時期のリッ

ター当たり120円といったものから、大体今80円

前後というようなところになってきてございま

す。この重油価格を例えばペレットのいわゆる

価格と同じ水準に合わせるとした場合には、大

体重油価格の２分の１がペレット価格と同じふ

うに見ていただければと考えてございまして、

現段階ではやはり重油価格がカロリー換算する

と40円程度で供給できてるといったところの中

で、このペレットの部分というのをいかに定着

させていくかというのは、価格をいかに抑えて

いくかというところが一番重要だと考えている

ところです。

○重松委員 安定させることと、その差ですね、

また化石燃料が下がっていくこの時期のそのバ

ランスが崩れたときの損失補塡とか、その方法

もまた考えられることでしょうかね。

○日髙農産園芸課長 やはり今、御指摘いただ

きましたように価格差がある中で、例えばやは

り産地側としますと、永続的にこういうシステ

ムというものを使っていきたい、いわゆるその

バイオマスに転換した上で施設園芸というもの

が宮崎県でも十分発展し続けていきたいという

ことを考えますと、安定的にその低コストな燃

料が供給できる体制づくりというものが重要だ

と考えてございまして、そのために、どういう

システムができるのかと。先ほど申し上げまし

た現段階で80円という重油価格でございますけ

れども、それでも十分対抗できるようなペレッ

トの価格にいかに産地も努力をしていくかとい

うことを考えていかなければならないと考えて

ます。

○重松委員 結構です。ありがとうございまし

た。

○ 原委員 271ページの農地中間管理機構支援

事業協力金ということでしたか、約11億3,000万

円の減額、思うように土地の預託というか委託

というか、６分の１か、５分の１ぐらいだった

のかなとさっき聞きましたが、これはモデルを

決めて何日かやられたんですよね。大体大きく

県北、県央、県南、そういうくくりの中でどこ

がどういう成果だったのか、大体の割合で結構

です。それと、そこまで預ける人が少なかった

という理由をどう分析されているのか。

○戎井連携推進室長 委員御質問の件につきま

しては、あとで、その他報告事項で御説明をさ

せていただきたいと思っております。

○ 原委員 では後で聞きましょうか。

○丸山委員 まず14、15ページのことでお伺い

したいんですけれども、確かに中山間地域は働

く方の担い手が少ないということで非常に困っ

ていることが多くて、何となくイメージはわか

るんですけれども、例えば中核となる農業を担っ

てる方々が、４月から６月は仕事がないからほ

かのところに土木作業とか、11月から１月はな

いから林業に行きなさいとか、何となくわかる

んですけれども、誰が雇って、どういう契約、

雇われた方々はどういうふうな雇用形態になる

のかなというのがわからないのと、主たるもの

を何かつくっておかないといけないと何か書い

てあるんです。具体的にイメージをもうちょっ

とわかりやすく言っていただくと。多分、園芸

作物だと収穫時期とか作付時期が忙しいだけで

あって、ほかは暇だから、暇なときに回ってく

ださいということだろうなとわかるんですけれ

ど、もうちょっと詳しく教えていただくとあり

がたいなと。

○日髙農産園芸課長 このシステムの中で想定
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してございますのが、例えばでございますけれ

ども、県外なり地域外のほうから、全くその地

域に関係のない方も含めて呼んでくるというの

が一つ考えているところでございます。

そういった中で受け皿となるところがどこか

といったところでございますけれども、今後一

緒に考えていくことになるんですけれども、例

えば地域のほうでそういう担い手のためのいわ

ゆる公社的なもの、そういう作業を行うような

作業班といったものをつくりたいというような

地域もございます。

それともう一つ、なるほどなと思いましたの

は、例えば建設業の方々で、例えば農業もやっ

ておられる作業員として来られてるといった場

合に、その建設業の方々が核となって、農作業

をやったりとか、林業作業やったりとか、そう

いうような地域、地域でいろんな形があるとい

うようなことを考えてございまして、そこの部

分も含めて、そういう母体となるところが、建

設業者の方々が中核となる場合もあろうかと考

えてございますし。またそれとは別に例えば町

なりが三セク的な、諸塚でありました森林作業

隊のようなイメージもございますけれども、あ

あいうものを町がつくってそこの中に県外なり、

地域外から集めてきた人たちを雇用するという

ようなことも考えられると聞いてるところでご

ざいます。

○丸山委員 ここに高収益な園芸の実証支援し

ますよと書いてるんですけれども、具体的には

何をつくってもらいたい、県で何かこう思いが

あるのか、それは全然地域独自でいいのか、例

えば小林でいうと、にんにく卵黄とかにんにく

を植えるときは物すごく人手が足りないとよく

言われたりするもんですから、そういうことも

考えていいんでしょうかね。

○日髙農産園芸課長 今、委員からお話しいた

だきましたような、例えば、地域で必要とする

農作業の部分の担い手というところもございま

すし、それとあともう一つ、やはり特に山間地

域におきましては、例えば放任の果樹園がある

とか、もしくは耕作放棄地になりかけている畑

があるとか、そうした場合にそういうところを

この組織に預けていただいて、いわゆる中間管

理事業等を活用して預けていただいて、委託を

受けて管理をするとかいうような形を考えてい

るところです。

果樹版で例えば集落営農というのを今実施さ

せていただいてございますけれども、それは例

えばまとまった果樹園の中で剪定とかいわゆる

そういう栽培管理というものを行いながら収穫

まで担う組織というところも、当然想定として

考えているところでございます。

○丸山委員 作業内容はわかったので、何に対

して県は２分の１補助をするのか、イメージが。

人件費に対して２分の１とか、何に対して補助

をするのか、そういうイメージがちょっとわか

りづらいので、そこを少し教えていただくとあ

りがたいと思うのですが。

○日髙農産園芸課長 この助成の内容でござい

ますけれども、やはり一つには、この組織は地

域でつくっていただくというふうに考えてござ

いまして、ただそこに入ってくる方々に対する、

例えば就農教育であったりとか、例えば資格取

得のための免許を取得するための経費というの

があるかと思います。例えば牽引免許を取得す

るための講習、それから免許を受けるための試

験、こういったものの経費の助成というような

ところをメーンに考えてございます。

それともう一つ、ここの右の15ページのちょ

うど中段のところでございますけれども、当分
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の間ということで、この事業を実施するに当た

りましては、※のなお書きのところにございま

すように作業受託組織の育成のための受託賃金

については、中山間・地域政策課の事業により

別途２分の１程度の助成が行われるということ

で、いわゆる雇用していただいてそういう資格

を取るといったところについては、農政水産部

のこの予算を使って支援をさせていただきます

けれども、それを活用しながら資格を取りつつ

作業を行う場合の賃金、受託賃金については２

分の１を中山間・地域政策課のほうから支援を

いただくと考えているところでございます。

○丸山委員 何となくわかりました。あとまた

具体的なったら相談していきます。

あと、もう一つ、10ページ、11ページのこの

輸出関係なんですけれども、確かに平成23年、24

年、25年でふえてきていいことだろうと思って

いるんですが、実際農家とか自営さんに聞くと、

輸出してももうからんとよねと、もうかってい

るのはバイヤーとかだけで、何も意味がないん

じゃないかという反発も若干あるんですよ、実

際。

輸出すると本当に農家がもうかるようなシス

テムにしてほしいという思いがある中に、これ

まで東アジアで今度はミラノで食博があるとい

うことです。何か全世界に広めてしまってるの

が宮崎の状況だろうなと思ってるんですが、本

当にそこまで広げていいのかというのが若干心

配であって、県が本当に農家がもうかる形に持っ

てくる輸出戦略というのを持ってるのかなと

ちょっと心配に思ってしまうものですから、輸

出に対することはしなくちゃいけないだろうな

ということは思っているんですが、農家が本当

にもうかるのかというのをどう考えているのか

をちょっと教えていただくとありがたいかなと

思いますけれども。

○甲斐ブランド・流通対策室長 委員おっしゃ

いますように、やはり我々の目的としましては、

農家がもうかる輸出というものを一番考えてお

ります。そういったものは今、いろんな東京と

か大阪の市場中心に輸出するという方法も一つ

あるんですけれども、産地のほうで主導して輸

出を育てていく、物流もそういった方法で生産

者に利益を還元する方法が必要じゃないかと考

えております。

そのため、今、一例申し上げますとスイート

ピーを今香港のほうに持っていってるわけなん

ですけれども、これはチャイナエアラインを使

いまして輸送コストとかを下げまして、香港の

ほうで香港事務所を使ってレストランとかホテ

ルとか、そういったところに花を持っていって

いるんですけれども、それでありますと現在の

スイートピーの市場単価の恐らく1.5から1.6倍

程度を農家には還元できているんじゃないかと

考えておりまして、やはりそういった事例を一

つ一つ積み重ねていくこと、物流と商流を生産

者の利益につながるような形での輸出をやって

いくということが非常に重要じゃないかと考え

ております。

委員おっしゃいますように、それを全世界に

広げていくことが必要かという御質問だったと

思いますけれども、この県産品輸出促進プロモ

ーション強化事業では、輸出の可能性調査とい

うのも行っていきますので、そういった観点で

この調査を行いながら、やはり生産者に利益の

あるものについては拡大をしていくという考え

方で進めていきたいと考えております。

○丸山委員 ぜひ、基本は農家がもうかるとい

う形ですね、県外の人たちがもうかってしまっ

たら結局何も意味がないのかなと、宮崎の税金



- 59 -

平成27年３月４日(水)

を使っておかしいと思ってますので、ぜひそれ

は、県内の農家が本当に所得向上につながるよ

うな形にやっていただきたいと思っております。

○井上委員 今の丸山委員の言われた、輝く中

山間園芸産地構築事業とかを含めて総体的に、

農業に限らず林業、土木等の他産業連携型の雇

用組織をつくり上げていくと。まあ中間管理の

あれにもイコールしていくところがあるわけだ

けれど、こういうのがきちんとでき上がっていっ

て、そこをコーディネートする人もいて、きち

んとそこが動くようになると、これはやはり効

果が出てくるし、言われたようにもうけを人に

委ねないで自分たちでやれるようになっていく

ので、それはそこをやっていかないといけない

と思うのですよね。

だからこのモデル構築をしていくときに必要

な園芸の品目の現地実証はどんなものなのかと

か、これから具体性が非常に問われてくると思

うんですよね。それが本当に今イメージしてる

だけであって、実際にその品目だとかというも

のがあるのかないのか。さっき薬草の話も出ま

したけれども、現実に具体的にどういうものな

のかというのが私たちに余り伝わってこないと

ころもあるので、ちょっとその２点は先に聞い

といていいですか。

○日髙農産園芸課長 この技術実証の件でござ

いますけれども、技術実証につきましては、例

えばやはり山間地域、中山間地域ということの

気象条件を生かすんであれば、やはり花である

とか、もしくはそういう果実系、こういったも

のが非常に適しているというふうに考えてござ

いまして、そういったものの中でも例えばラナ

ンキュラスであるとか、もしくはその高設のい

わゆる夏秋のイチゴも含めたイチゴ栽培、こう

いったものについて取り組んではいるんですけ

れども、なかなか拡大をしていってない中で、

技術実証といったものをさらに展開していけな

いかと考えているところです。

○向畑農政企画課長 現在、宮崎のほうで有望

視されている薬草なんですけれども、ジャーマ

ンカモミールというキク科の花がございます。

これは、風邪とか神経痛とかにも効くというこ

とで、製薬会社さんからのお声もあって、今、

山地のほうでつくってらっしゃるというのが１

点。もう一つがカキドオシというシソ科の植物

でございまして、ここについても糖尿病等に効

能があると伺っておりまして、ここも東京の製

薬会社さんなんですけれども、そこからの依頼

があって今実証をやっているといったところで

ございまして、それ以外もセンターのほうでは

何種類か取り組んでいるところでございます。

○井上委員 農産園芸課長からの御報告とかを

すれば、ラナンキュラスは綾がすごく先を行っ

ているので、それと日之影と高千穂とやってお

られるので、それが動いていく可能性あるし、

五ヶ瀬の夏秋のイチゴなんかもこれは使えるよ

うなあれですよね。非常に具体性があるので、

これはこれでつくり上げていく。そして、さっ

き丸山委員が何度も言われるように、もうから

ないといけないわけだから、もうかっていくビ

ジネスになっていくための力をどこが、誰が、

何をどんなふうにやるのかということが、きち

んとした形になっていかないと。

畜産競争力強化整備事業と次世代農業も含め

てそうなんだけど、大きくなればいいというこ

とでもなく、やはりどうやってビジネスとして

動かせるような力を持っていくかといったら、

やはりそういう雇用組織みたいな固まりをきち

んとつくっていく必要というのが─小さな会

社みたいなもんですよね、そういうものをきち
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んとつくり上げていくということが大切なん

じゃないかなと思うんですね。

だから、この農地を集約していくだけではな

く、そういう意味での経営とイコールさせてい

くような組織体をどんどんつくり上げていって、

そしてそこで動けるように、計算もちゃんとで

きていけるようにしていかないと、ちょっと無

理なのではないのかなと思うわけです。

もしかしたらよかったかもしれないみたいな

話ばっかりではなく具体性があったほうが絶対

にいいと思うので、ぜひこの農産園芸課のこの

雇用組織という考え方は絶対におもしろいので、

やはりきちんと組織体としてこれをつくり上げ

ていく力を持っていただきたいなと思いますね。

そしたら、中山間地の中でできることがもっと

広がっていく可能性もありますよね、花だけじゃ

なくもちろん薬草もそうなんだけれど、全部広

がっていく可能性もあるので、どうやって高収

益システムプランをつくり上げていけるのかっ

ていうのは、そこからどんどん引っ張っていく

とでき上がっていくのではないかなと思うので、

これは期待に値するものだと思うのです。

こういう考え方がほかのところでも出てくる

とですよね、ざっくりだけじゃなくて、小まめ

にそういう組織体がきちんとできていくと動い

ていけるのではないのかなと思うのですよね。

さっきの畜産競争力の強化整備事業も額が大き

いだけに、余りにもざっくりすると、それこそ

さっき言われたように牛舎は建った、豚舎は建っ

た、鶏舎は建ったけれどあと何なのみたいな話

では絶対困るので、そこをきちんとどうやって

つくり上げていくのか、イメージしていくのか

ということが、やはり求められるのではないの

かなと思いますね。これをやっていくと、例え

ば諸外国と商売しようとしたとしても、やって

いける可能性というのが─売り物があるわけ

だから、売るものも現実にあって、売れる組織

体があればやれる、商売もやっていけるのでは

ないかなと思うので、しっかりとやっていただ

きたいと思うのですが。農政水産部長に聞かせ

ていただきたい。

○緒方農政水産部長 私ども今言っているのは

産地経営体という、産地経営体構想を一生懸命

言っているんですけれども、それは産地でいろ

んな団体なり、法人なりがしっかりと経営をし

ていく、そういった形態をつくっていこうとい

う構想ですので、しっかりやっていきたい。

今回のこの中山間園芸産地構築事業、これに

ついてもやはりそういった経営体をつくってい

く、その一環、ひとつの形態だろうと考えてお

ります。やはり地域地域で個人ではなくてお互

い力を知恵を集めて、そういった外に対抗して

いく、そういうことは非常に大事だろうという

ことで、一生懸命やっていきたいと思います。

○井上委員 そこからちょっと目を離さないで

いていただきたいなと思って、宮崎の農業、こ

れからそこのところがすごく問われる可能性が

ある。

もう一つ、人材の育成ですよね、宮崎次世代

農業トップランナー養成事業。これはぜひ、私

も議場でお話したので、わかっていただくこと

も含めて、いかに宮崎にいる企業の人たちを本

当に宮崎県内で県としてもうかる企業に仕上げ

ていけるのかというのがないと、なかなか企業

任せにしているとだめな可能性というのがある

ので、企業をしっかりとタイアップさせるとい

うか、接着力を持ってトップランナーをつくっ

ていくというというふうにしないと、どうやっ

てもうかっていいかもわからないのに、ただあ

なたがトップランナーですよと言われてみても、
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これはもうイメージが全然湧いてこない状況に

なっていくので。トップランナーをつくるとき

には、やはりバックにきちんとした企業体を、

固まりをつくり上げていくと、農政のときの後

ろの固まりをつくり上げていくというぐらいの

ことをやっていただくといいなと思ってます。

これから、農業大学校もそうですが、各県立

農業高校、県立の学校、それから総合農試、い

ろんなところでそういうものをつくり上げてい

くと、うちの農業も少し変わってくる可能性は

あるのかなというふうに期待してます。

○内村委員長 よろしいでしょうか。

それでは、次に報告事項に関する説明を求め

ます。

○向畑農政企画課長 常任委員会資料の26ペー

ジをごらんください。

損害賠償額を定めたことについてでございま

す。

これ１件の発生事案がございまして、ここ書

いてございますが、事案の内容につきまして、

県有車両における交通事故でございます。昨年26

年９月13日に日南市南郷町榎原の国道220号なん

ですけれども、公用車が歩道のガードレールに

衝突いたしました。車両も破損いたしましたも

んですから、ガードレール含めて補償するとい

うことで、賠償金につきましては任意保険から

全額支払われております。

交通安全につきまして機会あるごとに職員の

意識高揚に努めておりますが、今後とも一層の

徹底を図りまして再発防止に努めてまいります。

厳しく指導いたしますので、よろしくお願いい

たします。以上でございます。

○内村委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○戎井連携推進室長 地域農業推進課連携推進

室でございます。農地中間管理事業の取り組み

状況について御説明させていただきます。

委員会資料の27ページをお開きください。

１の１）の組織体制の整備等についてでござ

いますが、農地中間管理事業であります農業振

興公社の体制整備のほか、現場での推進を担う

市町村ごとの推進チームを編成するとともに、

支庁・各農林振興局においても農地整備、農産

園芸、畜産関係部署等含めた横断的な推進チー

ムを設置して推進しているところでございます。

２）の推進に関する取り組みについてでござ

いますが、今年度は初年度でもあり旧市町村単

位にモデル地区を計63地区設定しまして、人・

農地プランの話し合い活動基本に推進してまい

りました。市町村への説明はさることながら県

・機構が一体となってブロック別にも推進会議

を実施するとともに、地区別にも個別巡回を実

施してきたほか、各種研修会等の場を捉えて推

進をしてまいりました。率先して事業を活用い

ただいた地区につきましては、去る１月に各地

の農家代表であるとか、市町村団体等を参集し

て開催しました推進大会において知事表彰を行

うとともに、事例発表をいただきまして、横展

開を図ったところでございます。

実施地区につきましては、下に先行優良事例

の概要に数例挙げさせていただいておりますけ

れども、集落営農を中心とした話し合い活動に

よりまして、集落営農法人等の担い手に農地が

集積が行われまして、高いところでは８割を超

える集積率になるですとか、あるいは面的に団

地化が進むなどしまして、コスト削減が期待で

きる状況となっております。
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次に、２の農地の借り受け希望者に対する公

募の実施状況及び３の農地の集積目標に対する

実績見込みにつきまして御説明をさせていただ

きます。

公募につきましては、今年度計３回実施いた

しましたが、計961名、4,421ヘクタールの借り

受け希望がございました。一方で、今年度の取

り扱い目標を2,265ヘクタールに設定して推進し

てまいりましたけれども、今年度中の実績は思

うようにいかず、約400ヘクタール程度になる見

込みとなってございます。

先ほど 原委員からも各地の状況というのも

御質問ございましたが、大体ざっくりとですが、

１月時点での数字でございますが、県央で20％

ぐらい全体の割合としてはですね、県南のほう

が50％、県南のほうが結構頑張っていただいて

おります。県北のほうで10％、県西のほうで30

％ということで、各地で頑張っていただいてお

りますけれども、やはり市町村ごとには温度差

は若干あるという状況でございます。

実績としましては、目標を大きく下回る結果

となりましたので、今年度明らかになってきた

推進上の課題を踏まえた上で、次年度以降、さ

らなる事業推進が必要と考えてございます。

次ページをお願いいたします。

４の推進上の課題を整理してございます。

１）農地の出し手サイドの課題としまして

は、10年以上機構に預けることなどへの不安が

ある、条件のよい農地では売買を希望する傾向

がある、関心がやはり薄くて説明会を開催して

も人が集まらない、相続未登記、不在村地主の

問題がございます。

また、２）農地の受け手サイドの課題としま

しては、集落のリーダー不足、農地を集めても

何をつくるかが明確でない、山間地域では深刻

な担い手不足や農地集積のメリット感のなさが

ございます。

また、３）集落での取りまとめ上の課題とし

ましては、集落に対する行政支援のマンパワー

不足、地図作成や権利移動に係る事務量が膨大

であること、集落での話し合いに時間を要する

こと、地域集積協力金の支払い基準日が12月末

ということになっておりますので、基準日近く

までなかなか動かないというようなことが上げ

られます。

最後に、これらを踏まえた上で、５の来年度

に向けた事業推進でございます。去る２月に実

施したブロック別の推進会議でも市町村と議論

してきたところでございますが、来年度、面積

のさらなる積み上げを実施するために市町村等

の協力を得まして、一つは公募での借り受け希

望に対しまして農地の出し手が不足しているた

めに事業の周知を一層図るとともに、人・農地

プランを中心としたものだけでなくて、個別の

借り受け希望者の掘り起こし等の実施を強化し

てまいりたいと考えております。加えて公募で

の借り受け希望者のフォローアップを足がかり

にしまして農地のマッチングを進めることも有

効な手段であると考えておりまして、借り受け

希望者との協議の場の開催を通じてマッチング

を進めてまいりたいと考えております。

また、今年度のモデル地区につきましては、

来年度以降の早期実施を目指すほか、関係部局

が連携しまして新たな重点実施地区を掘り起こ

しまして、面積の積み増しを行ってまいりたい

と考えております。

また、マンパワーとしましても、支庁・農林

振興局単位に農地中間管理機構の駐在員を配置

するなど、体制強化を実施するとともに、今後

地域の実情に応じた推進マニュアルの作成であ
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るとか、法人間の農地の分散化の解消、法人等

と山間地域との連携の仕組みづくりを検討して

まいりたいと考えております。以上でございま

す。

○原農村計画課長 農村計画課でございます。

常任委員会資料の29ページをごらんください。

建設工事における指名競争入札についてでご

ざいます。

このことにつきましては、先ほど環境森林部

から説明をさせていただいており、重複をいた

しますが、公共三部での取り組みということで

農政水産部からも簡潔に報告させていただきま

す。

まず１、施行結果の検証の（１）施行の概要

でございますが、今年度は１月末現在で238件指

名通知し199件契約しております。下の表につき

ましては、通知、契約に分けまして入札方式別

に比較し、平成26年度、平成25年度の数値を記

載しております。

なお、通知件数と契約件数の差につきまして39

件の内訳がその下の表となっておりまして、開

札前が８件、審査中が６件、入札不調が15件で、

不落が10件となっております。

続きまして、（２）施行結果及び検証の①平成

26年度の検証総括についてでございます。ポイ

ントは四角囲みの中で入れておりまして、施行

件数が確保された中でも、昨年同様、施行の目

的にかなっており、課題であった指名される企

業の多様化についても一定の改善効果が認めら

れたとしております。

具体的にはその下のア、災害対応力の強化や

効率性、合理性の観点から一定の効果が見られ、

競争性や透明性においても特に問題は認められ

なかったこと。イ、指名される業者の割合が増

加したものでございます。なお、その根拠とな

ります数値をその下の平成25年度と比較して下

の表に記載しております。

右側30ページをごらんください。②２年間の

検証総括についてでございます。同じくポイン

トを四角囲みの中で、施行については目的を達

成したと評価することが適当であり、今後も指

名競争入札と一般競争入札を併用していく必要

があるとしております。

具体的には、その下のア、本県独自の選定方

式の採用により災害対応力の強化に一定の効果

があり、透明性、競争性に係る問題もなく、合

理性、効率性についても一般競争入札と遜色な

い結果が得られたこと。

イ、建設業者に対するアンケートでは、県発

注工事に積極的に参加したくなったと回答した

企業が55％を占め、今後も併用または単独で指

名競争入札の実施を希望する企業も76.9％に

上ったことを挙げております。なお、下の図表

に指名された建設業者に対するアンケート調査

の抜粋を載せております。

最後に２、今後の取り組み方針についてでご

ざいますが、まず（１）建設業者の育成の必要

性と入札制度のあり方としまして、①地域社会

の維持のため公共工事の中長期的な担い手確保

は社会的要請があり、県としても市町村等との

調整による発注時期の一層の平準化に努める必

要があること。

②入札制度も透明性、公平性、競争性の確保

を図り、不断の検証と必要な見直しを行うこと

により、情勢変化や工事の特性に柔軟に対応で

きるよう入札方式を多様化していく必要がある

とし、次に、（２）建設工事における指名競争入

札の今後の取り扱いにおいて、四角囲みにあり

ますように、指名競争入札は試行の枠組みのま

ま制度化し一般競争入札と併用すると、また、
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制度化後も検証を継続し必要な改善に努めてい

くとの方針を明示いたしました。

また、（３）制度化に当たっての具体的な取り

組みといたしまして、電子入札システムを利用

した、①企業の応札環境を事前に確認できるシ

ステムの構築検討と、②実施状況に係る検証の

継続を行うこととしております。説明は以上で

ございます。

○内村委員長 委員にお諮りいたします。少し

時間を延長させていただきたいんですが、４時

までとなっておりますが、このまま審査を継続

してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、そのようにさせていただ

き、引き続き審査を行います。

その他報告事項に関する執行部の説明が終了

いたしました。質疑はありませんか。

○ 原委員 27ページですけれど中間管理事業

ですね、希望面積が4,400ヘクタールで目標面積

が2,265ヘクタール、結果的には希望面積の約１

割となったということなんですが、この目標面

積が2,265ヘクタールというからには、かなりシ

ビアな数字だと思うのですけれども、どうやっ

て設定されたんですかね。

○戎井連携推進室長 お答えします。まず、希

望面積でございますが、こちらは農地の借り受

け希望者に対する公募の数字でございますので、

県の目標という意味ではございません。一方、

３番の目標面積の2,265ヘクタールにつきまして

は、10年後に担い手が耕作する農地を大体８割

を目標としまして、それを目指して、その面積

を単純割したときに、大体初年度で2,265ヘクタ

ールということで設定をさせていただいており

ます。

○ 原委員 ということは、10年先を目指した

ときには2,265ヘクタールあれば、今、県として

育成しようという担い手の数からすれば、その

８割はこれでいくんだよと、ところが実際には

希望とってみるとさらに多い、4,421ヘクタール

の御希望があったと、そういうふうに理解して

いいんですかね。

○戎井連携推進室長 希望面積につきましては、

現時点で担い手の方等が希望されている面積の

合計でございまして、一方でその2,265ヘクター

ルというのは、県で単純に１年間で目標にして

いる面積でございますので、そことの関係とい

うのは、今の希望面積を目標でいくと２年ぐら

いで達成をしていくというような状況になろう

かと思います。

○ 原委員 ということは、この4,400と2,200

というのは、年で幾らと、ただトータルで幾ら

ということだから、ちょっと相関は余りないと

いうふうに理解していいですね。

私が思ったのは、2,265ヘクタールの目標に対

して4,400ヘクタールあるということは、かなり

担い手の意欲が強いではないかと、いい数字じゃ

ないかと思ったけれど、これは相関はないとい

うことなんですが。

要はその集約化を図って大規模化して生産性

を上げて成長産業に持っていくという、この大

方針からすればこの集まり様では、非常に将来

が危ぶまれるというか、思いどおり成長産業に

ならないではないかということにもなるわけで

すけれど、そこに分析はされてますけれどね。

または来年からの取り組みというのはあるわけ

だけれど、これからすれば非常に目標達成とい

うのは難しいんじゃないですか。

○戎井連携推進室長 実際、今年度の見込み

が400ヘクタールということで、初年度でござい

ますのでモデル地区を中心に集落での話し合い
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を中心に進めてまいりました。

一方で、公募の結果が4,421ヘクタールと、か

なり希望が多うございました。こちら意欲のあ

る担い手であると思っておりますので、来年度

以降、これまでは人・農地プランを中心にした

話し合い活動が中心でございましたが、そういっ

た借り受け希望者のほうにもアプローチをしま

して、そちらのほうから地域での話し合い等、

面積をまとめていくということも推進して、目

標は初年度400ヘクタールでございましたが、来

年度もっと高い実績が上げられるように進めて

まいりたいと考えております。

○ 原委員 当然、市町村とお話になってモデ

ル地区を決めておられるわけですよね。モデル

地区でさえこれだけしか集まらない、集約でき

ないということは、モデルでないところ、いわ

ば少しずつ使い勝手が悪くなるからモデルにな

らなかったんだと思うんですけれど、そういう

ところはもっと厳しくなるということですよね。

大丈夫ですかねとは聞けないけれど。

○戎井連携推進室長 今年度は初年度というこ

ともありまして、市町村でも事業の内容である

とか、そういったものをかなり慎重に考えられ

て地域に説明されてこられたという経緯がござ

います。

ただ、１年やってまいりまして、ある程度市

町村のほうでも事業の内容を熟知されてきて、

ただ一方ではマンパワーの不足がございますの

で、市町村でも可能な範囲で幅広く地域に来年

度以降本格稼働ということで周知をして、認知

度が高まれば事業の活用が加速的に進んでくる、

加速化させたいと考えてございます。

○ 原委員 ぜひお願いしたいんですが、確か

に認知度が低いというのはあります。御存じな

い方が多いです。この舌をかみそうな農地中間

管理機構とか、これ自体を御存じないし、名前

も御存じないということですから、まあ県のい

ろいろな広報とか、いろんなところでもうちょっ

とお話にならないとだめかなと思いますので、

我々も地域ではいろいろ話しますけれども、お

願いを申し上げるしかありませんので、よろし

くお願いしたいと思います。

○緒嶋委員 貸した人が、貸したら自分たちは

生活はどうなるのかというのがあるわけですよ。

土地がなくなるわけですよ。働く場所がないか

ら生活はどうなるか、そこまで考えた対策でな

いと、貸した後はお手上げ、貸して自分たち働

く場所もない、じゃあ次の生活も進めないわけ

ですよ。だから、そこまで考えた政策じゃない

と土地の借り貸しだけの政策では、本当に農村

がよくなるということにはならないわけですよ。

そこを貸しても安心して生活できるものがあれ

ば貸すわけです。それがないから貸した後、自

分たちはどう生活していいかわからない、貸す

よりは持っていたほうがいいということになる

わけです、結果とすれば。特に中山間地の条件

の悪いところはもう雇用の場所もない。そこ辺

の政策というのを農水省も、これは国のほうも

詰めていかないと、それだけの売買的なものだ

けじゃどうにもならんわけです。そこ辺を含め

た政策というのが本当の政策じゃないかなと。

そこまで含めないで土地を集約すればいいとい

うだけでは、集約された人はいいかもしれんけ

れど、貸した人の生活は誰が保障するわけです

か、この制度では。

○戎井連携推進室長 委員御指摘のとおりでご

ざいまして、特に中山間地域では雇用がないと

いうこともあって、なかなか生活も苦しい、そ

の中で地域の農地を地域の方がそれぞれ守って

いただいているというような状況でございます。
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市町村ともお話をする中で、やはり農業だけ

ではなかなかつらいんだと、林業とか複合的な

経営できるように、また、そういうような体制

を市町村としても整備することがなければ、な

かなか農地だけ集約しましょうという話をして

も、なかなか話がまとまらないし、先に進まな

いというような御意見もいただいておりまして、

全くそれはそのとおりだと思っております。時

間がかかるということもございますが、そういっ

たことを一体的に市町村と一緒にお話をしなが

ら、この事業を進めてまいりたいと思っており

ます。

○緒嶋委員 特にやはり中山間地の多面的な機

能というか、そういうデカップリング的なもの

が入ってこないとなかなかうまくいかないと私

は思いますので、これは国のほうにそれを強く

要望せんと、農水省の机上の空論みたいなこと

では、現実に中山間地は立っていかんようになっ

てしまうわけです。特にＴＰＰとかいろいろま

た入ってくれば、何をしてももうどうにもなら

ないというような追い詰めれた形にますます

もっていかれる。

中山間地に住んでおって人口減少もある、い

ろいろそういう有害鳥獣の害も含めると、もう

やる気を失ってしまうというか、政策的に、も

う田舎は要らんのだというような感じになって

しまうんじゃないかと。そういうことがあるの

で、これはやはり国のほうに強く、室長は特に

国からみえとるわけでありますので、頑張って、

この宮崎県のため、中山間地のためにどうある

べきかということは、強く国のほうにそういう

意見を具申してもらいたいということを要望し

ないと、この制度は結果としてはうまく機能し

ないと、私は今のところ結論から言えばそうい

う気がしますし。

特に土地の集積は中山間地ではとてもじゃな

い、そりゃいろいろな水田の管理の負担なんか

でも一反当たり、一アール当たり２万ぐらい負

担しているわけですよ。それでも何とか土地を

守ろうと頑張っている人の中で、これがうまく

土地が動くかというのは、私は大変厳しいと思

いますので、深刻な形の中での制度であるとい

うことを十分理解して対策を立ててほしいとい

うこと要望しておきます。

○丸山委員 この中間管理機構は、農業新聞で

見ても全国的になかなかうまくいってないとい

うことは言われているんですけれども、中には

九州内でも頑張ってよくするんだという県があ

るのかどうか。みんな大体こんな宮崎みたいに

低調な状況なのか、お伺いできればなと思って

るんですが。

○戎井連携推進室長 九州各県の状況、九州農

政局から聞く情報によりますと、どこがどうと

個別には申し上げませんが、各県、宮崎とほぼ

横並びですね。あるいはそれよりも低調である

というような状況であると聞いております。

○丸山委員 28ページの課題の中で、マンパワ

ー不足、リーダー不足と書いてある中にもう一

つ気になるのは事務量が膨大だということがあ

るもんですから。何か国のほうにここをもっと

簡素化してくれればもうちょっと事務的に進ん

でマンパワーが少しでも解消できるんじゃない

かという気もするんです。事務的に多過ぎる、

改善点というのは、国と何か協議とかやられた

ことはないのでしょうか。

○戎井連携推進室長 国に行くごとに、事務量

として膨大であると話をしてます。先月も国に

行きました。特にこれは貸借でございますが、

一方で権利が移動するわけではないから、その

中で余り軽々には言えないんですけれども、貸
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借であるにもかかわらず全部事項証明書である

とか、かなり膨大な資料が要求される、また、

相続未登記の場合には、構成員の相続人の戸籍

謄本だとかそういった資料を添付する必要があ

ると。こういったものを集めるのがかなり大変

であるということがございます。こういったも

のを簡易にとれるように、例えば法務局と調整

をしていただくとか、もう簡略化して添付しな

いでいいとか、そういったことができないかと

いうことについては、国のほうに要望は随時し

ているところでございます。全国からそういう

ような要望が上がっているようですので、国の

ほうで検討していただけることを期待してござ

います。

○丸山委員 ぜひそういう岩盤規制みたいな感

じなものですけれど、手続が難しくて本当に多

分、市町村の職員はそこでもう諦めてしまうと

なってしまわないように。本来は集約できてる

ほうがいいとわかってるんですよ、それをちゃ

んとできるようなシステムをつくってほしいの

と、あとはつくった後に集約したら何がつくれ

るのか、何をつくったほうがいいのか、よく輪

番制でローテーションで回るとか、そういうの

をしっかり、それが人・農地プランであろうな

と思ってるんで、それがしっかりできて、そう

することによって農家の所得が向上してコスト

が削減できますよと明確なことをぴしっと県の

ほうでもある程度。

人・農地プランは地域の皆さんと話し合って

つくるもんだというふうなことをよく言われる

んですけれども、そうじゃなくてもうちょっと、

どっと踏み込んでやっていただかないとなかな

か進まないんじゃないかなと思いますので、そ

れはぜひ頑張っていただきたいと思っておりま

す。

○内村委員長 よろしいですか、ほかにありま

せんか。

○ 原委員 これ見ると、優良農地については

出し手側が渋るということですよね、借り手は

多いと。今度はその逆があるわけですよね、使

い勝手の悪いところ、段々になってたりとか、

ここは逆に使い勝手が悪いので貸し手は多いけ

れど借りてほしいんだけれど、逆に借り手のほ

うが集約することのメリットが少ないので、今

度は借り手がないと。今はモデルですから非常

に借りやすいところをされたと思うんです。恐

らくそういう傾向になるんだろうなというよう

に、まあ今これ見て感じたところでしたけれど

ね。いろいろ課題もあるんでしょうけれど、よ

ろしくお願いします。

○内村委員長 よろしいですか。では、その他、

何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時11分休憩

午後４時13分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

明日の委員会は、午前10時再開、環境森林部

の当初予算に関する審査から行う予定です。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、何もないようですので、

以上をもちまして本日の委員会を終了いたしま

す。

午後４時13分散会
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午前９時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 内 村 仁 子

副 委 員 長 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 蓬 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 徳 永 三 夫

環境森林部次長
福 田 裕 幸

（ 総 括 ）

環境森林部次長
森 房 光

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
川 添 哲 郎

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
西 山 悟

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 上 山 伸 二

循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 水 垂 信 一

森 林 経 営 課 長 那 須 幸 義

山村･木材振興課長 福 満 和 徳

み や ざ き ス ギ
石 田 良 行

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 河 野 憲 二

木 材 利 用 技 術
飯 村 豊

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 下 沖 誠

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました平成27年度当初予

算関連議案等について、部長の説明を求めます。

○徳永環境森林部長 環境森林部でございます。

おはようございます。よろしくお願いいたしま

す。

本日は、昨日に続きまして、しいたけ茶をし

てありますが、これは内村委員長からの心づく

しでございますので。

それと、本日はＭスターコンテナ苗を前に準

備させていただきました。これは、うちの林業

技術センターで開発したもので、東南アジア等

からも非常に興味を持っていただいております。

今、やっと研究も進みまして、山へ植えられる

という状況になってきましたので、これを進め

ていきたいと思っております。

これのいいところは、きのうも申しましたが

周年栽培ができるということで、今、植栽は春

がほとんどということで、そこに仕事が集中す

ることによって人手不足が生じるという状況で

ありますので、これを周年、いつでも植えられ

ると、切ってすぐ植えるという状況になれば、

ある程度、労働の分散化もできて、いわゆる山

村地域の雇用の安定も含めてできて、本県林業

の構造改革のための大きな手段だなと思ってい

ますので、これを進めていきたいと思っており

ます。

また、これは花粉の少ない杉ということで、

飫肥杉の中のオビアカという種類でございます

平成27年３月５日(木)
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が、非常に花粉が少ない杉でございます。この

辺を中心に、今後、植栽をしていきたいと思っ

ております。

それでは、お手元に配付してあります常任委

員会資料をごらんください。

本日の説明事項は、提出議案が７件でござい

ます。

まず、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第

１号「平成27年度宮崎県一般会計予算」等の４

件についてでありますが、これにつきましては、

後ほど御説明をいたします。

次に、Ⅱの特別議案でありますが、議案第24

号「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す

る条例」につきましては、フロン類の使用の合

理化及び管理の適正化に関する法律など、３つ

の法律につきまして、関係規定における名称変

更や手数料の新設を行うものでございます。

議案第41号「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例」につきましては、

法律の名称の変更に伴い、関係条例における引

用法令の変更を行うものでございます。

議案第45号「林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について」につきましては、市町村にか

わって県が施行予定の平成27年度の林道事業に

要する経費に充てるため、市町村から一定の割

合で負担金を徴収するものでございます。

それでは、１ページをごらんください。

１の平成27年度歳出予算課別集計表について

であります。この表は、議案第１号を初めとす

る４つの予算議案に関する平成27年度の歳出予

算を課別に集計したものでございます。

今回は骨格予算でございまして、一般会計は、

平成27年度当初予算Ａの列の中ほどに網かけし

ている小計の欄にございますように、153億9,922

万7,000円となっております。

また、特別会計、下のほうですが、下からの

２段目の小計の欄にありますように、６億729

万1,000円となっております。

この結果、環境森林部の平成27年度当初予算

は、一番下の合計の欄にありますように、一般

会計、特別会計合わせまして、160億651万8,000

円で、右隣の平成26年度当初予算Ｂと比較しま

すと、対前年度比が60.8％となります。

次に、２の平成27年度債務負担行為（追加）

についでであります。

林業公社では、経営改善を図るために、現在

の借入金の残高について、低利の融資に借りか

えをすることを予定しておりまして、その借入

金に対し、損失補償をするものであります。

期間は、平成27年度から47年度までとし、限

度額については、借入額７億7,464万5,000円、

利率が年2.5％以内とし、償還期限到来後10カ月

の期間満了の日において弁済していない元利合

計額、並びに遅延損害額に相当する額及び損失

確定日の翌日から補償履行の日までの利率年11

％に相当する利息の債務負担行為の設定をお願

いするものでございます。

私からの説明は以上であります。詳細につき

ましては、担当課長から御説明いたします。よ

ろしくお願いいたします。

○内村委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

これより、３課ごとに班分けして議案の審査

を行い、最後に総括質疑の時間を設けることと

します。

歳出予算の説明については、重点・新規事業

を中心に簡潔に行い、あわせて決算における指

摘要望事項に係る対応状況についても説明をお

願いします。
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それでは、初めに環境森林課、環境管理課、

循環社会推進課の議案の審査を行いますので、

順次、説明を求めます。

なお、委員の質疑は３課の説明が全て終了し

た後にお願いします。

○川添環境森林課長 私のほうから、環境森林

課の当初予算について御説明いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料、厚い

やつの183ページになります。

一番上の行でございますが、左から２列目の

欄にありますように、環境森林課は25億9,851

万6,000円をお願いしております。その内訳は、

その下にあります一般会計が22億4,627万円、そ

の５つ下の段になりますが、特別会計が３

億5,224万6,000円となっております。

それでは、以下、主な事項について御説明い

たします。

185ページをお開きください。

一般会計についてであります。

まず、上から５段目にあります（事項）のエ

ネルギー対策推進費１億2,163万9,000円であり

ます。これは、新エネルギー対策の総合的な推

進に要する経費であり、説明欄１の改善事業「み

やざき新エネルギーづくり推進事業」63万9,000

円につきましては、新エネルギーの導入促進を

図るための外部検討会の運営に係る経費等でご

ざいます。

従来は、これに市町村への市場調査の支援事

業等がございましたが、来年度の肉づけ予算で

それについては確保するということになってい

まして、この63万9,000円の予算計上となってお

ります。

次に、説明欄の２の住宅用太陽光発電システ

ム融資制度１億2,100万円につきましては、住宅

用太陽光発電システムを設置される方々への融

資を行うため、金融機関に資金を預託するもの

でございます。

次に、一番下の（事項）環境保全推進費2,195

万2,000円でありますが、186ページをお開きく

ださい。

これは、環境保全行政の推進に要する経費で

ございまして、説明欄４の新規事業「環境計画

改訂事業」と６の改善事業「県民協働による環

境実践行動推進事業」につきましては、後ほど

常任委員会資料で御説明いたします。

187ページをごらんください。

上から２つ目の（事項）元気な森林・林業・

山村づくり推進事業費451万9,000円であります。

これは、森林・林業長期計画の推進に要する経

費でありまして、このうち、説明欄１の新規事

業「森林・林業長期計画改訂事業」は、後ほど

常任委員会資料で御説明いたします。

次に、説明欄の２の改善事業、林業情勢報告

会開催費90万7,000円につきましては、森林・林

業・木材産業に関する講演会や林業関係団体か

らの政策提言に関する検討会を開催するもので

ございます。

次に、一番下の（事項）森林づくり応援団活

動推進事業3,870万5,000円でありますが、188ペ

ージをお開きください。

これは、森林環境税を活用した事業でありま

して、県民や団体等による森林づくり活動を推

進するために要する経費でございます。

このうち、説明欄の２の森林づくり活動支援

事業987万5,000円につきましては、県民参加の

森林づくりを推進するため、県民公募型の森林

づくり活動に対して必要な支援を行うものでご

ざいます。

次に、その下の（事項）森林環境教育推進事

業費671万円及び下から２つ目の（事項）ひなも
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り台県民ふれあいの森等管理費3,144万7,000円

は、川南遊学の森などの公の施設につきまして、

管理運営を指定管理者に委託するための経費等

でございます。

一般会計についての主な事項につきましては、

以上でございます。

続きまして、190ページをお開きください。

山林基本財産特別会計についてでございます。

一番上の段の左から２つ目の欄にありますよう

に、予算総額は１億4,515万円でございます。

まず、上から５段目の（事項）県有林造成事

業費6,321万6,000円でございます。これは、県

有林の造成管理に要する経費でありまして、県

有林の間伐などを実施するものでございます。

次の（事項）元金6,772万円と、次のページ、191

ページの（事項）利子1,421万4,000円でござい

ますが、これは、県有林に係る日本政策金融公

庫からの借り入れに対する償還金でございます。

次に、192ページをお開きください。

拡大造林事業特別会計についてでございます。

一番上の段の左から２つ目の欄にありますよう

に、予算総額は２億709万6,000円であります。

上から５段目の（事項）県行造林造成事業費

１億3,023万6,000円でありますが、これは、県

行造林の造成管理に要する経費でありまして、

県行造林の間伐などを実施しますとともに、立

木販売による収益を森林所有者等へ交付するも

のでございます。

次の（事項）元金6,144万2,000円と一番下の

（事項）利子1,541万8,000円でありますが、こ

れは、日本政策金融公庫からの借り入れに対す

る償還金でございます。

特別会計につきましては以上でございます。

次に、新規・重点事業について御説明します。

常任委員会資料の２ページになります。

新規事業の森林・林業長期計画改訂事業につ

いてでございます。

まず、１の事業の目的・背景でありますが、

県の森林・林業行政の基本となります第七次の

宮崎県森林・林業長期計画を、策定後の林業情

勢の変化に対応するよう改訂を行うものでござ

います。

２の事業の概要でありますが、（１）の予算額

は361万2,000円をお願いしております。

次に、（５）の事業内容についてであります。

まず、①の県民等からの意見聴取であります

が、これは、県民等の意見や要望を計画に反映

させるため、意見交換会や森林審議会を開催す

るものでございます。

次に、②の木材需給モデル策定につきまして

は、計画の各種指標の算定の基礎となります県

内素材生産量の長期見通しを予測するものでご

ざいまして、③の計画書等作成は、計画書本体

や概要版を作成するものでございます。

３の事業効果でございますが、改訂計画を策

定することによって、より有効な施策の展開を

図ることができるというように考えております。

次に、３ページをごらんください。

新規事業の環境計画改訂事業についてであり

ます。

１の事業の目的・背景でありますが、県の環

境保全に関する総合的計画でございます宮崎県

環境計画を、策定後の情勢の変化に対応するよ

う改訂を行うものでございます。

２の事業概要でございますが、予算額は708

万6,000円をお願いしています。

次に、（５）の事業内容についてでございます

が、①の県民等からの意見聴取や②の各種指標

の基礎データの調査を踏まえた計画素案作成、

③の計画書等作成を行うこととしております。
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３の事業効果でありますが、改訂計画を策定

することによりまして、より有効な施策の展開

を図ることができると考えております。

次に、４ページをお開きください。

改善事業「県民協働による環境実践行動推進

事業」についてでございます。

この事業は、１の事業の目的・背景の２行目

あたりにありますとおり、県民、団体、事業者

等で構成されております環境みやざき推進協議

会を通じ、環境保全活動を推進しまして、省エ

ネ、リサイクル等の実践活動の普及促進を図る

ものでございます。

２の事業概要でありますが、（１）の予算額

は320万円をお願いしております。

（５）の事業内容についてであります。まず、

①の環境みやざき推進協議会による実践行動で

ありますが、これは、県民一人一人が家庭や地

域等で身近にできる環境保全活動の実践普及を

図る取り組みであります。具体的には、クリー

ンアップ宮崎や環境フェスタ等の啓発イベント、

さらに、環境情報誌の配布等による情報提供等

を行うこととしております。４つ目が、新たに

取り組みたいという事業でございまして、県民

向けの低炭素・循環型社会づくりのための研修

会の開催、これを地球温暖化を初めとする環境

問題等について、わかりやすい研修会を県内３

カ所程度でやりたいというように考えておりま

す。

次に、②の宮崎県地域環境保全功労者等表彰

は、地域の環境保全に関しまして、顕著な功労

があった個人や団体の功績をたたえまして表彰

するものでございます。

３の事業効果でありますが、これらの活動が

広がることにより、本県における低炭素・循環

型社会の取り組みが推進されることが期待され

ております。予算議案の説明は以上でございま

す。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

配付しております決算特別委員会指摘要望事

項に係る対応状況、８ページをお開きください。

環境森林課の分は、下の項の⑬住宅用太陽光

発電のさらなる導入促進につきまして、御指摘

いただいたものでございます。

記載しておりますとおり、住宅用太陽光発電

につきましては、固定価格買い取り制度が始まっ

たことや日照時間が長い本県の地域特性もあり

まして、順調に普及が進んでいるところであり

ますが、昨年９月の九州電力の再生可能エネル

ギー接続保留問題に伴いまして、９ページに移

りますが、ことしの４月以降は、住宅用につき

ましても年間30日を超える出力制御の対象とな

りますことから、今後の普及が懸念されている

ところでございます。

住宅用太陽光発電は、温室効果ガス削減対策

として効果的であり、また、災害時の電力とし

ても活用できますことから、県民等への適切な

情報提供や普及啓発、さらには金融機関と協調

した融資制度の運用等を行い、引き続き導入促

進に努めてまいりたいと考えております。

環境森林課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○上山環境管理課長 環境管理課の当初予算に

ついて御説明をいたします。

平成27年度歳出予算説明資料の195ページをお

開きください。

環境管理課の当初予算は、左から２列目にあ

りますように、一般会計で２億5,656万2,000円

をお願いしております。

それでは、主な事項につきまして、事業内容
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を御説明いたします。

197ページをお開きください。まず、中ほどの

（事項）大気保全費9,516万5,000円であります。

これは、テレメーターシステムによる大気汚染

物質の常時監視や有害大気汚染物質などの監視、

測定結果の情報提供などの事業を行うものでご

ざいます。

次に、一番下の（事項）水質保全費2,701

万7,000円であります。これは、河川等の公共用

水域や地下水について、水質の常時監視や事業

場等の排水監視などの事業を行うものでござい

ます。

次に、198ページをお開きください。中ほどの

（事項）放射能測定調査費1,459万2,000円であ

ります。これは、国の委託を受け、大気や水な

ど、環境中の放射能について調査を行うもので

ございます。

次に、199ページをごらんください。一番上の

（事項）公害保健対策費9,776万6,000円であり

ます。これは、高千穂町の土呂久地区に係る公

害健康被害者の方々への補償給付や住民健康観

察検診などを行うものでございます。

その下の（事項）河川浄化対策費の改善事業

「未来につなぐ水資源・水環境の保全推進啓発

事業」につきましては、後ほど常任委員会説明

資料で説明させていただきます。

次に、一番下の（事項）合併処理浄化槽等普

及促進費798万9,000円であります。これは、浄

化槽の適正管理等を推進するための啓発や法定

検査の未受検者への受検指導などの事業を行う

ものでございます。

続きまして、新規・重点事業について御説明

いたします。お手元の常任委員会資料の６ペー

ジをお開きください。

改善事業「未来につなぐ水資源・水環境の保

全推進啓発事業」であります。

１の事業の目的・背景にありますように、こ

れまでの水との触れ合いによる啓発事業等の取

り組みに加えまして、水をキーワードとした環

境学習などを展開することにより、本県の水環

境と森林機能を後世に引き継ぎ、環境に配慮し

た地域の創生につなげるものでございます。

２の事業の概要の（４）事業内容をごらんく

ださい。この事業は①から③の柱で推進いたし

ますが、今年度までは、①の２つ目にあります

小中学校の学校教育と一体となった水辺環境学

習を実施し、これと連動させながら、②の１つ

目の学習会や地域での実践活動、さらには、③

の水辺情報の発信等を行ってまいりました。

７ページのイメージ図をごらんください。

イメージ図の右側に写真がございますけれど

も、これは水辺環境学習の写真でありまして、

子供たちは水生生物等を観察し、水質の評価を

行っております。イメージ図の左側にあります

のが、その際の代表的な指標生物ですが、現在

の指標生物は、平成17年に中下流域の調査をも

とに作成したものであります。

今回の事業では大きく３点の改善を行います

が、まず１点目が、右側の丸の一番上の上流域

における水生生物の調査でありまして、調査に

より、指標生物を充実させることで、水質の状

況を子供たちがよりわかりやすく学べることに

なります。

２点目が、丸の４番目の関係機関との連携に

よる指導啓発の実施でございます。イメージ図

の中に、畜産、農業のイラストもございますが、

例えば、作物の適正施肥につきましても、水環

境の保全という観点からも啓発を実施します。

３点目が、下の２つの○の体系的な情報発信

とパネル展等の充実でありまして、これまでの
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学習のデータを活用し、河川ごとの水質や水生

生物の状況、さらには、水源地や森林の持つ機

能なども新たに加え、親しめる水辺情報として

発信をしていきます。

これらの事業により、イメージ図にあります

ように、水源地から河口までを水の循環という

観点から捉えた環境学習などを展開し、本県の

豊かな自然環境の保全につなげたいと考えてお

ります。

６ページの２、事業の概要にお戻りください。

予算額は416万2,000円、財源は産業廃棄物税

基金を充てることとしております。

予算議案につきましては以上でございます。

続きまして、特別議案につきまして御説明を

いたします。

常任委員会の資料の17ページをお開きくださ

い。

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。環境

管理課からは、２件の改正を予定しております。

まず、フロン類の使用の合理化及び管理の適

正化に関する法律関係ですが、１の改正の理由

は、法律の一部改正により、法律の名称等が変

更されることから、所要の改正を行うものでご

ざいます。

２の改正の内容ですが、（１）は法律名の変更

によるものでありまして、これまではフロン類

の回収や破壊が対象でしたが、改正によりまし

て、使用中を含め、回収、充塡、さらには、再

生、破壊までが対象となります。

次に（２）は、現在、知事の登録が義務づけ

られている回収業に加えまして、充塡業も登録

が必要となったことから、改正を行うものでご

ざいます。

３の施行期日は、平成27年４月１日としてお

ります。

次に、土壌汚染対策法関係ですが、現在、法

律に定められた調査業務を行います調査機関の

指定及び更新は、国の事務とされておりますが、

１の改正の理由にありますように、単一の都道

府県のみで調査業務を行う調査機関の指定及び

更新につきましては知事の事務とされましたこ

とから、２の改正内容にありますように、新た

にその手数料を定めるものであります。

施行期日は、平成27年４月１日としておりま

す。

環境管理課の説明は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。

○神菊循環社会推進課長 循環社会推進課の当

初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の201ページをお開きくださ

い。厚いのです。

当課の当初予算の総額は、左から２列目にあ

りますように、一般会計で15億8,639万7,000円

をお願いしております。それでは、主な事業に

ついて御説明いたします。

203ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）産業廃棄物処理対策

推進費15億6,523万円であります。このうち、主

なものについて御説明いたします。説明の欄２、

産業廃棄物処理監視指導事業の（１）廃棄物不

適正処理防止対策強化事業7,059万2,000円であ

りますが、これは、保健所等に廃棄物監視員を

配置して、不法投棄等の不適正処理に対する監

視体制を強化するとともに、民間団体との情報

提供ネットワークにより、不法投棄の早期発見、

指導、原状回復の徹底等を図るものであります。

次に、説明の欄６、公共関与推進事業14億7,153

万8,000円でありますが、このうち（２）公共関

与支援事業14億7,040万円につきましては、後ほ
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ど常任委員会資料で説明させていただきます。

次に、一番下の（事項）廃棄物減量化・リサ

イクル推進費1,882万9,000円についてでありま

す。

204ページをお開きください。

説明の欄１の循環型社会推進総合対策事

業1,732万4,000円でありますが、これは、循環

型社会を形成していくためには、県民や事業者

の理解を深め、具体的な行動を起こしていくこ

とが重要でありますので、各種普及啓発、排出

事業者や処理業者に対する研修の実施、市民団

体等が取り組む研修等への支援などを行うもの

でございます。

続きまして、新規・重点事業について御説明

いたします。

お手元の常任委員会資料の８ページをお開き

ください。

公共関与支援事業であります。この事業は、

産業廃棄物の適正な処理を確保するため、公共

関与により、廃棄物総合処理センター、エコク

リーンプラザみやざきの安全で安定した運営を

支援し、県内処理体制の確立を図るものであり

ます。

予算額は、事業の概要にありますように、14

億7,040万円をお願いしております。

事業主体は、公益財団法人宮崎県環境整備公

社で、事業内容につきましては、エコクリーン

プラザみやざきの運営・管理主体である同公社

に対して、運営費の補助及び貸し付けを行うと

ともに、浸出水調整池補強工事に要する経費の

貸し付けを行うものであります。

具体的な内容といたしましては、内訳の欄に

ありますように、運営費補助金として8,000万円、

運営資金貸付金として５億4,000万円、浸出水調

整池補強工事費貸付金として８億4,900万円、事

務費として140万円をお願いしております。

このうち、運営資金貸付金５億4,000万円につ

いて御説明いたします。

恐れ入りますが、右の横になりますけれども

９ページをごらんください。

エコクリーンプラザみやざきの運営状況をお

示ししております。

まず、１のエコクリーンプラザみやざきの産

業廃棄物処理の状況についてであります。この

表は、エコクリーンプラザみやざきが操業を開

始した平成17年から26年度の見込み分までの産

業廃棄物搬入量をまとめたものであります。

右側から２番目の平成25年度の欄でございま

すが、これまで同公社の主な処理対象物であっ

た自動車シュレッダーダストについては、平成25

年３月に発生いたしました溶融炉爆発事故によ

りまして、リサイクル率が低下した影響で、25

年度は全く搬入がありませんでしたが、今年度

は、県外の一部の自動車シュレッダーダスト処

理施設の操業停止等により搬入があり、事故前

の24年度の1,948トンを若干下回る1,909トンを

見込んでおります。

その下の、その他の産業廃棄物については、

企業への訪問や電話による営業活動を積極的に

行い、本年度は、前年度に比べ１割程度増の4,343

トンを見込んでおり、搬入量の合計についても、

前年度の3,962トンに比べまして、約５割増し

の6,252トンを見込んでおります。これは、事故

前の24年度の4,986トンの約２割増しに相当する

ものであります。

次に、10ページをごらんください。

２の環境整備公社の産廃事業の収支状況につ

いてであります。

表の①産廃事業収入から②産廃事業費用を差

し引いた③の産廃事業収支は、操業を開始した
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平成17年度から黒字で推移しております。しか

しながら、エコクリーンプラザみやざき整備時

に日本政策投資銀行等から借り入れた④の償還

金及び⑤の償還利息を差し引きました⑥の借入

金償還後収支は、平成19年度から赤字となった

ため、県では、平成22年度から公社に対しまし

て運営費の貸し付けを行っているところであり

ます。

平成26年度につきましては、⑥の借入金償還

後収支は7,600万円余の赤字となり、これから、

前年度⑦の金融機関からの一時借入金４億6,000

万円を差し引き、さらに、前年度の⑨の残金に

当たる差し引き3,794万7,000円を加えた累計収

支は、４億9,857万円余りの赤字となります。

これに、年度末の資金不足解消のために必要

な資金を含めた金融機関からの一時借入金は、

５億4,000万円と見込まれておりますことから、

この額を公社へ貸し付けることとしたものであ

ります。

循環社会推進課の説明は以上であります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。

○内村委員長 それでは、議案に関する説明が

終了いたしました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○緒嶋委員 循環社会推進課で、公共関与のエ

コクリーン、平成32年に県の関与が終わるとなっ

ておりますけれども、そのことは市町村とも合

意が取りつけられておるということであります

けれども、こういう状況の中で、この収支を見

た場合に、そういうことも含めて将来展望とい

うのは問題ないわけですか。

○神菊循環社会推進課長 エコクリーンプラザ

みやざきは平成17年に操業を開始いたしまして、

地元との協定では、15年を目途とするというこ

とになっておりました。

その関係で、平成32年をもって県の公共関与

は終了するということを、参画市町村、それか

ら、地元のほうとも丁寧な議論をいたしまして、

御了解をいただいたという状況でございます。

また、累積の赤字という問題でございますが、

昨年、御説明差し上げたときには、32年に約10

億円と御説明したと思います。今回、かなり営

業等も頑張りまして、32年末が大体９億5,000万

円ぐらいかなと見込んでおります。5,000万円ほ

ど改善しているということでありますが、今後

もそういう営業活動をしっかりやるということ。

営業活動について、少し明るい兆しとしては、

バイオマス発電の出てくる焼却灰がございます。

リサイクルするということももちろんあるんで

すが、全量がなかなかという面もございますの

で、そういった会社さんにいろいろ営業活動等

行いまして、処理をお願いしているという部分

もありますので、そういった営業をしっかりやっ

ていくというのが、まず第１点かと思います。

それから、それ以外にいろんな経費の見直しで

ありますとか、いろんな施設の改修等の見直し、

そういったものを含めてやることによって、こ

の累積欠損というのを解消していきたいと思っ

ております。

○緒嶋委員 結果的に、その時点で欠損金があ

る場合も含めた話というのは、まとまっておる

わけですか。

○神菊循環社会推進課長 公社に対して県が貸

し付けた貸付金でございますので、公社のほう

で、そういった活動をしながら返していただき

たいということ。

それから、最終的な問題ですけれども、公社

が持っているいろんな資産といったものの処分

というものを含めて、全額お返しいただきたい

と思っております。
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○緒嶋委員 それと、浸出水調整池の補強工事

を要すると。これは、まだ今からも続くわけで

すか。

○神菊循環社会推進課長 浸出水調整池工事は

既に終わっておりまして、その際に必要であっ

た金額が16億9,800万円でございます。

この金額につきましては、公社にはそういう

資産もないということで、県と参画市町村でそ

れぞれ負担をいたしまして、貸し付けをしてい

ると。その貸し付けが１年ごとの更新をするよ

うな対応をとっておりますので、毎年度当初予

算に上がってくるということでございます。

一応、今の段階では、県は全体の約半分を負

担しておりますけれども、裁判等の結果を踏ま

えて責任の所在をしっかりして、それぞれの負

担額を最終的に決めたいと思っております。

○緒嶋委員 問題は、裁判との絡みもあるわけ

ですが、裁判の見通しはどういう状況ですか。

○神菊循環社会推進課長 裁判につきましては、

平成22年度４月に提出をいたしておりまして、

※①４年目を終わろうとしている状況であります。

内容的には、非常に技術的で専門的な部分も

多く、これまで、口頭弁論、それから、弁論事

務手続、証人尋問等を含めて40回開催いたして

おります。

ことしの中ごろまでは、来年度の夏ぐらいに

は第一審の判決というふうな期待を持っており

ましたが、裁判所のほうが、※②新たな証人尋問

をやりたいということになっておりまして、こ

れを実施することになりますと、もう少し時間

がかかるということになりまして、その場合

は、27年度の終わりごろに一審判決が出るのか

なと思っているところでございます。

○緒嶋委員 この裁判も一審で終わるような話

ではないだろうと。

最高裁判所へ行くのか、どこまで行くかわか

りませんけれども、そういうことで、県のこれ

に対する支援というのは、まだ継続されるとい

うことになるんですか。

○神菊循環社会推進課長 第一審の判決内容に

もよるかと思いますが、一審で片づくものでは

ないかなと思っております。一審判決等が出て

くれば、相手方とのいろんな交渉といったこと

もできるようになるのではないかと思っており

ます。

○緒嶋委員 いずれにしましても、平成32年ま

で。後いろいろ課題がないように、うまく話が

─当然今のところでは大丈夫ということだと

思うんですけれども、そのときどういう結果、

結論が出るかというのも、ちょっと予測もつか

ない面もあると思いますので、十分注視しなが

ら、やはり県の関与をなくすということは当然

だろうと思いますので、そういう努力をしてい

ただきたいということを要望しておきます。

それから、続いて環境管理課。合併浄化槽の

法定検査3,800円という料金が高過ぎるという意

見があるわけですが、これは法律的にやむを得

ないのか。それなら、金を出すんだから収支報

告書ぐらいは持ってこいという人もいるわけで

す。負担をしている以上は、どういう形で金が

使われているかわからないじゃないかと。

１回10分ぐらいで終わって、「はい、3,800円

です」と言われる。管理を定期的に業者に委託

しているわけで、検査料がちょっと高過ぎると。

そういう意見もかなりあるわけですが、そのあ

たりはどうですか。

○上山環境管理課長 今、緒嶋委員からお話が

ありましたように、法定検査の関係で、なかな

か住民の方に御理解いただけなくて、県議員の

※①②ともに次ページに発言訂正あり
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方々にもいろいろフォローいただいているとこ

ろです。

料金面につきましては、私どものほうでは５

人槽で3,800円という料金設定をしておりまし

て、これは、九州内で比べれば一番安い料金で

ございます。

やはり、一番費用がかかるのが、人件費もそ

うなんですけれども、採水して、水質を分析い

たしますので、検査にかかる時間というのは短

いんですけれども、水質の部分まで全部チェッ

クいたしますので、その関係で最低限3,800円程

度はかかるものと考えております。

ただ、委員がおっしゃるように、県民の方が、

やはりちょっと高過ぎるんじゃないかとか、検

査の内容がわかりづらいとか、定期的に点検を

受けているのになぜ必要なのかということが、

やはり疑問に持たれると思いますので、そのあ

たりは、私ども、指定検査機関とも十分連携を

とりながら、もう少し丁寧に説明をしながら、

御理解をいただくような努力をしていきたいと

考えておりますし、あわせて、浄化槽協会さん

あたりでも連携して、その辺の周知を今後も重

点的にしていきたいと考えております。

○緒嶋委員 実際、年間、宮崎県内のどれぐら

い経費が要って、個人の負担をこれだけもらっ

ているという説明責任というのは、当然果たさ

ないといけないわけです。

そこら辺は、やはりこれだけ金が要るんです

という証明みたいなものがあれば納得されるん

ですが、ただ、納めてくださいだけでは、納得

できないという人がかなりいるわけです。我々

もどう説明していいかわからないわけですが、

法定的なものだから、これは仕方がないですよ

というよりほかに言いようがないわけで。その

あたりの客観的なものを見せて、こういうこと

で金が要るわけですというようなものがないと。

やはり今は説明責任というのはどういう立場で

も必要なわけで、そのあたりの努力をしないと、

何か上からの目線で、これはもう決まっていま

すからだけでは納得されないし。

皆さん、真面目に業者に頼んで、毎月2,000円

とか何千円とか負担しておられるわけです。そ

のときに業者が指摘すれば、浄化槽の中を清掃

するというようなこともやっておられるわけで

すので、検査の意義というか、意味がどうも二

重にやってるじゃないかというようなことで。

業者が適正に管理し、その指導にのっとって適

正に浄化槽の清掃をすれば、そういう法的なこ

とと言いながらも3,800円出す必要はないじゃな

いかというような意見がかなりあるわけですの

で、説明がうまくできるような方法というのも

考えてやってもらわないと、合併浄化槽を設置

している人から見れば納得がいかないというこ

とになりますので、そのあたりのことも十分研

究していただきたいということを強く要望して

おきます。

○神菊循環社会推進課長 先ほど緒嶋委員のお

答えの中で少し間違えておりまして、裁判が４

年を終わろうとしていると申し上げましたが、

数えてみましたら、５年目を終わろうとしてい

るということでありました。

それから、新たな証人尋問が行われるという

ふうに申し上げましたが、新たな鑑定人を選定

いたしまして、鑑定が行われる予定ということ

でございます。おわびして修正させていただき

ます。

○井上委員 先ほどエコクリーンプラザみやざ

きのところ辺で、県の関与は平成32年で終わる

と言われました。あのときは14市町村で、今は

合併して10市町村ですけど、この10市町村は今
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後、県の関与がなくなることについて異論は全

くない、約束どおりこれで済むという状況です

か。

○神菊循環社会推進課長 県の関与は15年を

もって終了するということで、市町村のほうと

協議は整っております。

しかしながら、まだ、県が今後どういうふう

な形で責任を果たしていくのかということも、

市町村のほうからいろいろ要望等がございます

ので、今後、その辺はしっかりと協議をしてい

きたいと思っております。

○井上委員 すごく心配になるのは、公益財団

法人宮崎県環境整備公社です。公社のありよう

というのは、どのようになっていくんですか。

今と全く変わらなくて、そのまま引き続いて同

じ体制でやっていくということですか。

○神菊循環社会推進課長 今回の参画市町村な

り、地元との協議におきましては、県は15年を

もって公共関与を終了するということでござい

ますが、その後15年間は使用を延長するという

ことも了解いただいております。

したがいまして、15年延長する部分につきま

しては、市町村が何らかの組織を立ち上げまし

て、その後の一般廃棄物の処理を行っていくと

いうことになろうかと思っています。

そのときの主体としてどうなるかということ

なんですけども、今後はいろんな施設の大規模

改修であるとか、メンテナンスが多くなってく

ると思っております。どうしても国庫補助金を

取らないといけないとなりますと、公社のまま

では一般廃棄物の補助金が対象にならないだろ

うと考えておりますので、今の状況では、公社

は解散いたしまして、それ以外の市町村が主体

となる何らかの運営主体、例えば、一部事務組

合とか、一市町村への委託ということも考えら

れると思いますが、そういった形で運営はなさ

れるものと思っております。

○井上委員 起こってはいけない事故が起こっ

たわけです。そういうことも懸念されながらつ

くられて、そういうことは起こりませんと言っ

て、今、裁判をやっているわけで。

裁判における県と公社の立場というのは、ど

んなふうになっているんですか。

○神菊循環社会推進課長 いわゆる原告、裁判

を起こしたのは公社でございます。公社が、設

計監理業者、工事等を行ったＪＶに対して提訴

をいたしております。あくまで公社が原告でご

ざいます。

県は、その訴訟につきまして、いろんな側面

から支援しているところでありまして、これに

つきましては、県の公共関与が32年で終了する

としておりますが、その後、継続するという事

態になりましても、しっかりと最後まで責任を

持って支援してまいりたいと思っております。

○井上委員 起こるべくして起こったのか、起

こってはいけないものが起こったのかもあるん

ですが、この調整池の補強、今後こういうこと

は絶対ない─地盤そのものがあそこは軟弱で

あったということも事実なわけで、それで、そ

こも含めて裁判の争点になっているわけなので。

こういうことを最後まで県が支援をしていくと

いうことであれば、私も明確に言えなくて恐縮

なんですが、最後まで県は支援をするという立

場に立つということですよね。

○神菊循環社会推進課長 起こるべくしてとい

うお話がございましたが、決してそうではなく

て、起こってはいけないものが起こってしまっ

たと思っております。これにつきまして、今、

裁判中でございますけれども、先ほどありまし

たように、二審、最高裁ということもありまし
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て、時間のかかることもございます。これにつ

きましても最終的な判断が出るまで、しっかり

と県は訴訟等について支援していくということ

については変わりはないものと思っております。

○井上委員 これは、やはりきちんと最後まで、

そこの裁判については、特に最後まで県は一緒

に支援をしていただきたいということは要望し

ておきたいと思います。

もう１つは、エコクリーンプラザみやざきは、

今後、県の関与がなくなった後も継続する可能

性とかを考えると、10市町村が本当にその後やっ

ていけるのかどうか。営業活動云々って言われ

るけれども、本当に経営主体がちゃんとやって

いけるような状況なのか。ごみ問題というのは

大変な問題なので、今言われるような、県と10

市町村との約束事がそのまま本当に守られてい

くのかどうかというのが、ちょっと曖昧な感じ

がするんですけれども、そこをもう一回。

○神菊循環社会推進課長 32年をもって県の公

共関与による産業廃棄物処理事業を終わるとい

うことでございまして、その後は参画市町村、10

市町村による一般廃棄物の処理を行うと。それ

を期間が15年間延長されたということでありま

す。

したがいまして、市町村が営業活動とかをす

る必要はないと思っております。本来の、みず

からが責任を負っている、一般廃棄物の処理責

任を果たすべく、10市町村が共同して当たって

いただくということになると思います。

そこに至るまで、もう少し時間がございます

ので、今後の運営主体に関する問題であります

とか、事業のやり方云々、いろいろなものにつ

いては、私どももしっかり指導、助言をしてま

いりたいと思っております。

○前屋敷委員 15年の後、さらに15年は10市町

村が何らかの形で運営をやっていくということ

なんですけれども、当然、一般廃棄物を対象に

するわけで、灰溶融炉の稼働についてはどうな

んですか。そこも10市町村でするんですか。

○神菊循環社会推進課長 灰溶融炉につきまし

て、ちょっと御説明させていただきますと、25

年３月に爆発事故が起きましたが、もともとこ

の施設は焼却灰を高温で熱して、それを水に投

入して細かなガラス状の粒子にするというもの

であります。

これによりまして、焼却灰のダイオキシン類

とか、重金属類の流出を防いでスラグの再利用

もできますし、最終処分場の延命化になるとい

うことで始めたものであります。

もともと、これは国の国庫補助の要件になっ

ておりましたので設置したわけでございますが、

今回、爆発事故とか、その後の原因調査報告書

の提出を受けまして、参画自治体と県と公社で、

まずは地元との協定では溶融処理が前提だった

ということもありますので、これに十分配慮し

ながら、社会情勢の変化を踏まえて、安全性を

中心に、経済性も含めて溶融炉を復旧させるか

どうかという判断を行うために、再点検を１年

ぐらいかけてやったところでございます。

社会情勢の変化といたしましては、技術、設

備の進展によりまして、ダイオキシンの対策は

どんどん進んできている。それから、最終処分

場の容量も確保されてきている。現在では、地

球温暖化対策としてＣＯ２削減が大事だというよ

うなことも言われていると。

国では、これを踏まえて溶融炉設置の必然性

が低下したということで、国庫補助要件から外

したり、一定の場合には財産処分も認めるとい

うようなことにもなったところであります。

そういったことを踏まえて、私どもとしては、
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安全性もしっかり検討いたしまして、排ガスの

ダイオキシン類の濃度は低下するとか、爆発後、

焼却灰は直接埋め立てをしていましたけども、

そのときのいろんな溶出される水、浸透水など

の検査につきましても、法定基準値や地元との

対策協議会との測定値、協定値も十分下回って

おり、問題がないということ。それから、ＣＯ２

も約2,000世帯分に相当するぐらい、7,600トン

ぐらい削減されるということもありました。そ

れから、コスト面でも溶融炉の復旧に多大な金

額がかかるといういろいろなことを考えまして、

最終的には、灰溶融炉は今回廃止をするという

ことを決定しまして、そのことを地元対策協議

会のほうに説明しまして、その了解を得たとこ

ろであります。

正式には、今後、公社理事会において、最終

決定されることになるだろうと思っております。

○前屋敷委員 灰溶融炉はもう使わないという

ことで、15年経過した後は廃止をするというこ

とですか。

○神菊循環社会推進課長 現在、爆発したまま

で安全措置をしている状態でありますが、これ

をもう復旧しないということでありまして、今

後、使わないということであります。15年経過

後ではなくて、爆発後、もう使わないというこ

とであります。

○前屋敷委員 事故がいろいろ起きたり、問題

が起きてきてこういう状態になったんですけれ

ども、本来、先ほど御説明もあったように、国

主導でこれは進んできたんですよね。灰溶融炉

そのものに、私たちはやはりまだ未知の部分が

あったり、問題もあるというようなこともお話

をしてきたところだったんですけれども、要す

るにごみを集めて、ダイオキシン対策も含めて、

かなり高温で熱しないとダイオキシンが発生す

るということもあったりして、ごみを集めるだ

け集めるということで、設定したときには何も

かも燃やすというやり方だったんです。

果たして、ごみ処理がそれでいいのかという

のもかなり議論になったと思うんですけれども、

結局は国が灰溶融炉はごみ処理の対象から外す

みたいな方針にぐっと変わってきたので、そう

いった点では、今お聞きしても、本当に国の方

針に振り回されているというのが実感なんです。

いろいろやはり問題があり、経費もかさんでく

る。結果的にこういうふうになったんですけれ

ども。

ですから、今、それをどうせいということは

なかなか難しいかもしれませんけれども、本当

にこういったごみ処理というのは、ずっとこれ

から先も続く課題でありまして、その辺のとこ

ろは、本当に慎重な対応が求められているなと

いうのを改めて感じているところです。

各市町村に多大な負担が及ばないように、県

もそれなりの責任を負う立場で、これからも寄

り添って解決に当たってほしいと思います。以

上です。

○丸山委員 関連で、エコクリーンプラザみや

ざきのことについてお伺いします。まず、産廃

として受け入れも営業もかけてふえているとい

うことなんですけども、これは県内地域だけの

産廃なのか、もしくは県外もあるのかないのか

含めて、少しお伺いしたいと思います。

○神菊循環社会推進課長 基本的には県内でご

ざいますが、１つ、自動車シュレッダーダスト

につきましては、県内で処理された自動車がほ

かの県に持って行かれまして、その分のシュレッ

ダーダストが県外の処理会社から宮崎に来ると

いうものについても、宮崎県内分に相当すると

いうような考えで処理をしているところでござ
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います。

○丸山委員 本来は、そういうのはおかしいな

という気持ちもありながら─シュレッダーダ

スト以外のものもふえてはきているんですが、

平成32年に終わった場合に、ここの部分はどう

なるんだろうかなと。どこに、どうやって処理

がなっていくんだろうかと、その辺の心配もあ

るんですが。県は終わりますから産廃はもう終

わります、後は個人で別のところに行ってくだ

さいというような話し合いとかもされているも

のなのか。

もう６年後ですので、民間的にはそういうこ

とも考えていかないといけないんじゃないかと

思います。その辺の話はできているんでしょう

か。

○神菊循環社会推進課長 エコクリーンプラザ

みやざきにおいては、産廃の焼却とそれから最

終処分をするということになりますが、焼却に

つきましては、小林市に九州北清さんという大

きな焼却の会社がございます。

それから、最終処分につきましては、現在、

県内に３つありまして、そのうち２つ、ニシモ

ロ開発さんとイー・アール・シーさんは非常に

大きな施設でありまして、さらに、拡張の計画

もされているというふうに伺っております。

そういった関係でまいりますと、県内の産業

廃棄物、もちろんシュレッダーダストというも

のが来ましても、十分な処理能力はありますの

で、処理に支障を来すということはないものと

思っております。

○丸山委員 ここで言ってもどうしょうもない

んですが、当初は、宮崎県にないからつくって

くれという、公共関与ということで産廃は始まっ

たと認識しているんですけれども、県の当初の

つくるときの平成10年前後の話が、やはりおか

しかったのかというような気がしております。

これは、今言ってもどうしようもありませんの

で、今後、産廃が変な形にならないように、適

切な指導をお願いしたいと思っておりますので、

お願いいたします。

あと、当初とすると、恐らく産廃処理量が減っ

てきていますので、県が持っている埋立地が平

成32年になっても余ってくるんではないかと

思っております。今後、一般廃棄物の処分場と

して、残り15年使うとなっていますと、恐らく

埋立処分をする場所が10市町村は必要であろう

と思っております。その辺の話も含めて今、進

んでいると理解してよろしいんでしょうか。

○神菊循環社会推進課長 15年延長するとしま

すと、幾つかの市町村は、やはり一般廃棄物の

埋立枠が不足する状況にございます。

これは、一番最初の計画時のときからの見込

みの誤りの分もございますけれども、そういっ

たところにつきましては、産廃の埋立枠が現在

ございますので、今、協議をしておりますので、

市町村の要望に応えていきたいと思っておりま

す。

ただ、産廃として、しっかり収支の改善をす

るためには、計画予定量をできるだけ埋めてい

くというようなことも必要でございますので、

そのあたりのバランスはしっかり考えていきた

いと思っております。

○丸山委員 いずれにしましても、我々、エコ

クリーンプラザみやざきに関係ないと言ったら

失礼かもしれませんが、他市町村に住んでいる

者とすれば、ここに県の税金がかなり投入され

る。非常にジレンマを感じています。

しっかり県としてはやらないといけないけれ

ども、10市町村だけに税金が投入されていくん

じゃないかという思いを我々は持っていますの
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で、県民が見たときに、宮崎市内の人はいいか

もしれないけど西諸に住んでいる者からすると

おかしいじゃないかというようなことがないよ

うに、しっかり適切な運営をお願いしたいと思っ

ております。

○神菊循環社会推進課長 今、委員がおっしゃ

たことですけれども、当然でございまして、そ

のあたりの御批判になることがないように、しっ

かりとやってまいりたいと思います。

○ 原委員 198ページ、環境管理課だと思いま

すが、放射能測定調査費、昨年は500万幾らで、

ことしは1,500万円、倍以上ふえているんですけ

れども、これは国からの国庫支出金となってい

ますが、何かふえた理由というのはありますか。

○上山環境管理課長 実際は、県内４カ所のモ

ニタリングポスト、具体的には、延岡保健所、

都城保健所、小林保健所と、あと衛生環境研究

研の４カ所のモニタリングポストで、空間中の

放射線量等をはかっているんですけれども、そ

の内容等について、国のほうから充実というこ

とで、委託料の上乗せがございましたので、そ

の分が約800万円ほどふえております。

そういったことで、内容が充実したというふ

うに御理解いただければと思うんですけれども。

○ 原委員 充実というのは、例えば、測定項

目がふえたとか、ふえた理由は。

○上山環境管理課長 充実といいますか、従来

は、データの蓄積をするキャパが少なかったん

ですけれども、今回、国の委託の中で、１年以

上ずっとデータを蓄積できるような形で今度か

ら業務を行うということになりましたので、そ

のデータを蓄積する部分についての委託料がふ

えたと。要するに、点検する業務等の部分がふ

えたということで御理解いただきたいと思いま

す。

○ 原委員 キャパがふえたことかなと思いま

すけれども、これはどこの機関でそういう測定

をやっているんですか。保健所ですか。

○上山環境管理課長 機器は保健所と衛生環境

研究所に設置してあります。

○ 原委員 一応、これは確認ですけれども、

東日本大震災がどうのとか、例えば、今から原

発を動かそうとしてますが、そういうことへの

備えとか、そういうことではないんですよね。

○上山環境管理課長 放射能関係の調査につき

ましては、従前から衛環研にゲルマニウムの半

導体検出器という正確な機器がございまして、

これを用いて、昭和63年から、土壌とか野菜と

か、そういったものも含めて、８項目について

やっております。

議員御指摘のように、モニタリングポストに

ついては、空間の部分については強化されたと

いう形で、平成23年度の補正で設置させていた

だきました。

○ 原委員 わかりました。

○丸山委員 予算説明資料の２ページの森林・

林業長期計画改訂のことについてお伺いしたい

んですが、５年が経過して、多分、毎年変えて

いくんだろうなと思っているんですが。

林業情勢に変化もあって変えるということな

んですが─我々の単純な認識として、５年前

に組んでいる計画と違うのは、木質バイオマス

と中国木材が入って、かなり違ってきていると

い状況があるんだろうというのが出てくるだけ

なのか。もしくは、お願いもしたいのは、きの

うの議論もそうだったんですけれども、国はま

だ間伐だと、宮崎はもう主伐とかに入ってきて

いるからというので、どう今後やっていくのか。

恐らくこの計画については、公社の運営、経

営も影響するんではないのかなという気もする
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もんですから、この計画をどのような形にしよ

うと考えているのか、ちょっとお伺いしたいと

思います。

○川添環境森林課長 背景として、林業情勢の

変化と丸山委員がおっしゃいましたように、中

国木材とか、バイオマスとかがございますし、

あと、シイタケの振興とか、いろいろ対外的な

ことがございます。

あと、国の制度も、補助金の関係、いろいろ

変わってきていますので、そういうのを含めた

上で、どういうふうな施策展開がいいのかとい

うのを、部内の中にワーキンググループをつくっ

ておりまして、それを積み重ねて、今、新しい

対応をどうしたらいいかと考えています。

その中で、前回、この委員会で報告したとき

に、丸山委員から指標をもっとわかりやすくし

たらどうだろうか、いろいろ林家としても取り

組みやすいような指標とかいう形と、新しい指

標で、苗木の話も入れ込めないだろうかという

ところで、今、考えているところでございます。

○丸山委員 ぜひ、指標も含めてやっていただ

きたいと思いますし、あと、この前の議論の中

で言ってなかったんで、きのうは少し言わせて

いただいたんですが、畜産のおが粉のことも含

めて、多分、林業関係はおが粉の話は、ほとん

ど考えていないという気がしていますけれども、

実質、宮崎の畜産を含めて、おが粉がないと全

くできないという状況になっていて、だんだん

高くなって非常に切迫している状況も含めて、

その辺のことも改訂の中に入れられる可能性が

あると思ってよろしいでしょうか。

○川添環境森林課長 まず、おが粉の問題につ

きましては、農政水産部だけの話ではございま

せんで、今回の議会でも相当話題にしていただ

きましたけれども、環境森林部も一緒に検討さ

せていただいています。

振興局のほうでもそういう協議会等をつくっ

ていただきまして、一体となって議論している

のは間違いございません。

計画の中におが粉の言葉が出るかどうかは別

に、今後、検討しないといけませんけれども、

当然、木材産業の言及もしないといけませんか

ら、その辺のくだりをどのようにするかは、

ちょっとまた部内で検討した上で、委員会、皆

さんの意見を聞きながら策定していくという形

になるかと思います。

○丸山委員 ぜひ検討をしていただきたいと思

います。

おが粉プラス木質バイオマスっていうので、

ハウスのほうに使っているチップは重油が80円

以上だとペイする。これが、だいぶ下がってく

ると、木質ペレットは全然意味がないと言われ

ています。それをどうやって低価に、量をいっ

ぱい出してもらうことによって、木質ペレット

のほうにうまく─今言われる循環型のことを

農政では考えているんですが、今、現実的には

できない状況とかあるものですから。それも含

めて、この長期計画の中で、今後、本当に宮崎

で言う循環型というものを考えていただければ

ありがたいかなと思っております。それもどう

なるんでしょうか。

○徳永環境森林部長 畜産と製材業との関係を

言いますと、製材業にとってみれば畜産業は関

連産業なんです。本県の製材業がここまで生き

延びてきたのは、畜産業があったおかげです。

九州と東北が製材業が発展してきたのは、畜産

が発展してきて、前は産廃としてお金を出して

処分していたおが粉を敷料として、畜産の方々

がそれを有価物としたおかげで製材業は成り

立って、ここまで、日本有数の製材県となって
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いるという状況は、我々はもとよりですが、製

材業の方々もそれは十分認識しておりますので、

それは、業界として動いてくれるんだろうと思っ

てます。

また、畜産にしても、環境森林部としては、

供給する側としての、いわゆる部としての責任

は十分認識しておりますので、敷料としてのお

が粉、それからペレットとしての供給、これに

ついて、環境森林部が中心となって、供給側と

しての責務を果たしていくということが大事だ

と思いますので、長計にも、供給側としての木

質バイオマスの利活用という点で上げる必要が

あるだろうというふうに認識しております。

○丸山委員 ぜひよろしくお願いしたいと思い

ます。

○井上委員 この森林・林業長期計画の改訂事

業というのは、物すごく、環境森林部にとって

もそうですが、私たちにとっても興味の一番あ

るところなんです。

今回は骨格予算なので、次の肉づけ予算で、

新規事業も含めてどんなふうに出てくるのかと

いうのは、この議論によるところが大変大きい

かなと思うんです。

事業期間は１年間ということなので、丁寧に

議論していただくということなんでしょうけれ

ども、経営体としての林業の林家の皆さんのこ

と、それから、地域の中間地に住んでおられる、

山側のほうに住んでおられる方たちの生活の部

分とか、いろんな意味での関連というのが物す

ごく強いと思うんです。

ですから、これが事業内容はということで、

３つ切って書いてあるんだけれども、さっき出

たように、新たな情勢の変化というのは、どう

いう変化があるのかということをどんなふうに

捉えていくのかということは、大変重要なとこ

ろではないかなと。私も森林・林業活性化議員

連盟になったら、とうとう山を買わなくちゃい

けなくて、結局、私は森林組合の組合員の一人

になったんです。

だから、結局そういうことも含めてですけれ

ども、行政として森林と林業の長期計画をつく

る場合に、さっき言われたように、関連業界と

の関係、地域との関係、それをどんなふうに林

業の情勢の変化という形で対応していかれるの

か。それが、また新規事業として、肉づけ予算

として、どんなふうに反映されていくのか。そ

このところは、大体、見通しでいいんですが、

どんなふうにお考えなんですか。

○徳永環境森林部長 委員御指摘のとおり、私

もここ１年が、林業が今まで何十年も下積みを

してきて、やっと日が差してきたなあと思って

おりまして、この転換期を逃さずにどういう手

を打っていくか。

ですから、今度の改訂では、今までの計画を

引き継ぐという話ではなくて、やはり中間見直

しというよりは、改めてある程度転換期での改

訂だということを認識して、今、職員もワーキ

ングをつくって、出先も集めて、そういう中で、

どういうふうにして現場に寄り添った政策を

打っていくか。もう、これが一番なんです。

計画書の、絵に描いた餅とは言いませんが、

餅米の多い餅ではいかんだろうと思ってますの

で、現場をどう把握して分析をして、どういう

ふうな政策を打っていくか。現場に寄り添った

政策をどう打っていくか、そこを含めた計画に

したいということで、今、職員も一丸となって

検討しておりますので、その方向でいきたいと

思います。

○井上委員 きのうも聞いてて、すごくいける

なと思ったのは、この苗木の関係のことなんで
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す。今足りない20万本どうにかすればいいとい

う話じゃなくて、うちは供給県になるんだとい

うことを部長からお話を聞いて、これからの林

業の方向性、日本の国の山の方向性みたいな。

私たちの守備範囲の中で言えば、九州がまず最

初なのかと思ったりもするんですが。

だから、産業としてのありようみたいなもの

が、きちんとそこに認識されたものが長期計画

の中に出てくれば、山は全然稼ぐことができな

くてだめというようなイメージがあったのが、

いや、そうじゃなくて新たな、宮崎としてはこ

ういう先々の産業としてやっていくぞというよ

うなことが、きちんと計画の中に書かれると、

その将来性というか、産業としてのありようと

いうのは、きちんと認識されていけるし。

我が県がモデルになって全国に先駆けて、き

のうも部長が言われたように、宮崎は早いんだ

と。早ければ早いだけのフロントランナーとし

ての役割、それが果たせるように、国からも十

分に金が取ってこれるような、そういうような

事業のありようを含めてこの計画が改訂される

と、林業の呼び物として、物すごくいいなと。

里山資本主義が何とかとかと言われるけれども、

それだけでないもの、国土をつくるという意味

があるなと思うんです。

だから、将来性を含めた、ある意味見通しみ

たいなものがこの中に書けるといいなと考えて

いるんですけど。すごくこれはいいなと思いま

す。逆にこういうのを売りにできるようなこと

がやれるといいと思うんですけれども。

○徳永環境森林部長 委員おっしゃるとおり、

そのために改正しようと思っておりますので、

その方向で改正していきたいと思っております。

○ 原委員 今の森林・林業長期計画改訂事業、

環境計画改訂事業、それぞれ予算額が361万2,000

円、708万6,000円とありますが、ずばり聞きま

すけれども、当然、審議会をおつくりになって

内部で皆さんが行政的に検討されると思うんで

すが、一般的に、行政のいろんな計画というの

は、外部のコンサルに委託してつくられてきた

場合が多いと私は思っていますけれども、今回

のこの２つの計画、２つとも改訂ですが、これ

は委託費なのかどうなのか、具体的にちょっと

ここのところを教えてください。

○川添環境森林課長 原委員がおっしゃるよ

うに、従前はコンサルに丸投げといいますか、

そういうのが多かった時期もあったかと思いま

すが、両計画とも、我々職員で案をつくるとい

うのが基本になっています。

ただ、林業長期計画のほうは、木材の需給状

況のモデルという部分を専門家に委託したいと

いうことで委託料を組んでます。環境計画のほ

うが金額が高いんですけれども、こちらは廃棄

物の排出量と温暖化ガスの排出量の２つの状況

を調べないといけないものですから、その分の

委託がかさむという形で計上させていただいて

います。

○ 原委員 母体の部分は当然行政でやられて、

専門的なデータだとか、分析だとかは外部に委

託して、それを持ってきてアレンジメントして、

１つの文章に練り、１冊に仕上げていかれる状

況、最近はやっておられるということですね。

なるほど。えらい。

○川添環境森林課長 そのとおりでございまし

て、従前は、いずれにしろ施策をつくるのは我

々と議会ですので、コンサルの方々に施策を任

せていても、そこは合致しない施策になってし

まう。今は、ほとんど職員が専門家の意見を聞

きながらつくってとか、それを議会で見ていた

だくという状況になっています。
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○ 原委員 心配したのは、昔は都市計画法が

昭和44年にできて、全国それぞれ都市計画をお

つくりになったんです。これはほとんどコンサ

ルで、極端なことを言うと、都市計画は悪法だ

という評価を受けてしまったんだけれども、そ

れはなぜかというと、100％丸投げでコンサルさ

んがおつくりになる。同じようなのができるわ

けです。極端なことを言うと、何々町というと

ころをＡ町をＢ町に変えれば済むような計画

だった。

したがって、一律のまちづくりになって、全

然おもしろくないまちづくりになってしまって、

都市計画は悪法だみたいなことになってしまっ

たんで、だから、私が思ったのは、林業県って

いうのは少ない、全国でも一律47であるわけで

はないんですけれども、もし、それが外部でつ

くることになると、例えば、秋田県を宮崎県に

置きかえれば済むような話になってはいけない

と思ったので聞いたところでした。

それを自分でおつくりになるということです

から、大したもんだと思っています。しっかり

読ませていただきたいと思います。

○緒嶋委員 この決算特別委員会の指摘要望事

項の太陽光だけれども、これは、我々の委員会

としては融資制度じゃなくて、個人個人の補助

金を出せというのが、我々のこのときの要望だっ

たわけです。これを融資をしますというような

ことですりかえられておるような気がするんだ

けれども、これはどうかな。

私から言えば、我々の指摘要望事項に合って

いない。

○川添環境森林課長 目的としましては、やは

り住宅用太陽光を普及したいというのは一緒で

ございますので、我々としては融資制度とか、

いろんな啓発とかいう形で、現段階ではそうい

う方向で進めさせていただきたいと考えていま

す。

○緒嶋委員 これは、前は個人に補助をしよっ

たわけ。補助をもらった人と、もらってない人

の差が出てくるじゃないかと。それだから、金

額的に補助率は下げてでもやったらどうかと。

融資は金融機関に任せてもいい。融資制度は、

県は痛まんわけ。融資したのは返ってくる。こ

れは、ある意味では見せかけの金みたいなもの。

戻ってくるから。

だから、融資というのは、本当に県が痛みを

伴ってやる制度じゃない。これは、商工のあれ

もない。金利をちょっと県のほうがカバーする

というような感じ。

だから、これは、指摘したことにまともに答

えてないから、ちょっと指摘しておきます。こ

れは、我々からすれば不満が残るということで

あります。

それともう一つ、県行造林と県有林の管理と

か、造成、建設事業費というのは、これはどう

いう内容になるのかな。建設事業費。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 建設事

業費につきましては、間伐とか、作業路を開設

するとかいう通常の事業に必要なものです。

○緒嶋委員 そういう間伐をやることが建設事

業ということですね。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 予算上、

建設事業費ということで、そういうのを計上し

ているということです。通常の公共事業とかの

建設とは違いますけれども。

○緒嶋委員 それと、私も大体わかっておるけ

れども、県行造林と県有林の制度の違いという

のをちょっと説明してください。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 県有林

といいますのは、土地と上の木を県が持ってい
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る。県行造林は、個人の方々が持たれている土

地に、県が植えて、先ほど言いました間伐とか

をやって、主伐したときに６対４とかで分収す

ると。そういう違いがございます。

○緒嶋委員 これは、いろいろ切って、植えて

造林して、伐採して、また植えないといけない。

そこ辺のリサイクルはうまくいっているわけで

すか。

県有林はもちろんいいが、県行造林のほうの

後の植栽はうまくいっておるわけですか。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 県有林

については、主伐は基本的にしないということ

で、間伐で繰り返すということで、こちらはい

いんですけれども、県行造林につきましては、

林業公社と一緒ですけれども、切った段階で所

有者に返すということで。

その後植えるのは森林所有者となりますので、

県としては、後の植える部分の指導はしている

ところですけれども、半分とかは植えられてい

ますけれども、通常の未植栽地と大体一緒かな

と思っているところです。

○緒嶋委員 そこあたりが問題だと思ってるん

です。あとが天然林になるところもあっていい

けど、やはり伐採した後は未植栽地がふえると

いうようなことでは、県行造林でというのは、

ちょっと私はいただけないかと。

これはほかの個人の山も同じですが、後の植

栽がうまくいくような指導を含めてやらなけれ

ば、どうかなと。リサイクル的な意味の山の保

全を考えた場合、そのあたりの指導を徹底して

やらないと。分収で、向こうも金をもらわれる

わけですから、そこ辺はうまく指導ができると

思うんですけれども、そのあたりどうですか。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 まさに

おっしゃるとおりでありまして、未植栽対策も

そうですけれども、県が絡んだところが多いの

はもってのほかだと思っておりますので、今、

委員がおっしゃったとおり、切るときから、お

父さんの代で植えた木が、今切ることで収入に

なるということをきちっと説明をして、今植え

ていけば、また子供の代で切られますよという

指導は徹底していきたいと思っております。

○緒嶋委員 お願いします。

○井上委員 ちょっと私のことですけど、県民

協働による環境実践行動推進事業の県民総ぐる

みの環境美化活動、クリーンアップ宮崎、これ

の参加者は大体県民の１割ぐらいなんだけれど

も、これはどういうカウントの仕方なんですか。

○川添環境森林課長 今、26市町村、参加させ

ていただいているんですけれども、カウントの

仕方は、環境科学協会が事務局になっていまし

て、そこに委託していまして、その環境科学協

会が各市町村の環境部門とやって、そこから数

字を上げている。市町村から上がってきている

という数字になっています。

○井上委員 クリーンアップ宮崎の日でカウン

トしたのが、市町村で全部上がってきたってい

う感じでいいんですか。

○川添環境森林課長 例えば、ことしは11月９

日だったんですけれども、ちょうど雨だったも

のですから、市町村によっては翌週にしたって

いう形になっていまして、市町村で、県のクリ

ーンアップで一斉にという趣旨に賛同していた

だいた日ということですから、同じ日にやって

いると言われるとちょっと違うところが。

あくまで、県民清掃の一環という形で動いて

いただいているのを集計しているという形に

なっています。

○井上委員 私は宮崎市なので、市の一斉清掃

日というのがあるわけですが、それにみんな出
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ていって、そして掃除してまた帰ってくるとい

う、やはりいいんですよね、地域の人が久しぶ

りに顔を合わせるという場合もあるし。こうい

う取り組みというのは熱心にやっていただきた

いなと思うので。各企業でやっておられるとこ

ろもあったり、もとの職場の人たちが集まって、

太平洋マラソンのころに必ずクリーンアップを

やるというのやらをやっているんですけれども。

こういうのを検証というか、ずっと続けてい

く、それから、これを大事にしていく、もっと

アピールするとか、そしてクリーンアップ宮崎

の楽しみ方みたいなものをちょっとやっていた

だけるといいのかなって。これ、約111万県民と

すれば、県民の約１割なんだけれども、どんど

んアップしていくように、それをみんなで楽し

みとするみたいな、そういうのをちょっと丁寧

にやっていただけるといいなと。これ要望でい

いんですけれども。

○前屋敷委員 予算のところで、185ページの太

陽光発電の件ですが、住宅用太陽光発電システ

ム融資制度、これが、昨年度とすると半分とま

ではいきませんが、６割ぐらいに予算が落ちて

るんですが、この理由といいますか、根拠とい

いますか、その辺のところを。

○川添環境森林課長 今年度の補正も6,000万円

ほど減額させていただいたんですけれども、シ

ステム価格自体が落ちてるというのもあるのか

もしれませんし、金融機関のうちの３つほどが

自社商品、いわゆる融資制度を持ってるという

形がありまして、新規の申し込みが減ってきて

いるという状況になってます。その関係で、15

年とか10年の融資期間なんですけれども、借り

ている方の累計が減ってきているものですから、

その分で総額を落とさせていただいてるという

状況になってます。

○前屋敷委員 利用が減ったので予算も減らし

たということですね。

○川添環境森林課長 決して、新規の窓口は狭

くはしてません。補正では25まで落としたとい

うことできのう御説明しましたけれども、この

予算上は新規は47件という形。既存の方が償還

していきますから、その分について銀行に預託

する人がなくなってるというふうに見ていただ

ければいいかと思います。

○前屋敷委員 結果的にやはり予算総額そのも

のが減ってるわけですから、昨年の予算もです

けれども、どうやはり予算化したものを十分に

使い切るかという点での工夫が、翌年には持ち

込まれないといけないんじゃないかなと私は思

うんです。検討して、やはりソーラーフロンティ

ア事業を進めていくという点では、そういう工

夫をいろいろして、普及をするという立場でな

いと、物事は進まないんじゃないかなとも思い

ます。それは安い金利で借りるところもたくさ

んふえたということはいいことなんですけれど

も、県は県としてのやはりそういう取り組みは

強化するといいますか、進めていただきたいと

思います。

それと次に、地球温暖化防止対策費ですけれ

ども、これがかなり減額をされています。前年

度は、基金事業などが取り組まれて、施策も進

んだんですけれども、結局そういった事業は全

て終わったということで、新たな事業を立ち上

げるという計画はないというわけですか。

○川添環境森林課長 この説明の欄に１と２が

ございますが、昨年度は３で、前屋敷議員がおっ

しゃいました再生可能エネルギー基金からのエ

ネルギー導入推進事業がございました。これは、

昨年度並みに肉づけのほうで検討したいという

ことで。今からそれは予算の確保に向けて動く
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わけですけれども、今後、肉づけのほうでそれ

は努力していくことになっています。

○前屋敷委員 わかりました。まだ基金残が残っ

てたというふうに見てたものですから、じゃあ

今後出てくるということですね。

それと、環境管理課で先ほど放射能の測定の

ことが出ましたけれども、この放射能測定です

が、これまでも検査、調査をされてきたという

ことで、去年も聞いたかなと思うんですけれど

も、８項目で検査を従前から行っているという

ことで、この公表のあり方です。やはり福島事

故が起きて以来、放射能に非常に県民の皆さん

も敏感で、今県内がどういう状態なのかという

ので、その検査結果といいますか、日常的にそ

ういうものが知りたいという声もかなり聞くん

ですけれども。公表のあり方としては、やはり

県のインターネットあたりのところ、昨年そう

いう御回答だったかなと思うんですけれども、

いろんなマスコミを通じたりとかして定期的に

公表するとか、そういう工夫がなされないんだ

ろうかと思うんですけれども。

○上山環境管理課長 前屋敷委員おっしゃるよ

うに、当初、福島原発事故があったときには、

やはり非常に県民の方の関心が高くて、私ども、

今８項目で検査しておりますけれども、その検

査が終了した時点で、投げ込み、記者発表して

おりました。ただ、１年たち、２年たちして、

非常に落ちついてきましたし、問い合わせもか

なり減ってまいりましたので、今はまとめた形

で衛環研を通じてホームページで最終的にはや

りますし、あと、これは国の委託事業ですので、

国のホームページでも一応全体的にやっており

ます。そういったことで、私どもとすると十分

かなとは思ってるんですけれども、やはり今、

議員がおっしゃったような形で、もう少し県民

にわかりやすく知らしめるという姿勢も必要か

なと今感じましたので、考えていきたいなと思

います。

○前屋敷委員 天気予報は毎日公表されるわけ

なんですけれども、そこまではいかなくても、

やはり定期的に、月に何回とかいう形で公表を

していただけると、県民の皆さんも安心できる

かなと思いますので、そこのところは工夫と努

力をお願いをしたいと思います。

それと、合併処理浄化槽の問題ですけれども、

ここも単純に昨年度と比較すると予算が落ちて

るんですが、肉づけで一定のものがあるのか、

普及促進費ですので、大いに合併処理浄化槽の

普及ということでの取り組みになろうかと思う

んですけれども、減額されている理由とあわせ

て今後の取り組みを。

○上山環境管理課長 今回の骨格予算におきま

しては、どうしても年度当初からスタートしな

いといけないものということで、絞って計上さ

せていただいております。ですから、合併処理

浄化槽につきましては、当然施設の設置の補助

金というのがございまして、こちらのほうにつ

きましては、肉づけのほうで要求させていただ

きたいと考えております。

あくまでも法定検査の受検率向上とか、各保

健所に設置しておりますネットワーク、維持経

費とかそういった部分についてだけ今回計上さ

せていただいております。

○前屋敷委員 わかりました。あと期待してお

きます。

○重松委員 前屋敷委員の公表の仕方、放射能

のことと重なってしまいましたが、その前の大

気保全費と水質保全費、大気汚染に関する何か、

例えばＰＭ2.5とか、そういうことについて今、

汚染状況、何か特出することはあるんでしょう
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か。

○上山環境管理課長 私ども常時監視という形

で６項目ほど見ております。その中で、今議員

がおっしゃいましたように、ＰＭ2.5につきまし

ては、やはり風に乗って大陸からやってくると

いう要因が九州の場合、宮崎の場合は多いもの

ですから、どうしても西風が吹いてくる時期に

ついては、高くなってくるという状況ですけれ

ども、ただ、現時点、つい最近はかなり落ちつ

いてはきております。

それ以外に光化学オキシダントもあるんです

けれども、やはり大陸からの影響というのが大

きいんですが、これについても環境基準の中で

大体おさまっておりますので、大気の状況につ

いては、落ちついているかなと。

ただ、ＰＭ2.5、オキシダントについても越境

汚染ということで、越境汚染というか大陸から

流れてきますので、その点については注意深く

監視していきたいなと考えております。

○重松委員 その場合の広報もやはり一緒の方

式で、インターネットだけのアナウンスになっ

てるんでしょうか。

○上山環境管理課長 通常の測定状況につきま

しては、リアルタイムで、みやざきの空という

県のホームページで見れるようになっておりま

す。これについては、１時間単位で濃度が各測

定局のデータが見られることになっております。

ただ、基準が高くなりまして、例えば健康に被

害のおそれがあるという場合につきましては、

ＰＭ2.5を除くほかの項目については、注意報と

か警報を出す基準というのが定められておりま

すので、それに準じた形で、素早くマスコミ等、

当然、県の防災メールに登録していただいた方

につきましては防災メールでも発信しますけれ

ども、速やかに情報を流していきたいと思いま

す。

ＰＭ2.5につきましては、注意報とか警報の基

準はないんですけれども、健康の被害を及ぼす

注意喚起をする基準というのが定められており

ますので、それに達した時点で速やかに情報提

供を行っていくということでやっておりますが、

現在までそういったことはまだ１件も本県では

起こっておりません。

○重松委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

○丸山委員 197ページの大気保全費の中で

ちょっとお伺いしたい。ちょっと細かくて申し

わけないんですが、きのう審査させてもらった

補正予算等含めて見たときに、１から８までは

補正予算で全部出てきてるんですけれども、９

番の石綿健康被害のやつは、補正では全く出て

こなかったもんですから。かつ全体の予算を見

ると、この部分だけ増額になってる気がするも

んですから、新たに今回出てきたものなのか、

これ何なのかお伺いしたいかなと思いまして。

○上山環境管理課長 これは、平成18年当時、

石綿、アスベストによって中皮腫、そういった

ことで非常に、がんになられる方が多いという

ことで、これについて、やはり国全体で救済し

ていこうということで、全国知事会のほうでも

決定した事項なんですけれども、国は当然拠出

金として出しますけれども、そういった形で、

苦しまれてる方について、補償給付をやってい

くという趣旨で平成18年に法律もできたんです

が、各都道府県でも応分の負担をしていこうと

いうことで、債務負担行為という形で、毎年1,387

万円を基金として積み立てております。ことし

は、補正の段階では全然規約に変更ございませ

んでしたので出ておりませんけれども、来年度

まで一応積み立てていくというような形で今、
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債務負担行為までいただいております。

○丸山委員 多分全国レベルで積み立てやられ

て、それが、どうやって使われてるのか。来年

まで積み立てすると全国ですと大きな金額に

なっていくだろうなと思っています。その被害

に対する救済はしないといけないと思ってるん

ですが、その辺の今の救済のあり方とか、どん

な運営状況をやっていらっしゃるのかを把握さ

れてるんでしょうか。

○上山環境管理課長 アスベストを初めといた

しまして、公害関係に起因する分については、

一応国が設置しております環境再生保全機構と

いうところで管理をしております。ですから、

私どもの当初予算でも上げています。国につい

てもそういった形で、補償給付についてやって

おります。アスベストにつきましても、実際そ

ういうことで認定を受けられた方につきまして

は、定められた救済給付が行われておりまして、

医療費とか療養手当等も、定められた額が支給

されております。

○丸山委員 支給はするのはいいんです。大体、

当初予定と普通は変わってくることが多いもの

ですから、県のほうの応分の負担が多かったり

とか、もし何とか財団に対する天下り団体に対

しての運営補助金になってたら困るもんですか

ら。経営も含めて、その団体に対するチェック

は、県のほうから、また県だけのみならず、九

州知事会、全国知事会なんかでほんとに拠出金

が正しく使われてるんでしょうかとかいうのを

してもらわないと、この後我々はもう恐らく

チェックもできない。逆に言うとほんとちゃん

と、全国でどんなふうに運営されていて、どん

なふうにちゃんと使われているんですよという

のをわかってほしいなと思って。

同じようなことが、次はちゃんと出てくるの

が、199ページの公害健康補償費。土呂久の関係

であって、これは、補正では、前回の3,200万円

ぐらい減額していて、これちゃんとうまくわか

るような形をやってるはずなのに、今回これは

どうなのかなっていうのがちょっとわからな

かったものですから。それはしっかり、ただ単

に国から言われたから出しただけではなくて、

できればどういう運営状況でやっているのかを、

それをやっていただくことはできるんでしょう

か。

○上山環境管理課長 丸山委員がおっしゃいま

したように、土呂久につきましては、これは認

定公害病っていうことで、宮崎独自のものなん

ですけれども、アスベストにつきましては、そ

ういったことで全国単位でやられておりますの

で、この支給認定、そういった事務を含めて、

独立行政法人の環境再生保全機構でやられてお

ります。これにつきましては、当然、上級官庁

の環境省あたりが内容等のチェックは行ってい

ると聞いておりますので、私ども、基金の予算

は計上させていただいております。認定状況に

つきましては、中皮腫の方が宮崎県では23名、

肺がんの方が６名、約30名の方が認定をされて

いるというふうなことで聞いております。全国

的に見ますと、総計で8,600人ぐらいの方が認定

を受けていらっしゃいます。

○丸山委員 細かくて申しわけないんですけれ

ども、当初8,600人だったのが、ひょっとしたら

年々残念ながら亡くなる方とかいらっしゃった

ときの、そこも含めて賠償金の考え方なのか。

それはちょっと、国のほう、環境省でちゃんと

チェックしてるということなんですけれども、

ほんとにこれは生かされてるお金になってるの

かをチェックしていただきたく、要望したいと

思います。
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引き続き、同じようなことで、199ページの当

初予算に土呂久の健康被害補償費が8,190万円程

度計上されてるんですが、平成26年度ではさっ

き言った3,200万円ぐらい減額になったんです。

この8,000万円余っていう金額っていうのは正し

い金額なのか。昨年、3,000万円も減額してるも

のですから、この数値根拠が正しいんですよと

私たちが自信持っていいのか。採決するのに、

ほんとにまた年度末になると減額3,000万円も発

生するということになる可能性もあるのかを含

めて教えていただくとありがたいかなと思いま

す。

○上山環境管理課長 県の予算編成に対する私

どもの考え方なんですけれども、土呂久でいろ

いろ、ヒ素中毒で苦しまれてる方、かなり平均

年齢も高くなっており、いろんなことが予想さ

れるんです。予算の中で、この土呂久について

は、何があっても速やかに対応できるというこ

とで編成させていただいております。例えば、

認定病で肺がんと認定された場合は、一月の医

療費が100万円以上超える場合も十分あり得ます

ので、そういった方が何か治療受けられれば、

ふえてまいります。また、認定された方が不幸

にも亡くなられたことで、生計を一にされてた

方については、一時金という形で、ヒ素中毒が

原因で亡くなった方についてはお支払いするこ

とになるんですけれども、金額的に一時金で

も500万円とか600万円とかという数字になりま

す。ですから、私どもは、何があっても速やか

に対応できるという形で予算を編成させていた

だいて、11月、12月の時点になると、ある程度

の見込みが立ってまいりますので、これは明ら

かに大丈夫かなという部分を補正で落とさせて

いただいております。

○丸山委員 わかりました。あと、先ほど浄化

槽整備のことについて、ことしの補正で減額と

なった理由の一つとして、有利な制度があって、

３分の１じゃなくて２分の１の補助があったか

ら、かなり利用率も減ったからっていうような

ことだったものですから、その辺の、ことしは

それを踏まえて次の６月ぐらいの補正予算内で

できるんだろうと、それは調整がうまくいって

るという認識でよろしいでしょうか。

○上山環境管理課長 昨日の補正で御説明いた

しましたけれども、２分の１の補助事業という

のが、単年度単年度で環境省と内閣府のほうで

予算措置されておりまして、来年度予算におき

ましても、低炭素社会対応型浄化槽整備推進事

業というのが計上されております。今年度は14

市町で認めていただきましたので、それと同じ

ような形で、次回の肉づけ予算では２分の１が

もらえるという形で予算編成をしていきたいと

考えております。

○丸山委員 わかりました。最後に、204ページ

の件で、これも補正関係と関連するんですけれ

ども、ここが、きのうの補正で、1,700万円に対

するお金がちょっとわからない。900万円、自動

車が70万円ぐらい減額になってるものですから、

半分ぐらいがばっと減らされているもんですか

ら、今回、当初で上がっている数字は、現実味

のある予算なのか。去年からすると、がっぽり

減ってるもんですから、また何らかの形で肉づ

け予算で出てくると見ていいのか、その辺含め

てお伺いしたいと思います。

○神菊循環社会推進課長 まず、204ページの説

明の１の循環型社会推進総合対策事業につきま

してなんですが、この中には、リサイクル施設

整備支援事業は肉づけ予算で措置をさせていた

だきたいと思っておりますので、その分が減額

になっているということでございます。
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それから、自動車リサイクル推進事業につき

ましては、これは県の自動車リサイクル法に基

づく許可や登録のための事務費でございまして、

昨年度旅費や賃金、その他のもので69万3,000円

の減額をさせていただいたということでござい

ます。今年度同様の金額をまたお願いをしたい

ということでございます。

最終的な結果として、いろいろな節約減等ご

ざいまして、減額になったということでありま

す。

○ 原委員 太陽光ですけれども、私は太陽光

は推進論者なんですが、先ほど緒嶋議員からも

ありましたけれども、もっとやろうという話な

んですけれども。太陽光パネルをつくってる昭

和シェルの、いわゆる住宅用太陽光の生産額み

たいなもの、どれぐらいやってるか。商工が担

当でしょうけれども、担当部局として関心を持っ

て調べたことはありませんか。わかれば教えて

ください。わからなければ結構ですけれども。

○川添環境森林課長 地産地消事業という形で

取り組んでおるんですけれども、今、 原委員

がおっしゃるようなところまでは把握しており

ません。

○ 原委員 またそれがどっかでわかればと思

いますが、こちらでも調べますけれども、この

太陽光の住宅用ということで、県内の住宅の数

がありますよね。普及率というのはどれぐらい

ですか。

○川添環境森林課長 25年度末が6.36％だった

と思います。29,000幾らか、３万世帯近くです。

○ 原委員 計画をおつくりでしたよね。大体、

この計画に対してこの6.36％というのは目標と

言っていいんですか。

○川添環境森林課長 住宅用の太陽光という形

での明確な計画はないんですけれども、新エネ

ルギービジョンによると、そういう太陽光プロ

ジェクトという形で進めようという形の中では、

全国では２位という世帯普及率を示してますの

で、順調にいっていると感じてます。

○ 原委員 知事の所信表明、外貨を稼ぎ、経

済循環をよくするという。太陽光っていうのは、

当然環境から入ってるのは間違いないんですが、

ローカルアベノミクスという話もあって、なか

なか宮崎県の経済力がないんですけれども、経

済的な、知事の外貨を稼ぎ経済循環をよくする

という観点から言えば、今、水力発電がありま

すけれども、先進地ですから、それでも自給率

４割ぐらいなんですよね。６割は外から買わな

いといけない。差し引き1,000億円ぐらいの電気

代が外に行ってるんだということですよね。今、

地産地消とおっしゃいましたけれども、太陽光

パネルをつけて、自家の電気とか、その他のも

のを自家で生産したものを使うことによって、

この1,000億円の外に出ていく金をその分減らせ

る。そして、そのお金を内部で回すことによっ

て経済循環をすることで、宮崎の中でのお金が

ふえるわけですから、豊かになるんだというこ

とですよね。

だから、そういう経済的な面、知事のそうい

う所信表明の基本的な方向からしても、この太

陽光発電っていうのは、大いに進めるべきだと

私はずっと強調してきてるんですが、先ほど融

資制度があって、お隣からは進めるんじゃなく

てブレーキかけてるんじゃないかという冗談も

出るぐらいですので。そのあたりに対する考え

を、あと４分ぐらいあるようですから、再度確

認をさせていただいて、そして大いにもっと進

めていただくという決意をちょっと聞きたいと

思うんですが、いかがでございましょうか。知

事の所信表明にかかわる問題だと思っておりま
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す。本会議の答弁の中に、再生可能エネルギー

について力を入れるんだとおっしゃってますか

ら。

○徳永環境森林部長 太陽光は、今いろいろ紆

余曲折をしながら制度がどうだこうだもいろい

ろありまして、生みの苦しさを今やってるわけ

ですけれども、県としては、本県が有する本当

の地元のエネルギーだなと思っておりますので、

そのビジョンに、掲げる方向性は一歩も揺らぐ

ところはないんだろうと思います。進めるため

の姿勢のあり方とか、いろいろあると思うんで

すが、その辺は、前に進める方向での姿勢のや

り方について検討していきたいと思っておりま

す。

○ 原委員 はい、結構でございます。ありが

とうございました。

○内村委員長 それでは、ここで休憩に入りま

す。午後１時から再開いたしますので、またよ

ろしくお願いいたします。

午前11時58分休憩

午後１時１分再開

○内村委員長 休憩前に引き続き委員会を再開

いたします。

○井上委員 今回、私、水辺学習関係のことを

評価をして質問させていただきました。五感を

使った水辺環境学習、これはぜひやっていただ

きたい。そして、それに関連してなんですが、

森林環境教育活動実践推進事業です。この事業

は、ぜひ推し進めて、山に興味を持つ子供たち

をふやさないといけないというのが、私の基本

的な考え方なんですが、以前もちょっと言った

ことがあるんですけれども、宮崎に生まれた子

供は、必ず小学校の１年生になってからでもい

いし、いつの時期かに自分の木を１本、山に植

えたという記憶と、その木がどんどん大きくなっ

ていくのをみんなで見るとか、そういうのをぜ

ひやってもらいたいわけですよ。だから、川で

は五感を使った水辺の学習をして、そして一方

で山のほうでは、森林環境教育活動実践推進事

業を進めていただきたい。山とはどういうもの

なのかというのを、子供のときから、繰り返し

山に親しむということをずっと教え続けていく

ということを。宮崎は、一つのメーンというか、

水辺とこの山の問題っていうのは、これは絶対

やっていただきたい。逆にこれが宮崎の教育の

真ん中にも来るぐらいのですよ。

人材づくりっていうのを知事が何度も言って

おられるわけで、そのときにこういうことが、

本当に小さいときから山に親しみ、水辺に親し

みという、自然環境の中に親しむということを

我が県の子供たちに必ず教えていく、そして、

小学校の１年生ぐらいになったら、みんなで自

分の木を１本必ず山に植えていくとか、自分の

木を持ってるというようなことをぜひやってい

ただきたいと思うんです。

これは、両方ともそうなんですけれども、教

育委員会にぜひ協力をいただいて。そんなにた

くさんの事業費を使ってるわけではないんです

けれども、総体的に言えば、森のほうは1,100万

円ぐらいですし、水辺のほうなんかも安くてこ

んなに効果が出ているわけで。やはりそういう

ことを、予算の中でもそうだけれども、もっと

強く打ち出して、そして教育委員会の力をもら

いながら─力をもらうというよりか、教育委

員会が実際は自分たちがやったほうがいいよう

なところなんですが─そういうことを連携し

ながらやってもらいたいんですけれども、いか

がですか。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 この事
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業につきましては、委員がおっしゃったとおり、

学校の生徒たち、子供たちへの教育ということ

で、去年の実績で言いますと、40校が取り組ん

でおります。それで、講師の派遣とか、教材の

提供とかをしておりまして、今年度から、この

２番目にあります環境教育先導モデル事業、そ

れと３番目の環境教育人材育成事業ということ

で、これにつきましては、モデルとなる事例を

紹介する、それと環境教育をできる人材を育て

るための研修、そういうところを今年度から取

り組んでいるところであります。

委員おっしゃったとおり、子供のときから森

林に親しむ、そこが大事でありますので、学校

との連携につきましても、講師の派遣とかして

ますけれども、学校の先生が仲立ちといいます

か、間に入って、うちの学校でこんな教育を、

森林環境教育をしたいということで、やはり学

校の先生が熱心なところはどんどん進んでいる

という傾向がありますので、今後も、学校とも

連携をとって進めてまいりたいと思っておりま

す。

○井上委員 ぜひ、積極的に進めていただきた

いんですが、それと、緑の少年団。これは、山

間地域の子供たちが緑の少年団になってるよう

な印象を受けてしまうわけですが、学校でお花

をいっぱい植えたり、この子たちって物すごく

いい活動してるわけですよ。私もこれの研修大

会というか、総会とかに行かせていただいたこ

ともあるんですが、やはりこれは、押しなべて

みんながこれに入っていただけるような取り組

みをして、山と自分たちの生活とはいかに密接

であるかということを子供たちのときから学ん

でいくというか、そういうのをぜひ、育成事業

になっていくのかどうかわかりませんが、そう

いう教育委員会との連携みたいなのをとってい

ただけたらなと思うんです。何か山んちの子供

たちばっかりのような感じがしてならないんで

すけれども。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 緑の少

年団につきましては、山間地だけではなくて県

下全域にありまして、大体50団体で1,500名近く

の少年団がおります。ここの４番目の緑の少年

団活動促進事業につきましては、研修会等して

おります。ひなもり台で大体やるんですけれど

も、そこで、活動している団体の事例発表とか

もやっておりまして。交流会、私も行きました

けれども、やはり子供たちが森に親しむことで、

そういう活動を通じて、非常に楽しかったとか

いう意見やらも述べてくれまして、非常に大事

な研修だと思っておりますので、今後とも続け

ていきたいと思っております。

○井上委員 さっきちょっと申し上げましたが、

宮崎に生まれた子供は１本木を持つというのは、

部長、いかがですか。

○徳永環境森林部長 環境税を使いまして、例

えば、入学したとき、入学記念の森とか、卒業

の記念の森とかいうのを各地でやっておりまし

て、卒業してまた20年したら集まろうかとか、

そういうこともやっておりますので、それをし

たら、育つまでの管理が大変なんですけれども、

それがまたシンボルツリーとして記念樹となり

ますので、そういう活動していきたいと思いま

す。

○井上委員 最後に一つだけ、ちょっと聞き漏

らしたので、教えていただきたいんですが、公

共関与支援事業のところで、今、公社が原告と

なって訴えをされてるわけですが、その裁判が

長く続いてて、終わらなかった場合の、そのと

きの原告はどこになるのか、それを教えていた

だきたい。
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○神菊循環社会推進課長 現在、一審中でござ

いますが、この後、二審、最高裁となれば、あ

と５年間で終わらないという可能性もございま

す。その場合は、まだ十分な検討いたしており

ませんが、その部分で公社を存続させて、訴訟

の当事者として、公社の清算法人が引き継ぐこ

とになるというふうに思っています。

○内村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、ないようですので、以上

で環境森林課、環境管理課、循環社会推進課の

議案の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時10分休憩

午後１時11分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

これより、自然環境課、森林経営課、山村・

木材振興課の議案の審査を行います。

自然環境課から順次説明を求めます。

○水垂自然環境課長 それでは、自然環境課の

当初予算について御説明します。

歳出予算説明資料の205ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算は、左から２列目にあります

ように、一般会計で24億9,331万8,000円をお願

いしております。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

207ページをお開きください。

中段の（事項）自然保護対策費のうち、説明

欄の５、生物多様性地域保全活動推進事業の623

万8,000円であります。

これは、森林生態系を初めとする豊かな自然

環境を保護し、生物多様性の保全を図るため、

宮崎県野生動植物の保護に関する条例に基づい

て、希少動植物やその重要生息地の指定、生物

多様性保全に係る普及啓発、さらには、森林生

態系の保護・保全活動等を市町村と連携して実

施するものであります。昨日説明いたしました

みやざき自然との共生プランを推進するための

経費でございます。

１枚めくっていただきまして、208ページをご

らんください。

中段の（事項）公共工事品質確保強化対策費

の1,154万円であります。

これは、公共工事における適正な下請契約の

履行と公共工事の品質確保を目的に、宮崎県建

設技術推進機構に委託して、施工体制監視チー

ムによる現場点検を実施するものであります。

次に、一つ飛びまして、（事項）森林病害虫等

防除事業費の6,067万1,000円であります。

これは、松くい虫被害の拡大を防止するため、

ヘリコプターなどによる薬剤散布や被害木の伐

採・焼却などに要する経費であります。

次に、下のページの（事項）山地治山事業費

の16億1,235万6,000円であります。

これは、台風や集中豪雨による荒廃山地の復

旧整備や災害の未然防止のため、三股町椎八重

地区など48カ所において、復旧治山事業や予防

治山事業などを実施するものであります。

次に、一番下の段の（事項）保安林整備事業

費の２憶2,376万円であります。

内容につきましては、１枚めくっていただき

まして、210ページをごらんください。

説明欄の１、保安林改良事業と２の保安林保

育事業でありますが、これは、水源涵養等の保

安林機能が低下した森林において、保安林機能

を強化するため、新富町池田地区など51カ所に

おいて植栽や下刈り、間伐等を実施するもので
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あります。

次に、その下の（事項）県単治山事業費の5,371

万5,000円でありますが、これは、国庫補助対象

とならない小規模な災害復旧や治山施設の維持

管理等を実施するものであります。

次に、その下の（事項）県単補助治山事業

の2,820万7,000円でありますが、これは、市町

村が実施する小規模な災害復旧や森林整備等に

対して助成するものであります。

次に、下のページの１段目の（事項）鳥獣保

護費のうち、説明欄の２、野生鳥獣保護推進事

業の750万円であります。

これは、鳥獣保護思想の普及啓発に資するた

め、傷ついた野生鳥獣の保護やキジの放鳥、コ

シジロヤマドリの人工増殖等を行うものであり

ます。

次に、１つ下の３、野鳥に親しむ環境管理事

業の143万8,000円であります。

これは、愛鳥作品コンクール等を通じて野鳥

への愛鳥思想の普及を図るとともに、野鳥との

触れ合いの場である御池野鳥の森を整備するこ

とにより、人と自然が共生できる環境づくりを

進めるものであります。

次に、その下の（事項）鳥獣管理費のうち、

説明欄の１、有害鳥獣捕獲総合対策事業の2,425

万円につきましては、後ほど常任委員会資料の

ほうで説明させていただきます。

次に、一番下の（事項）自然公園事業費の1,567

万9,000円であります。

事業内容でありますが、１枚めくっていただ

きまして、これは、県が管理する自然公園内の

利用施設の維持管理や定期パトロールの実施に

より、自然公園の安全かつ快適な利用促進を図

るものであります。

次に、一番下の（事項）治山施設災害復旧費

２憶4,000万円であります。

これは、台風等による治山施設の災害に備え

まして、予算をお願いするものであります。

続きまして、先ほど説明を後回しにしており

ました事業を説明させていただきます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の11ページ

をお開きください。

「有害鳥獣捕獲総合対策事業」でございます。

有害鳥獣対策につきましては、被害対策緊急

プロジェクトにより、被害防止対策、捕獲対策

及び生息環境対策を３つの柱として、全庁を挙

げて取り組んでおりますが、この事業は捕獲対

策に係るものでございます。

１の事業の目的・背景でありますが、農林作

物への被害が依然として継続しておりますこと

から、有害鳥獣捕獲を担う市町村協議会の活動

支援や捕獲班員への研修等を行うことにより、

捕獲体制の強化を図るとともに、特に要望の多

い鹿の有害捕獲に対して助成することにより、

捕獲を促進しようというものであります。

２の事業の概要にありますように、予算額

は2,425万円で、29年度までの３カ年事業として

おります。

（５）の事業内容でありますが、①の事業で

は、県内26市町村が行う有害鳥獣捕獲活動につ

いて、また、②の事業では、猿被害の多い17の

市町村が行う猿捕獲活動について、市町村が捕

獲班の活動を支援する場合に、県がその２分の

１を助成するものであります。

③の事業は、新たに創設した事業であり、有

害鳥獣捕獲を安全かつ効果的に実施するため、

捕獲班員に対する安全講習会や研修会を県猟友

会に委託して実施するものであります。

④の事業は、市町村が鹿の有害捕獲において、

１頭当たり8,000円を支援する場合に、県がその
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２分の１を助成するものであります。これまで

は単独の事業として実施しておりましたが、27

年度からは、総合対策として本事業で実施を予

定しております。

右のページの２、イノシシ・鹿・猿捕獲数の

推移をごらんください。

鹿のところですが、鹿の25年度の捕獲数は約

２万5,000頭であり、そのうち有害捕獲が約１

万6,000頭と前年度を大きく上回っております。

これは、有害捕獲１頭当たり8,000円を助成す

る国の交付金により、捕獲意欲が高まったため

であると考えております。

27年度につきましては、国の交付金に加え、

本事業で4,000頭分を支援し、有害捕獲を促進し

たいと考えております。

最後に、３の事業効果でありますが、本事業

の実施により、有害鳥獣捕獲が一層促進され、

農林作物被害の軽減等が図られるものと考えて

おります。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。別

冊の資料の９ページをお願いいたします。

⑭「鳥獣被害対策について、野生鳥獣の生息

頭数の分析をしっかり行い、市町村とも十分に

連携を図りながら、引き続き全庁を挙げて取り

組むこと。」との指摘要望に係る対応状況でござ

いますが、鹿生息数につきましては、県では、

これまで、糞粒法による調査を行い、平成20年

度の約７万7,000頭をピークに、24年度には４

万1,000頭に減少していると推定しているところ

ですが、被害額はいまだに高い水準にあるため、

生息推定数の精査が必要であると考えておりま

す。

このような中、国が、今年度、新たな調査手

法である階層ベイズ法による調査を行っており、

３月下旬には公表されると聞いておりますので、

この調査結果の詳細を踏まえ、今後の捕獲計画

を検討したいと考えております。なお、この階

層ベイズ法とは、近年発達した統計学的手法に

コンピューターを活用して、膨大な数値の組み

合わせから確実論的な計算を行い、生息数を推

定するという手法でございます。

なお、27年度につきましては、先ほど説明い

たしました有害鳥獣捕獲総合対策事業に取り組

むこととしております。

鳥獣被害対策につきましては、鳥獣被害対策

特命チームを設置し、全庁を挙げて取り組んで

いるところでございますが、今後とも、市町村

と連携しながら、より一層の強化に取り組んで

まいります。

続きまして、特別議案について御説明いたし

ます。

常任委員会資料の17ページをお願いいたしま

す。

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」のうち、18ページの鳥獣の

保護及び狩猟の適正化に関する法律関係につき

まして御説明いたします。

今回の改正は、１の改正理由にありますとお

り、法律の名称が変更されることに伴いまして、

関係規定における引用法令の名称変更を行うも

のであります。

施行期日は、改正法の施行日であります５月29

日を予定しております。

続きまして、19ページをお開きください。

議案第41号「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例」につきまして御

説明いたします。

今回の改正は、先ほどと同様、改正の理由に



- 100 -

平成27年３月５日(木)

ありますとおり、法律の名称が変更されること

に伴いまして、宮崎県税条例、宮崎県住民基本

台帳法施行条例及び宮崎県鳥獣保護区等の標識

の寸法に関する条例につきまして、関係規定に

おける引用法令の名称変更等を行うものであり

ます。

施行期日は、改正法の施行日であります５月29

日を予定しております。

自然環境課からは以上であります。

○那須森林経営課長 森林経営課でございます。

当課の当初予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の213ページをお開

きください。

森林経営課の当初予算は、左から２列目にあ

りますように、58億8,836万円をお願いしており

ます。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。215ページをお開きください。

一番上の（事項）森林計画樹立費3,904万5,000

円であります。これは、森林法に基づく地域森

林計画を樹立するために行う、空中写真撮影や

資源調査等に要する経費であります。

次の（事項）林業普及指導費4,069万8,000円

は、林業普及指導員が、林業技術の向上と経営

の合理化に向けた取り組みを指導するものです。

財源の一部には林業担い手対策基金からの繰入

金を充てております。

次に、（事項）林業担い手総合対策基金事業

費879万2,000円で、林業担い手対策基金を活用

して林業担い手の確保・育成を行うものであり

ます。

一番下の２、改善事業「次世代の林業を担う

リーダー養成事業」については、後ほど、常任

委員会資料により説明させていただきます。

次に、216ページをお開きください。

一番上の（事項）森林整備事業費15億1,673

万3,000円です。

この内訳は、説明欄２の森林環境保全直接支

援事業と３の環境林整備事業ですが、下刈りや

植栽、間伐など森林整備や作業道開設に対して

助成するものであります。

次に、その下の（事項）水を貯え、災害に強

い森林づくり事業費１億9,000万円です。これは、

森林環境税を活用して広葉樹の植栽や間伐等を

行うものであります。

次に、一番下の（事項）道整備交付金事業費12

億706万7,000円です。これは、山村地域の交通

ネットワーク化や森林整備に必要な林道網の整

備を図るものです。

次に、217ページをお開きください。

中ほどの（事項）林業専用道整備事業費１

億6,972万7,000円です。これは、間伐作業等に

直接結びつく路線の開設等を行うものです。

次の（事項）山のみち地域づくり交付金事業

費４億3,775万1,000円です。これは、林業を中

心にして総合的な地域開発に必要な基幹林道を

整備するものです。

次に、一番下の（事項）県単林道事業費１

億2,940万2,000円です。

次の218ページをお開きください。説明欄１の

県単林道網総合整備事業は、国庫補助の対象と

ならない、小規模な作業道の改良や舗装等を行

うものです。

その下の（事項）林業技術センター管理運営

費8,959万3,000円ですが、これは、センターの

施設管理や、育種育林に関する試験など８つの

課題の試験研究などに要する経費であります。

なお、３の、森とのふれあい施設管理運営

費2,428万8,000円につきましては、公益社団法

人宮崎県森林林業協会への指定管理料でありま
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す。

次に、一番下の（事項）林道災害復旧費20

億1,972万2,000円です。これは、林道の災害復

旧に要する経費で、平成26年発生のいわゆる過

年災分と平成27年の現年災見込み額を計上して

おります。

続いて、先ほど、説明を後回しにしておりま

した事業について御説明をいたします。

恐れ入ります。常任委員会資料の13ページを

お開きください。

改善事業「次世代の林業を担うリーダー養成

事業」についてであります。

１の事業の目的にありますように、森林施業

に必要な免許・資格の取得や、安全指導に必要

な知識・技術研修を実施し、次世代の林業を担

う現場責任者、リーダーを養成するものであり

ます。

まず、右の説明資料をごらんください。

本県では、既に林業に就業している者を対象

に、高性能林業機械の運転技術の取得やクレー

ンの運転資格などの取得を目的とした林業技術

者の養成に努めており、１の表にありますよう

に、昭和56年度からこれまでに約520名を養成し

ております。

下の黒の線で囲んでありますように、森林資

源の循環利用を促進していくためには、担い手

の育成・確保が重要であることから、その下の

２の一覧にありますように、現場技能者を引き

続き要請していくもので、①から⑮までの免許

や資格等の取得を行います。

今回は新たなものとして、⑦の不整地運搬車

運転技能講習、４つ飛びまして⑫の普通救命講

習、⑬の造林作業の作業指揮者等に対する安全

衛生教育が加わっております。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業の概要をごらんください。

予算額は738万5,000円であり、全額林業担い

手対策基金を充てることとしております。

事業期間は平成27年度から平成29年度までの

３年間で、事業主体は、県及び公益社団法人宮

崎県林業労働機械化センターです。

事業内容は、①の河川作業研修を県、②の高

度技術者養成研修を労働機械化センターが実施

し、免許や資格を取得することとしております。

事業効果といたしましては、人材の育成により

山村の活性化、森林環境の保全を図っていくと

いうこととしております。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

別冊資料の10ページをお開きください。

⑯の災害に強い森林づくりにつきまして、御

指摘をいただいたものであります。

本県は脆弱な地質に加え、近年は特に台風や

異常な降雨等が多く、土砂災害で甚大な被害を

受けることが懸念されております。

このため、災害に強い森林づくりは大変重要

でありますので、県が定めた地域森林計画と連

携して、市町村森林整備計画の中で保全すべき

森林をゾーニングし、適正管理に努めていると

ころであります。

また、現場におきましては、国の森林整備事

業に加え、県単の森林環境税を活用した「水を

貯え、災害に強い森林づくり事業」により、荒

廃地の広葉樹林化や針広混交林に誘導する間伐

などを実施しているところであります。

環境税事業については、伐採後の速やかな植

栽を内容とした第２期計画に基づいて、県内広

く事業を展開しており、今後とも市町村・林業

関係団体等との一層の連携のもと、公益的機能

の高い森林づくりに取り組むこととしておりま



- 102 -

平成27年３月５日(木)

す。

当初予算関連については、以上であります。

続きまして、常任委員会資料の20ページをお

開きいただきたいと思います。

議案第45号「林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について」であります。

これは、林道事業の県営施工分について関係

市町村に負担をお願いするもので、負担の割合

は、道整備交付金事業については事業費の100分

の10、山のみち地域づくり交付金事業について

は事業費の100分の５、県単林道災害復旧事業に

ついては事業費の100分の10であります。

対象となります市町村からは既に同意を得て

おりますが、地方財政法第27条の第２項の規定

により、議会の議決に付するものであります。

森林経営課からは以上でございます。御審議

のほどよろしくお願い申し上げます。

○福満山村・木材振興課長 山村・木材振興課

でございます。

歳出予算説明資料の221ページをお開きくださ

い。

当課の平成27年度当初予算額は、左から２列

目、当初予算額の欄にありますように、31億8,336

万5,000円をお願いしております。

その内訳は、一般会計で29億2,832万円、特別

会計で２億5,504万5,000円であります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

１枚めくっていただきまして、223ページをお

開きください。

上から５段目の（事項）林業・木材産業構造

改革事業費９億7,224万4,000円であります。

説明の欄をごらんください。

４の林業経営構造対策事業費補助金では、特

用林産物生産施設の整備への支援を、５の木造

産業構造改革事業費補助金では、木材加工流通

施設の整備への支援を国に要望しており、その

見込み額を計上しているところであります。

その下の（事項）木材産業振興対策費15億8,092

万6,000円であります。

説明の欄をごらんください。

１の木材産業振興対策資金と、２の木材産業

等高度化推進資金は、素材生産や乾燥材生産な

どに必要な資金を融資するものであります。

次に、その下の（事項）木材需要拡大推進対

策費2,021万2,000円であります。

１枚めくっていただきまして、224ページをご

らんください。

説明欄の２の改善事業「みやざきスギ販売戦

略実践事業」につきましては、後ほど委員会資

料にて説明させていただきます。

次の、（事項）木材利用技術センター運営事業

費8,898万4,000円でありますが、これは、同セ

ンターの維持管理や試験研究などに要する経費

であります。

次に、（事項）森林組合育成指導費１億4,881

万円であります。

説明欄の２の広域森林組合経営合理化促進事

業は、森林組合が行う植栽等の森林整備や原木

出荷に必要な資金を市中銀行を通じて貸し付け

るものであります。

次に、（事項）林業担い手総合対策基金事業費

１億1,129万5,000円であります。

説明欄の３の就労環境対策事業は、林業担い

手の就労環境を改善するため、事業主が負担す

る社会保険等の掛金助成を行うものであります。

次に、一番下の（事項）しいたけ等特用林産

振興対策事業費154万3,000円であります。

下のページ、225ページをごらんください。

説明欄の１、しいたけ等特用林産物生産体制
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強化事業において、乾椎茸品評会に要する経費

をお願いしております。

ページをめくっていただきまして、226ページ

をお開きください。

林業改善資金特別会計であります。

これは、議案第７号で提出している特別会計

予算でありますが、説明はこの資料でさせてい

ただきます。

（事項）林業・木材産業改善資金対策費２

億5,504万5,000円でありますが、林業・木材産

業経営の改善や新たな生産方式を導入するため

の施設整備等に対し、無利子の中・短期の資金

貸し付けに要する経費であります。

歳出予算説明資料の説明は以上であります。

続きまして、先ほど説明を割愛しました事業

につきまして、常任委員会資料にて御説明いた

します。

委員会資料の15ページをお開きください。

改善事業「みやざきスギ販売戦略実践事業」

について御説明します。

１の事業の目的・背景でありますが、本県の

充実した森林資源と国内有数の生産基盤を生か

し、我が国のトップランナーとして、林業・木

材産業の成長産業化と地域経済の活性化を図っ

ていくためには、将来的な人口減少に伴う住宅

需要の先細りが懸念される中、販売先を戦略的

に開拓・発展させていくことが急務となってお

ります。

このため、本事業において、住宅分野はもと

より、非住宅分野や大都市圏の公共建築物等を

ターゲットとした取り組みを進めるとともに、

東アジアを対象とした積極的な需要開拓を行う

など、国内外の枠を取り払っての需要拡大活動

を強力に推進するものであります。

予算額は２の（１）にありますとおり、1,162

万1,000円をお願いしております。

（４）の事業内容でありますが、①のプロモ

ーション推進事業では、官民一体となったチー

ムみやざきスギによる営業活動や知事のトップ

セールスを開催するとともに、国内外の展示会

等への出展や新規需要者等の本県への視察及び

木造建築技術者の養成を支援することとしてお

ります。

②の出荷拡大推進事業では、県産材販売促進

チームによるモデル出荷を支援することとして

おります。

このような取り組みを通じて、３の事業効果

にありますように、安定的な県産材供給先の新

規開拓を行うことによって、販売価格の向上に

よる製材工場の安定経営や山元への還元につな

げていきたいと考えております。

山村・木材振興課当初予算の説明は以上でご

ざいます。

続きまして、別添資料、決算特別委員会の指

摘要望事項に係る対応状況について御説明いた

します。

資料の８ページをお開きください。

⑫の労働災害防止対策についての御指摘であ

ります。

中ほどの環境森林部の欄をごらんください。

林業における労働災害防止対策につきまして

は、労働安全衛生確保のための巡回指導や林業

事業体等における安全管理推進のための研修を、

特に、死亡災害などの重大災害の発生頻度の高

い伐木作業に重点を置いて実施しております。

この結果、災害発生件数は、長期的には減少

傾向で推移してまいりましたが、近年は下げど

まりの状態となっております。

このようなことから、より詳しく災害発生状

況を把握するために、通常の県出先機関等から
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の報告に加えまして、当課からも事業体への面

談による聞き取りや、現地での確認調査などに

も取り組んだところであります。

平成27年度当初予算案につきましては、「安全

な林業就業推進事業（林業労働安全衛生対策事

業）」を計上しまして、災害の詳細な現状分析を

踏まえた上での巡回指導や、研修等を実施する

こととしたところであります。

今後は、木材需要の高まりに伴い、さらなる

伐採作業の増加が見込まれますことから、安全

作業の基本を忠実に守ることを徹底するため、

経験が浅く技術的にも未熟な新規就業者に対す

る念入りな安全教育や、経験年数が長く、やや

もすると安全意識が薄れがちになっている労働

者への再教育等に力を入れるとともに、関係機

関と連携して、どのような工夫をすればさらに

災害を防止することができるのかを常に検討し、

粘り強く労働災害防止に努めてまいることとし

ております。

資料の10ページをお開きください。

⑮の木質バイオマスの流通効率化についての

御指摘であります。

林地残材等の効率的な収集・運搬につきまし

ては、県主催の木質バイオマスの安定確保に向

けた連絡会議の開催等によりまして、助言や情

報提供を行いますとともに、国庫補助事業等を

活用しまして、収集・運搬に必要なグラップル

等の積み込み機械、運搬用トラック、中間土場

等の施設や、木材チッパー、チップ保管庫等の

加工施設の整備に対し支援を行っているところ

であります。

また、行政、森林組合、素材生産事業者、森

林所有者などで構成する県内各地の協議会にお

きましては、県単独事業の森林バイオマス地域

再生事業等を活用しまして、中間土場の設置な

ど地域における供給体制づくりについて検討が

行われております。

なお、平成26年度補正予算では、新規事業「森

林バイオマス供給担い手拡大対策事業」をお願

いいたしまして、輸送システムの効率化、コス

ト削減など、効率的な林地残材の収集運搬事例

として、県内に波及が期待できる仕組みづくり

に対し支援を行うこととしております。

今後とも、市町村、森林組合等の関係者と連

携しながら、木質バイオマスの効率的かつ安定

的な供給体制の整備を図っていくこととしてお

ります。

山村・木材振興課からの説明は以上でござい

ます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○内村委員長 それでは、議案に関する説明が

終了いたしました。

委員の皆様からの質疑はございませんか。

○重松委員 最初に、211ページの狩猟費に関す

ることなんですが、狩猟免許を指導される方っ

ていうのはどこにいらっしゃるんでしょうか。

狩猟者育成をされる、指導される方々っていう

のは、どういう方になるんですか。

○水垂自然環境課長 指導者につきましては、

県の猟友会が各地区に支部を持ってまして、そ

こに経験豊かな指導者がおりまして、その方々

が講師となって指導していくということになり

ます。

○重松委員 そしたら、今度は、受ける方は、

例えば年齢制限とか、何かそういうのはござい

ますか。

○水垂自然環境課長 特には年齢制限というの

はないんですけれども、やはり免許を取って経

験の浅い方とか、そういった方が主になってき

ます。
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○重松委員 わなとか、それから銃とかは、そ

れも含めて研修を受けるってことなんでしょう

か。

○水垂自然環境課長 種類としましては、空気

銃とか散弾銃とか、わなとか、そういったのが

ございますが、いずれについても研修の対象で

ございます。

○重松委員 期間はどのぐらいかかりますか。

免許を取るまでにどのぐらいの期間を要するん

でしょうか。

○水垂自然環境課長 免許を取るまでの期間、

それぞれ個人差ございますけれども、免許を取

ろうという方を対象に講習しまして、銃の扱い

方とか、あとはペーパーテストもやっておりま

すけれども、過去、こういった問題が出たとか、

そういった教材を使いながら指導してまいりま

すので、何日ということはございませんけれど

も、講習を受けた上で受講すれば、ほとんどの

方が合格している現状でございます。

○重松委員 わかりました。くれぐれも安全対

策で。

○緒嶋委員 森林経営課、林業技術養成研修修

了生数が出ておるわけですけれども、26年は何

人ぐらいの予定ですか。

○那須森林経営課長 22人ほど修了予定でござ

います。

○緒嶋委員 いずれにしても、こういう技術者

を今後バイオマスとかいろいろ、伐採の量がふ

えるということを考えれば、かなりふやしてい

かんと、やはりどこでも後継者不足ということ

になるわけですけれども、今後この対策、技術

者の養成というのは一番重要なところですが、

今後の取り組みについては、何か特別な計画と

いうのはあるわけですか。

○那須森林経営課長 継続は一番大切だと思っ

ておりますので、これまでの実績を踏まえなが

ら、引き続き研修をしていきたいと思いますけ

れども、新しく入ってこられる方もかなりいらっ

しゃいますので、そういう若い方の現場経験を

重視した対策というふうに取り組んでみたいと

思っております。

○緒嶋委員 それから、各事業課に、骨格予算

ということであるので、私も後で総括で申し上

げようと思うんですけれども、今後においては、

前年度ぐらいには肉づけ予算というのはふやす

見込みは、今の段階ではあるわけですか。

○水垂自然環境課長 公共事業につきましては、

これはもう全庁的な取り組みでございますけれ

ども、考え方としまして、昨年度当初の90％と

いうことで、シーリング対象ということでやっ

ております。ですから、今回は、その90％相当

額がトータルの27年度予算ですが、そのうちの

８割相当を骨格として今回計上しております。

○緒嶋委員 災害予算というのは、これはまず

発生したときに、専決でも何でもいいと。この

災害予算は、大体皆、災害少ないほうがいいん

だけれども、全体合わせりゃ実際は120億円とい

う、見かけの予算になってるわけです。それで、

予算を前年対比で同額ぐらいにせんと格好が悪

いというようなことでやってるだけであって、

これは実のある予算じゃないわけです。災害が

本当に出たときだけだから。それをかなり組ん

でから見かけ予算をつくるというのはあんまり

感心したことじゃないと私は思っております。

それから次に、有害鳥獣ですが。やはりこ

の4,000万円ということでありますけれども、特

に山の場合は、鹿の害が一番多いわけです。こ

れは、国のほかの制度があるからということで

ありますが、これは、全体から見れば８割ぐら

いの予算ですか、それとも100％の年間予算です
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か。

○水垂自然環境課長 全額、骨格のほうで計上

させていただいております。

○緒嶋委員 それはありがたいことですが、当

初が７万7,000頭、それが本当にそうかどうかと

いうのは、山におる人は、それ以上だろうとい

うことでありますけれども、新たな手法でどう

いう数字が出てくるか、ちょっと気にはなると

ころでございます。今後とも必要があればやは

り、満額組んであるということでありますけれ

ども、これは、実績から見た場合は、増額する

可能性はあるということで理解していいですか。

○水垂自然環境課長 その年度の農林作物被害

の状況等をにらみまして、検討していくことに

なるんだろうと思いますけれども、今の時点で

は、これまでの実績を踏まえた上での予算計上

ということをさせていただいております。

○緒嶋委員 それから、山村・木材振興課、も

う一つですが、223ページの森林木材産業構造改

革事業の中の森林整備加速化・森林再生基金積

立金となっておりますが、基金制度はなくなっ

たんじゃないかと思うんですが、基金という表

現はどうなっとるんですか。

○福満山村・木材振興課長 委員、御指摘のと

おり、加速化基金というのは、26年度限りとい

うことで間違いないんですけれども、この223ペ

ージの６の積立金、これにつきましては、木質

バイオマス発電施設の資金融通という、補助金

の中の資金融通という融資型の補助金。具体的

には王子グリーンに補助金が交付されたんです

けれども、売電開始の翌年度から、県のほうに15

年かけて均等割で返していただくということで、

それが27年度に始まるということで、2,752

万5,000円を計上させていただいているというと

ころでございます。

○緒嶋委員 これ、前から始まっておるから、

こういう名目でいくということであるわけです

ね。今度の基金という意味とは全然違うという

ことですね。

それと、みやざきスギ販売戦略実践事業。こ

れは当然、東アジアを対象としてふやさなけれ

ばならないわけですけれども、宮崎県の場合は、

今のところ志布志港を中心とした流通体制なわ

けです。鹿児島県の志布志港が細島港よりも東

南アジアに近いということもあるのかもしれま

せんし、志布志港自体が木材輸出の体制が整っ

ているということもあると思うんですけれども、

今後このままでいいのか、細島あたりをどう充

実するか。これは、貿易体制というか、輸出に

対するいろいろな施設等も含めていかなければ

ならないというようなこともあるわけですけれ

ども、今後の取り組みとしては、長期的なもの

と短期的なものがあると思うんですけれども、

そのあたりはどういうふうに今後進めていくつ

もりなんですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 先ほど委員

が御指摘ございましたとおり、志布志港は大変

広い土場があるということ、また中国への輸出

が大変今ふえてるということで、その薫蒸用地

が非常に広いということで、大変活用されてる

という、特に県南の業者さんの活用が進んでる

という状況でございます。

委員御指摘の細島港につきましては、港湾部

局と連携いたしまして、平成26年度の港湾整備

におきまして、今回薫蒸用地の確保についても、

今まさに整備中ということでございます。この

整備が終われば、中国輸出等につきましても、

薫蒸用地の確保ができてまいりますので、こう

いった、細島、後背地に大変豊かな森林を抱え

ておりますので、細島港からの輸出というのに
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も、部局間連携して取り組んでまいりたいと考

えてございます。

○緒嶋委員 これは、中国木材等の絡みいろい

ろあると思うんですけれども、やはり宮崎県と

すれば、細島港が大きく膨らむほうが。志布志

にまずは頼らないといかんところは頼らんとい

かんけれども、宮崎県の主体的な輸出体制とい

うことからすれば、細島港をどう有効活用する

かというのは大きなテーマでもあろうと思いま

すので、今後においては、その整備も含めて努

力していただきたいと思います。

○ 原委員 労働災害、おととしでしたか、６

名亡くなってましたかね。私、そのときも質問

したことがあったんですけれども、ことしも安

全な林業就業推進事業へ取り組んでいただいて

いるということなんですが、今、新規に林業に

従事した人は22名とおっしゃいましたか。

○那須森林経営課長 就業されている方の技術

力を向上するということで、22名の方が研修で

資格等をとっていただいたというような内容の

事業です。

○ 原委員 ということは、新規ということで、

一つの就業者というくくりの場合は、何人が新

規就業者、林業に入ってこられた方はいるもん

なんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 平成15年から国の

緑の雇用という事業で、かなり新規就業者がふ

えてきたんですけれども、最近では、新規で雇っ

て、それから出る人もいらっしゃいます。その

辺で、過去５年ぐらいで見ますと、150人から200

人ぐらいが新規として残るということで、ここ

１年ぐらいは130人というような新規参入の最終

的なデータになってございます。

○ 原委員 130人ふえるんですね。結構多いん

ですね。リタイアというのはどれぐらいあるん

ですか。

○福満山村・木材振興課長 人それぞれという

ことなんですけれども、アベノミクスの前ぐら

いまでは順調に採用がふえてきたというところ

がありまして、平成17年の国勢調査では、林業

就業者が2,200人ぐらいということだったんです

けれども、それが最新の平成22年に2,600人ぐら

いということで、初めて右肩下がりからふえた

というような実態があったんですけれども、こ

の二、三年前から、逆に公共事業等の回復等も

ございまして、また建設業のほうに流れている

というような実態があるということで、ここ最

近は、新規雇用を獲得するのに苦労していると

いう事業体の話をよく伺っているところでござ

います。

○ 原委員 ということは、産業としては、求

人倍率が高い状況と言っていいですか。ほかの

産業、例えば農業とか、いろいろな商業とかあ

るじゃないですか。それの分類の中では、林業

は求人倍率の高いほうに入ると考えていいんで

しょうか。

○福満山村・木材振興課長 有効求人倍率が、

最近は全国平均じゃ１を超えているというよう

な実態。宮崎県内は、１をたしか下回っていた

と思っておりますけれども、林業の場合は、そ

れよりさらに厳しい数字ということで聞いてお

ります。だから、やはり求人票として出すけれ

ども、なかなか新規雇用の獲得に苦労している

というのが実態のようです。地域差はあるとは

伺っておりますけれども。

○ 原委員 ということは、求人倍率としては、

就職する側から見れば高いということですよね。

うちに勤めませんかというところまでは高いと

いうことですよね。それに応じる人が少ないわ

けだから、有効求人倍率としては非常に高い、
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高いと言っていいのかな。そうなったら人手が

足りない世界というふうに理解しますよね。

その中で、おととし６名の方が亡くなってま

したよね、林業に携わる人がですね。非常にもっ

たいない、もったいないというか、人命尊重が

大切なわけで。労働災害というのは目標がゼロ

ですからね。それが６人も亡くなっているとい

うことで、僕は正直びっくりしたんでしたけれ

ども、去年はどうだったんですかね。

○福満山村・木材振興課長 26年は、災害件数

は84件で死亡者が４人ということで、前年の６

人よりは２名減少という結果になっております。

○ 原委員 去年12月か１月、うちの近くでも

ありまして、その方はヘリで医大に運ばれてど

うにか奇跡的に助かって、今、車椅子でリハビ

リしてるんですけれども。だから身近で起きる

なと思ってですよ。

昔、高度成長のころ、どんどん工場が出ていっ

たころ、生産増強ばかり言って、結果的にはそ

ういう安全対策がおろそかになって、小さなこ

とを言えば、金に穴を、ドリルがありますよね、

あれは素手でやるのが当たり前ですよね。昔は

厚い手袋をしてた。手袋することで大きな災害

になるというのがあって、もうあの工場なんか

に行くと、いわゆる安全第一というのがあって、

労働災害ゼロにしようということ。昔はいろん

な事故がありましたよね。

今、それからすると、工場等の災害というの

は、就業する割合からしても、かなりなくなっ

てきていると思います。その中でやっぱり６人、

４人死亡者が出るというのは、ちょっとやはり

ゆゆしきことじゃないのかなと。やはり目標は

ゼロでしょうから。それは経営体の責任である

のかもしれませんけれども、特に何百万円か予

算、120万円ですか、取っていただいて講習等々

やっていただいているわけで、もっとこの災害

ゼロを目指して、経営体の皆さんに徹底してい

ただくとありがたいかなと思うんですよ。以上、

要望を申し上げました。

○緒嶋委員 山村・木材課、しいたけ特用林産

振興対策費、振興対策が154万3,000円というの

は振興対策にはなってないわけですけれども、

これは補正が、前シイタケので1,800万円ぐらい

ついたということもあるのかと思うけれども。

それにしても前年の当初予算というのは5,000万

円を超しとるわけですよね。26年度予算として

は、補正を入れたら5,600万円ぐらいになってる

ようですが。これはもうちょっと何とか当初予

算としては、やっぱ骨格予算といっても骨格に

もなってないと思うんだけれども、これは将来

的には前年対比ぐらいには持っていく可能性は

あるわけですか。シイタケは特に今、大変厳し

い状態であるわけですよね。この名前を変えて

振興予算ってつけないほうがよかったんじゃな

いかと思うんだけれども、どうですか、これ。

○福満山村・木材振興課長 委員御指摘のこと

は本当に重々承知しております。やはり、骨格

予算ということで、第一四半期を過ぎてから執

行がかなうものというのを中心に肉づけのほう

で制度的に出すということにしている関係で、

この先ほど御説明申し上げました150万円の予算

につきましては、例年６月に椎茸品評会という

のを生産者大会ということでやりますけれども、

その経費だけ、これはどうしても第一四半期か

ら準備が必要ということで、これだけは甘えさ

せてもらいましたけれども、それ以外について

は、年度後半に事業が集中していくということ

もございまして、肉づけ予算のほうで重点的に

配分していくようなことで要求していくつもり

でございます。
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○緒嶋委員 特に、西臼杵は阿蘇山の降灰が今

はちょっと気になっておるわけです。きょうも

参議院の特別委員会が熊本に来ておるわけです

けれども。そうなりますと、ことしの26年度は、

もう一応３月で終わるわけですね。４月以降に

いろいろ対策を立てる場合の予算的なものは

─ほかのほうからシイタケのビニールとかい

ろいろ建ててほしいという要望が出てくると思

うんですけれども、その予算はどこから出すわ

けですか。

○福満山村・木材振興課長 昨年の11月ぐらい

から、大きな噴火があったたびに、宮崎県側に

も流れてきておったわけですけれども、その後、

被害の報告とかも受けて、必要な処置をしてい

くということで、ビニールシートなり、それか

らブロワーなり、そういった要望を各市町村に

とっておるわけですけれども、せんだって御要

望いただいた折にお話させていただきましたよ

うに、約350万円ほどの補助金ベース、事業費ベ

ースで1,000万円超えますけれども、その要求を

いただいて、それについては全て応えさせてい

ただいて、過日、交付決定という運びになって

いようかと思います。

今のところ、各市町村にも、まだ予算枠がご

ざいますので、要望はということで諮っている

ところですけれども、延岡市も含めて聞いてい

るところですけれども、今のところそういった

被害もないし要望もないということで、今のと

ころはこの予算がきいていくのかなと思ってお

りまして、これから春から向こうにかけては、

若干風向きの影響とかそういったところもあり

ますので、やはり気をつけなくてはいけないの

は、年度後半の西風が強くなっていく、そういっ

たときには十分肉づけ予算等で対応できるよう

な体制を引いてまいりたいと考えております。

○緒嶋委員 今言われたようなことで、４月に

なってもちょっとおかしいと思うわけだけれど

も、要求が出た場合は26年度予算は使えるわけ

ですか。

○福満山村・木材振興課長 ４月になっては、26

年度予算というのは一応使うことはできません

ので。

○緒嶋委員 そうなった場合はどうしますかと

聞いとる。

○福満山村・木材振興課長 今のところ、国の

森林整備加速化交付金というのが措置されてい

るわけですけれども、それについては、生産資

材の導入とかそういったところに今のところは

限定されているわけですけれども、そういう被

害の対策が品質向上につながるとかいったこと

で対応できないか、そういったことは、また国

にもそういう要望があった場合には、国への要

望をとってまいりたいと思っております。

○緒嶋委員 いろいろ知恵はあるだろうと思う

んですけれども、そういうことも含めて、やは

り検討だけはしていただかないといかんし、こ

れは余りに予算が骨格にもなってないような予

算だから特に言うわけでありますので、ぜひそ

ういう、本当に生産者は今、風評被害が出ては

大変だということを含めて、悩んでおられると

ですよね。やはり、ビニールで、この前も徳永

部長がわざわざ高千穂、五ヶ瀬、日之影まで行っ

て現場を見ていただいて、実際ビニールの効果

というのは物すごくあるとですよ。それと、一

度買えばそのビニールは１年で終わるわけじゃ

ないし、うまく利用すれば数年間はうまくいく

だろうと思うんですよね。

そういうことであれば、被害が出ただけじゃ

なくて、出ていないところも対策としては私は

必要じゃないかなという気もするもんだから、



- 110 -

平成27年３月５日(木)

予算的にはやはり何とか、大丈夫ですというも

のがあるのが当然の予算措置じゃないかなとい

う気がしますので、ぜひ今後そういう要望が出

てきた場合には、予算がありませんということ

じゃなくて、何らかの対策を十分立てていただ

くように強く要望しておきます。

○福満山村・木材振興課長 森林整備加速化交

付金のことを先ほど申し上げましたけれども、

基金の残高がまだ残っているんですが、そちら

については、また要望をとって、要望が多けれ

ば、そういった基金の残高というものの対応は、

特用林産物の施設にということで対応は可能か

なとは考えております。

○緒嶋委員 その残高というのは、どういう意

味ですか。

○福満山村・木材振興課長 平成21年度から県

の基金としてずっと積み増してきて、26年度ま

でということだったんですけれども、残金につ

いては、また要望をとって、27年度中であれば

対応できるということです。

○石田みやざきスギ活用推進室長 若干補足を

させていただきたいと存じます。

先般、いわゆる森林整備加速化林業再生の交

付金という形で、基金事業が廃止されまして、

今回交付金という形になりましたけれども、そ

の補正予算とあわせまして、これまで先ほど福

満課長のほうが御説明申し上げたとおり、森林

整備加速化林業再生事業でこれまで積み立てて

きた基金事業の残額につきましては、引き続き

平成24年度、25年度のメニューの中で、それぞ

れ若干ミシン目は入ってるんですけれども、そ

の残額を使ってよろしいということが補正措置

の中で別途措置をされてございまして、それで、

これまで積み立ててきたものの残額というもの

を、県のほうで活用できるという措置が、先般、

補正のときにあわせて講じられたということで

ございます。

○緒嶋委員 何か26年度は全部返さないかんと

か、残額返すというようなことを、ちょっとそ

ういう理解をしとったもんだから。なら、具体

的には、どのくらい残があるわけですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 実際に平

成23年の、以前、議員方に大変お世話になりま

した復興予算につきましては、残額については

全額お返しをしなさいということになってござ

いますので、こちらの残額については使えない

と。後でお返しをするという形になります。

そのほかの残額といたしまして、約でござい

ますけれども、５億円ほどは出てくるんではな

いかと考えてございます。ただ、この５億円の

うち、約２億円から３億円ぐらいにつきまして

は、要望に応えられなかった、例えば木造公共

施設ですとか、路網の整備ですとか、そういっ

たものにつきまして、ある程度そちらのほうで

措置をしていただけないかということで、国の

ほうからも依頼がございますので、そういった

ことも勘案しながら、残りの予算につきまして、

また活用について検討してまいりたいと考えて

ございます。

○緒嶋委員 金があればありがたいというか、

それは有効活用して、それこそ返金しないよう

にうまく使って、それはもうシイタケだけじゃ

なくて、ほかのほうにもうまく使うということ

が必要だと思いますので、そういう心配がない

ようにぜひやっていただきたいと思います。

それから、木材利用センター試験研究につい

て、これは補正でかなり予算が組まれて、時期

的には、補正は当初予算と似たようなもんだと

思うんですよ。この試験研究というのは、この

補正以外のもので継続的にやっておられる試験
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研究があると思うんですけれども、ことしの27

年度予算としては、どういうことになるわけで

すか。

○飯村木材利用技術センター所長 おっしゃる

とおりで、昨年度は１億2,300万だったんですね。

今年度はその金額に対して約3,000万円ぐらい

減っております。

じゃあ、なぜ昨年度大きかったかというと、10

年経過して大型試験機が更新期に入って、それ

で3,000万円近くを26年度は計上していくと。今

年度はその部分がなくなりまして、県外出荷と

いうことを考えると旅費が足りなくなって、そ

れで外部資金を導入しようと。助けてくれたの

が林野庁の木材産業課で、宮崎の杉利用技術を

全国に普及しなさいということで説明会を２

月16日に開きまして、実質、宮崎がチャンピオ

ンになって、その利用技術を都道府県の試験機

関に指導していくというお金がついて、昨年度

並みに総額ではなるというふうに、今考えてお

ります。

○緒嶋委員 なるほど。そういう何か前向きに

いろいろとＰＲもしながら努力されるというこ

とは、大変ありがたいことでありますし、今後

の新たな宮崎県の林産業の振興のためには、大

変重要な技術センターでありますので。県民で

はなく日本国民全体が宮崎の技術センターを注

目するように、今まで以上に。川崎の問題も、

やはりここから始まったんじゃないかと思いま

すので、ぜひ頑張ってほしいと思います。あり

がとうございます。

○井上委員 ぜひ林業の活性化にということで、

問題は、やはり林業に従事してくれる人たちの

人材をどうやって確保していくのかということ

がすごく大事だと思うんですが。林業の経営者

をたくさんつくっていくということがとても大

事だと思うんですけれども、その道筋みたいな

ものは、この予算で見る限りだと、緑の青年就

業何とかとか、それでしかないのかなと思うん

ですが。予算的に言うと、これに特化している

と理解していいんですか。

○那須森林経営課長 今委員のおっしゃったと

おり、道筋としましては、今年度から始めた緑

の林業就業─林業アカデミーと申しておりま

すけれども、ただいま入所当時の５名がまだ一

生懸命頑張って、ようやく卒業できそうな時期

に来ております。彼らが第１期生となって活躍

して、名をとどろかせてくれて、後に続く者が

いてほしいと思っております。

それとあと、もう一つその上の215ページの１

番に、次世代を担う高校生体験学習事業という

のをこれまでずっとやってきておりまして、こ

れは農業高校、今は農業高校の林業科というの

はなくなりましたけれども、旧林業科を履修さ

れておった高校が４校ございまして、それとあ

と普通高校さんも加えて、毎年100人程度集まっ

ていただいて、現場で高性能林業機械とか森の

すばらしさなどを研修していただいているとい

う、そういう取っかかりの部分だけは今、構え

ているところでございます。こういうところを

広げていけたらなと考えております。

○井上委員 ぜひそういうのを丁寧にやってい

ただきたいんですよね。研修が終われば、低コ

スト人材育成事業だとか、次世代の林業を担う

リーダー育成事業とか、こういうのも使えて、

機械化のほうにも移行したりとかというのはで

きると思うんですけれども、まずは入り口のと

ころですよね。入り口のところが、やはり高校

生クラスの人たちが林業とどう結びついていく

かですよ。そこをどんなふうにやっていくかと

いうことが、ちょっと大事かなと思うんですけ
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れども、その割には予算額が、いつも見ると小

さいような気がするわけですよね。これは要ら

ないといえば要らないんですかね、こういう予

算は必要ないということですかね。

○那須森林経営課長 私どもは非常に必要だと

思っております。聞いたところによりますと、100

人ぐらいの高校生が研修に参加していただいて、

森林組合等に３名ほど入っていただいたという

ことも聞いておりますので、地道に呼びかけて

いくというのと、市町村のほうの呼びかけも、

普及員が県内各地におりますけれども、そうい

う座談会等を通して、一緒になって話をさせて

いただくという機会を設けているところですけ

れども、今後ともそういう若者がふえてきてい

ただきたいと思っております。

○徳永環境森林部長 林業担い手は、今の長計

の中の試算によりますと、この国勢調査の結果

を踏まえた結果で、今足りてるということです。

それはなぜかと言いますと、本県が機械化を進

めてきた上で、それで今、高性能機械を三百何

台入ってる。それで試算しますと、大体、高性

能林業機械の稼働率はまだ６割ぐらいなんで、

いわゆる機械化を進めながら担い手不足という

ものをカバーしていこうという政策を追ってき

ましたので、そういう点で今度、今伐採面積が

ふえて、これ1.2倍ぐらいになると見てますんで、

そうなったときに、今の人数で足りるかどうか。

というのは、先ほど説明した森林長計の中で、

需給のバランスがわかりますんで、そのときに

人数がどれだけ要るんだというのを大体示せま

すので、それに向かってどうすればいいかとい

う、新たな対策をうたえると思っています。

新規学卒者の新規参入については、御存じの

ように宮崎県には林業を学科とする高校がござ

いませんので、今、専門的にやっているところ

がないということなんですね。新規参入という

のは、先ほども言いましたように、いわゆる建

設産業からの新規参入が６割ぐらいで、その人

たちが新たな林業の技術を覚えて、高性能林業

機械だったり削土を覚えてやっている、そこで

育ってきたという状況。それが大体150名ぐらい

ずっと続いてきたという状況。だからこれから

は、数というより、その高性能林業機械を動か

せる質の担い手、質の向上を図っていくという

ことが一番だろうと思ってます。数じゃなくて

質の。そういう点で、ことししたアカデミー、

あの辺の数をふやしていって、やはり質の高い、

ステータスの高い担い手を育てていくというの

が視点かなと思っているところです。

しかし、これから木材の需要量がふえてきて、

またそれをさらに切らないかんとなれば、数も

必要になるんだろうと思いますが、その辺は、

今度分析する必要があるなと思っています。現

状のところでは、担い手不足というのはそんな

に深刻じゃなくて、災害も含めて、高齢化が深

刻だということですね。だから、できるだけ若

い人たち、技術者を入れていくと。いわゆる建

設産業でもほかの産業からでも入れて、それで

短期的に技術を覚えさせるというやり方がこの

研修の中身ですね。

○井上委員 どうもありがとうございました。

ちょっと認識が違うところもあったのかもしれ

ないんですけれども。京都の林業大学に行かせ

ていただいて、ちょっと勉強もさせていただい

たんですが、うちにこそあったらいいなと思う

ような大学校だったんですけれども、実はあそ

こに行ってみて思うんですけれども、女性も含

めて、やはり林業というものにどうかかわって

いくのかということは、きちんとした将来ビジョ

ンも含めてですけれども、子供のときから教え
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ていいんじゃないかなと思うぐらい、京都の林

業大学校の先生、校長というのは、もうすぐれ

てそういう意味ではそういう方なので、そうい

う道筋みたいなのをつけておられる。うちでい

えば、美郷の人が１人、大学に来られておりま

したけれども。そういう意味で言う、林業のス

テータスの高さみたいなのは、そこで感じられ

るというかですね。

だから、今まであった林業のありようとは違

う林業ということを、少し、何ていうんですか

ね、京都はやはり実践しているところがあるか

ら、京都杉のところでやっておられるから、や

はり随分違うのかなと思いながら。そして、あ

そこは本当に、ドイツの機械なんかをどんどん

持ってきてやっておられるから、道路のつくり

方も違うし、はっきり言えば収益の分配の仕方

も違ってきているというようなことなので、そ

ういう点が私どもが宮崎でいるのとはちょっと

違うのかなと思ってたんですが、今部長からお

話を聞けば、やはりそういうところを含めて視

点が入っているということであれば、またその

計画の中にきちんと出していただけるといいな

と思ってます。

低コストの人材の育成とか次世代の育成と

かっていうのも、総体的にもう少し予算も取っ

てもいいのではないかと、かけてもいいのでは

ないかというのが、先ほど緒嶋委員も言われて

いたように、ある意味、予算の少なさが、意気

込みが少し感じられなかったりすると、ちょっ

ともったいないのかなと思いました。

人材の育成のところは、確かに高齢化が心配

であるということであれば、総体的に産業とし

て、どう人を構成させていくのか、それと中山

間地は、きのう農政のほうで聞くと、雇用組織

をつくってみたいな話の中に、リーダーが誰な

のかというのが一つないといけないので、その

意味でのリーダーは誰なのかと。それもやはり

木材関係さんなのか、どこなのかというのを、

これちょっと考えさせられる部分もあるので、

ほかの各部との連携みたいなのから、山をどう

やって守り、そこで進めるようにどうしていく

のかというのは、ちょっと必要なのかなと感じ

た次第です。

今の部長のお話を聞いて、ちょっと納得した

ところですけれども、できるだけ予算を確保し

てもらって、手厚く、教えるところはしっかり

教えておくとか、活用できる人材になってもら

わないといけないと思いますので、そこはよろ

しくお願いしておきたいと思います。

○ 原委員 有害鳥獣捕獲について初歩的なこ

とをちょっと質問ですけれども、狩猟の期間が

ありますよね、11月15日から３月でしたっけ。

この期間の定めというのは何が基準になってこ

の期間だけなのかという、初歩的なことですけ

れども教えてください。

○水垂自然環境課長 期間につきましては、県

で保護管理計画というのをつくってまして、全

国的には11月の15日から２月の15日なんですけ

れども、それぞれの県の実情が異なりますので、

本県におきましては、例えば鹿でしたら11月の

１日から３月の15日までということで、前後、

期間を延ばして対応しているということでござ

います。

○ 原委員 イノシシについてはどうですか。

○水垂自然環境課長 イノシシも、本県におき

ましては鹿同様、11月１日から３月15日までと

しております。

○ 原委員 狩猟については、ここに例えば平

成25年でイノシシで8,536頭というのが出てま

す。これについては有害捕獲ではないので、１
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頭当たり幾らというお金は出ないわけですね。

○水垂自然環境課長 はい、そうですね。狩

猟8,536頭については出ておりません。

○ 原委員 有害鳥獣は出るわけですが、これ

は近隣、所管する市町村へのいわゆる有害捕獲

でこういう被害があるので捕獲したいがという

届け出をして、許可というか、いわゆるこの11

月１日から３月15日以外に害を及ぼすイノシシ、

鹿、猿に対して届け出をして、許可をもらって、

例えばある区域とかを決めて捕獲するわけです

ね。

○水垂自然環境課長 野生鳥獣による農林作物

への被害が確認されましたら、市町村に移譲し

てますので、被害農家さんが、それぞれの市町

村のほうに申請しまして、市町村の判断で期間

と区域を定めて許可しております。

○ 原委員 ということは、有害捕獲というの

は10月の31日以前、３月の16日以降に捕獲され

たものでございますね。

○水垂自然環境課長 有害捕獲につきましては、

オールシーズン、１年中。必要の都度、許可を

しております。

○ 原委員 何が言いたかったかというと、イ

ノシシについて言えば、狩猟のほうが少ないで

すよね、有害捕獲のほうが多いわけですよね。

これはもしかすると有害捕獲であったほうが、

捕獲する事業によって助成があるので、狩猟で

やるよりも有害で捕まえたほうが狩猟者は得す

るんですよね。そういうことなんですよ、それ

は本音としてそうなんです、現実にあるんです。

だから、もしかすると、この数の有害捕獲が多

いのはそういうことなんですよね。それも恐ら

く原因としてあると思います。

私はそれがいかんと言うんじゃなくて、そう

であるならば、その総体的な保護管理計画の中

で適正に数があると思うんですけれども、この

狩猟で普通捕るイノシシ、鹿についても、幾ば

くかの捕獲したことによる助成金みたいなのが

あると、そういうところで、ここは控えといて

有害鳥獣でやったほうが得になるというような

ことがなくて、もっとこの狩猟に熱が入って、

そうすれば有害鳥獣が減るんじゃないか─逆

説的に言えばですよ、その狩猟者さんの心理を

逆にとって─ということは、僕はあるんじゃ

ないかなと見てるんですけれども、今初めて耳

に入ったかもしれませんが、課長はどうですか。

○水垂自然環境課長 １頭当たり8,000円を交付

する国の交付金事業があったことを背景に、捕

獲に対する意欲が増加して有害鳥獣もふえたと

いうことはあるんですけれども、交付金につき

ましては、猟期内外問わず8,000円ということで

対応しております。

○ 原委員 だから、それは有害鳥獣だという

申請があってのことでしょう。あったものが有

害鳥獣として認定されて、その交付金があるわ

けですよね。だから、そうでないものも、そこ

は例えば8,000円でなくてもいいから、何がしか

のものがあればですね。極端なことを言うと、

その狩猟者の皆さんは、どうせ狩猟できるんだ

から、普通の狩猟をするよりも有害の届け出を

して捕獲したほうがいいわけですよ。

○水垂自然環境課長 考え方としましては、有

害駆除は実際の農林作物被害というのを前提に

やってまして、農林水産業の振興というのがあ

ります。

一方、狩猟というのは、どちらかというと、

趣味の世界といいますか、そういったことがあ

りますので、ちょっと差をつけているというこ

とがあります。

○ 原委員 ですから、ちょっと差をつけて、
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ゼロと8,000円じゃなくて、例えば2,000円

と8,000円でいいんじゃないかという話なんです

よね。柔軟に考えてみましょうという話なんで

すけれども。

○徳永環境森林部長 やはり、いいイノシシと

悪いイノシシがいるということを前提にこの制

度はつくられておりますので。

○ 原委員 現実には狩猟者の中にはそういう

意識があるということをまた念頭に入れておい

ていただければ、何か参考になるかもしれませ

んので。

11ページに、技術向上研修会というのがある

じゃないですか。やはりいい狩猟者と悪い狩猟

者がいて、命中率のいい狩猟者と命中率の悪い

狩猟者がいると思うんですよね。その捕獲の効

果を上げるためには、やはりいい命中率の狩猟

者がいっぱいいたほうが、短期でその有害鳥獣

についても駆除できるわけじゃないですか。下

手くそが何ぼ撃ったって効果は上がらんわけで、

だから、それからいくと、この技術向上研修会

というのは意味というのは、やはり大きいのか

なと思うわけですけれども、これはどういう研

修会をやるんですか。

○水垂自然環境課長 今現在、有害駆除に携わっ

ておる方が約2,500名おりますけれども、これは

３カ年事業でございますので、大体１年間に300

名程度で、３カ年で900名。ですから、有害駆除

に携わっている方の３割強の方を、この研修で

受講していただこうということを考えてまして、

内容的には射撃場で実際に的を射る技術力を高

めるための研修といったものを予定しておりま

す。

○ 原委員 実際、射撃の腕を上げるための訓

練とかをやったんですね。わかりました。あり

がとうございました。

○緒嶋委員 さっきの続きみたいなので、有害

捕獲をやる人は、狩猟税は免除していいんじゃ

ないかというような意見もあるわけで、そうい

うことは聞いておられますか。

○水垂自然環境課長 狩猟団体の方々から、こ

れはもう全国ベースでございますが、ずっと国

に対してそういう要望をやっておりまして。税

制の改正がございまして、来年度からは、有害

駆除に携わっておれば、狩猟税がたしか２分の

１だったと思うんですけれども、半減されると

いう制度ができます。

○緒嶋委員 金額的には、幾らが半分かな。

○水垂自然環境課長 狩猟税、空気銃とか散弾

銃とかあるので、一般的に散弾銃で考えてみま

すと、散弾銃の場合は、狩猟税が１万6,500円で

すので、その２分の１ということになります。

○緒嶋委員 ほかのもやはり半額ということに

なるわけですか。ほかの空気銃とか、極端に言

えば。

○水垂自然環境課長 その他の空気銃でありま

すとか、網、わな、いずれも同じでございます。

○井上委員 みやざきスギ販売戦略、この実践

事業のことなんですけれども、知事がトップセ

ールスで海外に行かれるとか、そういうのが推

進事業の中にあるんですが、これって海外は大

体どのあたり。

○石田みやざきスギ活用推進室長 今、主に輸

出を行っているところ、原木でございますと、

やはり中国。製品でございますと韓国。今、原

木でございますけれども、場合によっては製品

が売れるのかなと思っているところが台湾でご

ざいます。やはり東アジア中心に考えてござい

ますけれども、もっぱらやはり付加価値を高め

て売っていくということを考えますと、やはり

製材品というのを売ってまいりたいと考えてご
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ざいますので、まずは韓国というところを中心

に考えてまいりたいと考えてございます。

○井上委員 これは全然、モデル住宅みたいな

ことは考えてないわけですかね。もう単なる、

ただ売り込みというだけですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 このプロモ

ーションの中で、特に東アジアにつきましては、

ツーバイフォーの規格を建てられる大工さんと

いうのは多いんですけれども、今までの日本で

言います軸組みの建築物を建てられる方がなか

なか少ないという状況がございましたので、こ

れまでの事業でも取り組んでまいりましたが、

向こうの大工さんを宮崎のほうにお呼びいたし

まして、研修をしていただいて、実際にお戻り

いただいて向こうで建てていただくというよう

なことにつきましては、もういろいろとこの事

業の中で支援をしてまいりたいと。

また、当県の中のいろんな施設の見学等も、

この中で行ってまいりたいと考えてございます。

○井上委員 今、ちょっとそこを言いたかった

わけですが、実際に日本の大工さんって、すご

いんですよね。だから、そこを見せながら、見

せつつ売るというのをやっていただくと、また

ちょっと違うのかなと。それで、至るところで

と言ったらおかしいけれども、川崎市もそうな

んだけれども、やはりそういう、実際建ってい

るところから見せて、建って見せて、触って見

せてみたいな感じでいったほうが売れるんじゃ

ないのかなと。

改めて言えば、もう木の強さみたいなのが言

われているじゃないですか。いろんな意味で、

木が鉄骨にもかわるぐらいの強さがあるんだと

いうことを言われているわけだから、きちんと

そういう点でのプロモーションができるのは、

やはり実際に見せるというか、そしてその大工

さんの格好した人を実際見せていくというセレ

モニー的なものでもいいので、そういうのがあ

るとちょっと違うのかなと思うんですよね。

確かに文化が違うと言えば文化が違うので、

それをそこの地域の人、その国の人とぴたっと

合うような、何かそういう手法とかを取り入れ

ながらというのをやっていただくとちょっと違

うかなと思うんですよね。何か驚かすというこ

とも、ちょっと大事なんじゃないかなと思うん

ですね。それってどうなんですかね。

○石田みやざきスギ活用推進室長 議員御指摘

のとおり、やはり見て触れて、実際に建て方も

含めて経験していただくというのは大変重要だ

と考えてございます。

また、先ほど御指摘ございましたとおり、い

わゆる木造の強さですとか、よさですとか、そ

ういったものを感じていただくという面で、木

材利用技術センターの視察などもその中に組み

入れまして、いろいろと海外の方の関心という

のを引き出してまいりたいと考えてございます。

○井上委員 これも先ほど申したとおり、1,200

万円程度の事業なので、そんなことはできませ

んよという事業なんですよね。実際、そういう

事業になっているわけですけれども、少し本気

なんですよということが見えるようなプロモー

ションというのをやっていただくといいなと思

います。頭だとか言葉だけの発信だけじゃなく、

そういう意味で言うと、実際、形のあるものを

見せてというか、そういうことを１回やってい

ただくと、またちょっと違うのかなと。材の強

さも含めてそうなんだけれども、よさとか手触

りも含めてなんだけれども、そういうのをやっ

ていただくように期待をしてますので、やって

みてください。

○丸山委員 11、12ページの鳥獣被害のことで
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改めてお伺いしたいんですけれども、12ページ

のほうに被害額が平成24年、25年─25年はま

た駆除の関係があって被害額が減ってるからい

いかなと思いつつ、ほかの県もこのように九州

隣県を含めて被害額が少なくなっているという

認識でいいのか。被害額が少なくなることによっ

て対策費が、宮崎県は少なかったというときが

数年前あって、議会でもいろいろ議論があった

と記憶しているもんですから、その辺のことは

どうなっているんでしょうか。

○水垂自然環境課長 本県以外の被害額につい

ては、済みません、把握しておりません。

○丸山委員 できれば、九州各隣県とリンクし

ながら、この鳥獣駆除やってたものですから、

その辺はちゃんと把握していただいて。隣県は

どうなっているのか。宮崎が下がって今回いい

というのは認識をしているんですけれども、下

がることによって対策費が減額になるとかなる

と、非常に今後、鳥獣駆除のほうも改めて管理

という形に名前が入って、もっとさらに駆除を

やろうという方向が出てきているんだろうなと

いう認識をしながら。これがどうなっているの

かちょっと心配に思ったものですから、ぜひ県

外の状況はしっかり把握していただきたいなと

思っております。

また、今回の法改正によって、今後、ひょっ

として肉づけで出てくるのかもしれませんけれ

ども、いわゆる指定団体に県が許可をして、あ

る地域を駆除するという事情も出てくると聞い

ていて、かつその駆除を指定されたところは夜

間でも駆除ができるよという話があって。そう

いう話はやはり現場のほうで聞くと、夜間は物

すごくイノシシとか鹿とか出るから、そこで撃

てれば本当に撃ちやすく、また持ち出しもしや

すいから楽なんですよねという話があって。そ

うすることによって、ジビエにつながったりと

か、いろんな副産物にまでつながっていくんじゃ

ないかなと思ってるんですが。その辺の、肉づ

け予算のときにやりますとかいう話なのか、こ

こではもう当初からやりたいものだけ入れてい

るから出してないというだけのことなのか。法

改正があるから、次は何かまだ考えているんで

すよというのがあれば。今聞いていいのか、

ちょっと言いづらいんですけれども、もし考え

があれば教えていただくとありがたいかなと思

うんですけれども。

○水垂自然環境課長 鳥獣保護法の改正により

まして、今委員おっしゃいましたように指定管

理鳥獣等捕獲事業、県の事業なんですけれども、

認定鳥獣捕獲等事業者制度、認定事業者に委託

して区域を定めて捕獲させる。なおかつ、夜間

の捕獲も安全を確認した上でできるという仕組

みはできました。

ただ、この仕組みについては、県猟友会との

意見交換会を何回かやりましたけれども、猟友

会のほうからは、自分たちがきちんと、今現在、

県内では駆除班を設けて駆除に当たっていると

いうことと、それから、やはり駆除班は、どう

もその地域地域によって縄張りがあるというよ

うなこともありまして、その認定事業者が生ま

れたからといって、そうやすやすとは加入させ

がたいというようなこともありまして、県がこ

の事業をやることに対しては、非常に慎重な意

見が今のところ多いということから、27年度の

予算には、今のところ反映させておりません。

○丸山委員 ひょっとしたら、全国でどこか１

県でも始まれば、何で宮崎県はやらないのとい

う話がすぐ出てくると思うんですよ。だから、

これはもう猟友会のほうが慎重だという話だけ

れども、農家とか林家にすれば非常に被害が多
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くて、精神的被害を含むと物すごくこれ以上の

被害が出てるんだろうなと。私はいろいろ地域

回っていって、本当にずっと網が張っている中

に暮らしている、こんなかわいそうなことはな

いだろうなと思うと、どっか１県、本当に夜間

に駆除しましたという事例がニュースで取り上

げられると、大変なことになるんではないかな

と思ってます。

現場の農家の方たちがどれだけ苦労されてい

ることか、その辺はいっぱい本当に聞いている

はずなのに、猟友会だけの意見だけではなく、

もうちょっと農家、林家を含めて、前向きに検

討してもらうように、お願いをしておきたいな

と思っております。

○ 原委員 今のに関連しますが、１月29日の

閉会中の常任委員会のときに、私、最後にその

話を、夜間はできないのか、ＮＰＯの話はどう

なるんですかと聞いたことがあるんですけれど

も、猟友会に聞かれているということですけれ

ども、それは県の１つある猟友会の役員さんだ

けに聞かれているのか、あるいはアンケートを

とられたのかということ。

私の地元では、いわゆる自分の狩猟範囲とす

るテリトリーみたいなのがあるんですね。その

人たちでチームをつくってますから、犬がいて

犬を持っている人、こっちからレシーバーで連

絡する人、山に実際入って撃つ人、役割分担が

あるわけです。ある程度テリトリーがあるんで

すけれども、その人たちがこれやりたいと思っ

てるんだけどどうなんだという話があったので、

僕はこの前ちょっとそのさわりで質問したとこ

ろだったんですよ。

だから、猟友会の意見というのが、役員さん

だけの意見なのか、本当に猟友会内で何人かい

らっしゃる中で、いろんな人に聞いた後のその

結論としての猟友会の意見なのか、その点は

ちょっとよく慎重にされたほうがいいんじゃな

いかなと思うんですけれどもね。

○水垂自然環境課長 お話を伺っておりますの

は猟友会の役員さんたちで、その役員といいま

すのが、それぞれの支部の支部長さんでありま

すので、支部を代表しての意見だということで

私どもは受けとめております。

○徳永環境森林部長 その件は、必要だからこ

の制度ができたんであって、その猟友会の意見

が先の話ではないんだろうと思います。それは

十分理解はしていけれども、まず猟友会、今ま

でうちの本県の猟友会は、ほかの県の猟友会に

比べて非常に活動的に、人数も多いし、非常に

モデル的な猟友会でありますので、そこをこっ

ちに置いて、次のことという話はなかなかでき

ないと。やはり物事は順番でやっていくという

ことで、猟友会の意見を聞いているという。猟

友会は、地区地区によってそれぞれ事情がござ

いましょうから、やっぱそういうところ、そう

いうのつくらないとやれないよという地域から、

そういうところから始めるという話になるので。

新たなものをつくることありきで先走ると、今

まで頑張っていただいた猟友会があるので、そ

の辺の道筋を立てながらやろうと考えておりま

す。

○ 原委員 ですから、そういうマインドはあ

るんだということは認識しながらやっていただ

きたい。必ずしも猟友会だけだということでは

ないと思いますから。それぞれの意見があるん

だと思います。

○前屋敷委員 この予算書見せていただいたら、

総じて治山事業の経費と、それから路網整備あ

たりの予算が、前年度と比較すると３分の１ぐ

らい少なくなっているんですが、これは肉づけ
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予算で新たに整備されるということですかね。

○水垂自然環境課長 私のほうからは治山のこ

とをお話しますけれども、先ほどもちょっと申

し上げましたけれども、27年度の総予算のうち、

今回はそのうちの８割をこの骨格ということで

盛り込んでおります。残り２割につきましては、

また肉づけということであります。とはいいな

がら、27年度全体の予算額といいますのは、昨

年度当初予算の90％というシーリングの枠内で

計上しておりますので、見た感じ大きく下がっ

ているというような結果です。

○那須森林経営課長 路網整備につきましては、

今自然環境課長が申し上げたとおりの仕組みで

ございますので、そのように御理解いただきた

いと思います。

○前屋敷委員 それから、昨年度と比較して、

森林づくりで花粉の少ない杉を植えた森づくり

というのをやられているんですけれども、こと

しはそういうものが見当たらないんですが、そ

の辺の位置づけあたりはどうなんですか。

○那須森林経営課長 花粉の少ない杉は、森林

環境税を活用させていただいて実施している事

業でございまして、これはまた６月に御審議い

ただくことになるというふうにお願いしたいと

思います。

○前屋敷委員 わかりました。

○内村委員長 よろしいでしょうか。

それでは、以上で自然環境課、森林経営課、

山村・木材振興課の議案の審査を終了いたしま

す。

総括質疑のため、暫時休憩いたします。３時

にまた再開します。

午後２時53分休憩

午後３時０分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました。

これから総括質疑を行います。環境森林部全

般について質疑はありませんか。

○緒嶋委員 我々議員の立場から言えば、今度

の骨格予算というのは、我々とすれば余り気に

入ったことではないんですよね。というのは、

やはり政府は12月開催して予算編成して年間予

算組んである。我々、県は、知事も同じときに

選挙して、もう継続ということはわかってたん

だから、本当は景気対策も含めて─部長も今

度はやめるんだけど、骨格でやめるよりは総体

予算でこれだけ予算をつけましたと言ってやめ

たほうがかっこいい。本当言えば、我々として

も選挙前で、予算をこれだけつけました、松く

い虫対策をこれだけ予算をつけましたと言って

本当は選挙したほうが。６月に補正でつける予

定ですというのは迫力もない。

我々の立場から言えば、そして県民からすれ

ば、これは繰越予算もあるけれども、４年間の

中で当初予算でこれだけの年間予算として組ん

で、県民のためにやっておりますというのが、

本当は正しい予算だと思う。やはりそういう意

味では、骨格予算で８割つけたということは、

それはそれで悪いとは言わんけれども、もう

ちょっとボリュームのある予算を組んで、県民

に向かってＰＲし、知事も２期目を前向きにそ

れだけやるんだというような気持ちでスタート

したほうが、本当の責任ある知事としての姿だ

というふうに思うが、部長はそれをどう思うか

ですよ。

○徳永環境森林部長 非常に答弁しづらいとこ

ろで、ありがとうございます。私のほうがやめ

るときもそうあってほしかったなと思っており

ますが。
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だけれども、今回の予算は、26年度補正、そ

れから骨格、肉づけと、いわゆる３段ロケット

の方式で、現場においても公共事業は特にそう

だと思うんですが、やはり一度に予算がついて、

一度に発注ということは非常に難しい状況に今

ございますので、私としては、公共事業につい

ては、やはり３段階で、ある程度収入を通して

仕事を分散させる方式で行ったほうがいいかな

と思っております。

それ以外については、やはり知事の、これか

ら我々も知恵を出して固めていくわけですけれ

ども、そういうところで、きょうの委員の皆さ

んの意見を十分に頭に入れた上で、いろんな施

策がまた６月までにできるんじゃないかなと

思っております。以上です。

○緒嶋委員 特に、今度の26年最後の補正とい

うのは、国の経済対策による補正だから、県独

自の補正ということじゃない、県独自は減額だ

から。国はそれこそ昨年の12月に解散・総選挙

があって、国の予算政策としてできて、その結

果で県にいろいろな交付金というのが来たから、

そういう中で言われるわけで、県独自で増額し

た予算というのは、もうほとんどないわけであっ

て、そういう意味では、県の姿勢というのはや

はり当初予算で明確に打ち出すのが筋だと思っ

ております。

４年に１回こういう形が続くということは、

あんまり本当じゃないと。やはり継続した中で

予算は円滑に推進できるような体制を─知事

がかわれば別よ、もう知事がかわらんというよ

うな形を、みんなが見てもそういうときには、

私は４年間は継続していくべきだと思います。

これは私見だから、そんなふうにしてとは言い

ませんけれども、私はそう思う。

それと、今度バイオマスが、今、工事中、稼

働しているとかありますが、その状況はどうで

すか。この発電所の状況は、今の建設の進捗状

況というか、全体的なもの。

○福満山村・木材振興課長 今、４つの新規の

木質発電施設が建設中、あるいはもう完成も一

部ございます。都農町のグリーンバイオマス発

電施設が、過日オープンいたしまして、２月11

日竣工式をして稼働を始めております。

そして、川南にあります森林発電所、宮崎森

林発電所です。これが３月末の竣工を予定して

おりまして、４月からの売電開始というような

ことで動いております。南の王子グリーンエナ

ジー、これも３月中の稼働が開始される。それ

と中国木材も同様に３月末と伺っているところ

でございますので、年度末から年度初めにかけ

て、４つの大きな発電施設が本格稼働を開始す

るというような状況でございます。

○緒嶋委員 稼働が順調に行っているというこ

とはいいことでありますが、問題は今後におい

ては、やはりその原料となる木材がどれだけう

まく順調に集材できるかということであります

が、その体制の中で中間土場は、もう端的に言

うと、西臼杵なんかはまだ１カ所もないわけで

すよね。そういう形の中で、本当にそれ以外の

ところでうまく燃料としての木材が順調に集材、

集積できるのかどうか。今二、三カ月分はある

というようなことも聞かんではないわけですけ

れども、その見通しというのはどのように考え

ておられますか。

○福満山村・木材振興課長 今、午前中の聞き

取りで森林発電所とグリーンバイオマスの集荷

状況をちょっと把握したところなんですけれど

も、森林発電所については、３月末で３万トン、

５カ月分を大体集める予定ということでござい

ます。グリーンバイオマスさんのほうが、２万



- 121 -

平成27年３月５日(木)

トンぐらいを今まで集めてたんですけれども、

若干もう始めたということで、きょう現在で在

庫が１万8,000トンに減っているというような状

況を伺っております。

両発電所とも、特に森林発電所さんのほうは、

１日に必要な200トン以上の集荷の体制がほぼで

き上がったというふうな感じですね。グリーン

バイオマスさんも、今110トンから150トンぐら

いというような集め方─基本的に200トンを集

めないといけないんですが、その状況にもう近

づいていると。そして、製材業界からのチップ

の集荷というのも本格化していくのが、グリー

ンバイオマスさんのほうはそういう集荷計画が

できつつあるということで、これもほぼ計画に

沿った集荷に近づくんじゃないかなと今のとこ

ろ見ております。

あとグリーンエナジーさんは、もう王子木材

緑化株式会社の子会社の関係で、チップを各県

内外にヤードを持ってますので、そういったと

ころで集荷を始めているというようなところで、

中国木材さんは基本的に製材端材を中心に燃料

化していくということですので、今のところ滑

り出しはうまくいくんじゃないかと思っており

ますけれども、委員御指摘のとおり、やはりこ

れは永続的に続かないといけませんので、地域

の供給体制が整うように、市町村関係者、森林

組合、それから素材業者、一体となって、やは

り集荷体制に向けて県単事業等も使いながら努

力していきたいと思っております。

○緒嶋委員 単価、今のところ１トン当たりの

価格はどのような状況ですか。

○福満山村・木材振興課長 これはＦＩＴの認

定の材であればという、売電価格であればとい

うことですが、32円、24円口ということでいき

ますと、大体トン7,000円というのが32円口、そ

して24円口という一般材については、合法木材

ですけれども、こういったものについては4,000

円から6,000円というような状況で推移している

ということです。13円口という証明のとれない

ものについては、もっと下の価格、3,000円とか、

二、三千円というような価格で取引きされてい

ると聞いております。

○緒嶋委員 今度、部長も言われた遠隔地とい

うか、そういうところに対してはそういう輸送

費、輸送費って言っていいんですかね、支援を

するというような、具体的な支援の方法はどう

いう形になるわけですか。

○福満山村・木材振興課長 地域再生交付金を

活用した補助、補正事業ということでお願いし

ておりますけれども、これにつきましては、50

キロ以上の遠隔地を対象にしております。なか

なかやはり集めにくいということで、その発電

施設から50キロから80キロをトン当たり500円、

そして80キロを超す場合は1,000円というふうな

格好で、その間に集荷体制をうまく輸送業者と

連携してつくってくださいと、そういったモデ

ル的なものについて支援しましょうということ

で考えております。

○緒嶋委員 土場から基礎になるそのスタート

の地点はどこを指して50キロ、80キロと言うわ

けですか。

○福満山村・木材振興課長 例えば、グリーン

バイオマスさんだったり森林発電所さんだった

りの発電所から山の土場、集積土場とか山土場

と、そういった形で今のところ考えております

が。

○緒嶋委員 その集積土場がないところはどう

なるわけですか。

○福満山村・木材振興課長 基本的に山の沿道

に集めておくということであれば、そこの距離
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になろうかと思っておりますけれども。

○緒嶋委員 中間土場というか、一つのポイン

トを明確にせんと、逆に言えば、極端に言えば49

キロか50キロかとか、そういうことのルールの

確立がなかなかできないんじゃないかと思うと

ですよね。やはりそういう意味では、中間土場

にスケールトラックというかな、トラック、そ

れがあって、そこからやはり大型車で運搬する

というようなそういうルールを早く確立しなけ

れば、私はなかなかこの制度は─今は３万ト

ンとかあるということはそれはいいことですが、

長期的に見た場合にその問題が出てくるんじゃ

ないかなという気がしますし。今度の輸送コス

トの支援というのも、単年度で終わるわけです

か、どのあたりまで考えておられるんですか。

○福満山村・木材振興課長 基本的に、単なる

輸送補助という形では考えてませんで、やはり

遠いところでも自分たちが集めて、その集荷を、

例えばぐるっと回っていけば効率的に回れると

かいうようなチーム、そういったものができた

ら何とか出せるようになる、そういうシステム

をつくってもらおうというのがこの趣旨であり

まして、最初、初年度は500円なり1,000円なり

というような格好で考えてますけれども、今の

ところ２年、３年と続ける間に減額させていた

だいて、最終的には補助もなくてそのシステム

が稼働していくような仕組みをつくってもらお

うと考えております。

○緒嶋委員 そのためには、やはり私は、これ

はなかなか中山間地は、椎葉でも諸塚でも西臼

杵でも、なかなか中間土場の適地がないわけで

すよね。今それを四苦八苦しているわけですけ

れども、これをいつごろまでにというか、なか

なかそのめどは立たんと思いますけれども、早

目にやはり３町も森林組合も躍起にはなってお

るんですけれども、なかなかめどが立たんとい

うかな、そういう感じですけれども、そのあた

りは山村・木材振興課はどこまで状況を掌握さ

れているんですか。

○福満山村・木材振興課長 昨年の４月には、

日之影のほうから早速、中間土場をつくりたい

んだというようなことで名乗りを上げてこられ

て、もくみさんの裏ということで最初は考えて

らしたんですけれども、今のところその建設事

業の関係でうまくいかないということで、もう

しばらくかかるということでしたけれども、近

いうちに見つけたいという町長の腹もあると聞

いております。

高千穂と五ヶ瀬と、そういったところも、や

はり遠隔地になればなるほど、そういう集積す

るという行為がやはりどうしても必要になって

くると思っておりますので、発電事業体が個別

につくっているというところも聞いてございま

すけれども、できれば、町村さんが主体になっ

て林家と協力して、適切な場所を流域の入り口

辺につくっていただくような、そういったとこ

ろの取り組みを指導してまいりたいと思ってお

りますし、今のところ県単の事業で、ことし都

農と日南については中間土場をつくっていただ

くような予定になってますので、その事業も利

用して、あの流域地域についてもつくっていた

だくように指導をしていきたいと思っておりま

す。

○緒嶋委員 これも県森連とか森林組合と巻き

込んでやるのがいいんじゃないかなという気が

しますし、個々のバイオマス発電所が加工して、

それなりにやるというのは、またそれはそれで

いいことだとは思うんですけれども、やはり全

体の林業政策というか、そういうものから考え

れば、やはり公的な形の中でつくっていかんと、
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将来的にいろいろと問題が出てくるんじゃない

かなという気がしますので。

いずれにしても、もう発電所は稼働するわけ

ですから、原料を搬出するシステムが明確でな

いということは、やはりどこでか行き詰るんじゃ

ないかという気がしてならないわけですよね。

そういうことであれば、そこ辺が整合性とい

うか、その流通体系まで含めて、体制まで含め

て、やはり整備しておかんと。発電所はできた

が流通体制は整っていないということであれば、

行政は何してたかというふうにも、発電所側か

ら逆に─発電所の責任だといえばそれまでで

すけれども、集材ができなくなれば、これは大

変なことだと思いますし、それじゃなくてもも

う９カ所もそのバイオマスの発電所が稼働し始

めれば、その材のそれこそ争奪戦みたいなこと

になれば、それは大変なことになりますし、ま

た５月から７月まで雨季になれば材も集まらん

わけですよね。もう山の仕事ができないと、集

材ができないというような意識も出てくるわけ

でありますので。そういうことから考えれば、

ぜひこれは１年どころじゃない、１日でも早く

整備体制ができるように最大の努力をしてほし

いということをお願いしておきます。

○井上委員 今の関連なんですけれども、もう

９発電事業体があるということは明らかなんで

すよね。それで、今、緒嶋委員が言われたとお

りなんですが、ちゃんとしたサイクルをきちん

とつくり上げないと。それを大体物事が起こっ

て、そこに対処、こっちで対処じゃなくて、大

体何年ぐらいのスパンでどのくらいのところま

でどんなふうに仕上げるというイメージという

か、それはでき上がっているんですかね。そこ

がちょっと私もいつも話を聞いてて、土場をつ

くれば、それで済みでもないので、だから、そ

のあたりがちょっとわからないんですよね。場

合によっては、土場をつくらないといけない場

合も出てくるのかなと思ったりもするんですが、

その辺はどうなんですか。

○徳永環境森林部長 非常に産みの苦しさで、

明確なイメージはあるのかというけれども、実

はもうなくて、恐らくこういう動きをするんだ

ろうなという想定の中で現場を動かし、また現

場も想定の中で動いているという状況でござい

ます。

されど、この１年の中で、自分たちがどうい

う山の手当てをして、どういう採材の仕方をし

ていけば、これに通用できるな、それでどうい

う集め方をすればできるなと、徐々にではあり

ますが、大勢が見えてきましたので、それはベ

ストではないんですけれども、そういうことで

行っております。

ともかくＡの発電所には、例えば20の業者が

確実に安定的に出しますよと、出すほうは出す

ほうでちゃんと山の手当てをしますよと。山に

ついては、今度は森林署員がちゃんと協力しま

すよと、この３つがちゃんとそろわないと─

価格もちゃんと安定して、安定した量を確保す

るというシステムを早く。それを今進めている

ところです。

こういうイメージでいけば、恐らくうまくい

くんだろうな、これは全国にもないもんですか

ら、成功した例も、「木の駅」とかいろいろ言っ

てますけれども、あそこはもう普通の素人がこ

の辺から集めてやっているというだけの話で、

それに比べてうちは、もうプロの素材生産業、

森林組合がおりますから、彼らがいろいろ知恵

を出してしてくれるんだなという状況です。そ

れは業界も行政も一緒になって回していくしか

ないかなと思ってます。
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○井上委員 今言われたとおりだと思うんです

よね。林活でも、いろんなところを見に行った

けれども、モデルになるところが実際は全然な

かったんですよ。もう小っちゃなところで小っ

ちゃく動かしておられて、あんなもんじゃだめ

よねみたいな話で終わってるんですね。だから、

モデルがあるかっていったらモデルはないんで

すよ。だから、そういう意味で言うと、うちが

つくらないといけないというか、もう先頭を走っ

ているもんだから。

そして、９の発電事業体があるということ、

これを考えていけば、ある意味、さっきから

ちょっとお金のことばかり言って恐縮ですが、

本当にうちでバイオマスの木質チップでやると

いうふうに決めれば、きちんとした金も投下し

てやらないと、単にちょこっとここで手当てし

て、幾ら金を投資で500円出して、1,000円出し

てじゃ済まないと思うんですね。

だから、何年かのスパンで予算をこのくらい

は使うということも含めて、そのシステムをあ

る意味つくり上げていっておかないと、なかな

か対症療法的に少しやっとくだけでは、緒嶋委

員もすごく心配しておられるように、発電事業

体はそのままどうなるのみたいな話になって、

本当の意味で言うと、９もなくてもいいのかも

しれないんですけれども、９はあるので、そこ

をやっていくとしたら、やはりそこをしっかり

考えておかないと。

だから、知事部局もそうだけれども、本当に

これでやっていくんだということをきちんと決

めれば、決めた分だけのことを何年間かのスパ

ンできちんとつくり上げていくというのを明確

にしてもらわないと、何かちょっと問題ありか

なと思って。ここは土場があるからここはいい

とよね、ここはこうだからこうでいいよねとい

う話だけでは─何かシステムをきちんとつく

り上げるということにちょっと力を注いでもら

いたいと思うんですよね。そこが今、非常に心

配といえば心配で、これを進めていきたいと思

いつつ、すごくそこが心配なところなんですよ

ね。

○徳永環境森林部長 私も心配しながらやって

おりまして。だけれども、今、井上委員の言っ

たことは、それをやらないと20年間継続的にそ

れを供給するというのは非常に不可能な話で、

対症療法的な供給をすると、これは安くなった

から出しません、これは出しますという話では、

恐らく電気がとまりますので。だから、そうい

うシステムを必ず確立しないと、それをなるべ

く早くつくれるような方法を考える、対策を打っ

ていく必要性が必ずあると認識しております。

○井上委員 委員長、重ねて恐縮なんですが、

もう部長がわかっておられるなら恐縮なんだけ

れども、県森連さんもそうだし、森林組合さん

もそうだし、関連企業の木材のところもそうだ

し、やはりしっかりしてもらわないと。しっか

りして、もう本当に我がとこだけよければいい

とかって考えられると、これはもうなかなかで

きない話なので、そこはお互いのコミュニケー

ションというか、同じ経営体の中に入ったと思っ

てやっていただかないといけないと思うんです

よね。

だから、そこを、「いや、俺たちはもうそんげ

なったらこうせんど」とかにはならないという

ことをみんなで自覚をしないといけないんじゃ

ないですかね。一つの経営体になったんだとい

うことを、知事のリーダーシップはここでも発

揮していただきたいところなんですが。だから、

そういうことをきちんとお互いが認識する、お

互いの団体全部が認識するということをやって
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いただいた上で、これはやはりシステムをきち

んとつくり上げていくということをやっていた

だきたい。これは私の要望なんですけれども。

○徳永環境森林部長 根本的には、それが一番

だと思います。いわゆる関係団体が、同じ方向

を向かってやらないと。これがばらばらにやっ

ていくと、恐らく不可能に近いなと思ってます

ので、まずそこは根本的な問題であろうと。そ

の後でシステムをどうするかという話がありま

すんで、それはそれで各団体に対して指導して

まいりたいと思います。

○緒嶋委員 いろいろな意味で課題はまだあろ

うけれども、私はこの際、土場については県が

責任を持って先行投資してでも、あとはいろい

ろな形、買収してでもやるというぐらいの、そ

れぐらいの気持ちがないと。森林組合がやれ、

町がやれと言ってもなかなかだから、金は県が

手当てするというぐらいの思いでやっぱりやっ

ていかんと、これはバイオマスを日本の先端を

行くということを言いながら、システムがまだ

明確にできていないというようなことは、これ

はやはり順序が後先じゃないかということにも

なるので、やはりそのためにこの６月に肉づけ

するというんなら、逆にいいチャンスだから、

当初予算で組んでましたというんじゃなくて、

肉づけを６月するというとなら、そういう予算

は組めるわけだから、そのくらいのはまりでや

るというのが絶対必要だと思うんです。だから、

ほかのところやるんじゃなく、県がそれだけ責

任持ってやるというぐらいのつもりで─ぐら

いじゃない、そういうつもりでぜひやる必要が

あると思いますので、部長は６月おられんから、

やりますとも言えないかもしれないけれども、

それぐらいの意気込みで進んでほしいというこ

とを要望しときます。

次、今度、祖母・傾山系が世界エコパークと

いうようなことで進められておるんですが、そ

の中で全体的から見ると、大分県、宮崎県の全

体の中の範囲になるけれども、やはり祖母山そ

のものの風景を見れば、宮崎県側から高千穂の

五ヵ所というところから登ったほうが、時間的

にもそうかからんし、登りやすいということが

あると、一番取り組みやすいとですね。そうな

ると、やはり林道そのものが、祖母山は、あそ

こは日本の百名山の一つにもなっておるわけで

すがね。その中の林道が、そこから普通林道と

いうのかな、町管理だけれども、大変荒れて、

日本の百名山の中での林道として一番悪いとい

う評判が、登山する人から今出ておるわけです。

これを何とかある程度整備しないと、これは

もうエコパークに申請する前の段階として、申

請するだけのことが本当に適当かどうかという

ようなことにもなるんだと思うので、これまだ

九州自然歩道との絡みもあるわけだが、何とか、

これは町がやれば一番いいのかもしれんけれど

も、県単とか何とかを含めて、これをやってい

かんとちょっと恥ずかしいんじゃないかなと思

うんですが、そのあたりの認識は。

○那須森林経営課長 現場をよく存じ上げてな

いので、また委員の御指導も仰ぎたいと思いま

すけれども、そういう話があれば、市町村さん

と一緒に積み上げていくという作業になるかと

思いますので、また御指導いただきたいと考え

ております。

○緒嶋委員 エコパークに本当に該当するかど

うか、今度は調査にも当然来ると思うんですよ。

そのとき、こういう状態で何で申請したんです

かと言われるようなことでは、これはもう話に

もならないということでありますので、それは

ある程度、県としても、やはり県が申請すると
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いう形になろうと思いますので、そうなるとや

はり県の責任も伴うと思いますので、そのあた

りをぜひ検討していただいて、本当にそれだけ

の値打ちがあるなと、みんなが思うような形の

中でエコパークにならないと、後で整備します

ではどうにもならんのじゃないかなという気が

しますので、ぜひこれは高千穂、日之影も関係

するし、それも含めて、どうあるべきかという

のは、足元から固めていかないと問題じゃない

かなという気がしますので、ぜひ検討していた

だくように要望しておきます。

○井上委員 太陽光発電の家庭用関係のことに

ついては、それはぜひまたやっていただきたい。

個人発電所はやっていただきたいと思うんです

けれども、メガソーラーとして呼べないぐらい

の量であったりしながら、とんでもないような

ところに太陽光発電のソーラーが置いてあると

ころをすごく見るんですが、全体的に宮崎県に、

どんなところにどんな場所にどんなふうにある

というのは、どこが把握してるんですかね。

○川添環境森林課長 県庁で環境森林課が把握

していると整理はしています。ある程度、ただ

ほんの１割なのか─ちょっと自信はないんで

すけれども。

○井上委員 ぜひ、各市町村も把握してないん

じゃないかなと思うような場所に私、隅々うろ

うろしているものだから─こんなところにと

いうようなところ、こんなところ切っちゃいか

んだろうというようなところにあったりするわ

けですよね。一応、これから先メガソーラーが

どうなるかというのは、まだ不確定なところが

あるけれども、どこにあるかということぐらい

は県のほうで全体を把握しといていただきたい。

○川添環境森林課長 井上委員と思いは同じで

ございまして、幸いなことに各振興局いらっしゃ

いますから、各振興局に秋口から、出張のつい

でにあった場合は教えてくださいという形で把

握に努めてます。

さらに、市町村には、今、井上委員がおっしゃっ

たように、メガソーラーぐらいは把握しとって

くださいという形で、これだけの数はあるとい

うのは、市町村ごとで認定の数と稼働の数はわ

かってますから、一応文書で把握に努めてくだ

さいという形はしているんですが、いかんせん、

なかなか把握できていないというところが現状

でございます。だから、努力はしていかないと

いけないです。

○井上委員 将来的にどんなふうに、まあ私は

生きていないと思うんですが、どんなふうにな

るかわからないので、あれがですね。山林がど

んなふうに破壊の方向というか、考えられない

ぐらいの状況になっていく可能性もあったりす

るので。ですから、絶対にここにあるというこ

とを、そして何ワットのものであるみたいなこ

とぐらいは把握をして、所有者も把握はしてお

いていただきたい。これはもう要望です。本当

によろしくお願いしたい。

○川添環境森林課長 国のほうも今まで情報を

提供しないと言ってたんですが、それを提供す

るという形で方向を変えてます。ただ、具体的

にどのような情報をくれるかが、まだ全くわか

りませんので、そういう今まで努力した情報と

国の情報をあわせて、精度の高い状況で把握し

たいと考えています。

○井上委員 よろしくお願いします。

○ 原委員 きのう、環境森林部の後に農政水

産部の補正があったんですけれども、その中で

「輝く中山間園芸産地構築事業」というのが緊

急経済対策で、当然新規事業ということになる

んですが、行われておりまして、担当は農産園
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芸課です。どういう事業かと言いますと、簡単

に読みますが、「高齢化や担い手不足が進む中山

間地域において、農業に限らず林業、土木等の

他産業連携型の雇用組織を設置し云々」とある。

狙いは、園芸版集落営農組織も一緒に育成。ど

ういうことかというと、複合経営というか、基

礎的なところで公共事業をやる建設業だったり、

そして林業をしながら、園芸団地があるとする

と、その周年の中で、ある期間は林業所管で、

ある期間は公共事業、そしてほかのときにはそ

の経営体に、その人たちはＵターンであり、Ｊ

ターンであり、Ｉターンであり、数人雇用され

て、その園芸の作業に今度は行って、そこでま

た働くという、そういうことでふるさと創生の

一環としてそういうアイデアを農産園芸課が出

してこられたんですよ。

確かにこれからまただんだん高齢化が進んで

人がいなくなるという中山間地において、こう

いう発想はあるなということで、昨日も議論に

なったんでしたけれども、林業と書いてありま

すから、この一つの制度設計というか、農産園

芸課が担当してやったこれに、林業の所管であ

る環境森林部として、一緒にこれは加わって制

度設計されたのかどうか、かかわっておられる

のかどうか、あるいはかかわっておられなけれ

ば、じゃあこれについて、どうこれからしてい

くかという、このところをちょっとお聞きした

い。

○那須森林経営課長 私もその事業をよく存じ

上げてはいないんですけれども、事業を組み立

てる前に、一度そういうふうな組織体をつくっ

て、常時雇用して、人の育成、定着を図りたい

というような趣旨のお話を受けたことはござい

ます。

林業で何ができるかと考えたときに、継続的

な作業も必要なんですけれども、林業の中で園

芸的なものとすれば、言われている苗木の生産

が一番近いんじゃないかというようなお話をし

て、そういう形ができていれば加わることもで

きるなというふうなことまではお話をしている

ところです。

そういうところが具体化して、いろんな職種

といいますか、作業所を求められているという

ことであれば、一緒になってやっていくべきで

はあるかというふうな印象は持っております。

○森環境森林部次長（技術担当） 郡司次長と

農産園芸課長と、以前お話したことがございま

して、要するに中山間地域で耕作放棄地が非常

に問題になっていると。そこの耕作放棄地と山

との境が有害鳥獣の巣になったりしているとい

うことで、そこを一帯的に開発していくのに、

先ほど那須課長が申し上げましたような苗畑を

つくるとか、牧場を育成して、そこを一帯的に

管理して、耕作放棄地を解消していこうという

案は、お互いにちょっと会話をしたところでご

ざいます。

それの一環として、そういうふうな形で流れ

てくるのかなと思いますが、林業版としまして

は、もう既にウッドピア諸塚という組織が以前

からできておりまして、林業を主体にしまして、

例えばお茶だとか、農作物の保護管理のほうも

やっておりますので、その辺が一つのメルクマ

ールといいますか、目標値になって、今後また

それを広げていくようなことになるのかなと

思っております。

○ 原委員 これからそういう中山間地を守っ

ていくためには、農商工連携という言葉がある

けれども、先ほどの丸山議員の、のこくずの話

で、部長の言葉で農業あっての林業だとありま

したけれども、農と林と工と連携しながらその
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中山間地でいろいろな仕事をしながら収益を得

て、それでやっていく、そこに当然若い人も所

得があるわけですから入ってきて、耕作放棄地

対策防止になるとかですね。林業もやってみよ

うというようなことでおもしろい考えかなと。

従来、田舎には各種そういう生き方をしてきた

人はいるんですね。土地を持たずに、農村社会

で一生懸命頑張っている人は今までもいたわけ

ですよね。それが時代が変わって工場ができた

り、勤めながら農業をやったり、そして林業を

やったりという。そういう複合的な経営でやっ

てきたわけですけれども。

それで、僕はちょっと話がまた太陽光に行く

けれども、エネルギー兼業農家なんて恐らく無

理だろうと思いましたけれども、こういう発想

もあるんだなということで言ったんでしたけれ

ども。だから、そういうことのようですから、

ぜひ農政水産部と連携してやっていただくと、

苗場の話とか、今の次長の話がありましたので、

もっとこれがバリエーションのあるおもしろい

事業になるんじゃないかなと思うので、ぜひア

イデアを加えていただいて、これを発展させて

いただくといいかなと思って、今これを出した

んです。

○徳永環境森林部長 中山間地域は、地域対策

だと思っているので。産業政策じゃなくて地域

政策を打つ上では、農林が一緒になって、公共

事業も含めてですね。みんな実際は、木材と牛

と茶と、日雇いで収入を上げて飯を食ってます

ので、それが地域政策だろうと思いますので、

産業政策も含めながら地域政策として、それは

農政水産部と一緒になっていく必要は十分ある

というふうに認識しております。

○ 原委員 この、輝く中山間園芸産地構築事

業、こういうものをぜひ充実したものになるよ

うに、両部協力していただいてやっていただく

ように強くお願いしておきます。

○緒嶋委員 本当は林業というか、林産業を含

めたものがどうシステムをつくっていくかとい

うのが、この中山間地ではふるさと創生だと思

うんですよね。だから、やはり環境森林部が輝

くことが、ふるさと創生だと思うわけですよ。

その中では、やはりいろいろ言われた農業と

の連携、それと一番基本は、やはり山を守らな

いといけないわけですね。それから植えて、育

てて、切って、また植えるというのが、もうふ

るさと創生になるわけですね。それを放ったら

かして、放置林になったり、いろいろすれば、

また有害鳥獣等もふえてくるというようなこと

だから、そのサイクルがうまくいくということ

が私はふるさと創生だと思っています。

その中で、やはり杉だけに頼っていいのかと

いうのがあるわけですね。やはり里山の木は、

今度はバイオマスという新たなものが生まれて

きたわけだから、早く育って早く切れるという

こと、経済的なサイクルを短くする、成長の早

い木を植えて、できるだけ換金を早くするとい

うようなシステムを掲げていかないと。今、木

を切ったが、後は土地まで買ってくれ、40年先

のことは、もう自分はわからないという人が多

いから、今土地は二束三文みたいなことで買っ

てくれと。税金まで納めて、土地がいつ木が太

るともわからん。鹿、イノシシからやられて、

植えたのが五、六年でまた放置林みたいになっ

てしまうなら、もう自分の土地は要らんという

人がかなりふえてきているわけですね。

そうなると、やはり成長の早いもので、うま

くあなたの代で２回は切れるというようなもの

が出てきていいと思うんですよ。そういうこと

の研究なんかは、林業試験場というか、センタ
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ーのほうでやっておられるだろうと思うんです

けれども、そのめどなんかはまだ立っていない

わけですかね。

○河野林業技術センター所長 今委員のお尋ね

の、いわゆる私どもでは早生樹と呼んでありま

す。早く成長する木ですね。林業技術センター

は移転しまして、西郷のほうに移転して23年た

ちました。試験林が41ヘクタールあるんですが、

そろそろ集伐の時期を迎えてまして、実は今委

員おっしゃった早生樹の試験林についても、こ

の春から着手することにしておりまして、４年

かけて４ヘクタール程度の試験地を設けたいと

思ってます。

この当初予算の中に入っておりますけれども、

これまではどちらかといいますと、樹木、木材

は、マテリアル利用が中心だったんですけれど

も、熱利用のほうがかなり着目されてきており

ますので、やはりそういった熱利用、10年から15

年で収穫できるような樹木の選定、今３種類ぐ

らい候補が上がっておりますけれども、来年度

の春から植栽にかかりたいと思っています。

○緒嶋委員 それをやることで、また山の形態

も変わってくるだろうと思うし、これでやった

ら何とか山村で生きられるという人もふえてく

るだろうと思ってるんですね。やはり山村で生

きられないから山村が過疎化になるわけで、働

く場所がない、経済的な所得もないということ

で都会に皆出るわけですね。

ふるさと創生というのは、田舎で生活ができ

る形をとる、農村で生活できる姿にするという

のが大きな目的であるわけで、それを林業政策

の中でどう確立していくかということであると、

私は農業以上に林業の人たちの働く場所という

か、そういうものがふえてくるんじゃないかな

と思うので、21世紀は環境森林部の時代だと思っ

ておりますので、ぜひ早目にシステム化して普

及させていただくように強く要望しておきます。

○ 原委員 竹も大体熱量、カロリーは高いん

ですよね。育ちも早いですよね。専門家がいらっ

しゃると思うんだけれども、単位面積当たりの

熱カロリー換算で考えたときの成長率というか、

速さというのは。今ここで言っているのは杉で

すけれども、クヌギは育ちが早い、切れば植え

なくてもまだ出てくるということを考えたとき

に、熱カロリーのリサイクルを考えたときに、

竹と、例えば広葉樹と、杉と、何が今、サイク

ルが早いかという。緒嶋委員がおっしゃいまし

たけれども、これは専門家的にどうなんですか

ね。わかれば教えていただきたい。

○河野林業技術センター所長 竹については、

ほかの地域で既に試験されたケースがあるそう

です。ただボリュームを求めるのに、物すごく、

かさばるんですね。空中ですから、現地でチッ

プ化して運ぶのであれば効率的に集められるけ

れども、なかなか運搬加工にコストを要すると

いうふうな結果が出ていると聞いております。

ですから、やはりエネルギーとして使う場合

には、早生樹を選定して、もちろん場所も選ん

ででしょうけれども、樹木のほうが効率的だと

いうふうに個人的には思っています。

○ 原委員 その早生樹と考えたときに、何が

一番ベターかという、そこを見きわめればいい

わけですね。ぜひ研究をまた続けていただいて。

○緒嶋委員 今、早生樹の種類、何と何の研究

してるの。

○河野林業技術センター所長 樹種の選定の話

ですけれども、今研究の中で着目しております

のが、既に苗木を一部手に入れてますが、チャ

ンチュンモドキという、これ外国、台湾に自生

している木らしいんですけれども、早生樹とし
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てはかなり有望な木で、何かウルシ科のやつだ

そうですけれども、これが15年ぐらいで、かな

り大きくなると。

それと、もう一つ、コウヨウザンという、こ

れも中国南部のほうに自生しているやつですけ

れども、これは杉みたいな形をしておりますけ

れども、極めて成長が早い。用材にも使えるし、

熱としてももちろん使えるというようなことで、

これが針葉樹でありながら、萌芽をすると。切っ

ても植えなくてもいいというようなのがありま

す。これは実際、西日本でも試験地が別にある

と聞いております。

それとあとはオーストラリアのほう、ユーカ

リとかあんなところもありますけれども、今後、

検討してまいりたいと。

○緒嶋委員 もう一ついいですか。熊本はセン

ダンをやっておるわけですが、あれもいろいろ

な家具やらにも使えるんですね。そういうのも

あるけれども、そこ辺も含めて、ほかの隣県と、

これはお互い秘密にして研究する必要はないと

思うんです。やはりいいものはどこでもお互い

取り入れながらやるということは必要だと思い

ますので、ほかの県とのそういう研究のお互い

情報交換というようなものも必要じゃないかと

思うんですけれども、林業試験場は、ある程度

閉鎖的なとこですかね。

○河野林業技術センター所長 早生樹の研究に

ついては、恥ずかしながらといいますか、大分、

熊本のほうが正直言いまして進んでおります。

さっき言ってましたセンダンの話も熊本からの

研究成果として報告書をいただいております。

ただ、今問題になっておりまして、病気が入っ

ているんです。木がもう、ぼこぼことなってま

して、用材としては、本当だったらきれいな色

の材がとれるんですけれども、用材としては使

えずに、やはりもう熱利用としか使えない。そ

ういった問題がありますので、適地、場所を選

ぶということが最近わかってきたということで

す。

○内村委員長 よろしいでしょうか。その他、

何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○徳永環境森林部長 委員の皆様には、１年間、

叱咤激励をいただきながら、また知恵と汗を我

々執行部と一緒にかいてくれたことに非常に感

謝を申し上げたいと思います。

環境行政は、私は県庁に入ったころは、環境

保護ということを言うと、口がもぞかしいよう

な時代だったんですが、最近は私の孫が、私が

たばこの灰を捨てると、「じいちゃん、地球に優

しくないね」と、こういう時代になったなと思っ

ております。時代は変わったなと思ってますん

で、環境については行政がやることも大事なん

だけれども、やはり県民をいかに動かすか、こ

こに視点を置いてやるべき必要があるんだろう

と思っています。

また、林業につきましては、今でも、あした

の1,000円よりきょうの500円という状況ではご

ざいますが、県としては、あしたの1,000円を見

ながら、いかにきょうの500円を稼ぐかという、

現場に寄り添った着実な政策を今後やっていく

必要があると思っておりますので、今後とも職

員一丸となって、委員の皆様の要望等をなるべ

く実現化できるように一丸となって頑張ってい

きたいと思いますので、今後とも環境行政、林

野行政にまた御協力と御支援をお願いしておき

たいと思います。どうもありがとうございまし

た。

○内村委員長 今まで大変お世話になりまして

ありがとうございました。
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それでは、以上をもって環境森林部を終了い

たします。

執行部の皆様、長時間お疲れさまでした。あ

りがとうございました。

では、暫時休憩いたします。

午後３時49分休憩

午後３時52分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

以上で、本日の委員会は終了いたします。

午後３時52分散会
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午前９時57分再開

出席委員（８人）

委 員 長 内 村 仁 子

副 委 員 長 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 蓬 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
山 田 卓 郎

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 中 田 哲 朗

部 参 事 兼
向 畑 公 俊

農 政 企 画 課 長

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男

流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 大久津 浩

連 携 推 進 室 長 戎 井 靖 貴

営 農 支 援 課 長 後 藤 俊 一

農業改良対策監 児 玉 良 一

食 の 消 費 ・
和 田 括 伸

安 全 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 原 守 利

畑かん営農推進室長 甲 斐 康 真

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業･資源管理室長 田 原 健

漁 村 振 興 課 長 日向寺 二 郎

漁港整備対策監 川 越 克 彦

畜 産 振 興 課 長 坊 園 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 竹 下 裕一郎

総合農業試験場長 井 上 裕 一

県立農業大学校長 山 内 年

水 産 試 験 場 長 神 田 美喜夫

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました、平成27年度当初

予算関連議案等についての部長の説明を求めま

す。

○緒方農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いを申し上げます。

それでは、早速でございますけれども、常任

委員会資料の１ページをお開き願いたいと思い

ます。

平成27年度当初予算についてでございます。

平成27年度の当初予算につきましては、いわ

ゆる骨格予算としての編成となっておりますこ

とから、万が一の場合、早急な対応を要します

家畜防疫対策や、年度当初から必要な経費等を

当初予算として編成したところでございます。

まず、議案第１号の一般会計予算でございま

平成27年３月６日(金)
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すが、（１）の課別集計表の一般会計の合計の欄

にありますように、315億7,359万6,000円でお願

いしております。

また、議案第11号、12号の特別会計予算につ

きましては、下から２段目の合計にありますよ

うに、５億38万4,000円をお願いしております。

この結果、一般会計と特別会計を合わせた農

政水産部全体の予算額は、一番下にありますと

おり320億7,398万円となり、対前年比77.3％と

なっております。

詳細につきましては、後ほど関係課長から説

明させていただきますが、平成27年度はこの当

初予算と、一昨日、御説明差し上げた追加補正

予算、さらには、現在、検討しております肉づ

け予算の３本の予算を適切に執行することによ

りまして、農業水産業の振興を図ってまいりた

いと存じます。

次に、２ページをお開きください。

債務負担行為についてでありますが、一覧表

にあります事項につきまして、追加をお願いす

るものでございます。

次に、右側の３ページでございます。

このページから21ページまで、平成27年度当

初予算の概要を上げております。

また、22ページからでございますが、ここか

らは特別議案でございます。

議案第36号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」外３議案をお願いしております。

さらに、27ページでございます。

ここからは、その他報告事項でございますが、

「第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の改定

について」外３件につきまして上げております。

それぞれ担当課長等から説明させていただき

ますので、よろしくお願いをいたします。

私からは以上でございます。

○内村委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

これより２課ごとに班分けして、議案等の審

査を行い、最後に総括質疑の時間を設けること

とします。

歳出予算の説明については、重点・新規事業

を中心に簡潔に行い、あわせて決算における指

摘要望事項に係る対応状況についても説明をお

願いします。

それでは初めに、農政企画課、地域農業推進

課の議案の審査を行いますので、順次説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、２課の説明が全て終了

した後にお願いします。

○向畑農政企画課長 それでは、委員会資料の

５ページをごらんください。

私のほうから、農政水産部の当初予算案の考

え方について御説明申し上げます。

先般、２月補正のときにも御説明申し上げま

したけれども、追加補正、そして今回の骨格予

算、合わせて１枚にまとめさせていただいてお

ります。

先般、御説明申し上げましたとおり販売力の

強化、生産性の向上、人材の育成、この大きな

くくりで３つ上げておりまして、右側真ん中の

ほうにございますが、破線で囲んでおります骨

格予算、今回はこの予算について説明させてい

ただきます。

個別事業につきましては、各課のほうから御

説明いたします。

それでは、まず私どもの農政企画課の事業に

つきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の273ページでございます。

農政企画課当初予算につきましては、一般会

計のみでございまして24億6,853万7,000円をお
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願いしております。

主な事業につきまして御説明をいたします。

お手数ですが、275ページをごらんください。

（事項）農業情報技術対策の4,430万2,000円

についてであります。

一番下でございますけれども、めくっていた

だきまして次の276ページの２の改善事業「みや

ざき農水産業技術革新加速化事業」につきまし

ては、済みません、お手数ですが、別冊の委員

会資料で御説明させていただきます。７ページ

をごらんください。

本県の農業の持続的な成長産業化を推進いた

しますために、複雑化、高度化する農水産業が

抱える課題に対して技術革新が必要になってお

ります。

このため、この事業におきましては、他産業

の技術革新を取り入れた研究推進体制の構築を

いたしますとともに、研究人材の育成を図るこ

とといたしております。

事業の内容といたしましては、真ん中にござ

いますが、①イノベーション加速化研究の推進

ということで、絵にも描いてございますけれど

も、私ども３つの試験場ございますが、この３

つの試験場と大学、企業とが連携を図ることに

よって共同研究をし、人的交流で技術の高度化

を進めてまいりたいと。続いては右のほうにご

ざいますが、プロジェクト化ということで、こ

れはやはり国の競争的資金、国は、今、競争的

資金で競わすという形になっておりますので、

この獲得に向けていきたいと考えてございます。

②気候変動適応研究の推進でございます。

総合農業試験場内に、宮崎県農水産業温暖化

研究センターを設置しておりまして、ここを核

とした地球温暖化に向けた技術開発についての

取り組みを進めてまいりたいと考えております。

③でございます。イノベーションを支えるコ

ア人材育成確保です。

やはり先端技術につきましては、すごいスピ

ードで進んでおります。こういったスピード感

を持った対応をするためには、やはり人材の確

保がどうしても必要になってきます。

外部の先端的な研究者の招聘等々を行いまし

て、職員のスキルアップを図ってまいろうと考

えております。６ページをごらんください。

事業の概要（１）でございますが、予算額は430

万2,000円でございます。

続きまして、歳出資料に戻ります。276ページ

をごらんください。

中段でございますが、農産物流通体制確立対

策費6,618万円についてでございます。

４の東アジア輸出促進拠点整備事業でござい

ます。

この事業では、海外での取引先づくりを促進

するため、県の香港事務所を核にいたしまして、

県内企業の販路開拓を支援いたしますとともに、

マーケットニーズに基づいた商品やパッケージ

デザインの開発など、産地や食品加工業者が輸

出に挑戦する取り組みを支援するものでござい

ます。

以上が予算でございまして、次、また資料が

変わりますが、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について、御説明させていただ

きたいと思います。

11ページをごらんください。

上の⑰につきましては、後ほど、ブランド・

流通対策室長が御説明を申し上げます。

私のほうからは、⑱儲かる農水産業について、

売れる商品をつくるためには、より詳細なマー

ケット分析を行うことが重要であることから、

商品開発の研究を担う人材の育成及び確保を図
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ることとなってございます。

括弧にございますように、研究人材の育成・

確保につきましては、体系的な資質向上対策も

そうなんですけれども、やはり、今、フードビ

ジネスを進めておりますので、この展開をする

ために、大学も含めてなんですけれども、県内

外の企業との連携が必要でございます。

そこで、昨年、みやざきフードリサーチコン

ソーシアムを設立いたしまして、総合交流によ

る人材育成にも取り組んでいきたいと思ってお

ります。

先ほど御説明しましたが、27年度の当初予算

において、新しく事業を組み立てまして、大学

や企業等と共同研究の取り組み、そして技術革

新を生み出すための推進体制と研究人材の育成

を進めてまいりたいと考えております。

隣の12ページの⑲でございます。

今後の農政推進において、市町村を初めとす

る関係団体との議論を深めること、また施策を

進めていく上でより具体的な数値目標を示すこ

と、さらに小規模な農家でも営農が継続できる

よう、しっかり支えていく施策を講じることと

なっております。

農政水産部におきましては、地域農業の牽引

役である市町村との連携は不可欠でございます

ことから、市町村農政担当課長と県農政水産部

との意見交換会をやっておりまして、例えば昨

年７月なんですけれども、農地中間管理事業、

なかなかやはりこれ厳しいなということもござ

いましたものですから、この推進につきまして

取り組み事例の紹介、解決課題に向けた意見交

換を行ったところでございます。

こういった意見を踏まえて、モデル地区をつ

くって事業を推進しております。

また学識経験者や農業団体、生産者等からな

る部長の私的諮問機関でございますが、農業成

長産業化推進会議、ここ２年間、開催いたしま

した。

こういったところ、この会議においては、本

県の農業の成長産業化をなし遂げるための産地

経営体構想といった御提言をいただいたところ

でございます。

農業を取り巻く環境につきましては、なかな

か厳しいというのは、もう私ども、十二分にわ

かっておりますけれども、これにあわせて国の

ほうが進めております地方創生の動き、そして

国の「農林水産業・地域の活力創造プラン」の

本格的な実施、さらにはＴＰＰ等による急速な

国際化の進展、やはり農業を取り巻く環境が大

きく変化する中、27年度におきましては、現行

の第七次宮崎県農業・農村振興長期計画を見直

しまして、各施策に応じた数値目標の改定や産

地経営体構想の具体化により、小規模農家でも

安心して営農が行える生産体制の構築を進めて

まいりたいと考えております。

私のほうからは以上でございます。

○甲斐ブランド・流通対策室長 ブランド・流

通対策室でございます。

同じ資料の11ページに戻っていただきたいと

思います。

指摘要望事項の⑰でございます。

農産物流通コスト削減総合支援事業の効果の

検証を行い、その結果を関係団体に周知するこ

とについて御説明したいと思います。

本事業では、流通コストの削減を図るため、

ＪＡを単位とした流通コストの分析や共同利用

機械の整備等を支援し、選果場運営の効率化を

進めているところでございます。

昨年度は、ＪＡこばやしでゴボウの選果包装

機等を導入しまして、１月末現在でコストの削
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減率は16.1％となっております。ＪＡ西都では

ニラの包装機等の導入によりまして４％、ＪＡ

尾鈴ではミニトマト等の作業パレットを導入い

たしまして、2.5％のコスト削減が図られており

ます。

これらの取り組み状況につきましては、関係

団体との連絡会議におきまして報告いたしまし

て、情報の共有化に努めているところでござい

ます。

農政企画課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○大久津地域農業推進課長 地域農業推進課で

ございます。歳出予算説明資料の279ページをお

開きください。

当課の当初予算額は、一般会計で38億1,152

万9,000円、特別会計で３億5,818万1,000円、合

わせまして41億6,971万円をお願いしておりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。281ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）農業会議・農業委員

会費１億1,753万4,000円についてでございます。

これは県農業会議や農業委員会が実施いたし

ます農地の利用調整や、耕作放棄地所有者、農

業生産法人等への指導活動に対する委員手当や

交付金等であります。

なお、26年度当初予算との差額の約8,900万円

は、２の農業会議業務費に計上していたものを

国の予算が農地中間管理機構支援事業に移行し

たことから、別途、構造政策推進対策費の中で

措置しております。

次に、（事項）青年農業者育成・確保対策事業

費についてであります。

主な事業は、２の改善事業「がんばる新規就

農者サポート事業」による青年就農者給付金の

給付８億2,854万7,000円で、就農研修者向けの

準備型90名と、経営開始型における継続対象者

と新規採択者の450名、合わせて540名分を計上

しております。

しかし、一昨日の２月補正で説明いたしまし

たように、27年度上半期における経営開始型の

支給分を一部前倒しすることとしていることか

ら、現段階ではその分が減りますが、一方では

国の制度の見直しによりまして、給付対象外で

あった前年所得の250万円が350万円に引き上げ

られると伺っております。

本県では、施設園芸や畜産部門での就農者が

多く、給付停止者の再認定や当初から申請を断

念していた方々を対象とする受給者が今後ふえ

ると見込まれること、さらに中山間・地域政策

課で新たな予算として、東京有楽町のふるさと

暮らし情報センター内に、みやざき移住・ＵＩ

ターンセンターを新たに設置することとしてお

りますので、農業における新規就農者の確保拡

大など、積極的に推進してまいりたいと思って

おります。

続きまして、282ページをお開きください。

（事項）中山間地域活性化推進事業費2,513

万3,000円についてであります。

これは農業の生産条件が不利な特定農山村地

域等において、地域特性に即した農業振興を図

るための施策であります。

１の改善事業「中山間地域等直接支払制度推

進事業」につきましては、日本型直接支払の一

環として新たに始まります第４期対策事業にお

ける、県及び市町村の推進事務費等であります

が、超急傾斜地の加算措置等も新たに創設され

ることから、事業の周知及び実施地区の掘り起

こし等を積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。
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また、２の改善事業「おもてなしと笑顔あふ

れる農家民宿広域ネットワーク推進事業」につ

きましては、従来の研究会を県全域で連携する

事務局へと体制強化を図り、情報の共有化や県

全域のネットワーク構築とともに、他分野との

連携による新たな需要創出、農家民宿開業件数

の増加と質的向上を目指し、受け入れ体制を強

化するものであります。

次に、（事項）担い手育成総合対策事業費につ

いてでありますが、２の新規事業「全国農業担

い手サミット推進対策事業」につきましては、

後ほど委員会資料で御説明いたします。

次に、（事項）農業大学校費２億8,274万4,000

円でございます。

これは農業大学校の運営経費及び４月から指

定管理に移行する研修センター等の運営委託費

等であります。

26年度予算に比べまして、大きく減額となっ

ておりますが、これは国の臨時交付金を活用し

て、大学等の施設の整備改修等を行ったことに

よるもので、27年度は平年ベースとなっており

ます。

次に、283ページをごらんください。

（事項）構造政策推進対策費14億2,624万2,000

円でございます。

これは農地の流動化や６次産業化等を推進す

るものであります。

３の農地中間管理機構支援事業につきまして

は、農地中間管理機構による担い手の農地集約

化を推進するための県や機構及び市町村等にお

ける業務推進活動の経費や協力金などでござい

ます。

26年度予算では大幅な減額補正をしたことか

ら、当初予算では６億1,095万8,000円をお願い

しておりますが、事業の進捗の動向を見ながら、

次年度からの本格実施に向け、さらなる事業拡

大に努めてまいりたいと考えております。

なお、４の農業構造改革支援基金積立金は、

農地中間管理事業を安定的に執行するための基

金として、国からの補助金を積み立てておくも

のであります。

また、５の改善事業「進め６次化みやざき農

業新ビジネス創出事業」につきましては、農業

経営の多角化実現のために他産業との連携強化

やマーケットインの視点に立った新商品の開発

等により、農業者が目指す６次産業化をビジネ

スとして成功させることを目的に支援するもの

でございます。

次に、（事項）農地売買事業費５億6,154万

7,000円についてであります。

これは農地売買支援事業等に取り組む県農業

振興公社の体制整備及び事業推進にかかる経費

でございます。

284ページをごらんください。

就農支援資金特別会計でございます。

（事項）就農支援資金対策費及び（事項）元

金で３億5,818万1,000円を予定しております。

これは新規就農者に対して、今年度、上半期

まで貸し付けていた無利子資金について、国及

び県への返還を行うものであり、現在、貸付業

務は日本政策金融公庫に移行しております。

次に、債務負担行為についてでございますが、

委員会資料の２ページをお開きください。

当課から、２件お願いしております。

一番上の事項ですが、県農業振興公社が農地

取得等のために必要な資金を全国農地保有合理

化協会から借り入れる際、国の規定に基づき、

２億3,700万円を限度に損失補償を行うものであ

ります。

また、２つ目は、農地中間管理機構に指定さ
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れている農業振興公社が、農地中間管理権を有

する農地において、簡易な基盤整備等を行うた

めに必要な無利子資金を、同じく合理化協会か

ら借り入れるため、6,000万円を限度に損失補償

を行うものであります。

次に、当初予算の主な事業等を御説明いたし

ます。同じく、委員会資料の８ページをごらん

ください。

全国農業担い手サミット推進対策事業であり

ます。この大会は、全国の意欲ある農業者が一

堂に会し、みずからの経営改善や地域農業・農

村の発展を目指すもので、本県での11月開催が

決定いたしました。

詳細につきましては、右の概要にありますと

おり、11月10日に、宮崎市内で約1,700名が参加

する全体会では表彰式やパネルトーク等を行い、

夕方、県内８地域に分散して、県内外の農業者

による情報交換会を予定しております。

２日目の11日は、県内36コース程度の先進的

な取り組みや特徴ある経営等を紹介する現地研

修会を予定しております。

また、下段にありますとおり、担い手関係者

組織を初め、農業関係団体機関等による実行委

員会を４月に設置いたしまして、大会運営に当

たることとしております。

８ページに戻っていただきまして、予算額

は1,545万4,000円で単年度事業であります。

本大会を通じ、担い手育成や農家の意欲向上

を図ることはもとより、本県農業の先進的な取

り組みや豊かな食材、観光資源等をしっかり全

国にアピールしていきたいと考えております。

次に、条例の改正についてであります。

同じく委員会資料の22ページをお開きくださ

い。

議案第36号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」であります。

１にありますように、本年４月１日から農業

科学公園及び農業総合研修センターの管理運営

を指定管理者が行うことに伴い、従来、県が使

用料として徴収していたものを指定管理者の利

用料金制に移行するために、所要の改正を行う

ものであります。

改正の内容につきましては、２にありますよ

うに農業科学公園のイベントホール及び物産館

ホール、農業総合研修センターの宿泊室、研修

室の利用料金の基準を定め、別表第４に追加す

るもので、それぞれの料金は従来の県使用料を

上限としております。

地域農業推進課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

○内村委員長 議案に対する説明が終了いたし

ました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○丸山委員 267ページの物流対策、流通対策費

の東アジアのことについて、ちょっとお伺いし

たいんですけれども、香港事務所を立ち上げて

１年ちょっとたって、どのような感じで実績が

進んでいるのかを、少し教えていただくとあり

がたいかなと思ってるんですけれども。

○甲斐ブランド・流通対策室長 香港事務所を

立ち上げて１年が経過いたしまして、香港事務

等の活動も本格化してきております。

一番が、今までカンショ、宮崎牛、ブリとい

う３品目だったものを、新品目の拡大を図って

おりまして、せんだっての補正のとき御説明し

ましたが、スイートピー等が新しい品目として

非常に評価が高く、うまく輸出ができているん

ではないかと思っております。

それ以外にも、日向夏、キンカン、水産物の

新たな取り組みを、今、進めているところであ
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りますが、それぞれの品目によって、やはり香

港や台湾によって嗜好性の違いとかそういった

ものがわかってきまして、うまくいっているも

の、うまくいっていないものが出てきておりま

す。

そのために、香港事務所におきましては、み

やざき棚というものを設置しておりまして、ア

ンテナショップですけれども、そこで香港の方

々の嗜好性の調査等を行っているところでござ

います。

それと、料理教室というものを毎月行ってお

ります。これは宮崎県の素材で、香港の料理人

の方に料理をしていただいて、そのレシピをつ

くっていただいて、香港の消費者の方に知って

いただくというものでございます。

そういった活動をやりながら、今、いろんな

品目の輸出の拡大を図っているところでござい

ます。

○丸山委員 約１年たったということで、当初

の目的の達成度といいますと、どのように認識

されているものなんでしょうか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 活動をいろい

ろやってきたところなんですけれども、やはり

一つ一つ積み上げていかないと、花は花、水産

物は水産物、農産物は農産物の流通がございま

して、それぞれにおいて、やはり輸出において

はいろんな課題が出てくる。

カンショにおいては腐敗の問題とか、スイー

トピーは低コストの輸送ができたわけなんです

けれども、具体的に言いますと、キンカンあた

りを香港でプロモーションを行ってみますと、

宮崎では美味しいと思われるキンカンが、７割

の方が酸っぱいと表現されるというふうに、や

はり嗜好が違うもんだなと考えております。

ただ、台湾において、そういった同じような

セールスをやっても、台湾の方々は非常にキン

カンについては評価しているということもあっ

て、例えば香港においてキンカンを販売する場

合には、逆に、今度、調理用、そういったもの

が必要じゃないのかなといったところも考えな

いといけませんし、うまくいっているスイート

ピーあたりでも、今度は香港あたりではベビー

ハンズとか、ホウズキあたりも購入したいとい

うような意見もありますので、そういった品目

の拡大を図っていきたいと考えております。

○丸山委員 この前言いましたけれども、輸出

はしたけれども本当にもうかるのかと。スイー

トピーは1.5倍とかで、価格もよかったというこ

とで、本当のキンカンとかカンショとかが、価

格の問題としてどんな形で農家の所得の向上に

つながっているのかというのは、約１年やって

みてどういうことで認識すればよろしいでしょ

うか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 スイートピー

は、前回、申しましたように1.5倍、1.6倍の単

価で売れているということで、非常に生産者に

も利益が上がっていると思いますし、カンショ

につきましては、今、香港において、およそ日

本産の７割が宮崎のカンショと思われますけれ

ども、非常に小さいカンショが香港で一定の値

段で売れているということで、これも生産者の

利益につながっていると思っております。日向

夏、キンカン、水産物、こういったものについ

ては、これから認知を上げて量をふやしていく

段階でありまして、今からの段階かなと思って

おります。

○丸山委員 いずれにしましても、農家所得の

向上につなげていただきたいということと、東

アジアというほかの地域、国の状況も含めて、

少し教えていただくとありがたいかなと思って
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るんですけれども。

○甲斐ブランド・流通対策室長 香港事務所を

整備したということもありまして、香港を中心

に輸出の拡大を図っておりますが、台湾につき

ましては残留農薬の問題がありまして、そういっ

た残留農薬問題の解決のために、試験場の職員

を派遣したりして調査を行ってきて、ようやく

その残留農薬の台湾における検査体制がわかっ

てまいりました。

それで、今度、裕毛屋さんというスーパーさ

んのほうに、キンカンとかお米とか、そういっ

たものを持っていってのフェアをやったところ

です。

ですので、台湾については、今後、カンショ

や日向夏、キンカン、こういったものを伸ばし

ていきたいと考えております。

あとのほかの国々については、やはりそういっ

た事々を調べていきながらふやしていかないと

いけないと考えておりますので、前回の補正で

お願いしました県産品輸出促進プロモーション

あたりで、調査を行っていきたいと考えており

ます。

○ 原委員 委員会資料７ページです。

農水産業技術革新加速化事業の気候変動適応

研究の推進。温暖化研究センターという説明が

ありましたが、これはどこにあって、今、概略、

どのような研究をされているか、農業だけなの

か、水産業もなのか、教えてください。

○向畑農政企画課長 施設は総合農業試験場の

中にあるんですけれども、研究をやっているの

は、総合農業試験場、畜産試験場、水産試験場

の３場においてやっておりまして、いろんな取

り組みをしておりますけれども、例えば温暖化

に向けた品種の開発とか、農業ハウスの暖房シ

ステムの取り組みとか研究とかもやっておりま

す。畜産のほうでは温暖化に対応した飼料用作

物の研究等々をやっていただいております。ま

た、水産試験場のほうでは藻場造成技術。やは

り藻場の問題等もありますので、造成技術の開

発とかということで、各試験場において取り組

みをなされているところでございます。

○ 原委員 総体的に、昔からすると温度が上

がったわけだから、緯度がその分上がったこと

になる、下がったと言ったらいいのか、なるわ

けですよね、総体的に。

昔で言えば、例えば奄美大島あたりに、今、

宮崎が行ったのかなというようなことなので

─それが当たっているかどうかわかりません

けど。鹿児島が、結構、南へ長いですよね。そ

の先に沖縄があるわけですが、去年、沖縄の試

験場を見に行こうかと思って紹介してもらった

んですけど、台風でちょっと行かれなくて。そ

れがちょっと、今、議論できないのが残念なん

ですけど、ある意味、あそこでやっていること

が将来の宮崎の気候になるわけで、あそこでつ

くっている作物だとか対策が、宮崎の対策にな

るんだろうと素人ながら思うわけです。

だから、沖縄とか鹿児島の奄美大島あたりに

ある試験場だとか、そことうまくタイアップし

てやっていくといいことになるんじゃないかな

と思ったりするんですけど。

沖縄に本当に物すごくいい試験場ができて、

それを見たかったんですけど。南側にある他県

の試験場等々との連携というのはどうなんです

か。

○井上総合農業試験場長 委員おっしゃいます

とおり、地球温暖化が、現在、進んでおります

けれども、ちょっと数字を言わせていただきま

すと、例えば20世紀の末と、それから21世紀の

末、これから100年後、宮崎県の温度がどうなる
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かということを計算していただいたところなん

ですけれども、宮崎の気象研究会のほうで試算

しましたところ、100年間で３度上がるというよ

うな結果が出ています。

これによりますと、宮崎の今の気象が、100年

後には屋久島あるいは種子島あたりの気象と同

じようになるというようなことになっているよ

うです。

したがいまして、我々としましても鹿児島県

の離島のほうだとか、それから沖縄県の現在の

研究状況については関心を持っているところで

すけれども、具体的には九州各県の試験場の連

携機関がありますので、そういったところで情

報交換をさせていただいているところです。

○ 原委員 ありがとうございました。

それから、予算書の281ページ、「がんばる新

規就農者サポート事業」のところで、有楽町の

ふるさとＵＩターン何とかっていうのがありま

したね。ここ、どういう概要でやっておられる

のか教えてください。

○大久津地域農業推進課長 これにつきまして

は、今回の２月の追加補正のほうで、総合政策

部の中山間・地域政策課が予算としてお願いし

ておりますけれども、今回の地方創生の関係で

都市から地方への移住、ＵＩターンを推進しよ

うという一環の中で、宮崎県としては、東京有

楽町に、ふるさと暮らし情報センターというの

がございまして、ここに移住・ＵＩターンのワ

ンストップ窓口として、仮称でございますが、

みやざき移住・ＵＩターンセンターというのを

設置いたしまして、そこで情報発信とかいろん

な相談を随時受けられるような形をつくろうと

いうことで設けまして。そこには商工サイドだ

けではなくて、一般の移住の方、さらには農業

者とか林業、水産業に従事したい方、そういっ

た方々も、今までは個別で相談会とか説明会やっ

ておりましたけれども、これを一緒にやろうと

いうような形で、予算を措置させていただいて

いるところでございます。

○ 原委員 それは県庁の職員の方が常駐され

るということですか。どっかに委託をするんで

すか。

○大久津地域農業推進課長 そこの相談者との

協議会をつくって、まだ仮称でございますので、

予算措置の中で、運営については、東京事務所

等々もございますので、そういったところも連

携しながら、どういう配置、また外部からとい

うのは今から検討というふうに伺っております。

○ 原委員 あと１件です。282ページ、笑顔あ

ふれる農家民宿広域ネットワーク推進事業。笑

顔があふれるためには、相当、人が泊まりに来

ないと涙が出るんじゃないかと思ってますが、

細かいこと聞きませんけど、宮崎県の民泊とい

うか、民宿される方の傾向と対策というか、大

体どんな状況なんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 最近のデータで申

し上げますけれども、今、民泊については、一

般の農家民泊もあるんですけれども、教育旅行

ということで、学生さんたち等の民泊活用とい

うことで推進しておりまして、例えば平成25年

度が教育旅行だけで県内で943名、233件の受け

入れでございましたけれども、これが一応平成26

年度、まだ途中段階でございますが1,758名、346

戸２施設で受け入れております。

これは県外等はもとより、特に関西中心の方

々も多くなっておりますし、また海外からも韓

国、香港、東南アジアからもお見えになってい

るということで、この辺をさらに加速したいと

思っておりますが、そのための各地域の協議会

がございまして、窓口として任意の研究会をつ
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くってるんですけれども、例えばこういう教育

旅行ですと、マックスで50名単位とか来ると、

１地域で受け入れられないということでお断り

していることもありまして、そういったものを

しっかり横の連携で、受け入れ場所とか、１泊

で終わっているところを県内周遊した民泊でや

りましょうとか、そういう形の取り組みをする

ために、今回のこの事業で組織強化をやりたい

と思っているところでございます。

○ 原委員 平成25年度と26年度を聞くと、大

体、倍増、笑顔があふれつつあるなということ

ですね。はい、わかりました。

○丸山委員 今の農家民泊のこと、小林のほう

もかなり北霧島でやっているんですけれども、

事務局体制がかなり苦労してまして、来るとき

は固まって来るけれども、実際の運営をすると

きに非常に─ＪＴＢさんとかと連携してるの

でＪＴＢはいいかもしれないけど、北霧島のほ

うはあまり、実質、運営自体はもうかってなく

て、小林の補助金が切れると実際もう連絡調整

してくれる事務員が雇えないという近々の課題

を抱えてるものですから、今回の500万円程度の

予算というのはどのような形として、実際、今、

動いているところに対しての支援のあり方は、

どう考えていらっしゃるんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 今回、506万2,000

円の予算措置をさせていただきましたけれども、

直接、地域協議会の補助金というのは、従来か

ら100万円前後やっておりますが、これに今回

は200万円ほどアップいたしまして、その体制整

備、特に県全域の協議会の体制をしっかりやっ

て、地域協議会の負担を減らすというようなこ

ととあわせて、一昨日の補正でお願いしました、

お試し券の配布、あの中で今年度は2,400万円ほ

ど特別に措置させていただきましたので、こち

らで教育旅行はだんだんとふえてるんですけど、

委員がおっしゃいましたようにやはり一般客が

まだまだ認知度が少ない、利用度が少ないとい

うことで、忙しいときは忙しいんですけれど、

暇なときは暇ということで、一般客の方にもっ

ともっと使っていただこうということでお試し

券を活用して一般客に利用していただく。

それともう一つ、民宿だけではなくて、やは

り体験旅行の制度とかメニューをもう少したた

き上げようということで、そのお試し券でプラ

スアルファの料金を払っていただくとか、地場

産品を購入していただく、お帰りになって子供

たちがよかったよとか、いろんな形で、じゃあ、

それのネット販売して、地場産品を買うような

システムで地域を盛り上げていきたいとか、直

売所に寄っていただいて、お買い物いただいて

持って帰っていただく、そういうお金を地域に

残すことをやろうということで、その体制強化

も含めて、ことしは今回の予算と一昨日お願い

しました追加補正の2,400万円で、しっかりと体

制なり、強化をしていきたいと思っております。

○丸山委員 体制強化っていうのは、宮崎県の

どこか中心に専従の人がいて、そこに全情報が

集まって配分をするような形が、どこかにでき

ると認識すればよろしいんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 今現在、みやざき

グリーン・ツーリズム研究会という仮の任意協

議会で置いておりますけれども、やはり片手間

ということもございまして、今回それを専従者

でしっかり置こう、事務局を置こうということ

で、今その研究会の体制強化ということで先般

も打ち合わせております。研究会の窓口が事務

局化という方向で、今、詰めておりますので、

しっかりと専従者を置きますと、ネットワーク

のホームページとか、いろんなこともしっかり
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立ち上げる、情報発信もいろいろやっていくよ

うな形で、来年度は強化していくことにしてお

りますので、そういったところでもっと認知度、

周知も図れるんじゃないか、また利用もさらに

加速されるんじゃないかと期待しております。

○丸山委員 県の場合は３年間補助をやって、

後は自立してくださいというのが多いんですけ

れども、そこで本当３年間で自立できるかとい

うと、北霧島を見てなかなか自立できてないの

が現状。今度は手数料をしっかりとって、自立

できるような形が一番ベストだろうと思ってる

んですが、それの支援の仕方というのは本当に

自立するまでやるのか、先ほど言うように３年

間でバサッと一回切って、またこういうふうに

改定事業でつくっていくという形で進んでいく

のか。基本的な考え方を教えていただきたいと

思っております。

○大久津地域農業推進課長 先ほどから申し上

げますように、昨年まではグリーン・ツーリズ

ムの予算が約300万円ほどでございました。

昨年は、県内のそれぞれの農家民泊やってらっ

しゃる女性陣の方々と県の幹部、これは知事も

含めてなんですけれども、おもてなしでやって

いる料理を持ち寄っていただいて、それをみん

なで食べたり意見交換というのを、知事公舎で

もやったりとか、部長を交えたいろんな意見交

換とか、そういうのもやりまして、昨年は観光

議員連盟のほうでも宿泊等もやっていただきま

した。

そういうことで、それと昨年12月には九州の

グリーン・ツーリズムのシンポジウムを西都で

開催させていただいて、その準備等に１年半か

けたということで、かなり県内の各宿泊、民泊

者の実践者等の連携とか取り組みがかなりしっ

かりしてきましたので、そういったものをしっ

かりフォローするような形ということで、今回

はこの500万円と2,400万円ということで、臨時

的ではございますが一気に予算を強化して、こ

の１年間でそういう体制強化と認知の向上とい

う形で、一般客の方にもどんどん行っていただ

くような形を、今後、強力に推進していきたい

と思っております。

○井上委員 今のに関連して、私、観議連の役

員でもあるので、委員長と一緒に泊まったりし

たんですが。観議連の役員会の中でもこの農家

民泊について非常に評価をされていて、今後ど

うしていくのかと─農家民泊でどうこうしよ

うという話だけでいくと非常に小さくて、農家

の方たちに余り負担がいかないようにというこ

ともそうなんだけど、総体的には我が県の観光

の大きな一つの柱にもなり得る、一つの宮崎県

を特化していけるものにもなり得ると思うんで

す。

先ほど丸山委員が言われたように、どこかで

コーディネートがきちんとできて、発信力も持っ

て、実際お客様を動かせる力を持たないと、小

さいまま農家さんにお任せしてとか、事務局の

小さなところでのお任せだけで、それぐらいの

キャパでいいんですよという話なのか、それと

も今後、みやざきモデルの中の一つとして、ま

た一つここに磨き上げをして大きくしていきた

いと考えているのか。

商工観光労働部とも連携しつつやっていった

ほうが一つ大きなものに発展できるんではない

かなと思うんです。小さく考えるのか、大きく

そういうみやざきモデルの中の一つとして考え

ていくのか、そこによっても大分違ってくると

思うんです。

実際に経験させていただくと大変楽しいです。

先ほど言われた教育旅行で来られた学生さんな
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んか、女性の美容学校の生徒さんだったり、女

学院の女性の方たちとか、その方たちの後の感

想を聞かせていただいたんですけど、それなん

かもすごくいいです。ちょっと今までとは違う

教育旅行であったり、感じたものが随分違って

きているということを考えると、ぜひこのみや

ざきモデルの中にきちんと意識づけてやって

いって。

このネットワークをまず推進していこうとい

うことを提起されているので、そこからまずやっ

ていただきたいんだけれども、やはり先を見越

して、何かそういう専門性も含めて、この事務

局の方とか、最初は研究会でよくて、それから

事務局化していくと言われたので、そういう意

味での人材を置くというようなことを考えてい

かれるほうがいいのではないかと思っているん

ですがいかがですか。

○大久津地域農業推進課長 委員おっしゃると

おりでございまして、今、研究会の窓口をお願

いしている事務局が、商工等も九州全体の観光

の調整とかいろんな情報発信もしていただいて

いる中で、この宮崎のグリーン・ツーリズムに

特化した形でかなり力を入れていただいており

ます。

ただ、そこにまだ専従者もいないということ

で、グリーン・ツーリズムでの専従者を置いて

しっかりやっていきたいと思っておりますし、

旅行エージェントも教育旅行も含めて、ＰＲと

か誘客の取り組みなんかも、商工とは、当然、

従来から連携しておりますので、そこはしっか

りやっていきたいと思います。

今回、商工サイドでも旅行誘致のおもてなし

券をつくっておりますが、今回も商工と相談し

てその中でもう一つに、一緒くたにするんでは

なくて、グリーン・ツーリズムの特徴をもっと

打ち出そうということで、あえて別にしたほう

がいいんじゃないかというような話もあって、

今回は農政のグリーン・ツーリズムということ

で出しましたけれども、ここはしっかり連携を

しながら取り組んで、今回、宮崎らしいグリー

ン・ツーリズムのあり方というのを体制強化も

やりますので。

ただやはり県内の地域全域ではございません。

まだまだ温度差がございますので、県下全域に

そういった形で取り組みが推進されるような形

で、ことし、しっかり頑張っていきたいと思っ

ております。

○井上委員 お土産の開発から、それから人の

通りをどういうふうにするのかって、やはり地

域づくりと一緒になると思うんです。

農家民泊だけさせて、ピザ焼いてそれだけで

終わりではないわけで、その人たちをどう動か

せる力を持つかということが、大変重要だと思

うんです。

北霧島の事務局におられる女性の方たちなん

かは、私と内村委員長でしたけれども、大変い

いプレゼンをされて、それでやっぱり最初の出

会いのときに、もう既に何か違うものを期待さ

せるようなものがありました。

それと、今回の議会のときに髙橋透議員が言っ

ておられましたけど、地元の言葉で言われるか

ら、余計に伝わってくるものが違うんですよ。

だから、そういう意味で言うと、単なる観光

ベースで来られた人たちと、宮崎の人たちの本

当、地の言葉と地のものを食べさせて、そして

決して来た人を甘やかさないというところがい

いですよね。

私たちもビシバシやられましたが、もうそれ

こそちょっと、これの中に私と内村委員長載せ

ていただいたのでラッキーという感じなんです
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が、初めてこういうのに載せていただいてうれ

しかったんですけど、やはり相手を飽きさせな

いということが大変重要かなと思って。今回、

これすごく期待していますので、磨き上げの仕

方をちょっと間違うとまずいので、商品開発か

ら丁寧にやっていただくと。そしてこれにかか

わっている人たちみんなが、楽しんでいただけ

るようにしていただくといいなと思います。招

き入れられた方も楽しい、農家の皆さんも楽し

んでいただけるようにするといいかなと思って

るんです。

○大久津地域農業推進課長 委員のおっしゃる

とおり、しっかり頑張っていきたいと思ってお

ります。

先般もこういった打ち合わせをしたんですけ

れども、今、農家民泊という定義で動いてます

けれども、委員が言われましたように、地域を

活性化するためには農村民泊というアイデアも

あるんじゃないかと。やはり地域全部が、農家

民泊従事者だけではなくて、地域全体で活性化

するような取り組み、こういったものをしよう

じゃないかという、そういう研究会の中でもそ

の意見がどんどん盛り上がっておりますので、

そういったアイデアも含めて、いろんな形でこ

とし充実させていきたいと思っております。

○緒嶋委員 今の農家民泊だけど、言われたと

おり、やはり農村民泊とかいう形に早くもって

いったほうがいいんじゃないかと。というのは、

農村というのはその地域性があるわけです。農

家というと個々の問題になるから。

五ヶ瀬町の桑野内地区なんかは、シンガポー

ルやらが来るわけです。地域の人が、英語と方

言を交えてプレゼンテーションするのを向こう

は喜ぶ。自分の言ってることは半分わかってな

いだろうと思うけど、何か自信を持って、それ

がユーモアもあって、そしてまた地域が盛り上

がるというようなこともあるから。私は、これ

は地域活性化の一つのキーワードにもなるん

じゃないかなという気もするので、やはりこれ

を全県下に広めるというか、それはそういう希

望のあるところからスタートしないと仕方がな

いけど、やはり中山間地の活性化のための一つ

のキーワードにもなると思うから、ぜひ頑張っ

てほしいと思います。

委員長、続けていいですか。

○内村委員長 はい、どうぞ。

○緒嶋委員 それから、東アジア輸出促進拠点

整備、これは私も香港に行きましたが、これは

棚はあるけど、はっきり言って宮崎の品物が幾

つあるかと数えるのに骨を折るぐらいのことで

あって、これは緒についただけだから、これを

丸山委員が言われたとおり、本当にビジネスと

してどこまで膨らますかというのは、なかなか

容易なことじゃない。

しかし、今度は飛行機なんかが定期便ができ

るということは、一つの追い風になると思うか

ら、やはりもうちょっと向こうの体制を含めて、

そういう体制強化も含めてやっていかないと。

この4,800万円というのが、これは香港だけでは

ないだろうけど、本当に生かされるのかなとい

う懸念もありますので、大丈夫ですか。

○向畑農政企画課長 なかなか輸出というのは、

国外においては味覚も違いますし、商習慣も違

うということもあって、簡単には進まないと思っ

ております。

ただ、今回のスイートピーのようにうまくいっ

た事例もございますし、そういった事例を品目

ごとに、相手先の状況と取引の状況を見極めな

がらしっかり進めていきたいと思いますので、

御期待に沿えるように頑張りたいと思います。
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どうぞよろしくお願いいたします。

○緒嶋委員 期待しております。

それと、今、農協、ＪＡの問題がいろいろ言

われておるわけですが、この中で、これは277ペ

ージの農業協同組合検査費というのが約400万円

近くあるわけですが、県の立場での検査という

のは、農協に対してどういう検査をするわけで

すか。

○向畑農政企画課長 県の場合は農基法がござ

いまして。全中さんがやる場合は会計も業務検

査もしますが、どちらかというと県の場合は、

どういった体制でちゃんとコンプライアンスが

守られているのかとか、金融機関という側面を

お持ちですのでそういう命令系統がしっかりし

ているかとか、そういったところを、事細かく

大体１週間ほどかけて、本所なり、支所なり来

ていただいて、私ども職員が向こうにまいりま

して、細かく見させていただいております。

○緒嶋委員 毎年全部のＪＡをやるわけですか、

抽出的に３年に１回とか、どういう。

○向畑農政企画課長 やはり13のＪＡがござい

ますので、毎年はなかなか厳しい部分がござい

ます。

大体６とか７ぐらいを２年置きぐらいに見さ

せていただいておりますが、ただやはりいろん

な課題がある場合には、翌年も見るとか、部分

ですけれども、立ち入った形で指導させていた

だいている場合もございます。

○緒嶋委員 指導は勧告とか改善命令とか、い

ろいろあるわけだけど、そこまでできるわけで

すね。

○向畑農政企画課長 法律上はもちろんそうい

う形でできるんですが、やはりどういった状態

でそれが─私ども、どちらかというとそうい

う刑事告発とかそういった部分ではなくて、改

善をしていただいて、自浄能力を高めていただ

くというのを主眼にしておりますので、その課

題に対して時系列で報告していただくといった

お願いをするという形でやりますけれども、基

本的には常例検査で上がった課題を細かく見さ

せていただいて改善点を求めているというよう

な状況でございます。

○緒嶋委員 今まで具体的に、県が関与して改

善を、大きく変えたというようなこともあるわ

けですか。

○向畑農政企画課長 基本的にそこまで厳しく

やった事案というのはございません。

ただ一方で、先ほど言いましたように幾つか

個別的に、何年か前とかやはりありまして、そ

ういった場合については、逐次、御報告をいた

だきながら細かく見させていただいております。

私ども、やはり全中さんの監査・検査と一緒

になってやらないといけないというのがござい

まして。まずＪＡグループとして問題、課題解

決していただく。全中さんの監査制度というの

はしっかりしてますので、そこと私どもも連動

させていただいておるというような状況でござ

います。

○緒嶋委員 そういう意味で、今後、この検査

制度は国の段階でいろいろと出てくるだろうと

思いますので、県は県としてもしっかりやって

いただきたいと思います。

次に、みやざき農水産業技術革新加速化事業、

今、加速化という言葉が、はやり言葉みたいに

多いわけですけれども、この資料の中で、イノ

ベーション加速化研究の推進、この連携する大

学とか企業は決まっておるわけですか。

○向畑農政企画課長 昨年の平成26年に「儲か

る農水産業を切り拓く試験研究」という事業を

させていただいております。
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その中でございましたけれども、いろんな大

学があるんですが、例えば宮崎大学さんとか、

機械メーカーさん、南九州大学さんもそうなん

ですけれども、そういったところとのいろんな

栽培の技術とか、収穫の技術、そういったもの

の共同研究をさせていただいております。今ま

で大きなものはフードリサーチコンソーシアム

をつくりましたが─今でもやってるんですけ

れども、その折には大阪大学さんと連携して、

宮崎方式の残留農薬の分析技術の改良、やはり

これが大きなポイントだと思います。そういっ

たことで、日本一を、今、維持していますし、

またこれをずっと維持していかなくてはならな

いと考えております。

○緒嶋委員 それと、競争的資金の獲得とはど

う理解すればいいんですか。

○向畑農政企画課長 以前は、国のほうもある

程度、項目を絞った形で、こういった事業があ

るよというので、全国くまなく、ある程度薄く

出してらっしゃいました。

しかし、ここ数年、もう10年近くなると思う

んですけれども、各省庁、農水省もですし、経

産省もそうなんですけれども、今、まさにクリ

アしなくちゃいけない課題、もしくは基礎研究

等々については重点的に資金も渡す、そのかわ

り求めるハードルも高くするといったところが

ございます。

その予算をとるためには、どうしてもある程

度の学費も必要ですし、宮崎県としての知見を

持っておかなくちゃいけないといったのがござ

いまして。やはり国の事業、国の予算を使って、

本来、私どもが求めている事業も研究がござい

ますので、そういったものに取り組まさせてい

ただいているところでございます。

○緒嶋委員 先端的なものというふうに、いい

ですね。

その中で、これは人事異動まで絡むのですが、

県の研究員でステップアップした人が、３年で

次の全然違う部署に配置するというのが割と多

いです。この研究員というのは、やはりそこの

プロフェッショナルでなきゃいけないわけです

ので、このあたりの研究員の人事異動というの

をある程度考えないと、本当にステップアップ

するのかなと。またスタートに戻って、３年で

またスタートに戻って、同じところで繰り返し

で前に進まないのではないか。だからそこは５

年とか６年とか、中には３年の人もいていいだ

ろうけど、そういうような人事的なものも含め

て、技術者は特にこういうのが必要じゃないか

と思って。このあたりの配慮というのは今なさ

れておるわけですか。

○向畑農政企画課長 先ほど大阪大学との共同

研究のお話を差し上げましたけれども、ここも

総合試験場にいらっしゃる職員の方が、やはり

長年取り組まれた成果が実を結んだ部分がござ

います。

委員おっしゃるように、やはりその研究一筋

でやっていただく方も必要ですし、また研究だ

けであると、なかなか知見が広がらない部分も

ございます。

そういったところで、ほかの大学、もしくは

ほかの研究所との交流も進める。一方で人事異

動の問題になってきますけれども、やはり組織

として伸ばさなくちゃいけないときに、例えば

行政のほうに来ていただいて実情を見るといっ

たことも必要です。

やはり、人材育成というのは大きな課題でご

ざいますので、そういったことを見据えながら

人事交流等々も念頭に置いて、体制強化をして

いかなくちゃいけないなと考えているところで
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す。

○緒嶋委員 具体的に農業試験場なんかで、部

署がかわる人はおるだろうとは思うんですが、

長い人はどういう形でおるわけですか。

○井上総合農業試験場長 試験場の職員につき

ましては、４年というのが基本にはなっており

ますけれども、実質的にはそれ以上いる職員が

おります。

長いところでは、例えば16年とかおられます

けれども、そういう方については現地なり、ほ

かの研究機関にいて、それから農業試験場に来

てそのままおられるというような職員がおりま

す。

○緒嶋委員 これはなかなか人事というのは難

しいだろうと思うけど、やはりその目的を達成

するためには、どういう人をどこに置かないと

いけないかというのが、一番のポイントだと思

うんです。

だから、やみくもにというといかんけど、３

年、５年来たから、もうあんたは次ですよとい

うことだけでいくということは、研究の継続性

からいって、やはりノーベル賞なんかもらうよ

うな人は、その道を極めてからやっともらうわ

けだから、数年で全てが変わるような仕組みと

いうのは、公平であるようであって、私はある

意味では成果を求めるという組織の中では、成

果が得られないんじゃないかという気がします

ので、やはり特に研究職の人については、そう

いう物すごく才能のある人については、人事に

ついても相当考えていかなければならないと思

いますので。

それはもう皆さん方のほうがわかっておられ

ると思いますので、そこへも配慮しながら、こ

れは人事担当とも十分意見交換をしていただき

たいということを要望しておきますし、中には

異動したくないという人も無理やり異動させる

というのが人事異動でありますので、そこら辺

も含めて研究していただきたいと思います。

続いていいですか。

○内村委員長 はい、どうぞ。

○緒嶋委員 農業試験場の補正でいろいろと予

算もついておりますけれども、新年度予算で目

ぼしい研究に取り組もうとしているものは何か、

ちょっとお教えください。

○井上総合農業試験場長 平成27年度、新たに

取り組む研究課題としまして、代表的なものを

３つほど述べさせていただきます。

まず１つ目が、農産物の機能性成分の分析に

よります農産物の高付加価値化というような課

題を考えております。

例えば、キンカンの成分がどんなものがある

かというようなことを研究しまして、付加価値

を高めようというものです。

それから、２つ目が、薬用植物、カキドウシ

だとか、カモミール、ガジュツ、これの産地化

に向けた技術確立を行っていこうという研究で

す。

一昨日、補正で説明しました機械による収穫

ということなんですけれども、こちらでは技術

の確立をやりたいということで考えております。

それから、３つ目が、梨、桃のジョイント栽

培というのが最近出てきておりますけれども、

そういったものを取り入れながら落葉果樹の早

期成園化、未収穫期間をできるだけ短くしよう

ということを考えております。

○緒嶋委員 全て貴重なというか、大切なこと

だと思いますので、できるだけ成果が上がって、

やはり農家の皆さん方がそれを取り入れること

によって、やはり経済的に収益が上がるような

形にいくのが理想でありますので、頑張ってい
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ただきたいと思います。

次に、中間管理機構、これはちょっと補正の

ときも申しましたけれども、これは、私は市町

村の体制まで含めてやらないと、笛を吹いても

踊らないとかいう言葉もありますが、市町村と

の連携をいかにうまくやるかということじゃな

いと、実際、県が全て前面に出て、この体制と

か、事業を推進するということはできないわけ

ですよね。

そういうことであれば、市町村との連携をい

かに密にするかということでありますけど、こ

のあたりは十分な連携はとれているわけですか。

市町村によって、いろいろ温度差もそれこそ

あると思うんですけど、そのあたりはどういう

ふうに今のところ理解されておりますか。

○戎井連携推進室長 市町村との連携につきま

しては、一つは市町村との対応を綿密に行うの

は農林振興局が実施いたします。

農林振興局の体制を、単に農地部局だけでな

くて、農産園芸部局、また農村整備部局、あと

は普及局だとか、そういったところでも中間管

理機構をしっかり活用しようということで、今、

各担当に検討いただいております。

そちらの推進とあわせて、市町村のほうでも、

農地担当者のほか、そういった普及だとか、農

産園芸部担当の方もいらっしゃいますので、そ

ういったものが有機的に動くような体制をとい

うことで、年末ぐらいから市町村のほうにはしっ

かりと連携しましょうということは話をしてき

ていまして、意識の高い市町村ではそういった

ものはできつつあるんですけれども、緒嶋議員

おっしゃるように、まだ今の段階では十分にと

いうわけではございませんので、先月も各ブロッ

クごとに市町村を回りまして、そういう体制を

しっかりやりましょうということを、お願い申

し上げてまいりました。

来年度に向けて、市町村ごとの人も、機構の

事業を使って、機構の駐在員も含めて1.5倍に人

をふやそうということで、今、人の関係を調整

しているところでございますので、それも含め

て、あわせて推進してまいりたいと思っており

ます。

○緒嶋委員 その中で、それぞれ市町村に農業

委員会というのがあるわけですが、この農業委

員の皆さん方が、やはりこれは地方、それぞれ

農村に住み込んでいるわけです。

その人たちの意識というか、活動というか、

そこあたりまで含めて体制を整えないと、事務

局がうまくいっただけではどうにもならない、

やはりそういう農業委員が本当に農村の将来を

考えながら、そこが先頭に立って行動すること

によって、この中間管理機構の推進というか、

農地集約が図られると思うんです。

そこ辺も含めた体制というか、組織をうまく

やる必要があると思うんですが、農業会議とか

いろいろありますけれども、そこあたりの動き

はどうなんですか。

○戎井連携推進室長 委員おっしゃるとおり、

やはり農業委員会との連携というのが大事に

なってこようと思います。

特に、やはり農地の相談というのは、例えば

農地を出したいとかいう話がございましたら、

まず農業委員会のほうにございます。

そこで、きちんと機構の担当と有機的に連携

できるかというのが、やはり大事になってこよ

うかと思います。

ただ、農業委員会のほうでは、やはりこれま

での円滑化事業であるとか、普通の農地の利用

調整、あとは耕作放棄地の関係、その対策等に

追われていて、初年度は、なかなか機構のほう
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に本格的に参画いただいているという状況では

ないという状況ではございます。

ここを、一部の市町村では活発に動いていた

だいているところもあるんですけれども、こう

いった農業委員会との連携を、先ほどの市町村

と農林振興局との連携以上に、市町村内でもき

ちんとやっていただくということをお願いをし

ているところでございます。

○緒嶋委員 もう一つ、その前に、首長さんた

ちの姿勢が一番重要なんですよ。

市町村長さんたちが、本当にその地域をどう

いうふうに農地を集約するかという、そういう

姿勢で市町村なりをどうリードしていくか、イ

ニシアチブというか、それがあって全てがうま

く機能するわけでありますので、首長さんたち

に対するそういう連携をしながら、やはりこれ

をやらなければもう農村はどうにもならないと

いうぐらいの深刻さを抱きながら前に進んでい

ただくというようなことも、これはもう当然、

知事の姿勢の中でそれ進めてもらわんと、どう

にもならんと思いますので、そういうことも含

めて頑張らんと、これは理想としては賛成だけ

ど、なかなか容易ではありませんよと、一言で

言えばそういう気がするもんだから、これ、実

際やらないといけないけど、相当エネルギーが

要る仕事ですよ。

だから、そういう全体的な総合力でこれは前

に進めなければ、なかなか一部をつついても前

に進まないという気がしますので、最大限の農

政全体の大きな課題だと思うんですけれど、こ

のことについては農政水産部長、どう理解して

おりますか。

○緒方農政水産部長 これは本当に、戦後農政

の大きな改革だろうと思っています。大きな転

換期であって、しっかりやっていく必要がある

と思ってるんですけれども、やはり宮崎ではな

かなか厳しいと、これはもう制度が始まる前か

らそういう話をしてたんですけれども、ただや

はり国が一体となってやるわけですから、我々

もそれはしっかりやっていく必要があると。

これについてはやはり我々だけではどうしよ

うもないということで、地域の皆様と連携しな

がら、これをもうみんなで一生懸命やっていく、

そういう意識の改革から始めてじっくりやって

いく必要がある、腰を据えてやっていく必要が

あると。時間は余りないんですけれども、しっ

かりやっていきたいと思っています。

○井上委員 緒嶋委員にちょっと関連している

ところもあるんですが、先ほど農協改革の問題

も出ましたが、農業委員の問題というのは、物

すごく農協改革の中でも大きな問題だと思うん

です。

やはりここがきちんとならないと、本当、人

・農地プランなんて具体的にはきちんとなって

いかないと思うんです。

だから、予算書を見る限りではすらっと書い

てあるので、こういう形をとっておられるんだ

けれども、今もう部長からそのお話を聞いたの

で、もう答弁いただいているので、そこを含め

てやっぱりきちんと、どうやっていくのかとい

うことが大事だと思うんです。

私、ちょっと今回の質問の中で、総合政策部

長にちょっと厳しい言い方をさせていただいた

のは、宮崎県市町村間連携支援基金事業は毎

年5,000万円あるわけです。

平成24年度から始まって、実質25年度からやっ

ているわけですけど、各市町村のほうの敏感さ

がないと、こんなせっかくいい事業があるにも

かかわらず、この金額を使っていただいてない

わけです。
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本来、ここ辺が連携すると、これの問題は解

決するのにとか、ここの地域のこの辺のところ

は、この問題についてやっていただくといいの

にとかって、もう具体的に私たちは県議会議員

だもんだから、ああ、こことここで、この船

が3,000人連れてくるのに、ここをこうやってほ

しいなとかいろいろあるわけです。その敏感さ

が非常に必要だと思うんです。

今回は、総合政策部長には、各首長さんにこ

ちらからある程度プレゼンする形で、この事業

をお使いになって、こういうことをされたらど

うですかみたいなことを言わざるを得ないとこ

ろがあるので、そういう県が持っているせっか

くの予算を具体的に市町村が使えるにもかかわ

らず、そこをきちんと使っていただいてない部

分があるので、それをもっと、うちで言えば、

みやざきモデルに沿った形で、そしてこれをき

ちんとしたものに仕上げていくために、市町村

間が連携していったらいいじゃないかというよ

うなことを。先ほど農家民泊もそういう形で、

結果、言わせていただいたところなんですけど、

ネットワークをつくりながらやっていこうとし

ていると課長も言っていただいたので、そこを

常に頭にイメージしながら。そのイメージが、

県庁はイメージが描けているけど、市町村との

連携というのがうまく動かないと、せっかくの

プランはプランで終わってしまうということで

すよね。

今、一番、私たちも大変重要だと思っている

のは、この農地中間管理機構の動きをきちんと

させていかないと、そのためには誰がどんなふ

うに動いて、どうしたらどういう結果が生まれ

るのかというところ、押すべきところを押さな

いと、きちんとした成果が出てこないというこ

とになると思うんです。

あれは委員会だったと思うんですが、人・農

地プランの推進室のところ行って、ちょっと言

わなくていいこと、人口減少特別委員会で行っ

たときに、ちょっといろんなことも言わせてい

ただいたんですけれど、地域の事情をもっとわ

かった上で、ちゃんと予算つけてくださいみた

いな話をしたところなんですけど。そういうこ

とも含めて、もうこちら側から、上下関係は市

町村とはないとは言うものの、やはりきちんと

それを話せる場所の確保というか、そういうこ

とをやはりきちんとしないと、温度差のあり過

ぎで、今、商売すればいいのにっていうときに

商売ができないというような形になると、大変

もったいないなというのが、常々、質問すると

きにいつも感じるの、そこなんですよね。

だから、農政水産部はフードビジネスの中核

で、打っていくぞって、攻めの農業、儲かる農

業って言っておられるのにもかかわらず、それ

がそこでとまると本当にもったいないと思うん

です。

だから、そうしていくためにどうしていくの

かということを、積極的に庁内だけで議論して

いる場合なのか、それとももっと違う形での議

論をせざるを得ないのか、そこはちょっとやは

り考えていただくといいなと思っているところ

なんですけど。

部長に答弁いただくのは恐縮なんですけど、

聞かせてください。

○緒方農政水産部長 まず、我々も努力しなけ

ればいけないと、まずは我々の持ってる事業を

市町村に説明していかなければいけないなと

思っております。

その中で、我々、農政担当課長さん方との意

見交換はやったりするんですけれども、そうい

うことをしながら、しっかりと施策のＰＲをし
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ていきたい。

それと、もう一つは振興局がありますので、

振興局が、一番、市町村と身近ですから、そこ

の機能を生かして、しっかりと市町村に目配り

しながら連携をとるような形を、これからもしっ

かりとっていきたい、その中で連携してやって

いきたいと思っております。

○井上委員 総ビジネスマン化するしか方法が

ないんです。営業マン化するしか方法がない。

そこはやはりしっかりとしないといけないの

で、室長のほうにお尋ねしたいのは、農業委員

会のあり様です。農業委員会を今後どう、いろ

んなプランに沿って─農協改革、農政改革、

もう農政の改革はここがもう物すごく大きくか

かわっていると思うので、そこあたりまで本当

にきちんと手が突っ込めるものかどうか、そこ

をちょっとお聞きしておきたいんですけれども。

○戎井連携推進室長 農業委員会の関係につき

ましては、農協改革とあわせて国のほうで、目

的としましては、本来、農地の関係、農業委員

会の主たる使命というのは、農地利用の最適化

であると、これを今以上によりよく発揮してい

くための改革であるということで、今、公選制

の廃止でありますとか、あとは農業委員の数を

減らして農地利用最適化推進委員というのをつ

くって、こういう方が現場で動き回る体制をと

るというような話がございます。

あとは農業委員会の職員が力を合わせて、今

までのように農地の利用調整だけでやっていく

だけではなくて、この中で特に中間管理機構の

位置づけをしっかりして、中間管理機構との連

携、市町村との連携をあわせてすることによっ

て、より最適化をきちっと図っていく、そうい

う機能が今後ますます農業委員会に求められて

くると思いますので、国のほうでの改革も注視

しながらしっかりと対応していきたいと思って

おります。

○井上委員 ぜひ農業委員の皆さんが、農業に

ついてのイメージが湧いてないと、活力のある

動き方はできないと思うんです。

だから、農業がいかにあるべきなのか、宮崎

の農業はどういう農業にしていくのかというこ

とが、農業委員会の皆さんの中に、頭の中でも

イメージができていくと、自分は何の役割で、

どこをどんなふうにしていったらいいのかとい

う動きがとれると思うんです。

昔は農業委員会の人たちっていったら、そん

なにしなくてもよかったわけですよね。そんな

こと求められなくてもよかったし。今回求めら

れるものが違うだけに、市町村ともきちんと話

をしないといけませんし、農業委員会の皆さん

の持つ役割もきちんとわかっていただけるよう

にしないと、農業改革、それから儲かる農業ま

で進んでいくということはなかなかできないの

で、そこのところはしっかりとやっていただく

ように、お願いしておきたいと思っています。

委員長、いいですか、続けて。

○内村委員長 はい、どうぞ。

○井上委員 一般質問の中で、フードビジネス

のことにはもう触れましたのでそこはいいとし

て、ただ一つ、ちょっと気になるのが、農業大

学校のあり方。私はぜひ農業大学校というのは、

宮崎の誇り得るものだと考えておりますし、こ

こをいかに活用して、ここからいかに優秀な人

材を含めて、農業についての楽しさ、いわゆる

もうかって、農業という業を自分が担うことの

楽しさみたいなのを。この農業大学校はその辺

の大きな力になっていただきたいと思っている

んですけど、予算のあり様だとすらっとしてい

るわけですけど、今後、県の農業大学校はどう
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していきたいと思っておられるのか、そこを聞

かせていただきたい。

○山内農業大学校長 農業大学校のあり方につ

いての御指摘でございます。ありがとうござい

ます。

従来より、農業大学校は、就農に強い学校づ

くりということで進めておったんですけれども、

昨今の応募状況というところを見ましても、実

体的にかなり厳しい状況にあることは踏まえて

おります。

そういったことで、まず目指す人材像という

のをしっかり固めながら、それに伴う教育の改

革ということを進めていくことが、非常に重要

かなと思います。

まず、人材等につきましては、社会の変化に

対応できるような実践力と経営力を身につけさ

せること。

それから、２つ目が、持続可能な農業のため

の新技術の導入とか、産地の確保というか、そ

ういったものが求められておりますので、そう

いった産地形成に積極的に取り組むような農業

経営者の育成・確保。

それから、３番目に、地域コミュニティのリ

ーダーとなるような農業経営者の育成というの

が、非常に重要な視点かと思っております。

そういったことで現在も進めておるんですけ

れども、大きくはそういった資質を向上させる

ためには、マネジメント力とフィールド実践力

といったものの強化というものが必要かなと

思っております。

今年度、中長期的に進めていくものもござい

ますけれども、今年度の取り組みといたしまし

て、例えば農業法人との連携強化によります経

営手法を学ぶような実習等を行っておりまして、

例えば校外学習、それから連携実習といったよ

うなことも含めて、25の法人と連携を行った取

り組みも進めております。

それから、プロジェクト学習も、４つの、幾

つかの視点でございますけれども、技術力を身

につけるということもございますが、地域の課

題を取り込んで地域に還元するようなプロジェ

クト学習の進め方というのも、新たな視点で進

めておるところでございます。

それから、資格取得につきましても、これが

一番の従来からの売りでもございますけれども、

昨年度は105名の学生で、１年、２年で483もの

資格を取得させております。２年間でございま

すので、１学生当たり約８から10ほどの資格を

取得して卒業していくというような体制づくり

を進めております。

ということで進路につきましても、今年度は

あした卒業式を迎えるわけですけれども、就農

が、１名アメリカへ行ってその研修後の就農を

含めて、48名中29名ということで、６割が就農

ということでございます。

ただ、分析いたしますと、この29名のうち法

人への就農というのが19名ということで、非常

にこの辺のウエイトが多くなってございまして、

それが今後の農業への人材供給の一つの道しる

べというか、そういう本県の農業を強くする人

材育成の一つの大きな方向性かなと思ってござ

いますので、今るる申し上げたような取り組み

をきちっと体系化立てて、改革につなげていこ

うと思います。

それから、もう一つ大きな視点が、本会議の

中でも委員から御指摘もありましたように、い

わゆる農業高校との連携ということで、５年間

のキャリアパスというか、キャリア育成を目指

した育成ということをしっかりと進めていきた

いと思います。
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農業系の高校は、現在、各学年600名前後が学

んでおると思いますけれども、ことしもその中

から44名が、農業系の高校から入学を予定され

ておりますので、その本線の柱をしっかりと連

携立てて進めていきたいなと思っております。

○井上委員 私が好きな高校は海洋高校と農業

高校なんです。

そして、大学として私が大好きなのは、やは

り県立農大校、そしてよかったら林業大学校が

あるといいなといつも思ってるわけです。

でもなかなかそこまで望めないわけで、だか

ら、県立農業大学校のステータスをどう上げて

いくのかというのをやっていただきたいんです。

これをやらないといけないと思うんです。

先ほど言われたように、まだ農業という枠の

中で物を考えざるを得ないというところもある

し、そこだけの感覚でいるともったいないので、

宮崎県にある企業とか、そして関連しているい

ろんなことを受けとめられるような企業とか、

そういうところは全部引っ張ってくるような力

を持って、そしてわがままにという言い方は

ちょっと語弊があるかもしれませんが、県立農

大校のステータスを上げるようなものであった

ら、それは全部活用していく、タイアップしつ

つ、また無料でやってくれるように、それはお

互いがよくなるわけで、人材の育成というのは

やはりわがままでないと、なかなか人材の育成

できませんから。それと頭が大きな子供にしな

いと、頭が小っちゃいとなかなかイメージがで

きていかないし、動けないわけです。

だから、頭をでかくするためには、いろんな

ことに自分がチャレンジする力を持たせるよう

にしていくということが大事だと思うんです。

そして、やはり何よりも、うちには県立農業

大学校があるんだということが常に意識されて

いくような、人材育成の場所の一つの大きな力

になっていけるような。余りみんながわかって

ないところもあると思うんです。

農業大学校の日、農産物の日ですか、よく私

も行って買い物したりして帰ってくるけど、あ

あいう日だけではなく、もっとキャンパスをオ

ープンにしていく力を持っていただいて、そし

てここからやはり農業就業者を、イノベーショ

ンも含めてですけれども、いろんな意味でチャ

レンジしていく力を持ってもらって、県がかけ

ている金の回収を将来していかないといけない

ので、どんどんそういう意味でのステータスを

上げていくというのをやっていただきたいなと。

きょう、校長先生のお話をお聞きして、私の感

覚はそう大差はないんですが、ただもう一つは

宮崎県内にいる企業、県外でもいい、宮崎とか

かわりのある企業、そういうところともタイアッ

プしてやっていただくといいなと思って。

今回の骨格予算の中で、県立農業大学校の予

算が削られるようだと嫌だなと思ってたんです

が、やはりこれを維持しつつ、言われるように

法人の就職というのは一つ大きいと思いますの

で、ここは法人の力に絶対なっていくと思いま

すから、やはり人材のシステム化をしていくと

いうことを、ぜひこれからもやっていただきた

い。

だから、企業とのタイアップという点では、

校長先生、どんなふうにお考えなんでしょう。

○山内農業大学校長 御指摘ありがとうござい

ます。やはり農業大学校というステータスとい

うのはありますけれども、私も２年たちまして、

やはり内外的に農業大学校ということをＰＲす

るというのが一番大事だろうと思います。

もちろん入り口対策で、各農業高校を回るの

も大事ですけれども、まず農業大学校はこうい
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う活動をやっているのかというのを、いかに理

解していただくかということが大事です。

そういったことで、例えば、今、強化してお

りますのが、農大ブランドでの生産物販売とか、

あるいは校内の６次産業化の推進等をシステム

化していこうということでございまして、企業

との連携等で言いますと、ホテル四季亭に麦を

供給して、農大パンということでブランド化も

しております。

それから、フーデリーとかいったようなスー

パーとかにも、試験供給でございますけれども、

そういうところで農大をアピールしております

し、それから農大市ということで、月に１回で

はございますが定期的な校内６次産業化という

のを、その場を活用してやっているようなとこ

ろでございます。

一方で、ちょっと手前みそになりますけれど

も、やはり意識を変えていけばこれだけ変わる

というところがございまして、一つは現場体制

の強化を内外的にアピールしていこうというこ

とで、乳肉コースの酪農部門がございますが、

そこが明治乳業の良質乳生産酪農家認定表彰制

度で、全国の農業大学校で初めて表彰を受けま

した。

それから、もう一つが、実は今言った中では、

地域との連携をやろうということで、地域の食

育にも寄与しようということで、学生自治会が

地域の子供たちを集めてアグリキッズというよ

うな催し物をやりました。

これがヤンマーの農業コンクールの次席に入

賞したりとか、そういったこともございまして、

そういったＰＲを積極的にやっていきたいなと

思います。

○井上委員 最後、要望ですけど、決して宮崎

県内の子供たちだけにこだわってなくていいで

す。

もう、この前、行ってみましたら、私と一緒

に写真撮っていただいたのは愛媛県の人たちで

したが、だからとにかく宮崎に来て学んで、農

業に従事するなり、パティシエになるなり、何

かを、別の方向でもいいんですが、とにかくそ

こを通過していただく力を持ちたいと思います

ので、部長、ここにはぜひ力をまた注いでいた

だけたらと思っています。

○重松委員 ちょっと関連ですけど、今、農業

大学校のほうで資格を取られるということで、

すばらしいＰＲになるんじゃないかと思うんで

すけど、その資格というのは例えばどのような

資格になるんですか。

○山内農業大学校長 先ほど、１年、２年で今

年度は延べで105名の学生で483の資格を取りま

したと申し上げましたが、大きくは大型特殊免

許等のいわゆる農耕用機械の資格、それから危

険物取扱責任者とか、あるいは食品衛生責任者

とか、フラワー装飾の資格とか、そういった多

岐にわたるものでございます。

○重松委員 ちょっとまた角度が変わりますけ

れども、別事業の全国農業担い手サミット推進

対策事業について、これは第18回となってます

けれども、この開催は持ち回りですか、それと

も、今回、手を挙げて決まったんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 これは県から要請

をいたしまして、今年度、宮崎が開催決定した

ところでございます。

○重松委員 参加者が1,700名。宮崎県のＰＲに

つながるかなと思っております。

担い手なんで、メッセージとかパネルトーク

とかあるようですけれども、この参加者の中に

は、今、農業大学校生とか農業高校生、それか

らさっき言われましたアグリキッズとか、こう
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いう本当の次の担い手の方々が絡むということ

が大事じゃないかなと思うんですが、これはど

うでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 今回の宮崎のサ

ミットのテーマとあり方については、今後、実

行委員会の中で十分検討していきますけれども、

昨年、兵庫で行われた中で、宮崎県に対する期

待としては、女性農業者、これはもう世代を越

えて若い世代からお年寄り、女性の力というの

は大きいんだということで、これを一つテーマ

にできないかという要請がきております。

その一方で、今、委員がおっしゃいましたよ

うに、私ども宮崎の農業を担うのは若者でござ

いますので、農業高校生とか農大校生、こういっ

た方たちも、この中でいろんな形で絡むような

サミットにしたいということで、十分、今後、

検討していきたいと思っております。

○重松委員 ぜひ、よろしくお願いいたします。

これは商工観光とか、これにもやはり必ずリ

ンクしていただいて、大成功していただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。

○前屋敷委員 今、昨年度の事業で、女性の力

をどうのとかいう話もありましたけど、昨年、

農山漁村女性いきいき社会参画支援事業という

ものが400万円予算があったんですが、これは単

年度の企画で終わったのか、また別の角度から

予算化されて、今、女性の力を出すというよう

な事業になっているのか、その辺をちょっと。

○大久津地域農業推進課長 女性農業者の力を

生かすための事業につきまして、昨年度、新規

で行わせていただきましたけれども、これにつ

いてのさらに拡充ということで、今、国のほう

が新たな措置と予算等もございまして、そういっ

たものもうまく検討するということで。国のほ

うは、今、公募とか事業の内容をまだ正確に出

されておりませんので、そういったものをしっ

かりトライしながら、できればもう少し女性の

力をもっと発揮できるような、充実した予算が

組めないかというのを、今、検討を進めている

ところでございます。

○前屋敷委員 じゃあ、新たな事業計画はある

ということですね。

それでは、先ほど御説明いただいたんですけ

ど、ちょっと中身がもう少しはっきりしません

でしたので、再度、御説明いただきたいと思い

ますが、282ページの中山間地域活性化推進事業

で直接支払制度、この事業では５億8,700万円ほ

ど減額になって、第４期対策事業として、事業

の周知を行うというようなことの御説明だった

ようなんですけど、もう少し詳しく御説明くだ

さい。

○大久津地域農業推進課長 本年度まで、第３

期の中山間地等直接支払やってまいりましたけ

れども、来年から新たに第４期対策が始まると

いうことで、新たに制度の拡充とかいろいろ行

われております。

それで、この第４期を組むためには、市町村

と県によって、基本方針とか地域の取り組み地

区の設定とか、こういったものを上半期で設定

することになっておりますので、それが十分設

定した段階でそれを想定しながら、交付金につ

いては新たに追加措置を、今後、予算の中でお

願いするということで、従来どおりの予算なり、

さらに拡充ということで今後お願いしていきた

いとは思っております。

○前屋敷委員 じゃあ、肉づけあたりで出てく

るんでしょうか、もう少し後になりますか。

○大久津地域農業推進課長 今、地域市町村と

ずっと第４期対策に向けての検討を進めて、地

区の説明とか周知活動、さらに地区掘り起こし
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というのをやっておりますので、可能な限り、

できれば６月の補正等でできればということで、

今、準備を進めているところでございます。

○前屋敷委員 わかりました。

それともう一つ、同じページの次の事項で、

農業経営構造対策事業ですが、これもかなりの

減額になってて、昨年度の事業がそっくりなく

なってる形にもなってるんですけど、これもあ

わせて同じような考え方で、今後ですか。

○大久津地域農業推進課長 これにつきまして

は、一昨日の追加補正で前倒しでやらせていた

だいたところでございます。

さらに、また今後、国のほうが予算成立しま

すと、また新たな予算があるということで、こ

れについてはまた追加募集があるということで

ございますので、その要請に応じて地域からの

募集も行い、必要であればまた新たな予算措置

をお願いしたいと思っております。

○前屋敷委員 わかりました。

○内村委員長 よろしいですか。

ほかありませんか。では、次に、その他報告

事項に関する説明を求めます。

○向畑農政企画課長 委員会資料27ページをご

らんください。

第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の改定

についてでございます。

先般、１月の28日に、農政審議会へこの改定

を諮問したところでございまして、この改定の

方針につきましては、審議会で御承認をいただ

きました。その概要について御報告させていた

だきます。

28ページのほうをごらんください。

下の参考のほうでございますが、昭和35年に

策定いたしました防災営農計画から現在の第七

次計画に至るまで、情勢の変化、課題に対応し

た計画等々を策定いたしております。

目指すべき将来像の実現に向けた施策を、生

産者、農業団体等々の皆様と一体となって推進

したところでございます。

一方、27ページの上のほう、１の改定の趣旨

にありますように、本県農業・農村を取り巻く

環境というのは、本当に厳しい状況がございま

す。

従業者、農業担い手の高齢化、担い手の減少、

さらには国際化の進展等々ございます。

国においても地方創生、農協改革、いろんな

事案が進んでおりますことから、私ども、本県

農業・農村を支えている産地、集落が、この大

きな変革の時代にしっかり対応して、そして成

長産業化を実現していくための指針として、今

回、この第七次長期計画を見直すことといたし

ております。

２の改定計画の概要でございます。

この計画は、県の未来みやざき創造プランに

おける農業部門の具体的な推進計画として位置

づけております。

今回の改定では、10年先を見据えながら、今

後５年間における施策を検討いたします。

ことし３月には、国のほうが新たな「食料・

農業・農村基本計画」が出されますし、農政改

革の動きを十分に留意しながら、先ほどからお

話しておりますように、農家、そして地域の意

向を十分に反映したものとしてやっていきたい

なというふうに今、準備を進めております。

（２）の改定計画の構成でございます。

４つを考えております。長期ビジョン、重点

プロジェクト、基本計画、地域別ビジョン。上

から２番目のこの重点プロジェクトが新しい部

門となりますけれども、農業の成長産業化に向

けた諮問機関が産業化推進会議。昨年10月に販
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売力の強化、生産力の向上、そして人材の育成、

この必要性について提言を受けております。

この重点プロジェクトにおきましては、その

提言を踏まえまして、今後５年間で重点的に取

り組む施策、またそれが有機的に連動できるの

か、そういった仕組みを構築したいと考えてお

ります。

次ページの上のほうですが、改定のスケジュ

ールです。

これから作業を進めてまいります。今後６月

をめどに、計画の全体構成や長期ビジョン等々

を取りまとめまして、７月から８月にかけまし

ては、地域別に農業団体等、地域の方々との意

見交換会を行う予定でございます。もちろん、

市町村との連携が欠かせませんことから、この

７月、８月には、しっかり対応させていただけ

ればなと思っております。

10月をめどに素案を取りまとめまして、パブ

リックコメントや審議会からの答申を経て、来

年２月定例県議会において、計画案を提出させ

ていただきたいと考えております。

この作業の進捗につきましては、随時、常任

委員会のほうに御報告させていただきます。

私ども、今回の長期計画については、先が見

えない部分がある中での作業になりますので、

一生懸命頑張っていきたいと思っております。

よろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。

○大久津地域農業推進課長 委員会資料の31ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

県立農業大学校、農業総合研修センター及び

宮崎県農業科学公園における指定管理者制度の

導入についてでございます。

11月議会におきまして、公の施設の指定管理

者の指定について御審議いただきましたが、４

月から制度導入に向け、農大校や研修センター

を交え、県と指定管理者との間で新たな展開方

向等について、協議や調整等を行っており、そ

の概要を御報告いたします。

まず、１の指定管理者の概要ですが、学校法

人宮崎総合学院を指定管理者として、指定期間

は平成27年４月１日から３年間、指定管理料は

年間6,327万1,000円、３年間の総額で１億8,981

万3,000円としているところです。

組織体制は、所長、副所長、３名のマネージャ

ーのもとに契約職員等を配置し、各種研修、実

践塾、講演、科学館の適切な管理を行うことと

しております。

２の目的にありますとおり、民間ならではの

研修内容やイベントの充実、休日や時間外等の

事業拡充による施設の利用促進とサービス向上

を目指しております。

具体的には、右のページの３、新たな展開方

向でございます。

リカレント研修員につきましては、指定管理

者のノウハウを生かし、農業簿記等の研修内容

の充実や、休日・夜間を活用した新たな研修を

実施。みやざき農業実践塾は最先端のハウス栽

培研修や、より実践的なＪＡ研修と連携した体

系的な研修体制の構築。生涯学習は各種施設を

フル活用した体験メニューの体系化。農業科学

公園は宮崎駅内の常設展示コーナーを所有して

おりますので、こういったものを活用しながら、

各種イベントのＰＲと誘客促進を図ってまいり

たいと思っております。さらに、宿泊施設は、

周辺自治体と連携したスポーツ合宿等の誘致や

休日等の積極的活用などを、今後、進めてまい

りたいと思っております。

４の連携構築にありますとおり、現在までに

農業や施設運営に詳しいスタッフが指定管理者
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のもと確保されており、これまでの業務の着実

な継承とともに、さらなる業務内容を充実させ

てまいりたいと考えております。

また、県は、４月には指定管理者制度をスム

ーズに運営できるよう、指定管理者、農業大学

校、関係各課で協議会を設置するとともに、さ

らに指定管理者は、農業法人協会やＪＡ、地元

関係者等で構成する運営協議会を設置し、研修

の充実や施設の利用促進に努めることとしてお

ります。

指定管理者制度についての報告は以上でござ

います。

○内村委員長 その他報告事項に関する執行部

の説明が終了しました。

委員の皆様から質疑はありませんか。

○緒嶋委員 第七次宮崎県農業・農村振興長期

計画、これは、今はいろいろなグローバルの中

でＴＰＰがどうなるかもわからないし、全ての

中間管理機構の将来的な体制が５年間でどうな

るかもわからないわけで、なかなか将来ビジョ

ンというのを想定することすら容易ではないと

思うんですけれども、その中で数値目標まで明

確に打ち出した計画にするわけですか。そこ辺

はどうですか。

○向畑農政企画課長 委員おっしゃるとおり、

数値目標はしっかり立てていかなくてはならな

いと考えております。

○緒嶋委員 当然それが一つの長期構想で一番

重要なとこかなと思いますので、その数値目標

がべらぼうなもの、理想だけではいかないわけ

ですよね。現実を見据えた数字、可能性のある

ことも追求しながら、それに伸びしろがあるの

が一番いいと思うんですけど、そういうような

ことをやはり市町村とも、また農業団体とも十

分検討しながら、本当にやはり将来に向かって

宮崎の農業が本当にひらけるというか、そうい

う形で努力する方針が、指針が見えるなという

ようなものでないと、なかなか前に進まないの

ではないかなという気もしますので、そのため

にはある意味では予算的なものも必要なわけで

すよね。

ものをつくるには目標だけではない、それを

裏づけるものが伴わなければ、計画は実行でき

ないわけですので。そういうこともある程度組

み合わせながら、それは国の動向も見ながらと

いうことにもなると思うんですけど、そこ辺の

整合性とを図りながら、計画を立てていくとい

うことも必要だと思うんですけど、そのあたり

はどうですか。

○向畑農政企画課長 今、委員のおっしゃると

おり、私ども、今回、販売力の強化、生産性の

向上、人材の育成、この３つを打つ場合に、予

算として県単独でやるのは、やはり現実問題、

厳しい部分もございます。

一方、先ほど御説明いたしましたように、国

が３月に新しい基本計画をつくりました。それ

に沿った形の予算もございますので、私ども長

期計画をつくる際の、先ほど言いました３つの

柱をもとに、それがどういうふうに有機的に結

びつくのかを考えながら、次の予算になろうか

と思いますけれども、予算をつくる際にはしっ

かり連動した形で、結果が出せるような仕組み

づくりも含めてつくっていきたいなと考えてお

ります。

○緒嶋委員 特に今後は東アジアとかヨーロッ

パまで向けて、いろいろグローバルなものを考

えながら、ビジネスを展開しようということで

ありますので、夢のあるすばらしい計画を期待

しておきます。

○重松委員 農業大学校の指定管理者の件につ
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いて一つだけ。宿泊施設、何名ぐらい宿泊でき

るんですか。

○山内農業大学校長 146名です。

○重松委員 わかりました。こういう観光ネッ

トワーク等と連携した利用拡大だとか、スポー

ツ合宿等の誘致とかをすることは大事、重要か

なと思います。

これちょっと答弁要らないんですけど、ちょっ

とこういう話がありまして。宮崎市内のホテル

の方からちょっと要望があったんです。

スポーツ合宿とか観光で来たときに、大型バ

スで来るんですが、ホテルの部屋はあいてるん

ですけど、お客さんを入れた後に、また合宿に

行くのにバスが一晩泊まらないといけないんで

す。

その駐機場がないといって、観光のほうで困っ

てらっしゃるんです。何とか県の施設を活用し

てとめることはできないかということがあった

んですけど、今回、代表質問でちょっと執行部

の方に話したんですけど、今ちょっと体制がで

きてないんでそれができないと。

ホテルの部屋はあいてるけれども、駐機場が

ないばっかりに受け入れができないということ

がある。

なので、こういうことも含めまして、宿泊施

設ですとかバスの駐機場、朝、また迎えに来て

乗せて合宿に行くということができるのであれ

ば、すごく宮崎県のスポーツランドみやざきと

いうことに対しても、かなり活用できるんじゃ

ないかということなので、これ皆さん方に知っ

ていただいて、検討していただく一つの材料に

していただきたいなと思っております。

○内村委員長 ほかありませんか。

○前屋敷委員 農業・農村長期計画の改定の件

で、１年後には計画をつくって出すということ

で先ほど言われましたが、農業の先行きが本当

に見えない中で、いろんな流動的な課題もある

という中では、やはり農業そのものを担ってい

くのは農家であり、農業団体の皆さんですよね、

消費者もそうなんですけど。

ですから、夏までには意見交換会も行うとい

うことになってますが、その辺のところ、やは

り十分にそういった方々の御意見を集約しなが

ら、やはり宮崎の農業は、農業をやりたい人も

どうやったら宮崎の農業を担っていけるのかと

いうことも踏まえて、展望のあるような、でき

るような計画にしてほしいと思いますので、そ

の辺のところは省略せずに、しっかり意見も聞

いて生かしていくということをお願いしたいと

思います。

○内村委員長 それでは、以上で農政企画課、

地域農業推進課の審査を終了いたします。

ここで休憩に入ります。

午後は１時から再開したいと思いますので、

よろしくお願いします。

午前11時53分休憩

午後１時０分再開

○内村委員長 それでは、審議を再開します。

次に、営農支援課、農産園芸課の議案の審査

を行います。

まず、営農支援課から順次説明を求めます。

○後藤営農支援課長 営農支援課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の285ページをお開

きください。

営農支援課の当初予算額は21億6,617万円をお

願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

287ページをお開きください。
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中ほどの（事項）新農業振興推進費の改善事

業、２の食育地産地消実践事業、369万6,000円

についてであります。

本事業では、食育地産地消運動を継続発展さ

せるため、「みやざきの食と農を考える県民会議」

を主体に、活性化している民間の活動を促しな

がら、県民提案型の事業の実施や食育教育の実

践により、県民みずからが主体的に取り組む食

育地産地消を推進するものであります。

次に、288ページをお開きください。

中ほどの（事項）農業経営改善総合対策費の

１、産地力アップで目指す！儲かる農業確立支

援事業997万8,000円についてであります。

本事業は、産地分析による経営目標の策定な

どを重点的に実施するとともに、新たに農業法

人への経営コンサルなどに取り組むことにより、

産地の中心となる経営管理能力の高い経営体を

育成し、産地自体の生産力の維持・向上を図る

ものであります。

次に、（事項）農業金融対策費についてであり

ます。

本事業は、農業制度資金融資の円滑化を図る

ための利子補給等に要する経費であります。

このうち１の利子補給金助成金の改善事業

（１）みやざき農業改革資金融通事業2,193

万8,000円につきましては、別冊の委員会資料に

より御説明いたします。

続きまして、289ページの上段になりますが、

３の農業経営改善促進資金無利子貸付金１億450

万円についてであります。

この貸付金は、認定農業者などのための低利

短期運転資金、いわゆるスーパーＳ資金の原資

の一部として、県が宮崎県農業信用基金協会に

貸し付けを行い、協会は農協など取り扱い金融

機関に預託し、協調融資を行うものであります。

次に、下段の（事項）鳥獣被害防止対策事業

費についてであります。

１の、みんなで築く鳥獣被害に強い地域づく

り事業3,529万円についてであります。

これは、各市町村協議会による住民の意識啓

発に向けた研修会の開催や新技術の実証などの

被害防止対策を行うものであります。

次に、290ページをお開きください。

（事項）農産物高品位生産指導対策費につい

てであります。

２、フードビジネスを支える環境保全農業革

新事業1,589万9,000円についてであります。

本事業では、農業の生産工程の管理を行う、

いわゆるＧＡＰや、本県独自の総合的作物管理

ＩＣＭの導入促進を図るとともに、残留農薬分

析体制の強化などの取り組み、フードビジネス

を支える安全・安心な食の産地づくりを支援す

るものであります。

続きまして、営農支援課の新規重点事業につ

いて御説明いたします。

お手元の委員会資料10ページをお願いいたし

ます。改善事業「みやざき農業改革資金融通事

業」についてであります。

この事業は経営の安定化を図る産地改革の取

り組みに対し、農業近代化資金により重点的な

支援を行うことで、安定した経営体の育成と農

業の成長産業化を目指すものであります。

右の図をごらんください。

上段にありますように、就農者の減少などの

産地の課題に対する取り組みに、金融面から支

援を行い、産地改革への誘導を行うもので、中

段の具体的な支援の内容であります。

１の（１）の利子補給率の上乗せによる無利

子化、（２）の重点的な支援を行う特例枠を20億

円に拡大、（３）の貸付限度額と特例限度額を法
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人、個人とも２億円に拡大するものであります。

次に、２の対象となる取り組みでありますが、

マーケットニーズに即した生産体制の構築のた

めの大型機械などの導入、イノベーションによ

る効率的生産体制の構築のためのハウス管理シ

ステムへのＩＣＴの導入などが考えられている

ところであります。

10ページに戻っていただき、２の事業概要で

ありますが、予算は2,193万8,000円、事業期間

は27年度からの５年間としております。

最後に、債務負担行為について御説明いたし

ます。２ページをお開きください。

２枠目の３件が営農支援課分であります。

平成27年度における、みやざき農業改革資金

の融資に対する28年度以降に必要な利子補給を

債務負担行為として設定するものであります。

私のほうからは以上でございます。

○和田食の消費・安全推進室長 食の消費・安

全推進室でございます。

前年度の決算における指摘要望事項の対応状

況につきまして、御説明をさせていただきます。

別冊の決算特別委員会の指摘要望事項に係る

対応状況の８ページをごらんください。⑫でご

ざいます。

労働災害防止対策につきまして、農林業作業

のさらなる安全確保を目指すためにも、労働災

害の現状を詳細に分析し、講習会や指導のあり

方について研究することと、指摘要望をいただ

いたところでございます。

下のほうの括弧書きの農政水産部のところを

ごらんください。

県では、これまで春と秋に農作業安全確認運

動といたしまして、各地域における農作業事故

防止に向けた研修会の開催や啓発のためのポス

ター配布等に取り組んできたところでございま

す。

最近は、高齢者や女性の農作業事故が増加傾

向にありますことから、このような状況を踏ま

えて、平成25年度でございますが、県や農業関

係団体等で設立いたしました宮崎県農作業安全

推進協議会におきまして、関係機関、団体が連

携しながら、農作業事故の現状把握や農作業安

全の啓発によりまして、事故防止に取り組んで

まいりたいと考えているところでございます。

続きまして、資料の９ページをごらんくださ

い。⑭でございます。

鳥獣被害対策につきまして、野生鳥獣の生息

頭数を分析し、市町村と連携を図り、全庁挙げ

て被害対策に取り組むよう指摘要望をいただい

たところでございます。

これも同じく、下のほうの括弧書きの農政水

産部のところをごらんください。

県におきましては、平成22年度から、副知事

をチーム長に鳥獣被害対策特命チームを設置い

たしまして、関係部局が連携するとともに、各

地域に県や市町村等で構成します地域鳥獣被害

対策特命チーム、これを設置しまして、プロジェ

クト推進計画に基づきまして、鳥獣被害対策を

実施しているところでございます。

平成27年度におきましては、「みんなで築く鳥

獣被害に強い地域づくり事業」によりまして、

引き続き市町村と連携を図り、モデル集落の設

置や被害対策のための人材育成によりまして、

集落ぐるみの被害対策を推進するとともに、侵

入防止柵の整備や捕獲対策を推進するなど、総

合的な被害対策に取り組んでまいりたいと考え

ております。

決算特別委員会の指摘要望事項の対応状況に

ついては以上でございます。

続きまして、平成27年２月定例県議会提出議
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案という議案書をごらんください。これの243ペ

ージをお開きください。

議案第42号「宮崎県食の安全・安心推進条例」

でございます。

この議案書の243ページから249ページに、条

例文を記載させていただいております。

この議案につきましては、常任委員会資料の

ほうで御説明をさせていただきたいと思います。

常任委員会資料のほうに戻っていただいて、23

ページをお開きください。よろしいでしょうか。

まず初めに、１の条例制定の理由についてで

ございます。

食は県民の生活にとって、最も身近なもので

ございまして、生命及び健康を支えるかけがえ

のないものでございます。

産地偽装や食中毒などの問題が発生して、食

の安全・安心の確保に向けた一層の取り組みが

求められているところでございます。

このため、食の安全・安心の確保に関しまし

て、基本理念、関係者の責務、役割、施策の基

本的事項等を条例において定めることによりま

して、食の安全・安心の確保に関する施策を総

合的かつ計画的に推進を図りたいと考えている

ところでございます。

続きまして、２番目でございます。

本条例の特徴についてでございます。

まず、（１）でございます。前文におきまして

本県の農林水産業の特徴を明文化したところで

ございます。下線引きしているところでござい

ます。

続きまして、（２）普及啓発活動といたしまし

て、まず①食品衛生月間、②弁当の日、③ひむ

か地産地消の日・地産地消推進月間と、推進月

間等を明文化して宮崎ならではの特徴を出した

ところでございます。

続きまして、３番のパブリックコメントの結

果でございます。

（１）ですが、実施期間が26年11月５日から12

月４日まで、パブリックコメントを実施して、

周知につきましては（２）でございますが、県

庁ホームページのほか、新聞やテレビなどのマ

スメディアの活用等により行ったところでござ

います。

その結果でございますが、８名の方から27件

の意見があったところでございます。

主な意見といたしまして、まず市町村の最初

でございますが、市町村の役割はないのかとか、

あるいは２番目ですが、10条、11条あたりが抽

象的で具体的にはどうなのかとか、そういうよ

うな御意見があったところであります。

そして、３番目でございますが、食の安全・

安心の確保に対しては、社会全体で取り組むこ

とが重要であるとか、そういうような御意見等

々あったところでございます。

次のページをお開きください。

４の骨子案からの主な変更点でございます。

骨子案におきましては、まず四角囲みの市町

村の役割のところでございます。

県生産者及び食品関連事業者の責務並びに県

民の役割を規定としておりましたけれども、市

町村の役割が入っておりませんでした。

変更の理由としましては、パブコメで御意見

があったということと食品安全基本法第７条の

中で、地方公共団体の責務について、市町村の

役割を明記したいと考えているところでござい

ます。それを第６条ということで、追加してい

るところでございます。

続きまして、第10条の安全・安心な農林水産

物の生産及び供給につきましては、その農林水

産物の種類に応じ、必要な措置を講ずると規定



- 164 -

平成27年３月６日(金)

しておりましたけれども、抽象的だということ

でありましたので、農産物の残留農薬検査等に

よる安全対策といった必要な措置の具体的事例

を追加したところでございます。

同じように、下の第11条でございますけれど

も、それにつきましても具体的事例、販売施設

に対する監視指導といった具体的事例を追加し

たところでございます。

最後に、５番でございます。

これまでの経緯と今後のスケジュールでござ

いますけれども、昨年の６月から宮崎県食の安

全安心対策会議におきまして、条例の骨子案や

素案の検討を重ねまして、そして９月の常任委

員会におきまして、基本的な考え方等を御報告

させていただき、10月の常任委員会において骨

子案を報告させていただいたところでございま

す。

その後、パブリックコメントを実施して、主

な関係団体には直接出向きまして、条例に対す

る意見交換を行ったところでございます。

それらを踏まえまして、12月９日の対策会議

におきまして条例案を決定し、この２月定例県

議会において上程させていただいたところでご

ざいます。

本議会におきまして議会承認を得た暁には、

４月１日から施行してまいりたいと考えており

ます。よろしく御審議のほどお願いいたします。

以上で説明を終わります。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の291ページをお開

きください。

農産園芸課の当初予算額は、一般会計で12

億4,396万3,000円をお願いしてございます。

主な内容について御説明いたします。

１ページめくっていただきまして、293ページ

をお開きいただきたいと存じます。

中ほどの（事項）強い産地づくり対策事業費

の６億769万4,000円でございます。

この事業は、国の強い農業づくり交付金を活

用して、宮崎市や国富町など４つの市町村で農

業生産施設等の整備を促進するものでございま

す。

次に、その下の（事項）主要農作物生産対策

事業費の１、みやざき・水田農業新生プロジェ

クト推進事業、2,470万円でございます。

この事業は、水田農業の担い手への農地集積

を加速化するとともに、新品種や低コスト技術

に対応した生産販売体制を構築し、水田農業経

営を確立しようというものでございます。

次に、２の県産加工用米供給拡大支援事

業、1,986万7,000円でございます。

この事業は、本県で確実な需要が見込まれる

加工用米につきまして、生産安定や供給拡大を

図るために、多収性品種や低コスト技術の実施

要綱を設置するということを取り組みますとと

もに、効率的な機械化体系の導入を支援するこ

ととしているものでございます。

次に、さらにその下の（事項）みやざき米政

策改革推進対策支援事業費でございます。

これは294ページ、１ページめくっていただき

まして、説明の欄の１、経営所得安定対策導入

推進事業、１億6,444万8,000円でございます。

この事業につきましては、生産調整の確認事

務であったり、もしくは市町村や関係団体の取

り組み等、こういったものなどの推進体制を強

化するというものでございます。

次に、その下２つ飛んでいただきまして、青

果物の価格安定対策事業費１億7,746万5,000円

でございます。

これは説明の欄に掲げてございます２つの価
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格安定対策事業につきまして、野菜の価格が低

落した際に、加入者に交付する補給金を資金造

成するものでございます。

次に、一番下の事項でございますけれども、

花き園芸振興対策事業費でございます。

295ページのほうをごらんいただきたいと思い

ますが、説明の欄の１、攻めの次世代花き産地

育成事業、709万4,000円でございます。

この事業は競争力の高い産地の育成と、もう

かる花き経営の確立を図るために、マーケット

ニーズに基づいた品目の導入支援や、ハウス内

の環境の改善といった取り組みの支援を行うこ

ととしているものでございます。

次に、その下の（事項）果樹農業振興対策事

業費の２で、食を彩るみやざき特産果樹基盤強

化事業でございます。777万7,000円でございま

すが、この事業は果樹におきますフードビジネ

スの創出や拡大を促進するために、日向夏など

の本県特産果樹の安定供給であったり、もしく

はライチなどの時代を担う果樹の新産地育成と

いったものを支援することとしてございます。

次に、その下の（事項）茶業奨励費の１、選

ばれるみやざき茶産地確立支援事業、1,454万

９,000円でございます。

この事業は、高品質化に向けた技術向上や条

件整備の支援といった生産対策を初めといたし

まして、各種情報発信の拡充に取り組むことと

しているものでございます。

農産園芸課は以上でございます。

○内村委員長 議案に関する説明が終了いたし

ました。

議員の皆様からの質疑はございませんか。

○緒嶋委員 鳥獣被害防止対策事業は前年度か

ら見れば10分の１近くに減っていると思うんだ

けど、これは肉づけ予算で対策を立てるという

ことですか。

○和田食の消費・安全推進室長 委員の御質問

のとおりでございます。

○緒嶋委員 この対策費は前年度並みぐらいに

は─今７億円ぐらいかな、被害がかなり減っ

たということだけど、やはりまだ多いわけです

よね。

そういうことであれば、対策費はやはり前年

並みぐらい、並み以上でもいいわけだけど、そ

れぐらいは確保しなければと思いますが、その

あたりの考え方はどうですか。

○和田食の消費・安全推進室長 現在２月末の

段階で、市町村から要望をお伺いしてますけれ

ども、今、５億円程度の要望が上がっておると

ころでございます。

国の内示がありましてから、大体、交付決定

が７月ぐらいにはありますので、６月の補正で、

議会のほうに御相談をさせていただきたいと考

えております。

○緒嶋委員 それは、市町村の要望は充足され

る予算が組めるということですか。

○和田食の消費・安全推進室長 国の内示次第

なんですけれども、今年度は国が100％の内示を

していただきました。それに近い内示がいただ

けるといいなという希望でございます。

○緒嶋委員 私もそのほうがいいなと思うので、

よろしく。それから、農産園芸課、加工用米の

供給拡大支援事業、これは当然、飯米がなかな

か厳しいわけでありますので、加工米とか飼料

米にいかにシフトするかということが大きな課

題であるわけですけれども、これはそのための

出資と考えていいんですか、内容はどういうこ

とですか。

○日髙農産園芸課長 この加工用米供給拡大支

援事業でございますけれども、大きく３つに分
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かれてございまして、安定してつくっていただ

くための種子の確保というものが一つ。

それと、もう一つが推進するための、いわゆ

る実証法、いわゆる地域でどういうものかとい

うものを見ていただかなければならないという

ことで、１市町村１カ所ずつの低コストの展示

圃をつくるというもの。

それと、もう一つが、そのシステム確立事業

ということで、例えば大型のコンバインであっ

たりとか、もしくは加工用米の専用の乾燥機で

あったりとか、こういうような機械施設を導入

するための事業という、この３つで構成されて

ございます。

○緒嶋委員 平成27年度は、この事業でどれぐ

らいの水田に植えつけの飼料米が確保できるか

とか、各市町村１カ所ということを含めて、ど

う考えておられるんですか。

○日髙農産園芸課長 この加工用米の事業でご

ざいますけれども、この加工用米の部分につき

ましては、基本、昨年度、推進していただいた

約1,000ヘクタールちょっとの面積につきまし

て、この部分を確保していくということで、定

着をまず図っていこうと考えているところでご

ざいます。

それと、あともう一つ御質問いただきました

飼料用米につきましては、現在、県内で800トン

ほどの作付、約百五、六十ヘクタールでござい

ますけれども、作付されてございますけれども、

それを今年度の計画の中では、一応3,500か

ら4,500トン程度までふやしていこうというよう

な取り組みを、現在、考えているところでござ

います。

○緒嶋委員 加工用米は、宮崎県で今２万トン

ぐらいの需要があるというようなことを聞いて

おるわけですけれども、そうなると、飯米農家

は相当所得が減ってるわけです。

もう厳しいし、米は植えてもばからしいとい

うぐらいになっているので、やはり加工とか、

牛、豚、鳥とかの飼料にするとかということに

なるのかなと思うんですけれども、そういうこ

とを含めてそちらのほうに大きくシフトしなけ

れば、飯米農家としては競争してももうどうに

もならないというようなことになりますし、米

作そのものが、もうどうにもならんようなとこ

ろまで追い込まれてくるんじゃないかなと思い

ますので。何年ぐらい先にその２万トンを確保

したいのか、また、どのくらいの面積を確保で

きれば２万トンにいくわけですか。

○日髙農産園芸課長 この加工用米の取り組み

を始めるに当たりまして、まず県内全体の需要

といいますのは、今、委員から御指摘いただい

たように、約２万トン程度あるということでご

ざいますけれども、当面の目標といたしまして、

平成28年末までに１万トンから1万5,000トン程

度を確保しようということで、現在、取り組み

を進めているところでございます。

その１万トンを確保しようとしたときの多収

性品種でいきますと、大体700トン程度でござい

ますので、ここでやはり千五、六百ヘクタール

から2,000ヘクタールの間が、確保が必要かと考

えてございます。

２万トンということになりますと、やは

り4,500ヘクタールとか、そういうようなところ

を確保していかなければならないと考えている

ところでございます。

○緒嶋委員 10アール当たり10万円ぐらいの販

売価格がないと、なかなか所得計算をした場合

には容易ではないわけですが、そこ辺の計算上

はそういうことが可能なわけですね。

○日髙農産園芸課長 現段階の販売価格なり、
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それから現段階の水準と同じ、例えば助成金と

いうようなものを前提とした場合でございます

けれども、例えば650キロの加工用米の収量が上

がったと、そういう品種がございますので、こ

ういったものを使った場合には、いわゆる販売

金額だけで約９万円程度というようなところも

含めまして、さまざまな助成金を加えて、大体13

万円から14万円ぐらいは確保できるのではない

かと考えているところです。

○緒嶋委員 それがそのとおり金額になれば、

飯米をつくるよりはそのほうがいいんじゃない

かなと思いますので、できるだけやはり、それ

こそ地産地消的な発想も含めて、やはり２万ト

ンを早く達成できるように、これはＪＡ含めて、

加工米の必要な焼酎会社とも連携をしながら、

進めていただきたいと思います。

それから、阿蘇山の噴火による降灰対策で、

参議院の特別委員会が熊本に来たということで、

郡司次長さんは、熊本の阿蘇までわざわざ行っ

ていただいたわけですが、今、その降灰対策的

な予算というのは、ちょっと目に当たらんので

すが、降灰の影響は出ないという考え方ですか。

○日髙農産園芸課長 この降灰対策につきまし

ては、国と協議をしてつくってまいります防災

営農施設整備計画というものに基づく取り組み

ということになってございます。

現段階では、県内には桜島、それから新燃岳

のいわゆる防災営農施設整備計画というものが

ございますけれども、今、委員から御指摘をい

ただきました阿蘇山につきまして、11月の25日

から噴火する中で、降灰被害が確認されてござ

いますので、そういう被害の状況を、今、把握

しながら、この見直しを進めているというとこ

ろでございます。国との見直し協議が終わり次

第、事業の対策を講じていくということになろ

うかと考えてございます。

○緒嶋委員 次長、きのう、それこそ忙しい中

を行っていただいたということでありますので、

どのような感触を持って帰られたかを含めて、

ちょっと。

○郡司農政水産部次長（農政担当） 今、お話

がございましたように、昨日、熊本県の阿蘇市

で開催されました参議院の災害対策特別委員会

の皆さんとの意見交換会に参加してまいりまし

た。

意見交換会には、参議院からは秋野公造委員

長さん、それから本県選出の松下新平議員初め、

７名の委員の方、それと熊本から地元選出の国

会議員の方２名が来られておりました。

私どものほうからは、熊本県庁と私ですね、

地元からは阿蘇の市長さんとか高森の町長さん、

県からは五ヶ瀬の町長さんに出ていただいたと

ころであります。

主に今回のこの意見交換会のポイントは３つ

あったように思うんですけれども、１つは、多

くの被害者を出しました御嶽山の悲劇を繰り返

さないという意味で、阿蘇山の避難壕であると

かシェルターがどうなっているのかという視点、

これ１つ目。それと中九州観光のかなめである

阿蘇観光が今どうなっているのかという視点が

２つ目。それからこの地域の基幹産業でありま

す農林業、これにどんな影響が与えられている

んだろうかと、この３点から意見聴取をやった

り、意見交換が行われました。

私のほうからは、この農林業に対する降灰の

被害、これが熊本県に限られたものではなくて、

風向きによっては本県はもちろんですけれど、

大分県も含めてかなり広い範囲で発生する可能

性があるんだということを強く訴えてきたつも

りであります。



- 168 -

平成27年３月６日(金)

現実的に、11月の噴火以降、北風が吹くわけ

ですね、そうすると実際に、一番、今、被害が

出ているのは、南阿蘇から高森、それから西臼

杵の３町、遠くは延岡まで降灰の被害というの

は出ているんです、実際に。西臼杵で言います

と特産のラナンキュラスのハウスであるとか、

完熟キンカンのハウスに灰が付着する被害であ

るとか、露地野菜に付着する、あるいは特産の

お茶であるとか、たばこも、今後、非常に懸念

されますし、葉種の野菜も大変心配をしている

という農家の声をじかに伝えてきたところであ

ります。

そういう中で五ヶ瀬町長とともに、国に対し

て、国というか参議院に対しまして、共同要望

という形で要望させていただきました。

４点あるんですけど、１つは今も降灰事業っ

てうちでやってるんですけれども、中山間地域

の特徴というのはやはり小規模なんです。その

小規模な営農に対しても、しっかり支援ができ

る仕組みをつくってほしいというのが１つ、そ

れと今後どういう展開になるかわかりませんけ

ど、仮に大きな爆発が起こったときには、緊急

的な対応をお願いしたいということ、それと３

つ目が風評被害の対応、それとそれらを支える

財政措置、この４点についてお願いをしてまい

りました。

参議院の議員方の感触で言いますと、地元で

の話を直接聞くことで、随分理解が深まったと

おっしゃってまして、かなり応援はしたいとい

うことでありましたので、一定の成果はあった

のかなと思います。

今、農産園芸課長が申しましたけれども、今、

現場から上がっている緊急的な要望に対しては、

既存の事業をフル活用というか、集めて緊急措

置対応しましたけれども、この火山、いろいろ

話を聞きますと中長期化するという予測もござ

います。そういう意味では、防災営農施設整備

計画をしっかり阿蘇山も含めてできるようにし

て、国に予算の措置をしっかりしてもらうよう

に要請していくことが、非常に大事かなと思っ

ております。

今後とも、被害が予想される地域の首長さん

あたりとも一緒になって、また大分県、熊本県

とも一緒になって、国に対してはしっかり要請

もしますし、体制も整えていきたいと考えてい

るところです。以上です。

○緒嶋委員 ありがとうございました。

阿蘇山の噴火は、県境関係なしに降灰をする

わけでありますので、熊本、大分県とも連携を

とりながら、万全な対策をとっていただきます

ようにお願いしておきます。

それから、今、話がありました、今後、お茶

が３月、４月、５月と、一番茶がそれこそ一番

影響を受けやすいわけでありますが、今、特に

ペットボトル等の普及でなかなかお茶が厳しい

状況にあるわけですよね。

選ばれるみやざき茶産地確立支援事業という

のは、そういうものを含めた対策なんですか。

○日髙農産園芸課長 この選ばれるみやざき茶

の対策の中では、いわゆる生産体制の確立といっ

たものの中で、当然、技術を高度化しておいし

いお茶、いわゆる高品質なお茶といったものを

つくらなければ、なかなか高値販売ができない

といったところもございますので、そういう技

術を向上させるための取り組みを支援するとい

うものであったり、例えば消費者の皆さん方へ

の、いわゆる県内消費者へのアピール、こういっ

たものを取り組んでいくというようなものでご

ざいます。

あともう一点、先日、御審議いただきました
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いわゆる補正予算の中で、県外に対する宮崎茶

の銘柄確立なり、ＰＲというのを取り組んでい

こうとしているところでございます。

○緒嶋委員 昨年のお茶の全国品評会でもいい

成績を上げたわけですので、それこそ畜産の２

連覇と同じようなことで、今後とも努力してい

ただきたいと思います。

それから、やはりその下の、米消費拡大対策

事業。今、米の消費が、飯米の消費が減ってき

ているということが、逆に、加工米に回す、シ

フトしなきゃいかんという、また今度はＴＰＰ

で外国からの米が入ってくるということの中で、

消費拡大対策って具体的にどういうことをされ

るわけですか。

○日髙農産園芸課長 この消費拡大対策事業の

中では、県だけではなくて、やはり農業団体、

それからいわゆる米の卸売業者、こういったと

ころも参画した協議会がございまして、そういっ

たところが中心となって、いわゆる米の具体的

な消費拡大ということで、例えばおにぎりを少

しでも食べようとか、もしくは学校給食の中に

お米をしっかり使って、県産米を使っていただ

こうとか、こういうような取り組みというもの

を推進しているというものでございまして、例

えばイベント等でも啓発とか、こういったさま

ざまなものに取り組んでいるところでございま

す。

○緒嶋委員 この中で米粉パンというかな、パ

ンに向く米の品種じゃないとだめなのかもわか

らんけど、熊本あたりはかなり普及してるわけ

です。

やはり今は米飯よりもパン食というのが、か

なり子供には手っ取り早いわけですよね、それ

は食事なんかもすぐパンなら出せるわけだから。

だから、そういうことになったら、やはり宮

崎県も米粉のパンの普及というか、その加工技

術というか、その確立というのはやはり必要だ

と思う。

これは地産地消みたいなものの幅を広めると

いう意味も含めて、この努力はちょっと足りな

いのではないかなという気がするんだけど、取

り組みはどうですか。

○日髙農産園芸課長 御指摘いただきました米

粉パンでございますけれども、本県におきまし

ては、平成15年から細々とではございますけれ

ども、取り組んだ経緯はございます。

約10年ほど取り組む中で、現段階では県内の

ほぼ全校におきまして、大体、月に１回程度で

はございますけれども、米粉パンの供給が行わ

れているということでございまして、この供給

につきましても、今、御指摘いただきましたよ

うに、以前は宮崎から熊本の製粉工場に送って、

それをまた宮崎のほうに引き戻して、そこでパ

ンに加工していたというところでございますけ

れども、ミヤベイ直販さんが米粉用の工場をつ

くりましたので、そういった中で地元で製粉で

きるという取り組みもある中で、少しずつコス

トを下げつつあるといったところです。こうい

う取り組みというのは、やはり御指摘のとおり

進めていかなければならないと考えてございま

す。

○前屋敷委員 地産地消の件であわせて、287ペ

ージにも食育地産地消実践事業というのがあり

ますが、これが昨年度とすると、予算規模が３

分の１ぐらいになってるんです。

また肉づけで補給するというのであれば、ま

た新たな事業の中身が展開されるかと思うんで

すけど、今、出ました地産地消で給食での活用

というのは、やはりしっかり握って離さずに強

めてほしいなと思うんです。
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米粉パンは、普通のパンと比べて割高なんで

すよね。おいしさもありますけど、経費もかさ

むということもあるんでしょうけど。しかしさっ

きも出ましたが、ＴＰＰで米がさらに５万トン

も追加されようという状況がございまして、や

はりそういった点では地元の食材を、いかに安

心・安全な面も含めて消費していくかというの

に、宮崎は重きを置いて進めていくことが必要

かと思うんですけど、その辺で、予算の関係と

あわせて消費の点で御説明いただければ。

○和田食の消費・安全推進室長 この地産地消

実践事業の中で、今年度におきましては、例え

ば学校給食会と連携を図ったりと、教育委員会

と連携を図って地元の地場産品を給食の中に生

かそうとか、そういう取り組みをやっていただ

いているというような状況でございます。

しかしながら、今、委員がおっしゃったよう

に、給食費、保護者の負担になりますので、余

り高価なものは厳しいという状況がございます

けれども、平成27年度におきましても、同様な

取り組みをやっていきたいと考えているところ

でございます。

○前屋敷委員 予算の点についてはどうですか、

減額されている部分について。

○和田食の消費・安全推進室長 予算の点では、

今、前屋敷委員がおっしゃったような部分につ

いての減額は行っておりませんので、例えば県

民会議でフェスタをやったりとかを事務事業の

見直しで廃止したりして、若干減っております。

あと、６月補正で、議会のほうに御相談をさ

せていただこうと考えております。

○前屋敷委員 今、給食での活用の点では、財

政的にはなかなか厳しいというのもあるんです

けど、そこはやはり教育委員会との連携も含め

て、今、ちょっとこことは立場が違いますが、

給食費についてどうかというところもあるんで

すよね。

もう無料にすべきじゃないかという運動も、

かなり広がっているというのもあわせて、やは

りそういった点と連動もしながら、ぜひその辺

の点での活用というのを強めるということも視

野に入れて、取り組んでいただきたいと思いま

す。

○ 原委員 294ページ、農業用廃プラスチック

適正処理推進事業。総合的な適正処理体制の整

備となっていますが、この処理体制、今、始まっ

た事業じゃないと思うんだけど、どういうこと

ですか。

○日髙農産園芸課長 この廃プラの取り組みに

つきましては、委員御指摘のとおり以前から取

り組んでいる体制でございます。

ただ、この廃プラにつきましては、以前はい

わゆる収集運搬費の助成というふうなところも

含めまして、県で一元化していたところでござ

いますし、またその以降は例えばその地域それ

ぞれのデポジット制度というような取り組みの

中で、事前に経費の負担をいただきながら、取

り組みを進めてきたというところでございます

が、ここ四、五年の中で、いわゆる地域のデポ

ジット制度、地域に業務を移管するということ

で、それまで県が一括デポジット体制を組んで

いたところを、各地域、地域の取り組みを主体

にもっていくといったものの中で、地域体制が、

今、徐々に整備されつつあるというところで、

その取り組みを推進するための経費ということ

で支援をさせていただいているところでござい

ます。

○ 原委員 地域的に集めて、最終的なその処

理、昔は例えばクイをつくるとかしてましたけ

ど、そういう処理するところを何カ所かにつく
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るということですね。地域ごとに収集運搬体制

にするということ、もうちょっとわかりやすく。

○日髙農産園芸課長 まず、生産者の方々が使

い終わったものというものを、市町村もしくは

農協さんのほうで、地域の事務局が協議会で定

めた、いわゆる集積所というところに持ってき

ていただくという形になりまして、その集積所

の管理の経費であったりとか、いわゆるごみみ

たいなものも捨てればいいというものではなく

て、やはり管理をしていかなければならないと

いう、そういう例えば計量する機械であったり

とか、こういうものの助成の経費であったりと

いうものも入ってございます。

その後、そこで収集したものを県内では、例

えば佐土原町にある業者さんであったりとか、

例えば延岡にある再生処理の業者さん、こういっ

たところに搬出していただきまして、そこで例

えばポリならポリ、ビニールならビニールとい

うものを再生処理していただくというような取

り組みになってございまして、その運搬費の助

成という部分につきましては、もう基本的には

市町村協議会と運搬業者さんの間での取り決め

というようなことになっているというのが現状

でございます。

○ 原委員 そうすると、今、かなりの廃プラ

スチックが出ると思うんですが、農家さんは廃

プラが出た場合に、ちゃんと集めて捨てなさい

というような義務化みたいなことはあるんです

か、それとも本人任せですか。

○日髙農産園芸課長 以前、この取り組みが始

まった段階では、基本的に何もそういう規制と

いうものはなかったと記憶してございますけれ

ども、たしか平成10年前後からだったと思いま

すけれども、いわゆる廃棄物等の廃掃法の改正

によりまして、使用済みのポリとか使用済みの

マルチ、こういったものをいわゆる不法投棄し

てはいけない、もしくは焼却してはいけないと

いうようなことを法律で規定されたところでご

ざいます。

それを受けて、いわゆる義務化もあるんです

けれども、啓発を一層強化して、現在その収集

体制を引いているというような状況でございま

す。

○ 原委員 だから、環境行政というか、そう

いったところと一緒に合致する話なんですよね。

というのは、面倒くさいもんだから、例えばイ

モ植えたりとかありますよね、目立たないとこ

ろを、これをこのまますき込んでいる人たちが、

結構、散見されるんですよ。

それを今度は自分でまた集めて、あんまり人

目のつかないところだったら燃やしている。で

も燃え切りませんよね、だからその残骸が残っ

たりとかあるわけですけど、これは、成分、分

解性じゃないんで、しばらく残ると思うんです

けど、細かくちぎれたまますき込んだ場合は土

の中に何か害が残るんですか。土の成分の中に

いずれは化学変化を起こして残って、作物に何

か残留するとか、そういうこともあるんですか。

○日髙農産園芸課長 詳細には存じ上げないと

ころでもあるんですけれども、例えば現場での

経験等を踏まえますと、ポリの場合には長期間

の劣化によって、ある程度その影響が残るかど

うかというのは別にしまして、ほぼ土となじむ

ような状況もあろうかと思います。

ただ、ビニールにつきましては、なかなかそ

れが非常に長いというようなところで、やはり

そこの部分について、この予算等の活用をさせ

ていただきながら、啓発をしていかなければな

らないというふうにしております。

○ 原委員 微生物が分解していくとかあるの
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かもしれませんけど、要は、最近、私もちょっ

と相談を受けたことがあるんです。

それをかなりの面積で、余り人目のつかない

ところですき込んでるわけですよね。田んぼ見

るとこれぐらいの切れっ端があって、恐らくそ

れをまた植えるんだろうと思うんですけど、だ

からこれを放置しとっていいのかなという話で。

じゃあ、そこをどうやってそこで、実際、耕作

しておられる農業者に、集めてちゃんと収集の

ところへ持っていきなさいとか、処理しなさい

とかいうところの指導をどうするのかなと思っ

てまして。環境のほうで言ったほうがいいのか、

ここで言ったのがいいのかなとずっと思ってた

もんだから、今、聞いたところでした。

どういうふうな指導をやっていかれるんです

かね。強制力はあるんですか。

○日髙農産園芸課長 すき込みの場合の指導の

あり方というところについては、十分勉強させ

ていただきたいと思いますけれども、ただ例え

ば野焼きとか、こういったものの例で申し上げ

ますと、例えば道路もしくは自分の畑の中で、

いわゆるビニールとか、野焼きをされている方

がいらっしゃった場合に、その煙が非常に目に

しみたりとか、きついといったところで、その

地区の方々は管轄する保健所のほうにお話申し

上げまして、いわゆる廃掃法の管轄といったと

ころの中で対応していただいたというような事

例はございましたので、そういう同じような取

り組みが必要になってくるのかなと考えている

ところでございます。

○ 原委員 確かに、保健所のほうに一応相談

はしてあるんですよ。

だから、今ちょっと出ましたので、例えば農

政のほうで、あるいはまた環境のほうで、何か

そういうことしちゃだめよと、すき込んだって

肥やしにならないよという話を、何かうまくで

きんのかなと思ったもんですから。ありがとう

ございました。

○丸山委員 資料の10ページ、11ページの融資

関係なんですけれども、特別額を20億円に拡大

したということなんですけれども、実際、拡大

する理由といいますか、平成26年度がやはり20

億円近かったから拡大するということでいいの

か。20億円に拡大した根拠を、もう少し教えて

いただくとありがたいかなと思っております。

○後藤営農支援課長 誘導という言葉を使いま

したが、現在、無利子の枠というのが、個人

が1,800万円、法人が3,600万円となっておりま

す。

例えば露地野菜の経営になりますと、今は10

ヘクタール、20ヘクタールという経営規模にな

ります。

そうなると、どうしても機械化一貫体系とい

うことで機械の導入、そうなると1,000万円か

ら2,000万円の機械の導入であったり、また加工

をやられている法人も今ございまして、機械化

一貫体系にすると、その加工施設まで機械化に

合わせた改良をしなきゃいけない、そういう意

味で、やはり個人であっても法人であっても規

模拡大を目指すということになれば、やはり従

来の1,800万円、3,600万円では厳しいと考えて

おりまして、誘導という意味で、この２億円と

いう形でお願いをしているところです。

○丸山委員 そうすると、この20億円の枠がな

いと、１枠が、１人用が２億円近くがふえると

予想されているということで、意欲ある農家が

結構まだ多いということなのか、もしくはフー

ドビジネスを考えるときに、加工用、例えばサ

トイモの加工とかをするためには、そういう機

械まで含めて、県としてはこのように誘導して
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いきたいという意気込みということでよろしい

んでしょうか。

○後藤営農支援課長 事例的に、今、需要額な

り、実績金額ございますが、やはり１億円前後

の実績なり、需要規模も出てきております。

それと、先ほど申しました畑から加工までと

なると、やはり２億円ぐらいのお金がないと、

なかなかそこに生産性を向上させる、規模拡大

をするというところまではいかないという、実

際やられている生産者のお話等を伺って、こう

いう形にしております。

○丸山委員 ぜひ意欲のある方には融資して、

利益が上がるという見込みのもとにやっている

農家があるということだろうと思いますけれど

も、有効的に使っていただければありがたいか

なと思っております。

あと、加工用米のことを少しお伺いしたいん

ですけれども、12月に資料をもらったときに、

大体、県の平均が500キロぐらいしかとれてなく

て、多収品は日南だけしか使ってなくて、ここ

でも600キロぐらいしかとれてなかったというこ

となんですけれども、今、650キロとかであれば

いいという話もあったんですが、ほとんど日南

市しか使われなくて、ほかは普通のマイヒカリ

とかヒノヒカリだったと思うんですが、多収品

米の苗っていうのは、どれくらいことしは供給

できると見ればいいんでしょうか。

○日髙農産園芸課長 今、委員から御質問いた

だきました多収性品種、ことし日南で使ってご

ざいますのは、基本的に「夏の笑み」という主

食用品種の延長線のものでございます。これが

大体600キロほどとれるというような品種でござ

います。

ことし、26年度に実証圃という形で取り組み

ました「み系358」という品種につきましては、

これは県内各地域で26カ所つくっていただきま

したけれども、多いところ、都城でございまし

たけれども、都城でいわゆる作況指数を100に換

算した場合に、ことしの場合、作況指数がちょっ

と低かったもんですから、大体730キロぐらいま

ではとれたというような状況でございます。

ただ、ほかの地域、特に早期水稲地帯のあた

りでは、そこまでとれていない、500キロもいか

ないような状況もございましたので、やはり地

帯区分を分けながら取り組まなければならない

と考えてございます。

そういった中で、来年度の種子につきまして

は、現段階で考えておりますのは、ことし加工

用米をつくっていただいて、来年度も予定して

ございます約1,200ヘクタールにつきましては全

量、そのかわるだけの量というものは十分確保

してございます。

ただ、先ほど申し上げましたように、早期水

稲地帯におきましては、「み系」はなかなかちょっ

と入りづらいところがございますので、当面、

目標とすれば、いわゆる全体の半分の普通期水

稲地帯を対象に、新品種の導入を進めていきた

いと考えてございます。

○丸山委員 ことし、平成26年度助成金という

のが国のを含めてあったんですけれども、こと

しも県、国と合わせて、複数年数、５万2,000円

ぐらい助成金がいただけるんですが、ことしも

同じような助成金があるという認識でよろしい

んでしょうか。

○日髙農産園芸課長 国のいわゆる助成金等も

含めまして、３万2,000円というのは確実に交付

できると考えてございます。

あともう一つ、県段階で措置できるものとし

て２万円ございまして、それを含めて５万2,000

円ということでございますけれども、この２万
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円の部分につきまして、要は他の作物との推進

状況といいますか、取り組みが非常に拡大した

場合には、どうしても薄めざるを得ないという

ようなところもあろうかと思いますけれども、

最大限その５万2,000円というところを確保して

いきたいと考えているところです。

○丸山委員 多分、農家とすれば、最初、こと

しもらっていれば、ことしも、27年度も同じぐ

らいもらえるんだろうという発想の方もいるか

もしれませんけど、どんどん広がっていけば県

としても、ない袖は振れないということなのか、

もしくは普及が進めばそれだけ所得が、収量が

上がれば─できれば本当は、助成金と言いつ

つ、基本的にもとは税金だと思いますので、う

まく農家がもうかるようなシステムも含めてき

れいに説明をしていただきたいなと思っており

ます。

それで、あと水田フル活用っていうのを県も

言っていますので、プラスやはりちゃんとブロッ

クローテーションみたいなのをしっかりつくっ

てやらないと、おかしくなるんだろうなと思っ

てますので、中間管理機構含めて、しっかりと

やっていただきたいなと思っております。よろ

しくお願いしたいと思います。

○日髙農産園芸課長 今、御指摘いただきまし

たように、昨年は県段階で例えば２万5,000円と

かいう状況もあったわけなんですけれども、そ

ういう一律という形ではなくて、やはり来年度

につきましては、例えば、一定程度の団地化を

した場合には、そういう取り組みに対する加算

ができるような仕組みにかえていきたいと考え

てございまして、御指摘いただいたように中間

管理機構の事業も活用しながら、団地化という

ものを図っていきたい、それでコストを下げて

いきたいと考えているところでございます。

○丸山委員 指摘要望事項の８ページのほうに、

労働災害のことが出てる。取り組んでいきます

ということで、なかなか労働災害が減らないと

いうようなことで、国のほうでもこの法制度ま

で含めて、何か新しい機械を買うんであればしっ

かり訓練しないと買えないという話もあるんで

すが。啓発をやっただけ、研修をやっただけで

は、なかなか実際は効果が上がってないのが実

態じゃないかなと思ってるんですが。しかしも

し事故が起きると、ひょっとしたら亡くなる方

がいたりとか、しかも手をけがして本当に使え

なくなるとか、非常に後がもっと大変だと思っ

てるので、その辺の効果ある研修というのを新

たにやってほしいなと思ってるんですけれども、

現場として今後、平成27年度としてどうしたい

という、何かあればお伺いしたいと思いますけ

れども。

○和田食の消費・安全推進室長 この労働災害

につきましては、たまさかこの平成26年は死亡

件数３件ということで、例年に比べて低くなっ

てございます。

しかしながら、やはり死亡事故をなくすとい

うのが目標でございます。この御指摘にありま

すように、効果のあるやり方はないかというの

を工夫してやっていきたいと思います。

例えば、普及センターの職員等、農家と密接

につながるところの職員の研修を行って、農家

さんに十分きちんと説明ができるように効果が

上がるようにとか、いろいろ工夫をしていきた

いと考えております。

○丸山委員 全てがそうではないかもしれませ

ん、仕事が終わった後、機械をきれいにするこ

とは機械も長持ちするし、そういう方に関して

はほとんど事故もないんじゃないかなと思いま

すので、そういう仕事が終わった後の清掃とか、
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それを何か徹底することも一つの手段ではない

のかなと思いますので、そういうことを含めて

事故というのがないようにやっていただけるこ

とによって、コストも縮減といいますか、機械

を長く使えるということにもつながるんじゃな

いかと思います。

その辺も含めて、経営ということ含めて、指

導もやっていただくとありがたいのかなと思い

ますので、よろしくお願いしておきます。

それと、もう一点いいですか。安全について

条例をつくったんですけど、これに基づいて新

しく予算措置を、これを肉づけ予算で何かやる

のか、考えていらっしゃるんでしょうか。

○和田食の消費・安全推進室長 この条例、今

年度の当初予算におきましても、例えば条例の

ＰＲのためのパンフレットの印刷とか、あるい

は研修会を開いて周知を図っていくとかの予算

を計上しているところでございます。

○丸山委員 具体的に、どの予算で見ればよろ

しいんでしょうか。

○和田食の消費・安全推進室長 287ページの

（事項）新農業振興推進費というのがございま

す。中ほどでございますけれども、その説明の

中の１番目のところ、「産地から食卓までをつな

ぐ食の安全・安心確保推進事業」ということで、

予算を計上させていただいておるところでござ

います。

○丸山委員 この中で、特に条例ができて、新

しく取り組もうというような事業はないのかを

お伺いしたいんですけれども。

○和田食の消費・安全推進室長 この条例は理

念条例でございまして、この根拠を議会の議決

を経た条例という形で行うということで。新た

にというのでなくて、連携をより密にして、食

の安全・安心に全庁的あるいは全県的に取り組

んでいくということでございます。特に新しい

ものはございません。

○丸山委員 理念条例っていうのはわかるんで

すけれども、できればやはり日本一を目指す食

料基地としてというのもあれば、何かやってい

ただきたいなと。例えば食の安全・安心という

ことを宮崎がＰＲして、米もいっぱい食べましょ

うというのを、ただ単に、これまでやってるん

だだけじゃなくて、せっかく条例つくったんで

あれば、何か新しい企画を出して、予算をとっ

てやることによって、本当の農業県、食料基地

になるんじゃないかなと思います。６月議会、

補正、肉づけがあるときには、何らかの形とし

てやっていただくと、本当に農業県イコール食

の安全を供給してるんだというＰＲをするよう

な形をとっていただければありがたいなと思っ

ております。

○後藤営農支援課長 この理念という形で、食

料供給基地として、生産者から加工、流通、そ

して消費まで安全・安心という価値を連鎖させ

る、まさにそういう形でまず認識していただく、

自分の役割はここなんだと、そこで安全・安心

を確保すると、それが生産から消費まで連鎖す

る、それをこの条例でうたっているわけです。

まずそれを御理解いただくということで、今、

パンフレットを準備しておりまして、また広報

のほうとも、テレビなり新聞なりで機会あるた

びに、また関係部局も機会あるたびに、この価

値の連鎖というものを県民の皆様に御理解いた

だいて、そして自分の役割をしっかり担ってい

ただく、そういう形で進めていきたいと、また

委員からございましたような形に次のステップ

をもっていきたいと考えております。

○緒嶋委員 今の課長の言われたことですが、

食の安全・安心、これはもうちょっと条例とし
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てはかなり長い条例になっておるわけですが、

その推進計画を立てて施策の具体的内容、目標、

その他必要な事項を定めると、またそれはもう

遅滞なくこれを公表するとか、もうすばらしい

ことが書いてあるわけです。

それだから、これはまた農産物の残留検査ま

でするというようなこともあるから、今言われ

たことが、絵に描いた餅と言うといかんけど、

そうならんようにやれば、これはもう財政的な

ことも伴い、これはすばらしい条例であります

ので、やるなら、本当に県の責任が重いと思う

んです。

市町村も当然それに加味した努力はしなきゃ

ならんけど、必要な財政上の措置も講ずるよう

努めるということが最後に載っているので、そ

ういうこと含めて本当にこれが今言われたとお

り、宮崎県の食の安全・安心以上に、日本の食

の安全・安心をリードするような体制で頑張っ

てほしいと思いますが。そうなりますかね。

○後藤営農支援課長 平成27年度入りましたら、

すぐに柱立てをしっかり立てまして、そして各

項目立て、それを各部局ごとに作成してまいり

まして、それを確実に実行していく、そういう

準備を早急にするつもりでおります。

その暁には、委員からありましたような形に

もっていきたいと考えております。

○緒嶋委員 期待しております。

○内村委員長 ほかありませんか。よろしいで

すか。

それでは、以上で営農支援課、農産園芸課の

審査を終了いたします。

執行部入れかえのため、暫時休憩いたします。

午後２時６分休憩

午後２時12分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

これより農村計画課、農村整備課の議案の審

査を行います。

農村計画課から順次説明を求めます。

○原農村計画課長 農村計画課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の297ページをお開

きください。

農村計画課の当初予算額は、一般会計58

億2,529万8,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

299ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）公共工事品質確保強

化対策費1,154万円についてでございます。

１の公共工事品質確保強化事業につきまして

は、公共３部で施工体制監視チームによる施工

現場の重点点検や適切な現場指導を行うことに

より、発注者及び受注者双方の技術力の向上と

適正な品質の確保を図るものでありますが、そ

のうち農政水産部が負担する委託料を計上して

おります。

次に、その下の（事項）公共農村総合整備対

策費２億1,299万円でございます。

これは農業生産基盤と農村環境基盤を整備す

るための計画策定や安定した農業用水の確保な

ど、農業の発展を図るために造成された国営造

成施設等の適切な維持管理に要する経費でござ

います。

主なものとしましては、２の国営造成施設管

理体制整備促進事業１億1,952万4,000円であり

ますが、これは国が造成した施設を管理してい

る土地改良区の管理体制の強化を図るため、土

地改良区や市町へ助成を行うものでございます。

次の３の基幹水利施設管理事業8,446万6,000

円につきましては、市町村が管理するダムなど
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の大規模な国営造成施設の管理費の一部を補助

し、農業用水の安定供給や農村地域の防災、環

境保全等の機能強化を図る事業でございます。

300ページをお開きください。

中ほどの（事項）国土調査費の９億8,634万円

についてであります。

これは１の地籍調査事業により、土地に関す

る最も基本的な調査である地積調査を実施し、

土地所有に関する権利の保全や明確化を図るも

のでございます。

１つ飛びまして、大規模土地改良計画調査費

の2,423万3,000円についてであります。

これは、大規模土地改良事業の円滑な推進を

図るため、各種調査や地域農家への畑かん営農

の啓発推進を行う経費でございます。

次に、301ページをごらんください。

上段の（事項）土地改良事業負担金の38億7,817

万4,000円であります。

これは大淀川左岸地区ほか４地区の国営土地

改良事業にかかる負担金でありますが、このう

ち平成27年度以降に償還を予定しております県

負担金のうち、都城盆地地区ほか３地区につい

て、約19億円の繰り上げ償還をお願いしており

ます。

また、後ほど畑かん営農推進室長より御説明

いたしますが、平成26年度に国営事業が完了い

たしました尾鈴地区における市町村等の負担金

について、７億4,335万円の繰り上げ償還をお願

いしております。

私のほうからは以上でございます。

○甲斐畑かん営農推進室長 畑かん営農推進室

でございます。

お手元の常任委員会資料の26ページをお開き

ください。

議案第47号「国営尾鈴土地改良事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」であります。

これは平成８年度から平成26年度まで施工さ

れた国営尾鈴土地改良事業にかかわる高鍋町、

川南町、都農町からの負担金の徴収について、

土地改良法第90条第10項の規定により、議会の

議決に付すものでございます。

本事業は平成26年度をもって完了しましたの

で、市町村負担金につきましては土地改良法に

基づき、平成27年度から国へ償還を行うことと

なっております。

説明資料の下に点線囲みの３項の下のほう、

負担金徴収方法で示しておりますように、17年

間で徴収する方法と、全部または一部を繰り上

げ償還する２通りの徴収方法がございますが、

今回は各町の申し出により、全部につき繰り上

げ償還を行うものでございます。

上に戻っていただきまして、１の負担金の額

につきましては、表のとおり高鍋町、川南町、

都農町で合わせて７億3,671万6,338円でござい

まして、既に関係町に対し、意見を求め、同意

をいただいております。

２の徴収期間につきましては、全額を繰り上

げ償還するため、平成27年度の１年間でありま

す。

畑かん営農推進室につきましては以上でござ

います。

○河野農村整備課長 農村整備課でございます。

平成27年度歳出予算説明資料の303ページをお

開きください。

農村整備課の当初予算は、一般会計で86

億6,078万2,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

305ページをお開きください。

一番上の（事項）農業農村振興対策事業費９
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億6,877万9,000円についてであります。

２の多面的機能支払制度について、後ほど別

冊の資料で御説明したいと存じます。

次に、中ほどの（事項）公共農村総合整備対

策費２億233万7,000円についてであります。

２の中山間地域総合整備事業については、中

山間地域において、地域の立地条件に沿った生

産基盤と生活環境を総合的に整備し、農業農村

の活性化を図るため、高千穂町の五ヶ所地区ほ

か６地区で、農業用用排水路や営農飲雑用水施

設などを整備するものであります。

306ページをお開きください。一番下の（事項）

県単土地改良事業費１億6,814万8,000円につい

てであります。

１の県単土地改良事業については、国庫補助

事業の対象とならないような小規模な農業用用

排水路や農道などを整備するものであります。

307ページをごらんください。一番上の（事項）

公共土地改良事業費23億3,921万3,000円につい

てであります。

１の県営畑地帯総合整備事業については、畑

地帯において多様な営農形態への対応や担い手

の育成強化を図るため、都城市の祓川第１地区

ほか48地区で、畑地かんがい施設や農道などを

整備するものであります。

また、８の農業基盤整備促進事業については、

新富町の新富第２地区ほか28地区で、農地の簡

易な区画拡大や、暗渠排水などを整備するもの

であります。

次に、一番下の（事項）公共農道整備事業費12

億5,459万9,000円についてであります。

１の県営広域営農団地農道整備事業について

は、農畜産物の効率的な輸送体系の確立などを

図るため、門川町の沿海北部地区ほか３地区で

農道を整備するものであります。

308ページをお開きください。公共農地防災事

業費５億7,087万1,000円についてであります。

４の県営ため池等整備事業及び７の団体営た

め池等整備事業については、小林市の山ノ口原

地区や宮崎市の鶴府地区ほか15地区で、ため池

や急傾斜地等の用排水路を整備するものであり

ます。

次に、309ページをごらんください。一番下の

（事項）耕地災害復旧費23億7,402万9,000円に

ついてであります。

これは台風や集中豪雨などにより、被災した

農地農業用施設を早期復旧するものであります。

次に、主な重点事業について御説明いたしま

す。別冊の常任委員会資料の12ページをお開き

ください。

多面的機能支払制度についてであります。

１の目的・背景にありますように、農業農村

が有する多面的機能の維持・発揮を図るととも

に、担い手の規模拡大と構造改革を後押しする

ため、地域共同で行う多面的機能を支える活動

や地域資源の質的向上を図る活動を支援するも

のであります。

右側の13ページをごらんください。

本制度は、農地維持支払と資源向上支払で構

成され、農地維持支払は農業者のみの活動組織

でも取り組め、農地のり面の草刈りや水路の泥

上げ等の地域資源の基礎的保全活動及び農村の

構造変化に対応した体制の拡充強化、保全管理

構想の作成が支援対象となります。

また、資源向上支払は、農業者以外に地域住

民を含めた活動組織で取り組み、水路や農道等

の軽微な補修などの地域資源の質的向上を図る

共同活動及び水路等の施設の補強などの長寿命

化のための活動が支援対象となります。

12ページに戻っていただきまして、２の事業
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概要の予算額にありますように、９億6,099

万2,000円を予算計上しております。

なお、括弧書きにありますように、26年度の

予算に対しまして大幅な増額となっております

が、これは平成27年度から活動組織への交付金

の交付ルートの変更によりまして、国の交付金

が県を経由することが主な理由でございます。

続きまして、25ページをお開きください。

議案第46号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」であります。

表にありますように、市町村負担を予定して

おり、土地改良法第91条第６項等の規定により、

あらかじめ市町村の意見を聞き、同意を得た上

で議会の議決に付するものであります。

説明は以上であります。

○内村委員長 議案に関する説明が終了いたし

ました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○緒嶋委員 農村計画課、公共工事品質確保強

化対策事業は、農政関係は1,154万円。環境森林

部とか県土整備部も合わせたらどうなるとかな。

○原農村計画課長 合わせますと4,615万9,000

円となります。

○緒嶋委員 この案分というか配分は、何を基

準に割り振るわけ。

○原農村計画課長 監視チームの人数で割り

振っております。

○緒嶋委員 これは推進機構か何かに頼んでと

いうわけじゃなくて。人数は何人ですか。

○原農村計画課長 この事業は、推進機構に委

託をいたしております。

人数は全員で８名、うち２名は農政水産部で

す。

○緒嶋委員 農政水産部と環境森林部が２名と

２名で、向こうが４名ですか。

○原農村計画課長 さようでございます。

○緒嶋委員 はい、わかりました。

これは強化事業でありますが、県から出向し

た職員がほとんどだと思うんですけれども、そ

の人の仕事の内容だけど、完成検査とか、どう

いうことをやるわけかな。

○原農村計画課長 例えば、工事で低入札とか、

下請の割合の大きいものにつきまして重点的な

点検を行うと、施工体制とか下請の契約書等を

ですね。

そして、そういう点検を通して、施工体制の

確保と下請へのしわ寄せ等を防ぐために行って

おります。

また、現場の監督員に対しましても、いろん

なアドバイスを行っております。

○緒嶋委員 これは一般に言う中間検査とか完

成検査とかとは別の視点でものを見るわけです

か。

○原農村計画課長 全く別な視点でございます。

○緒嶋委員 はい、わかりました。次、いいで

すか。

これはまだほかにも聞かれるかと思うんです

が、国土調査費、地籍調査、今はこれは境界そ

のものも、なかなか個人の境界も明確でない、

またそれが相続も進んでいないということであ

ると、もうほとんどわからないところが多いわ

けです。

これは一番急がないといけない事業でありま

すが、この進捗状況は毎年１％も進まないとい

うぐらいのことでありますけれども、努力して

いただいて、ほかの予算は骨格でありますけれ

ども、これは肉づけ予算でありますか。

○原農村計画課長 全て骨格でございます。

○緒嶋委員 であれば、まだ国土調査費の予算

はふえると見ていいわけですね。
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○原農村計画課長 国の予算のほうも関係がご

ざいますけど、現時点では骨格だけで考えてお

ります。

○緒嶋委員 ありがとうございます。

今、骨格でこれだけだと、事業はどれぐらい

進むんですか、かなり進むと見ていいですか。

○原農村計画課長 面積にしまして67.6キロ平

米、率にしますと1.2％ほどとなっております。

○緒嶋委員 これは、それこそ市町村の取り組

み程度というのがいろいろ違うわけですよね、

熱意というか、それで差ができてくるわけです

けれども。いずれにしましても、これは市町村

に対しても積極的に推進されなければ、正確な

固定資産税の評価というのはできないわけです

よね、土地なんかは、台帳だけでやれば、本当

は現場とは、相当、乖離があるわけですけれど

も。やはりこれはぜひ市町村、また予算的には

国へお願いせんといかんわけですけれども、ぜ

ひ進むように努力していただきたいと思います

し、これが骨格であるということであれば、肉

づけでこの倍ぐらいになれば大したもんだろう

と思いますので、よろしくお願いいたします。

○原農村計画課長 今後とも、市町村とも十分

連携をいたしまして、予算につきましても、市

町村のほうに必要な予算は組んでもらうように

啓発等も行いまして、事業の進捗を図ってまい

りたいと考えております。

○緒嶋委員 それと、次、いいですか。

尾鈴地区の、完成したということであります

が、これは地元負担は個人負担を含んでおるわ

けですか。町村負担でこれだけ全部を払うとい

うことですか。

○甲斐畑かん営農推進室長 町負担だけで、こ

れを支払うということでございます。

○緒嶋委員 であれば、もう個人負担はないと

いうことですね。農家の負担はないということ

でいいわけですね。

○甲斐畑かん営農推進室長 国営事業につきま

しては、農家負担はございません。

○緒嶋委員 ありがとうございます。

それから、今度は農村整備課、小水力発電

等。305ページの農村地域導入支援事業は、具体

的に希望は相当あるわけですけれども、この希

望に対しての充足度というか、それぞれ市町村

の希望にどの程度沿った予算なわけですか。

○河野農村整備課長 農業用水を利用しました

小水力発電については、以前からいろいろ調査

等もやってきております。

そういった中では可能性があるところもある

んですが、ただそれだけではなくて、やはり地

元調整とか資金面もございますので、そういっ

た面も十分地元のほうで調整しながら、県のほ

うに要望が来ております。

今回の予算につきましては、そのうちで国定

額となっておりますが、概略設計が２地区ほど、

今、要望上がっておりますので、それだけは、

今回、予算計上させていただいております。

それ以外の地区につきましては、今後とも引

き続きできるだけ事業化できるように、地元の

ほうとも調整しながら努めていきたいと考えて

おります。

○緒嶋委員 これは地方創生と絡むというか、

その地域では物すごく期待が大きいわけです。

もちろん建設費の負担があるから、なかなか前

に進みにくいというのはあるんですけど、今言

われた２カ所は。

○河野農村整備課長 当初予算で1,000万円組ん

でおります。

２カ所については、都城で１地区、えびので

１地区で、概略設計を今回、実施するというこ
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とになります。

概略設計のほうで細かな調査とそして積算を

行いまして、それでやれるとなれば今度は事業

化に向けて取り組んでいくということになりま

す。

○丸山委員 説明資料の12、13ページの多面的

支払制度のことについてお伺いしますけれども、

かなり予算がふえているんですけれども、今度

のその対策費が３億円だったのが３倍の９億円

を超しているということ。

これで面積的にはかなりふえるのか。あと、

市町村の裏負担、４分の１が厳しくて、ほかの

中山間直接支払制度とかあるもんだから、裏負

担が大きい分、市町村がもう受け切らないとい

うようなところも若干、特に田舎のほうが多く

て、都市部のほうはこういうものは使わないも

んですから、その辺。地方のほうが非常にやり

たいんだけれども裏負担が厳しいという話も時

々聞くんですが、この９億円というのは、本当

に使い切れる予算なのかというのをお伺いした

いと思います。

○河野農村整備課長 申しわけありません、先

ほどちょっと御説明もいたしたんですが、12ペ

ージのほうの予算額でいきますと、今年度が２

億8,357万1,000円でございます。

それに対して、確かに６億8,000万円近く増額

になっておりますが、主な要因としましては、

本年度までは国の交付金が、直接、地域協議会

を通って活動組織に行っておりました。

これが来年度からは交付ルートの変更により

まして、県を経由するということで、今、申し

上げた予算で約６億8,000万円ほどの増額のう

ち、６億4,000万円ほどがその国費が、一旦、県

を通過するということでの増額になります。

一般財源のほうで見ていただきますと、２

億9,400万円余ということで計上させていただい

ております。これが本年度の予算で比べますと、

約3,600万円余の増額になっております。

これが、いわゆる平成27年度、新たに取り組

みを拡大する区域にかかわる予算と見ていただ

ければ結構かと思っております。

ちなみに、平成25年度まで、ここでいきます

と農地維持支払の部分になりますが、従前の農

地・水の中の共同活動、これが25年度で１

万3,471ヘクタールでございました。

本年度は、市町村の御協力もありまして、こ

の面積が１万7,278ヘクタールということで、

約3,500ヘクタールほど増加しております。

来年度につきましても、地元の要望等として

は、今回、計上させていただいている予算に見

合うような面積のほうの御要望は受けておると

ころではございますが、当然、今から地元のほ

うに入ってまいりますので、そこで十分御理解

いただいた上で、こういった地区が確実に推進

されるように努めていきたいとは考えておりま

す。

○丸山委員 あと、事業効果の３に、平成30年

には２万ヘクタールと書いてあるんですが。27

年が１万7,200ヘクタールということですので、

予定どおり順調にきているということで見てい

いのか、本来もう少し早く推進していって維持

管理なんかをしっかりすることによって、農地

が耕作放棄地じゃないようにしたいとかいうの

があると思いますけれども、その辺、本来はも

うちょっと２万ヘクタール以上やらないといけ

ないのかという考え方があるのかどうかを含め

てお伺いしたいと思います。

○河野農村整備課長 この制度が一昨年の暮れ

にようやく国のほうから示されて。そこら辺を

踏まえて、それまでの農地・水での本県での取
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り組みがなかなか低調であったということで、

表現悪いですが、とりあえず30年度までに２万

ヘクタール、大体1.5倍にふやそうということで

取り組んでまいりました。

先ほど26年度の取り組みが１万7,200ヘクター

ルとお話しましたが、今回27年度の予算で農地

維持だけを見てみますと、２万ヘクタール以上

の御要望は、今、受けているところでございま

す。

ただ、先ほど申し上げましたように、今から

地元で十分練ってまいりますので、国からの予

算の内示の状況も踏まえながら、そこに達する

かというところはありますが、できるだけ予算

の確保なり、地元と調整しながら、この面積が

確保できればと考えております。

○丸山委員 ぜひ国のほうの予算確保もしっか

りしていただいて、目的である農地の維持管理

がしっかりできることをお願いしたいと思って

おります。

○ 原委員 ちょっと今のに関連していいです

か。

これ、全域が対象ですよね。

○河野農村整備課長 基本的には農振農用地プ

ラス付加分というような表現になりますけど、

農振農用地に隣接して地域の活動として取り組

む部分については、いわゆる白地の部分も含め

ても構わないというような形にはなっておりま

す。

○ 原委員 100％わからずに言ってるかもしれ

ませんけど、結局これからの問題は、高齢化の

中で、後継者がいない中で、延々と引っ張って

きている水路をどうやって維持するかと。もう

これ大きな問題なんですよね。

後ろのほうに何十ヘクタールの水田があって

も、昔、大正だとか、あるいは明治のころ、川

の岸の岸壁みたいなところを削って、延々と何

キロもあるような水路がいっぱいあるんですよ。

今はどうにか集落のみんなで、あるいは土地

改良で出てやってるわけですけど、例えば集落

の支援となってますけど、ここの集落を支援し

ようにも、その集落にやる人がいない、いなく

なるんですよ。今ここにＰＴＡとあるから、ま

だ学校は子供がいてＰＴＡがいるところはいい

んですけど、いないんですよね。

この制度としては、確かにそういうものを維

持していく上でいい事業だなあとは設計上思い

ますけど、実態上は受け手が、実際、作業する

人がいなくなる。我々はよく地元の人と語るん

ですけど、例えばもう公共事業にしないと、水

路はもう町道とか市道と一緒でそういう管理に

してしまうとか、あるいはもう一括で建設事業

者に何年かの単位で維持を頼むとか、そういう

ことにやっていかないと。例えば今、私の近く

でも、土地改良の皆さん方が水路の維持をずっ

とやってますけど、もう正直言って、あと数年

したらいないよという状況なんですよね

今はこれはこれでうまくできるのかもしらん

けど、将来的には設計変更とかしていくことを

考えとかないと、恐らくこの制度そのものが成

り立たなくなるんじゃないかな。成り立つとこ

ろもあると思うんですが、そうでないところが

結構ふえてくるということは、考えておかない

といけないと思うんですが、お考えはどうです

か。

○河野農村整備課長 委員のおっしゃるとおり

だと思います。

現制度におきましても、地域の方々でなかな

か手が回らない、例えば重機等を使わないと泥

上げができないとか、そういった部分について

は、ここのお金を使いまして、外注もできると
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いうようなところもございます。

そういった点もございますし、今後いろいろ

な御要望が地元のほうから出てきますと、国の

ほうでも制度の中身については、当然、変更し

ていくと考えられますし、我々としても、そう

いった声は国のほうに届けていきたいと考えて

おります。

○ 原委員 体験なんですけど、例えば私のい

るところに長田峡というのがあります。名前は、

結構、御存じだと思うんですけど、そこから何

キロでしょうかね、延々と右岸・左岸それぞれ

のところに水を引いてます。台風が来ると越流

するので、その水路に泥と石とかがたまるんで

すよね。取り入れ口から数百メートル、みんな

でそこに出て行って、その泥を上げて、川に捨

てる、石を捨てる、この作業をやらないといけ

ないんですよ。

そこに行くと、まだ私が若いほうですから。

あとはもう私より年寄りの人たちが大半、70歳、

どうかすると80歳ぐらいの人たちが、一生懸命

やって、今、水路が維持できてるんです。

だから、そういう状況ですので、今、このよ

うな意見を申し上げたところですけど、そうい

うこともよく見ていただきながら、意見を聞き

ながら、また国等の制度設計に当たっていただ

くとありがたいと思っています。

○河野農村整備課長 地元の御意見、そして県

議会の御意見も踏まえながら、できるだけ、ま

だまだ全国に比べて低調ではございますので、

本県での推進を引き続きやっていきたいと考え

ております。

○重松委員 今の多面的機能支払制度の件です

が、その事業効果の（２）の最後のほうに、都

市との交流による地域活性化と書いてあります

けど、内容をもうちょっと具体的に。どういう

ことでしょうか。

○河野農村整備課長 事業効果について、国の

制度ということで、国の制度の中でこういった

効果があるということになっております。

推測するに、農地維持については、農業者だ

けでもできるんですが、もともと農地・水支払

の時点では、農業者以外に、例えば地域のＰＴ

Ａの方であったり、自治会の方、こういった方

々も、もともと土地改良施設によりまして多面

的機能を享受しているということで、参加して

いただくような制度になっておりました。

そういった点で、都市といった方々も含めた

地域の活性化というところで、農業者以外にそ

ういった一般の会社員の方とか、そういった面

での部分なのかなとは考えております。

○重松委員 景観を維持するようなことも含め

てということでしょうね。結構です、わかりま

した。

ちょっと別件ですが、308ページ。

農地防災事業費なんですけれども、ちょっと

予算とは違うかもしれませんけれども、一般質

問でもちょっとさせていただきましたが、万が

一、大規模災害が起きたときに、要するに事業

継続計画、つまり農業版ＢＣＰという、水路と

か水門とかいろんなことが、やはりこの大規模

災害で壊れたときの復旧優先順位をしっかり決

めるべきかなということを提案したことがあっ

たんですが、そういうことのやりとりというの

を、市町村さんとされているのかどうか、お尋

ねしたいと思います。

○河野農村整備課長 １点は、例えば農地であっ

たり、農業施設、委員がおっしゃられましたポ

ンプ場とか排水機場とかいったものが被災した

場合には、一定の要件、いわゆる復旧の工事費

が40万円以上というような制約がございますが、
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予算書でいきますと309ページにございます国の

耕地災害復旧事業を使って実際には復旧をする

というようなことになります。

ですから、基本、被災したもので、先ほど申

し上げた復旧工事費が40万円以上のものについ

ては、この事業は全て適用ができるということ

になりますので、優先順位というよりは、全て

のものをやっていくということになります。

あと、委員から、昨年度だったかと思います

けど、一般質問で御質問受けたＢＣＰの話につ

きましては、実際、その復旧についてはこういっ

た国の制度を使ってやっていくということにな

ります。ただ復旧に当たっては、従前の施設が

どういったものであったかというのが重要に

なってまいりますので、例えば津波によって浸

水するような区域、ここにありますポンプ場で

あったり、そういった重要施設については、で

きるだけ既存の、要するに今どういった施設に

あるのかと、そういったものの保存には努めて

いかなければいけないのかなと考えております。

それがあることによって、早目の復旧という

ことで、農業のほうも早目に再開できるという

ことで考えておりますので、そこら辺について

は、今後、施設の管理者であります市町村とか、

また土地改良区とも協議しながら、できるだけ

そういったものの保存に努めていきたいと考え

ております。

それと、先ほどの多面的機能の中の地域活性

化の部分ですが、ちょっと１つの事例でいきま

すと、高鍋町に染ヶ岡というところがございま

す。ニュース等で御存じかと思いますが、夏場

にヒマワリで迷路をつくられて、地域活性化を

やられてますが、あれもこの多面的機能支払制

度の地域の組織がやっておりますので、そういっ

た面ではこういった都市部との交流ということ

が言えると考えてございます。

○重松委員 わかりました。ありがとうござい

ました。

○前屋敷委員 予算書の308ページの公共農地防

災事業費、これ総じて昨年度と比較しますと減

額の予算になっております。肉づけで改めて措

置される部分もあるのかもしれません。

しかし、急傾斜地の対策事業とか、かなり要

望も多いんですけど、あとの予算化はどういう

ふうに。

○河野農村整備課長 委員がおっしゃられたと

おり、今回、表現悪いですが、要は骨格という

ことで、とりあえず、年度当初で必要な部分と

いうことで措置させていただいておりますので、

それ以外の事業も含めまして、現在、27年度で

最終的に必要な予算等、ここ辺は詰めておりま

すので、またそういった検討が終わった段階で、

議会のほうに御相談させていただくということ

になりますので、御了解いただければと思いま

す。

○ 原委員 3 0 5ページの農業集落排水事

業。3,000万円の予算があるんですけど。きのう、

環境森林部の予算説明の中で、第二次宮崎県生

活排水対策総合基本計画の改定をおつくりにな

るということで、集落排水、公共下水道、合併

処理浄化槽、農業集落排水施設等が出ました。

その中で、平成25年度末の生活排水処理率が

平均で74.7％、その中で農業集落排水施設等

が3.8％となっております。

これは現状ですから仕方ないんですけど、そ

の中で、この改定計画の目標達成に向けた重点

取り組み項目の中で、今74.7％の排水処理率を32

年度に83％に引き上げようという目標を掲げら

れておられまして、集落排水に関して言えば、

接続率の向上というのがこの中にうたってある
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んです。

ということは、もう当然、それができている

わけですから、接続率の向上を図らないことに

はもともとのその目的を達してないので。私の

地域ももう20数年、集落排水施設になってるん

ですけど、この接続率の向上というのは、計画

は環境森林部のほうがつくるんですが、どこが

推進するんですか。地元市町村ですか、それと

もそれぞれ地元で組合つくってますけど、そこ

に誰が働きかけるのか。

でないと、この排水処理基本計画も、ただの

お題目でしかなくなるんですよね。そこのとこ

ろを、そしてこの予算3,000万円というのがそれ

にかかわるものなのかどうか。この3,000万円は

何なのかということを、ちょっと教えていただ

きたいのです。

金食い虫ですから、恐らく、新しく集落排水

事業に取り組むところはもうないですよね。

○河野農村整備課長 まず、予算のほうから御

説明いたします。

今回、3,000万円の予算を組ませていただいて

おります。これは基本的には、現在、動いてい

る集落排水の処理施設についての機能強化とい

う形で、いわゆるストマネと申しましょうか、

そういった補修の関係で、２地区について3,000

万円の予算を計上させていただいております。

ですから、新設というわけではございません。

初めに、御質問のありました接続率について

は、後のほうで委員からもお話ありましたよう

に、今回の計画のほうでは3.8％を、32年度も3.8

％という形で、新規のほうは今のところ見込ん

でおりません。

既存施設で、さらに既存施設も場合によって

は効率化という観点で、公共下水道の接続とい

う点でも進めていかなければいけないと思って

います。

ただ一方で、農業集落排水については、やは

り国の事業を使いまして、市町村において実施

されたということで、当然その接続率、いわゆ

る利用率を上げなければいけないということが

ございます。

残念ながら、まだ80％程度でございますので、

いろいろとやはり高齢化に伴って負担が、とい

うところもございますが、引き続き関係市町村

のほうに御協力いただきながら、接続率の向上

には努めていきたいと。そういったことを踏ま

えて、一方で公共下水道の統廃合により減る区

域はございますが、接続率を上げることで、現

状の3.8％をキープしていきたいと考えておりま

す。

○ 原委員 ということは、これは市町村とい

うことですよね。

だから、市町村に対して、こういう計画をで

きた時点で、農政水産部としてもそのあたりの

お願いというか、指導をしていくと理解してい

いですか。

○河野農村整備課長 本計画そのものが、市町

村と十分調整をしながらつくられた計画でござ

います。

当然、県のほうも関連しておりますので、市

町村と連携しながら接続率の向上には努めてい

きたいと考えております。

○ 原委員 はい、お願いしておきます。

○前屋敷委員 非常に基本的な質問で恐縮なん

ですけど、この多面的機能支払制度、制度とし

ては本当に必要なものであるし、希望、要望も

多いということで、ぜひこれが維持されていく

ことも必要なんですけど、やはり負担割合とい

いますか、市町村の割合が４分の１、やはりな

かなか厳しいんじゃないかと思うんです。



- 186 -

平成27年３月６日(金)

305ページの中で負担割合が書いてあるんです

が、国が10分の10、そして国が10分の５とある

んですけど、どんなふうに考えたらいいんです

か。

○河野農村整備課長 今回、予算計上しており

ますのが、９億6,099万2,000円でございますが、

先ほどの常任委員会資料の12ページをごらんい

ただくとよろしいんですが、これの２の（５）

の一番下の④がございます。

いわゆるこういった活動を推進していく上で

の、県とか市町村等、これのソフトの部分が、

国が10分の10で7,797万6,000円を計上させてい

ただいております。

実際、活動組織に交付されるお金となります

と、この上の①から③までということで、この

部分が国が２分の１、県が４分１、市町村が４

分の１ということになります。

○前屋敷委員 じゃあ、事業の中身によって負

担割合が違うわけですね。10分の10国が負担す

る分が、この④ということになるわけですね。

○河野農村整備課長 委員のおっしゃるとおり

でございます。

○内村委員長 ほかありませんか。よろしいで

すか。

それでは、以上で農村計画課、農村整備課の

議案の審査を終了いたします。

次に、水産政策課、漁村振興課の議案の審査

を行います。

水産政策課から順次説明を求めます。

○成原水産政策課長 水産政策課でございます。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の311ペ

ージをお開きください。

水産政策課の当初予算額は、一般会計で24

億1,116万円、沿岸漁業改善資金特別会計で１

億4,220万3,000円、合計で25億5,336万3,000円

をお願いいたしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

314ページをお開きください。

上段の（事項）水産金融対策費の説明欄１、

漁業近代化資金利子補給金7,521万5,000円でご

ざいますが、これは漁業者等の漁船建造やエン

ジン、機器類の更新などを促進するための低利

融資制度であります漁業近代化資金貸し付けに

おける利子補給金でございます。

下に示す（１）が、当年度の融資額12億円分

と過去の法定分の利子補給でございまして、こ

のうち４にお示しします９億円分については、

経営転換等、一定の条件に合致するものについ

て、県単の上乗せ利子助成を行っております。

このほかの部分につきましては、過去の融資

分の県単利子補給分でございます。

次に、その下の４、漁業協同組合機能基盤強

化推進事業３億8,000万円でございますが、これ

は、現在、進めております漁協の信用事業の信

漁連の譲渡に際しまして、譲渡不足金等、多額

の借り入れが必要となりますことから、金利負

担を軽減し、経営改善計画に沿った体制や事業

の合理化を支援するため、低利融資を行います

信漁連に預託をするものでございます。

次に、下段の（事項）資源管理対策費の説明

欄の２の改善事業「未来をつくる資源造成推進

事業」1,461万5,000円でございますが、これは

本県の沿岸漁業の漁獲の安定や増加を図るため、

漁業者が科学的な資源評価に基づいて取り組み

ます種苗放流や小型魚の保護など、資源管理の

計画づくりや実践を支援いたしますとともに、

遊漁者に対する資源管理の普及啓発を行うもの

でございます。

次に、説明欄３の改善事業「うなぎ資源管理
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強化対策事業」につきましては、後ほど漁業資

源管理室長のほうから説明をいたします。

次に、315ページでございます。

一番上の説明欄４、宮崎県内水面振興センタ

ー経営基盤強化対策資金２億円でございますが、

この事業は一般財団法人宮崎県内水面振興セン

ターに対し、運転資金として無利子の短期融資

を行うものでございます。

次に、その下の（事項）水産物流通加工対策

費の説明欄３の「宮崎のさかなビジネス強化・

拡大推進事業」1,427万6,000円でございますが、

これは漁業者の所得向上や県内における水産物

の付加価値の増大を図るため、漁連と漁協が連

携した新しい水産物販売体制の構築を促進いた

しますとともに、漁業者や商工業者等によるマ

ーケットインによる商品づくりや情報発信の取

り組みを支援するものでございます。

次に、中段の（事項）地域漁業経営改革対策

費の説明欄１の漁業経営安定対策資金５億円で

ございますが、これは燃油価格等の高騰に備え

ます国の「漁業経営セーフティーネット構築事

業」への加入を促進するため、信漁連が実施す

る無利子貸付事業を支援するため、その必要な

原資を貸し付けるものでございます。

次に、２の、日本一のキャビア産地づくり支

援事業、3,822万1,000円でございますが、これ

は安定したキャビアの生産、販売体制の構築の

ため、より安定した種苗生産体制をつくります

とともに、キャビア加工技術の確立、販売等の

支援を行うものでございます。

次に、316ページをお開きください。

一番下の（事項）水産業試験費１億3,331

万3,000円でございますが、これは水産試験場の

試験研究に要する経費でございまして、水産資

源の管理、漁場の予測技術、それから藻場の造

成技術、さらには水産物の品質向上技術の開発

など、資源の持続的利用や漁業の収益性の向上

に資する課題に取り組むことといたしておりま

す。

次に、318ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計１億4,220万3,000

円でございますが、これは沿岸漁業について経

営改善、生活改善及び新規着業に必要となる資

金を無利子で貸し付けるものでございます。

なお、貸付枠は説明欄の１にありますとおり、

１億4,125万5,000円をお願いいたしております。

次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。

お手元の常任委員会資料の２ページをお開き

ください。

下から２番目の欄になります。水産政策課の

ところにありますとおり、平成27年度の漁業近

代化資金利子補給等につきまして、期間及びそ

の限度額を設定するものでございます。

私のほうからは以上でございます。

○田原漁業・資源管理室長 漁業・資源管理室

でございます。

新規重点事業について御説明いたします。

お手元の常任委員会資料の14ページをお開き

ください。

うなぎ資源管理強化対策事業であります。

事業の目的ですが、資源の減少など、取り巻

く状況が大きく変化したニホンウナギのその資

源の保護、管理や養殖業の規制管理を適正かつ

円滑に進め、資源の持続的利用を確保し、本県

ウナギ養殖業の持続的かつ健全な発展を図るも

のであります。

15ページの上から２つ目の枠に示しておりま

すが、ウナギ資源を取り巻く状況については、

昨年６月にニホンウナギが国際自然保護連合の
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レッドリストに掲載されたことで、今後ワシン

トン条約による取引規制の懸念が高まっており、

これを回避するため、国においては今年度から

国際的な資源管理体制を構築すると同時に、内

水面漁業振興法による養殖業の管理強化を進め

ているところであります。

全国第３位の養鰻県である本県としても、国

や関係機関等と連携、協力して、ウナギ資源の

適正な管理を進めてまいります。

具体的には、中ほどの枠に、三位一体による

ウナギ資源の適正管理の推進として示しますよ

うに、ウナギ養殖業における稚魚、池入れ量の

制限にかかる指導や監視、また親ウナギ漁業に

おける禁漁期間の指導や監視、さらに採捕され

たウナギ稚魚の流通の適正化にかかる調査など

であります。

稚魚から親に至るウナギ資源の適正な管理を

推進することにより、漁業生産のみならず、地

域経済においても、重要な位置を占める本県ウ

ナギ養殖業の持続的かつ健全な発展を図ってま

いりたいと考えております。

14ページに戻りますが、予算額は5,648万1,000

円、事業期間は平成27年度からの３年間として

ございます。

水産政策課からは以上でございます。よろし

くお願いいたします。

○日向寺漁村振興課長 漁村振興課でございま

す。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の319ペ

ージをお開きください。

漁村振興課の平成27年度の当初予算額は、一

般会計で23億1,063万円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

321ページをお開きください。

３番目の（事項）内水面漁業振興対策費の１

億9,498万3,000円でございます。

こちらは、河川の魚類資源維持を図るために

要する経費でございますが、説明欄２の改善事

業「内水面漁業振興対策事業」につきましては、

後ほど委員会資料のほうで御説明をさせていた

だきます。

また、３の特定疾病対策事業につきましては、

ＫＨＶ病いわゆるコイヘルペスでございますが、

コイヘルペスなどの特定疾病に対する危機管理

体制による疾病発生時の回収処理等に対応する

ものでございます。

次に、322ページをお開きください。

（事項）漁業生産担い手育成事業費の444

万7,000円でございます。

説明欄１の、みやざき未来の漁業担い手確保

育成対策事業におきましては、漁業就業者の減

少と高齢化に対応するため、国の青年就業準備

給付金制度と連携しながら、漁業研修の充実や

研修終了後の求人側との適正なマッチングの実

施、それから就業後のフォローアップなどによ

りまして、本県漁業の担い手の育成を図るもの

でございます。

続きまして、一番下の（事項）水産基盤漁場

整備事業費の４億3,890万円でございます。

こちらは漁業の生産力向上と豊かな生態系の

維持回復を図るために実施する漁場整備に要す

る経費でございますが、平成27年度につきまし

ては、日向灘沖合い地区において、安定的な漁

獲や燃油等のコスト削減を図るため、浮魚礁を

用いた漁場整備を行うほか、餌環境の向上によ

る資源の増大を図るための増殖場整備の事前調

査を行うこととしております。

続きまして、323ページをごらんください。

上から２つ目の（事項）漁港管理費の2,242
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万8,000円でございます。

こちらは漁港区域施設等の管理業務に要する

経費でございます。

説明欄４の改善事業「プレジャーボート適正

管理推進事業」におきましては、漁港等におけ

るプレジャーボートの放置艇問題を解決するた

め、プレジャーボートの係留場所を確保し、未

申請者対策や沈船、廃船処理などを含めた規制

措置の実施を行うことによりまして、漁港内の

航路を確保し、漁港の適正な管理に努めてまい

ります。

次に、324ページをごらんください。

中ほどの（事項）水産基盤漁港整備事業費の

９億7,837万6,000円でございます。

こちらは水産物の生産や流通の基盤となる漁

港施設の整備を行うとともに、災害に強い基盤

整備や老朽化対策などに要する経費でございま

す。

説明欄３の漁港施設機能強化事業では、川南

漁港ほか７港におきまして、地震、津波対策と

して防波堤など漁港施設の機能強化を図るもの

でございます。

次に、325ページをごらんください。

（事項）漁港災害復旧事業費の１億7,422

万8,000円、それから（事項）水産施設災害復旧

事業費の6,859万4,000円でございます。

こちらは台風等で災害が発生した際の調査費

ですとか、復旧工事に要する経費をそれぞれ計

上させていただいております。

続きまして、平成27年度の新規重点事業につ

いて御説明をいたします。

お手元の常任委員会資料の16ページをお開き

ください。

改善事業「内水面漁業振興対策事業」でござ

います。

まず、右側の17ページをごらんください。

内水面漁業が抱える問題は、資源の生息環境

の変化ですとか、特定外来生物等による資源へ

の被害、それからニホンウナギの資源量減少な

ど、さまざまでございますが、そのような中、

内水面漁業の振興に関する法律が昨年６月に公

布されまして、内水面漁業の振興に関する施策

を総合的に推進することとされました。

中段、右側にありますとおり、県ではこれま

でも内水面漁業協同組合連合会を通じまして、

河川の実態調査ですとか、簡易漁道の設置、そ

れからアユの産卵床の造成、そして県民参加型

の外来魚の駆除など、内水面漁業者が主体となっ

た資源の保護、培養や一般県民に対する普及啓

発を支援してきたところでございます。

これに加えまして、左にございますとおり、

今回、公布された内水面新法におきましては、

内水面水産資源の回復及び漁場環境の再生に関

する施策を総合的に実施するための県計画の策

定や、地域ごとに内水面漁業の振興に関して、

必要な措置について協議するための協議会の設

置ができることとなりました。

今後は、国、県、市町村、そして内水面漁業

者等との連携を推進するとともに、内水面漁業

団体が県民との共同で行う資源保護活動等の取

り組みを支援していくことで、内水面の漁業の

生産力の発展等を図ってまいります。

左の16ページに戻っていただきまして、２の

事業の概要でございますが、予算額は405万4,000

円、事業期間は平成27年度からの３年間。（５）

の事業の内容でございますが、①の内水面新法

対策におきましては、県計画を策定するための

体制づくり等を進めてまいります。それから、

②の内水面資源保護活動実践事業におきまして

は、内水面漁業協同組合連合会を通じまして、
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内水面資源の保護培養や一般県民に対する普及

啓発を行います。

最後に25ページをお開きください。

議案第46号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」でございます。

漁村振興課分は下の表にございますように、

水産基盤整備事業に要する経費に充てるため、

市町村負担金を徴収するものでございまして、

地方財政法第27条第２項の規定によりまして、

議会の議決に付するものでございます。

なお、この負担金の設定に当たりましては、

あらかじめ対象となる市や町の意見をお聞きし、

その結果、異論がない旨の回答を得たものでご

ざいます。

また、負担金の割合につきましては、事業費

の100分の10としております。

漁村振興課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○内村委員長 議案に関する説明が終了いたし

ました。

委員の皆様からの質疑はございませんか。

○ 原委員 和み系の質問を。321ページの河川

放流委託事業。これもうずっと昔から続いてい

る事業ですが、5,200万円。ずっと前の委員会で

質問したことがあったんですけど、今、大体ど

ういう魚種を、どういう考えで放流しておられ

るのかということをお聞きします。

○日向寺漁村振興課長 この河川放流委託につ

きましては、５種類を放流しておりまして、ア

ユ、ヤマメ、シジミ、コイ、ウナギでございま

す。

ただ、コイにつきましては、コイヘルペスの

関係ですとか資源の問題とかもありますので、

今、放流はしておりません。対象にはなってお

りますが実績はございません。

○ 原委員 それも聞こうかと思ってましたけ

ど、今、ヘルペスの関係でコイはやってないん

ですよね。

これは、各河川ごとにそれぞれ協議会とかが

ありますよね、ここと相談しながら、あとの４

種類から魚種を決めて放流されるんですか。

○日向寺漁村振興課長 魚種等につきましては、

相談して決めて、それで放流をしているところ

でございます。

○ 原委員 本県はかなり川は豊富というか、

数の多いところなんですが、大体、満遍なく放

流していただいているんでしょうか。

○日向寺漁村振興課長 県内全部の河川に放流

しておりますが、ただ基本的には、いわゆる五

大河川のほうに重点的に放流しているところで

ございます。

○ 原委員 それで、今説明がありました内水

面漁業振興対策事業。県の計画を策定し、そし

て２番目の保護活動の実践事業ということだと

思うんですけど、環境森林部がつくる水質保全

とか、いろいろかかわる話だと思うんです。

早い話が、川はきれいにしないと、清き川に

は何とかすまずというけど、やはり川がきれい

でないと、魚はすまないと思うんですが、この

中の産卵所造成というのがありますよね、これ

はどういうことなんでしょうか。

○日向寺漁村振興課長 基本的はアユなどの産

卵所の造成を行っているものでございます。

○ 原委員 私は、小さいときから沖水川を見

てきてるわけですけど、昔からすると、魚の生

息数というのはもう圧倒的に減ってますよね。

前も赤崎教授の話をしたんだけど、そしたら

早速どなたかが、私の恩師でしたって資料を持っ

てきていただいたことがありましたけど。結局、

これは環境森林部ともかかわる話なんですけど、
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赤崎教授によれば、沈み石と、いろんな川に石

があるのに、土砂が小さな粘土分というんです

か、流れてくることによって沈むので、その下

を水が流れない、だから魚が産卵するところが

なくなって、その結果、減ったんだというよう

な理論を展開しておられまして。私も実際、自

分の地元の川とか山の状況、作業道をつくりま

すから、土砂の流出量というのはもうすごいの

で、そういう御指摘が合ってるんじゃないかな

と思ってるんです。

放流することによる魚の数の維持ということ

もありますが、もともと本来、そこにすんでい

た魚たちがすめる環境に返すことが必要なのか

なと思うんです。

ところが、これは所管じゃないとは思うんで

すけど、ここに産卵所を造成っていうのがあり

ますから、例えばこういうのもちょっと発展さ

せて、従来からその川にすんでいたであろう魚

種がもとに返るような、水産試験場もうちなわ

けですから、何かそういうところで、海につい

てはいろんな漁礁だとかあるじゃないですか、

杉の葉で研究したとかありますよね。そういう

ものを試験していただいて簡単に設置すると、

そこが川の生息環境を非常によくして産卵がで

きて、昔みたいに水生生物がもとに返るという

ようなことはできないのかなと思いまして、そ

ういう思いをずっと抱いてるんですけど。

ずっと十何年前にこの質問したら、まずは経

済性から行くんだと、いわゆるお金にならんこ

とは研究せんみたいなことを、皆さん方の先輩

が御答弁なさってがっかりしたことがあったん

だけど、時代も変わってきて、環境がさらに前

面に出て言われる時代ですから、そういうとこ

ろに目を転じて、もとの川に返していこうよと。

環境森林部の協力とかいろいろあると思うん

ですけど、そのあたりはどうなんですか。そち

らから、このことについてお答えになるものは

ないですか。

○日向寺漁村振興課長 内水面新法の関係でご

ざいますけど、県の計画策定というのがござい

まして、こちらはもちろん河川ごとの個別的な

計画というものではなくて、あくまでも県全体

を見渡した大枠的なものになるかと思うんです

けれども、ただその計画につきましては、国が

出している基本方針というのがございまして、

それに沿ったものにしないといけないというこ

とになっています。

その基本方針でございますけれども、例えば

中には資源の回復ですとか、漁場環境の再生で

すとか、内水面漁業の健全な発展など４項目入っ

てます。さらにその中には水質の確保ですとか、

水量の確保、それから森林の整備保全、それか

ら漁道の設置・改良ですとか、そういった内容

も盛り込まれているところでございます。

もちろん、これ水産の部局のみでは対応困難

なものも入っておりますので、今後、この計画

策定に当たりましては、関係部局と連携しなが

ら計画策定していきたいと考えております。

○ 原委員 細かいこと言っても仕方ないので、

その計画はいつできるんですか。

○日向寺漁村振興課長 時期は定めておりませ

んが、可及的速やかにつくりたいと考えており

ます。

○ 原委員 予算が上がっているわけですから、

やはりそこにいつつくるぞという明確なデッド

ラインを決めていただいて、それに向けてほか

の部局と協議してつくって、我々に御報告いた

だいて、しっかり読ませていただくといいがな

と思うんですけど。僕らは実際にその川の流域

に住んでおりますから、皆さん方がこのあたり
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をお考えになる考えとは、恐らく現場感覚が違

うと思いますので、早くつくっていただくよう

に。いかがですか。

○日向寺漁村振興課長 この県の計画で、その

下の地域協議会の設置などもございまして、そ

れにつきましては内水面の漁業協同組合などか

ら既に要望など来ておりますので、至急つくる

ようにいたしたいと思います。

○ 原委員 わかりました。早くつくってくだ

さい。

○丸山委員 歳出予算説明資料の14、15ページ。

ウナギ関係なんですけれども、県の取り組みは

わかった、やろうと言うけど、宮崎県だけやっ

ても、結局意味がないと思ってるんですが。他

県の状況、もしくは中国とか、かなり乱獲があ

るものですから、諸外国も含めて、同じような

ことをしっかり三位一体みたいな形で取り組ん

でいらっしゃると考えてよろしいんでしょうか。

○田原漁業・資源管理室長 他県との連携とい

うことになると思いますけれども、我々はそれ

こそ20年前にセンターをつくり、条例を整備し

て流通の透明化に取り組んできてございます。

一定の効果は上げてきておりますけれども、

なかなかやはり単県のみの取り組みというのは

非常に限界を感じておりまして、そのときにこ

の内水面漁業振興法ができたということで、国

の行います報告、聴取、立ち入り検査、こういっ

た権限を各県のほうに、要は都道府県の処理す

る事務に落としていただいて、そうすると各県

との連携がとれるのかなと期待してございます。

国のほうは、総務省との交渉でなかなか苦労

しているようではございますけれども、もしで

きれば、今、我々がわからない、要は県外から

入れたというシラスを遡及して追求していくと

きに、どうしても県境のところで追っかけられ

なくなってしまうんですが、それが追っかけら

れるようになると、流通の透明性が進むのかな

と思ってございます。

あともう一点、国際的な取り組みについてで

ございますけれども、昨年の９月に、一応、国

際的な資源管理の枠組みについては合意ができ

てございますが、その後、法的な枠組みにこれ

をかえる、法的な強制性を持たせるという話し

合いが、今、進んでいると理解してございます。

なかなかこれについても、あんまり進んでい

ないというふうに、今、聞いてございまして、

今度、６月にまた日本のほうで話し合いを持つ

というふうに聞いてございます。

○丸山委員 ほかの県は、なかなか宮崎県みた

いに─宮崎は先に内水面振興センターとかつ

くっていて条例とかあるからやりやすい。

去年から大分変わってきたと思ってるんです

けれども、ほかの県の状況は、宮崎県と同じよ

うに対策事業を打っていると思っていいんで

しょうか。

○田原漁業・資源管理室長 これが、必ずしも

そう言えない状況にあると思ってまして。ワシ

ントン条約の諸取引規制を回避するために、国

が今、動いてございますし、それに全面的に協

力するという立場で、今、いろいろな予算措置

も含めて取り組んでいるところでございますが、

例えば先ほど申し上げましたような報告、聴取

の立ち会い権限を県のほうにおろしてほしいと

いう要望を、昨年、上げたときにも、主要県で

固まって上げようということだったんですが、

４県ほど声をかけて半分ほどしか協力いただけ

ませんでした。

○丸山委員 日本のウナギって、本当に日本人

にとっては、夏とか特に一番、食べたい食材で

あって、もしこれがこれ以上厳しくなってきて、
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取引が厳しくなると本当に課題が大きくなるの

で、早目にしないと。私、予算措置、財源見た

ときに、本来、逆じゃないのかなと思ったんで

す。国が5,000万円ぐらい出して、宮崎が200万

円でいいぐらいな感じで、国がもうちょっと本

格的に動くべきじゃないのかなと思ってるんで

すが、国との協議はどのように進んでいるんで

しょうか。

○田原漁業・資源管理室長 国のほうと協議は

随時やってございますけれども、やることにつ

いては事業の構成がございますので、その辺も

含めまして妥当な金額ということで。要は200万

円、これの倍ということで400万円、このあたり

が妥当かなということで措置してございます。

○成原水産政策課長 概要については、ただい

ま室長のほうが申し上げたとおりなんですけれ

ども、国のほうも具体的にウナギの流通自体を

透明化するという方法をなかなか講じにくい状

況がある。透明化の具体的な方法がなかなか一

朝一夕にはいかんというところなので、本県と

してはこの予算を使わせていただいて、シラス

ウナギの主要養鰻県、それから主な採捕県、こ

のようなところを巻き込んで、新しい流通の透

明化の体制をぜひつくっていきたいと、リード

していきたいということで、国とその方向で話

し合いを進めております。

現時点ではどれだけできるかというのはわか

らないんですが、しっかりとワシントン条約対

応も含めて、持続的なウナギ利用、それから養

鰻の発展というものを確保するように努めてい

きたいと考えております。

○丸山委員 ぜひ国を巻き込んで、宮崎には農

水委員長をされている江藤委員長がいますので、

それをうまく巻き込んで、やはり国がもう少し、

てこ入れといいますか全体的な。宮崎県が先頭

を切ってというのも必要なのかもしれませんけ

れども、本来は国がやるべきものなんだろうな

と、もしこれを知らないとワシントン条約で規

制がかかってくると、本当に国民全体が苦しく

なってきて、あと水産業だけではなくて、逆に

商店街のほうも、非常にこれは苦しむんだろう

なというような思いがありますので、その辺は

国、国民全体で巻き込むような政策を、国と議

論をしっかりやっていただくことを要望してお

きたいと思います。

○緒嶋委員 宮崎内水面振興センターの経営状

況はどうなっておるわけですか。

これは融資やらあるだろうし、今のウナギの

問題等も経営支援の一端にもなるのかなと思う

んですけど。

○田原漁業・資源管理室長 一時期、非常に経

営が悪化しまして、５億円を超えた正味財産赤

字額、平成11年ごろに改善計画をつくりまして、

暫時改善を進めてきてございます。

25年には、正味財産が3,000万円余の黒字を計

上してございまして、赤字額も8,700万円、一時

期６億円に迫ろうとしていたんですけれども、

これが8,700万円ほどの借入額に圧縮してござい

ます。

ことしも、より一層の圧縮ができるのではな

いかなと考えてございます。

○緒嶋委員 その数字的な予算書とかそういう

ものは、議会には、ここには出せんわけですか。

○田原漁業・資源管理室長 昨年の決算委員会

のほうで、少しお示ししたかなと思ってござい

ます。

○緒嶋委員 いや、もちろん年度で決めるから、

内水面の予算はいつ決めるとですか。今年度の

見込みはどうなるかということだから。

○田原漁業・資源管理室長 ことしも比較的12
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月は漁がよくて、収入が今のところ8,600万円ほ

どの収入が上がってございます。

要は、借入額も昨年度末は8,700万円だったん

ですけれども、5,000万円程度までは圧縮できる

んではないかなと考えてございます。

○緒嶋委員 そういう予算書を出してください

と言ってるんだから、そういう説明じゃなくて、

そういうのが出せんのかと。決算はもちろんだ

けど、予算は上がってこないのか。

○内村委員長 ただいま緒嶋委員の言われまし

た予算についての積算は、資料として出してい

ただけませんでしょうか。

○山田農政水産部次長（水産担当） 内水面振

興センターの予算書につきましては、今後、予

定されています理事会のほうで審議される予定

になっておりますので、平成27年の予算書につ

いては、その時期でないと。ちょっと今の時点

では出せないというところでございます。

○緒嶋委員 それ、いつの時期、いつやったか

な。

○山田農政水産部次長（水産担当） ３月中に、

理事会を開催する予定でございますので、４月

頭には出せるかと思っております。

○緒嶋委員 やはり我々も、その状況、予算的

にはどうなっているのかというのは知っておく

必要が。我々も今度は選挙があるから、もうそ

れはいろいろ流動的じゃあるわけだけど、やは

り全ては予算によって行政は進むわけだから、

もう決算は結果であるので、予算としてはどう

いうものがあるかというのは、当然。県が関与

しなきゃ、そりゃもう私は言わんけど、やはり

県の関与があり、融資があるわけだから、やは

りそういう自覚を持って内水面はやってもらわ

んといかんと思うんです。

別会計ですからということではなくて、やは

り我々、県議会も関与しているし、予算執行、

融資でも、やはり議会が認めないと融資はでき

ないわけですから、やはり我々との関連という

のは、当然、自覚してもらわないといけないと

いうことでありますので、それはもう、当然、

考えておいてほしいと思います。

それと、次はキャビアですけれども、これは

郡司次長は農政企画課長のときから一生懸命

やっていただいて100億円ぐらいの売り上げに

もっていきたいという願望というか、夢を持っ

ておられたわけですけれども、今のところ、こ

れはいろいろと支援事業ということで、315ペー

ジに3,822万1,000円というのがあるわけですが、

具体的にどういう支援をされるわけですか。

○成原水産政策課長 まずは、種苗の安定的確

保というところが重要でございますので、内水

面市場における種苗生産体制の整備というとこ

ろをやっております。

それから、キャビアの製造技術、これの移転

を順次進めながら製品製造もやっているわけで

ございますが、この技術移転のところの支援と

いうところが２つ目。それから商品のＰＲ、販

売、販路形成、この部分に支援をしているとい

うことで、３本の柱で、今、実施をしていると

ころでございます。

○緒嶋委員 そういう努力をされることは、当

然、必要だと思うんですけれども、今後、販売

価格が伸びていかないといけないわけです。そ

れが一番の経済効果があるということになるわ

けですけど、将来的な見込みというか、推移は

どのように考えておられますか、今は発展段階

かもしれないけど。

○成原水産政策課長 キャビアの産業を打ち立

てるということで、計算上で30年ぐらい後にで

きるということを目標に置きながら進めている
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わけですが、やはりさまざまな課題をクリアし

ていくという現実的な問題がありますので、今、

軽々に目標であるから順調にいくんではないか

ということは申し上げられないのではないかと。

一つ一つ着実に販路形成をしていくということ

に、力を傾注していかなければならないと考え

ております。

○緒嶋委員 これは、小林なんかは、いろいろ

な面で一生懸命やっておられるような気もする

んですけれども、今の課長の発言では、いろい

ろな意味でなかなか容易ではないというふうに、

課長としてはやはりそういうような大変だとい

う思いですか、もちろん将来的なものをクリア

しないといけないわけですけれども。どこか

ちょっと前向きな話じゃないような印象を受け

たんですけど。

○成原水産政策課長 前向きな気持ちで取り組

んでおります。

しかしながら、やはり生産量が徐々に拡大し

ていくということにあわせて、販路も形成をし

ていくという難しさも一面ありまして、そうい

うところをどういうふうに、具体的に現実を切

り開いていくのかというのは、毎年、毎年が一

つの勝負になってくるだろうと考えております

ので。そこをクリアしていくために、キャビア

組合あるいはほかの養殖業者の方々も含めて、

最善の道というものを我々としては支援をして

いきたいと考えております。

○緒嶋委員 最善の道、何でも追求しないとい

かんわけですので、ぜひ頑張っていただきたい

と思います。

我々の期待するように早く、早くというか、

そりゃ時間はかかっても、期待しているから激

励の意味で言っているわけでありますので、そ

れ以上に頑張っていただきたいと思います。

それから、この資料の中で、いろいろな内水

面の川の中で、漁業が抱える課題とかいうのが

ありますけれども、カワウとかそういうものが

川魚を捕食するので、物すごく被害が出ておる

というような話をいつも聞くわけです。

これはブラックバスも出ておりますが、対策

をやはり立てなければ、アユなんか特に深刻だ

というふうに。遡上する魚をカワウがどんどん

食べて、なかなか遡上ができないというような

ことも聞くんですけれども、これはもうカワウ

の数を減らすよりほかないんじゃないかと思う

んですけど、そういう対策は立てていないわけ

ですか。

○日向寺漁村振興課長 カワウの関係につきま

しては、国の補助事業がございまして、今その

事業は全国内水面漁業協同組合連合会、それか

ら県の内水面漁業協同組合連合会を通じて、漁

協のほうで事業を行っておりまして、平成25年

度につきましては220羽余りのカワウが駆除され

ているところでございます。

この事業につきましては、平成27年度から、

カワウの生息調査ですとか、駆除に関する内容

がさらに強化されると聞いておりまして、また

本県内魚連のほうからも、今からこの事業に取

り組む予定だと聞いております。

○緒嶋委員 これは県の予算には乗ってなくて、

ストレートに漁協のほうにいくわけですか。

○日向寺漁村振興課長 国から全国の内水面漁

業協同組合連合会を通じて、直接、漁協のほう

にいっております。

○緒嶋委員 これはもうぜひ、まだやはり二百

数十羽では、私はどうにもならないのではない

か、もうちょっとやはり、多過ぎるぐらい捕獲

しないと。延岡なんかは鮎やなもあるわけです

けれども、なかなかそこ辺の経営そのものも容
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易でないというような話も聞くんですけれども。

どれだけ放流しても、もうカワウがこれをとっ

てしまえば、カワウのために養殖してるような

ものでありますので、対策を強めなければ、何

のためにしているかと思うわけですから、もう

ちょっと熱を入れるべきだと思うんですが、ど

うですか、熱はいっておりますか。

○日向寺漁村振興課長 カワウにつきましては、

はい、熱を入れていきたいと考えております。

ただ、猟師さんなどから聞きますと、例えば

猟銃を使って駆除するような場合でも、近くに

民家があるだけで使えなくなってしまうといっ

た問題があるというようなことも伺っておりま

す。

○緒嶋委員 もう一つだけ、321ページ。特定疾

病対策事業、１億3,813万9,000円。かなり大き

な対策費でありますが、実際、毎年これだけ予

算を消化しているわけですか。

○日向寺漁村振興課長 この特定疾病対策につ

きましては、コイヘルペスが発生したときの駆

除処理などに使う費用でございまして、最近、

発生しておりませんので、おとといの委員会で

も※減額補正させていただいております。

○緒嶋委員 これは予算的にはふえるからいい

ようなものの、疾病やら発生したとき予算組め

ばいいぐらいの予算じゃないかなと私は思うん

ですけど、これでやるのが悪いということじゃ

ないけど、何か余り実のある予算じゃないと思

いますし、疾病が出らんほうがいいわけですか

ら。

○井上委員 ２つぐらいちょっと聞かせてくだ

さい。

315ページの、宮崎のさかなビジネス強化・拡

大推進事業というところなんですが、これは、

今、拡大の強化、ビジネスの強化ってどういう

ことをやっておられて、今後、拡大推進してい

くためには、どうしていこうとされているのか、

ちょっとお聞かせください。

○成原水産政策課長 魚のビジネスにつきまし

ては、従来、漁獲した魚を産地市場に水揚げを

して、それで業者は終わりということが、かな

りの部分を占めてきたということでございます

けれども、付加価値を上げるためには、その水

揚げをしたものを市場のみに委ねるのではなく

て、漁業者あるいは漁協や漁連がそこに介在を

して付加価値を─魚の価値そのものか、それ

から付加価値をつけるか、どちらかですけれど

も─高めていくということがぜひ必要である

という考えのもとで、今、漁連と漁協の連携体

制の中で、よりたくさんの魚を扱えるようにし

ましょうと。例えば今まで魚連が産地市場の買

参権を持つことはなかったわけですが、一部の

漁協に買参権をとって買いつけに入っていくと

いうこと。それからそれをさらに進めて商品化

を、魚連のＪＦの商品ということで出していく

という取り組み。それから漁協独自の取り組み

として、今、盛んにお客さんもついております

が、道の駅とか港の駅とか言われる地域の地場

の魚を食べさせたり、売ったりする場所で漁協

自身が取り組んでいく、あるいは漁業者が直接

そこに直販をしていくというような取り組みを

盛んにしていこうということで進めているとこ

ろでございます。

従来、ブランド推進ということで、我々、取

り組んできたところなんですが、魚のブランドっ

ていうのが、なかなか魚の性質上、天然物をとっ

てきてということなので、なかなか難しいとい

うところもあって、その商品化というところに

力点を置こうじゃないかということで、さかな

※199ページに発言訂正あり
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ビジネス拡大協議会という組織に変えまして、

その組織も加工業者との連携なども含めて拡大

を図っていく母体になって取り組みをやってお

ります。

○井上委員 本当、食べてもらうのが一番なの

よね。新しいうちにどんどん食べてもらう。

その食べ方も、何かいろんな意味でプレゼン

できるようにするとか、だからそういうことが、

この予算ではちょっと難しいかもしれないなと

いうのが実感なんです。

魚をぜひ食べてもらいたいし、販路のところ

に出かけるというのが、これはもういいんじゃ

ないかなって、一般的に言うとそういう感覚な

んです、私なんかの感覚だと。

オーストラリアなんかは、もう大型のトレー

ラーみたいなのに、氷を引いてそのまま売って

て、それが非常に観光客の一つのメーンにもなっ

たりとか、この前行ったとき見させていただい

たんですが。やはりああいうことが、日本はな

かなかそういうのをさせてくれないので、なか

なかそれはできにくいのかもしれないんですが、

やはり実際その魚をまず食べていただく、食ベ

させ方をまた考えていくというか、そこをちょっ

とやっていただくと。とっただけというんじゃ

なくて、ビジネスにすることができるし、観光

の目玉にもすることができるし、ちょっとした、

何かそういう意味での知恵を出していただける

といいなと思うんです。

だから、この事業が1,500万円ぐらいの金額な

ので、なかなかそこまでは到達できないのでは

ないかというイメージなんです。

だから肉づけしていくときに、実は、予算と

してどういうものを、アイデアを出しながら確

保していくのかっていうのが、ちょっと考えら

れていくといいなと思います。

魚を冷凍食品として食べるということは、子

供たちもいっぱいあるわけだけれども、そうい

うことも含めて、何か知恵というかアイデアの

出し方、それから新規の予算のとり方っていう

のを、肉づけ予算のとり方っていうのを、ちょっ

とこのあたり工夫してもらうと、私はもう完全

な魚系だからうれしいんだけどなって思います。

何か氷を引いて売るというあの売り方とか、

いいんですよね、そこで魚さばいて売ってくれ

たりするといいなと思ったりするんですけど。

ちょっとここ辺、アイデア出していただくと

いいなと思うんですけど、いかがですか。

○成原水産政策課長 確かに予算は少ないとは

思いますが、私たちの考え方としては、漁協、

漁連が自分の事業として取り組むという、こう

いうのもその中に含んでおりますので、その取

り組み、事業予算、漁連とか漁協が持っている

事業予算も活用して拡大をしていく。いわゆる

商売ベースでの規模拡大をしていくという発想

に立ちながら、予算をそこに効率的に入れてい

くというような考え方で進めていけたらいいん

ではないかと考えています。いろんな知恵は出

したいと思います。

○井上委員 今、おっしゃるとおりなので、そ

ういう意味では循環性があるということがとて

も大事だと思うので、持っている予算をしっか

り使えるような感覚でみんなでやれるといいで

すよね。

もちろん、「めいつ」なんて物すごく売れてる

わけで、宮崎でこんな小さいけれども、青島の

港の駅なんかもすごいんですよね、観光客が来

て、必ずそこで食べていってくださるわけで、

だからそういうのをしっかりとつなぎ合わせて

いくと、魚の消費量というのもどんどん上がっ

ていく可能性はあると思う。
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日南でやってる「炙り重」なんかも、いいと

いう人たちも多いわけで。私、みんなで出かけ

たときに、みんなできょうはエビ食べるぞみた

いな感じでエビを食べに行ったりですとか、そ

ういうつながりと、それからそこに人が集まっ

ているということを発信していく力を持つと、

人が集まると人が行きたくなるというのがある

ので、そういうのをつくり上げていっていただ

きたいなと思います。やはりエビの時期に、こ

このエビは絶対に新しくて、絶対安いとかって

なると、もうそこに並んだりしてるから、それ

をぜひやってください。

それと、もう一つ。さっき言われたキャビア

ですよ。キャビアって何とも言えずステータス

があっていいじゃないですか。入れ物から何か

ら。

それが、本当にさっき緒嶋委員が言われたよ

うに、経営体としてきちんとしたものがはっき

りあって、そしてそこがもうかってるぞみたい

なのがイメージできると─一つのキャビアと

してのステータスというのが。私たちはなかな

か買って食べられなかったりしても、あれをう

ちが売ってるというだけでも、何かいい気分が

するというかそういうのがあるので、ここはや

はりしっかりと確実に育てていくというか支援

して。

さっき言われた課題というのは、わからなく

はないので、もちろんその課題は丁寧に一つ一

つクリアしていかないといけないんだけれども、

そこを宮崎県の一つの大きな意味での、うちが

魚を売ってることの一つの大きなマークにして

いくという意味から言っても、ここはちょっと

課題が確かにあるから大変だけれども、ここは

楽しみの一つとして広げきっていくという力を、

エネルギーを持っていただけたらなというふう

に。もう聞いてると、つらいのかなと思っちゃ

うとやはりいかんなと思う。

もうやるぞみたいなのを、それが情熱みたい

なのがあると、キャビアって物すごくやはり品

質的に言ってもいろんな意味で、ほかのところ

に比べたら、あれ、値段安いんですもんね。も

う圧倒的に安い。そして安全でもあってという

ことだったら、悪くないので。絶対悪くないの

で。それいかがですか。

○成原水産政策課長 内に秘めた闘志というこ

とでございまして、しっかりもう委員がおっ

しゃったとおり着実に経営から、まさに優良経

営体というか、優良企業というようなことにな

るまで、しっかりとつないでいかなければなら

ないという、強い決意のもとでやっていきたい

と思っております。

○ 原委員 キャビアについてですけど、他県

でもやってるんですよね。

筑波で、例えば稚魚をつくって島根でやって

いるとか、ほかの県でもあると聞いてます。「敵

を知り己を知れば百戦危うからず」と言うけど、

やはり100億円を目指しながら、その途中で厳し

いものがあるというのは、当然ほかの県も力入

れてやってるんでしょうから、やはりそのあた

りのところもしっかり抑えながら、ほかの県の

戦略等をいろいろ調査しながらやっていくべき

だと思うんだけど。今、そのライバル他県、大

体どういうところがあって、どういう状況にあ

るのか、ちょっと概略でいいですから教えてく

ださい。概念的でいいですから。

○成原水産政策課長 断片的っていいますか、

インターネット等の情報でしかないんですけれ

ども、岡山県、高知県、広島県、筑波、島根、

それから奥飛騨のほう、こういったところが主

に出てきているメーカーです。福岡なんかのホ



- 199 -

平成27年３月６日(金)

テルに本県のキャビアも出して、他県産のキャ

ビアが同じ月に入っていたという事例もありま

したので、お客様の評価がどうなのかというの

は気になるところであり、私たちも競合ライバ

ルですし、海外のものも含めて状況を探りなが

ら、しっかり我々の強み・弱み、それを分析し

ながら取り組んでいきたいと考えておりますが、

今のところ本県産の生産規模なり、養殖規模な

りは、我が国一と言っていいと思います。

○ 原委員 結構多いんですね、５県、５カ所

というか。恐らくこれがいいとなればほかの県

も。今、宮崎が１位と言いながら、地鶏だって

そうですよね、もうそれぞれがまた比内地鶏が

あったところに宮崎地鶏ができると、それぞれ

天草大王が出たり、いろんなことでやってきま

すから。トップランナーであればずっとトップ

ランナーで、さらにさらに差を広げられるよう

にひとつ頑張っていただきたいと思います。

○日向寺漁村振興課長 先ほどの緒嶋委員の御

質問のところで、１点訂正をさせていただきた

いのですが、特定疾病対策事業で、私、減額補

正したと申し上げましたけれども、こちら減額

補正はしておりませんでした。私の勘違いでご

ざいました。訂正させていただきます。

○丸山委員 私もキャビアのことを少しお伺い

したいんですけれども、正式な実態を教えてい

ただきたいんですが、平成25年度が15キロ出荷

して、26年度は50キロを見込むということで、

今ちょうど採卵が始まっているんだろうなと

思ってるんですが、どのような状況というふう

に見ればよろしいでしょうか。

○成原水産政策課長 秋から春にかけて、平成25

年度に製造した分はおよそ56キロ。60キロと申

していたことがあったかもしれませんが、若干

変動しまして56キロでございました。

昨年の秋からことしの春にかけてつくってい

る量が、見込みですけれども、206キロぐらいに

はなるのではないかと考えております。

翌年については、やや誤差もあるので、ここ

ではちょっと差し控えたいなと思います。

○内村委員長 時間を少し延長させていただき

ます。４時までとなっておりますので、継続し

てよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 じゃあ、そのようにさせていた

だきます。

○丸山委員 ぜひキャビアのほうも、組合のこ

ととかいろいろあったものですから。組合の経

営が赤字になると、恐らくキャビア出荷のほう

も何かおかしくなるんではないかと思ってます

ので、キャビア事業協同組合が経営もしっかり

とサポートなり、指導をしていただくようにお

願いしたいと思っております。

引き続きお伺いしたいのは、漁村振興課にな

ると思うんですけれども、324ページに漁港施設

機能強化事業の中で、地震対策、津波対策をや

りますよというふうに言われたような気がした

んですが、本来もうちょっと、南海トラフ等が

対策地域に入った割には遅いなという感触でし

て、本来は強化事業だけではなくて、別メニュ

ーで、別予算として津波対策みたいな形として、

もうそろそろ上がってくるべきじゃないのかな

と思ってるんですが。南海トラフ体制、ちょっ

と遅いという認識があるので、その辺の議論は

どのように進んでいるのかをお伺いしたいと思

うんですけれども。

○川越漁港整備対策監 地震、津波対策につき

ましては、今回、予算上げておりますが、これ

は25年度から事業化されたものです。

南海トラフ地震を踏まえての国の事業化とい
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うことで、今、新しく取り組んでいるという状

況です。

○丸山委員 25年度から。これには事業名とし

ては上がってきてないですけれども、事業があ

るということですか。

○川越漁港整備対策監 機能強化事業そのもの

が地震、津波対策事業になります。

○丸山委員 できれば、津波対策っていう、本

当にわかりやすいような感じがいいのではない

かという思いがあって、強化事業となると何か

ちょっとイメージが違うかなと。津波対策事業

みたいなほうがいいんじゃないかと思ったんで

すけれども。

○川越漁港整備対策監 これは国の補助事業そ

のものの名称を使っているものですから。今後

ちょっとわかりやすいのを考えたいと思います

けれども、今回は国の事業名そのまま上げさせ

ていただいております。

○丸山委員 ちなみに、この津波対策、これ強

化事業で取り組んでいただいてるんですが、全

体計画の津波対策に対して、何％ぐらい今、進

んでいると認識すればよろしいでしょう。

いろいろ漁港があって、計画ができていると

こも、まだできてないとこもあると思うんです

が、どの辺が先行していって、最終年度はでき

るだけ早く津波対策は行ってほしいという気持

ちがあるんですけれども、今年度でどの程度に

なると思えばよろしいでしょうか。

○川越漁港整備対策監 県内の漁港23港ござい

ますけれども、今回、取り組んでいますのが、

流通、生産、それから防災関係の拠点漁港、10

港ございますけれども、それを優先的に進める

ということで考えております。

25年度予算で５港の事業化をしており、26年

度予算で新たに３港と、今現在８港を取り組ん

でおります。

あと２港につきましても、この８港の進捗状

況を見ながら、できるだけ早目に取り組んでい

きたいということで考えております。

○丸山委員 ぜひ早目に取り組んでいただいて、

津波対策をやっていてよかったという形にして

いただくようにお願いしたいと思います。

○前屋敷委員 内水面振興センターの無利子の

融資の２億円ですけど、３月に理事会があって、

予算の中身についてはわかるということですが。

この経営基盤強化対策資金として活用するとい

うことですが、具体的にはどういうふうな使い

方がされるのか、中身について教えてください。

○田原漁業・資源管理室長 先ほどちょっと、

若干、御説明しましたけれども、要は借入額

が8,700万円、25年度末でございました。その分

の貸し付けに充てる金額ということでございま

す。

いささか２億円と大きいわけですけれども、

財政当局と話し合う中で、一応十分な額として

措置をしたということでございます。

○前屋敷委員 借り入れの8,700万円に対して、

額は大きいけれども２億円貸し付けるというこ

とですか。

○田原漁業・資源管理室長 26年度に入ります

と不漁の場合、さらにそれが膨らむ恐れがある

ということで、その金額を一応十分な額として

措置したということでございます。

○前屋敷委員 そこまで一応想定した上で、金

額を決めたということですね。

○田原漁業・資源管理室長 はい、そのとおり

でございます。

○前屋敷委員 はい、わかりました。

水産金融対策で、基盤強化推進事業が３

億8,000万円で、昨年度とすると１億3,000万円
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ぐらいで少ないんですが、これで対応は漁連に

預託するということですが、対応は十分可能な

んでしょうか。

○成原水産政策課長 信用事業の譲渡の時期が

前半にあるか後半にあるかということで、一遍

にできないものですから分散させております関

係上、今のところ予算を２つに分けさせていた

だいて、骨格では３億8,000万円ということです

が、今後、また６月の補正でお願いをしたいと

考えているところでございます。

○前屋敷委員 はい、わかりました。

○内村委員長 よろしいですか。

ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 以上で水産政策課、漁村振興課

の議案の審議を終わります。

その他の報告事項については、９日月曜日に

お願いしたいと思います。お疲れさまでした。

本日の委員会を終了いたします。

午後４時４分散会
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午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 内 村 仁 子

副 委 員 長 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 蓬 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
山 田 卓 郎

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 中 田 哲 朗

部 参 事 兼
向 畑 公 俊

農 政 企 画 課 長

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男

流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 大久津 浩

連 携 推 進 室 長 戎 井 靖 貴

営 農 支 援 課 長 後 藤 俊 一

農業改良対策監 児 玉 良 一

食 の 消 費 ・
和 田 括 伸

安 全 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 原 守 利

畑かん営農推進室長 甲 斐 康 真

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業･資源管理室長 田 原 健

漁 村 振 興 課 長 日向寺 二 郎

漁港整備対策監 川 越 克 彦

畜 産 振 興 課 長 坊 園 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 竹 下 裕一郎

総合農業試験場長 井 上 裕 一

県立農業大学校長 山 内 年

水 産 試 験 場 長 神 田 美喜夫

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村委員長 ただいまから６日に引き続き、

委員会を再開いたします。

その他報告事項に関する説明を求めます。

○成原水産政策課長 それでは、お手元の環境

農林水産常任委員会資料の29ページをお開きく

ださい。

第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画の改

定につきまして、御説明をしたいと思います。

同計画の改定につきましては、２月13日に宮

崎県水産業・漁村振興協議会におきまして、改

定の方針について御説明をし、御了承いただい

たところでございます。その概要を御報告いた

します。次の30ページの下のほうに、本県水産

業の長期計画の変遷等をお示ししておりますの

でごらんください。

左側に、年と生産額等の情報が入っておりま

平成27年３月９日(月)
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すけれども、本県の漁業生産のピークが平成２

年前後の約500億円でございまして、その後、例

えば諸外国の200海里宣言などによりまして、遠

洋近海のカツオ・マグロ漁業が徐々に縮小をし

てきた。

そして、周辺の資源の減少等によりまして、

残念ながら沿岸漁業のほうも低迷をしていると

いうことでございまして、さらには平成16年か

らの燃油高騰など、厳しい状況が続いていると

ころでございます。

それでは、前のページの１、計画改定の趣旨

をごらんください。

（１）でございますが、ただいま御説明いた

しました本県の水産業・漁村を取り巻く厳しい

状況を踏まえまして、現在、資源の回復と経営

力の強化を大きな柱とします、持続可能な水産

業・漁村の構築、言いかえますと我々、常に申

し上げておりますが、もうかる水産業の実現で

ございますけれども、これを基本目標としまし

て、第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画に

基づき、施策を実施しているところでございま

す。

（２）でございますが、この結果としてカサ

ゴ資源の回復やカツオ一本釣り漁業などにおけ

る漁船の小型化と操業方法の改善により、高い

収益性を実現したモデルの実証など、徐々に成

果が出始めているところでございます。

（３）でございますが、しかしながら先ごろ

出されましたセンサス等によれば、経営体や就

業者の減少にまだ歯どめがかかっていない状況

でございまして、今後、経営者の高齢化や漁船

の高船齢化がいや応なく進む中で、漁村地域の

経済が一層縮小することも懸念されているとい

うことでございます。

（４）でございますが、このような状況を踏

まえまして、今後５年間に取り組むべき施策を

検討しまして、所要の改正を行うことといたし

ました。

２の改定計画の概要の（１）改定計画の位置

づけ等でございますが、この計画は県の未来み

やざき創造プランとの整合性を図りますととも

に、部門別計画である第五次宮崎県水産業・漁

村振興長期計画の後期計画として見直すもので

ございます。

（２）の改定計画の構成につきましては、以

下の３点を考えておりまして、長期ビジョンと

基本計画は情勢変化等を踏まえた所要の見直し

を行いますが、真ん中にあります重点プロジェ

クトについては、今回、新たに加えるものでご

ざいます。

重点プロジェクトでは、漁業経営体及び就業

者の減少が加速している現状を踏まえまして、

高収益モデル等による漁業の再生、漁業への参

入や承継などを促進する。

さらに、余剰資源の利活用の促進、最後に関

係者の連携・協力を視点といたしまして、今後

５年間で重点的に取り組む施策の検討を行って

まいりたいと考えております。

次のページの上ですが、３の改定スケジュー

ルでございます。

これから作業を進めてまいりますが、今後、

計画の全体構成や長期ビジョン等の原案を取り

まとめまして、これをたたき台としながら４月

から８月に、地域別あるいは水産関係団体等と

意見交換会を行う予定としております。

さらに、10月を目途に素案を取りまとめまし

て、パブリックコメントや協議会での議論を経

まして、２月の定例県議会に計画案を提出させ

ていただきたいと考えております。

なお、作業の進捗に応じまして、随時、常任
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委員会のほうに御報告をさせていただきたいと

思っておりますので、よろしくお願いを申し上

げます。

○内村委員長 その他報告事項に関する執行部

の説明が終了しました。

委員の皆様から質疑はありませんか。

○緒嶋委員 重点プロジェクトで、余剰資源の

利活用の促進。余剰資源というのはどういうの

があるわけですか。

○成原水産政策課長 現在、資源評価に基づき

ます資源管理を進めているところでございます

けれども、高い資源レベルにあると評価されて

いるものとして、例えばサワラとか、オオニベ

とか、まだまだ利用が可能だという資源評価が

あるものがございますので、それの利活用を進

めると。資源管理による資源回復という効果に

は一定の時間がかかりますので、その間に利用

できるものは積極的に利用していこうという考

え方でございます。

ただ、とりに行ってくださいということでは

なくて、そこは販売のほう、例えば商品化に基

づく需要を喚起していく、消費が出口にあると

いうこともあわせてやっていくということが必

要だろうと考えております。

○緒嶋委員 そのサワラとかオオニベとかとい

うのは、今まで余り利活用されてなかったとい

うことですか。

○成原水産政策課長 一定の利用は当然あるわ

けでございますけれども、現状においても資源

が高レベルにあるという評価がありますので、

まだまだ利用してもよいという評価でございま

すから、促進をしていこうということでござい

ます。

○丸山委員 同じく重点プロジェクトの中でお

伺いしたいんですけれども、高収益モデル等に

よりということが書いてあるんですけれども、

どれくらいモデル的に成果が出ているかという

のを、具体的な事例を少し出していただくとあ

りがたい。そしてそれをどうやって、現実的に

後継者対策なりふやしていくのかという基本的

な考え方があれば、お伺いできればなと思って

るんですけれども。

○成原水産政策課長 今、先行事例として効果

が実証されたものは、カツオ一本釣り漁業でご

ざいます。

従来、70トンぐらいの船で、九州西北海上を

主な漁場とした操業方法をとっていたものでご

ざいますけれども、これを19トン型の小型化を

して、さらに釣った魚を保管しておく魚槽とい

うところがありますが、ここの冷却能力を高め

るということで操業コストを抑えつつ、販売の

ほうの付加価値を高めるという、収支を改善す

る方向で取り組みを進めましたところ、従来型

よりも、相当程度、収益性が上がるということ

が実証されたものですから、このクラス、５隻

ぐらいの同じ19トン型ですけれども、漁場の利

用の仕方とかを少し変えて、５つのタイプぐら

いを実証しているところでございます。

現在、さらに100トンを超えるクラス、これは

東沖漁場と言いまして、東北の東沖の漁場を主

としておりますけれども、これを70トンに小型

化をして、同様に収益性を上げていこうという

取り組みが、今年度から始まっているというこ

とでございます。

これをどう拡大していくか、普及していくか

ということにつきましては、先般も国のほうに

も行きまして、制度的に、例えばこの収益性が

落ちた原因として燃油高騰が相当程度大きいわ

けでございますので、こういう不採算あるいは

収益性のとれていない経営を採算ベースに乗せ
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る対策として、モデル船への転換というような

支援を検討していただけないかということで申

し上げているところでございます。県の中でも

さまざまな議論をしておりまして、例えば融資

の問題とか、有利な制度と組み合わせて普及で

きないかとか、そういう議論を今やっていると

ころでございます。

○丸山委員 よく農業版で、５％コスト下げて

５％売り上げを上げて10％所得を上げようとい

うことで、５・５・10という形でＪＡを中心に

やってる、それと同じような感覚だろうなと思

います。それが絵に描いた餅に終わっているの

が農業では結構あるもんですから、本来の意味

で、もうかれば何もなくても後継者はふえてい

くだろうと思っていますので、ぜひお願いした

いと思っています。

あともう一つ聞きたいのは、漁業への参入や

継承の促進と書いてあるんですけれども、農業

で言うと農地法が固まってなかなか新たに入れ

ない。漁業権とかいろいろあるんじゃないかな

と思っているんですが、参入するためにその辺

の何か議論があれば。例えば農地であれば、民

間が新しく入ってもいいよというような形を今

やってるんですが、そういうことも考えての新

規参入というのがあり得ると思っていい、そう

いう方向も出すということなんでしょうか。

○成原水産政策課長 法人経営体、ここについ

ては継続をしていこうということでいいんだろ

うと思いますけれども、個人の経営体が沿岸漁

業のほうがかなり落ちてきているということが

ありますので、ここについては漁村地域が地域

の漁業を守ろうという意識のもとで、漁村側か

らの参入を促進するような情報発信が不可欠だ

と考えてますので、当然おっしゃるように、漁

業権の問題も含んで地域が担い手をつくってい

く、これを強化していくという観点で進める必

要があると考えております。

○丸山委員 ぜひ、絵に描いた餅にならないよ

う、今後、意見交換をしっかりやっていただき

たいんですが。全然、畑違いの人たちからの意

見も聞くことによって、目からうろこみたいな

発想ができるかもしれませんので、意見交換す

るときには、他産業からの見た目とかいうのも、

ぜひ実施していただければありがたいのかなと

思っております。

○重松委員 少しお尋ねしたいんですが、燃油

高騰がピークになったと書いてありますけど、

今、具体的には燃油対策というのは、どのよう

な形をとられているんでしょうか。

○成原水産政策課長 燃油対策につきましては、

国の、漁業経営セーフティーネット構築事業、

漁業者と国が基金を積み立てて、一定水準を超

えた燃油価格になりますと、補塡金が支払われ

る制度がありますので、ここに多くの漁業者が

加入していただこうということで、県としては

信漁連と一緒になって、漁業者負担を対象に無

利子融資をするということで、かなり効果を上

げているという状況でございます。

○重松委員 30ページに書いてある下のほうの、

一番上、昭和55年、生産額が442億円で全国第20

位ですね、この生産額というのは漁獲高と何か

を合わせたものなんでしょうか。

○成原水産政策課長 これは水揚げ額というこ

とで、まず漁獲して、それを市場に売ったりし

て換金した額そのものでございまして、付加価

値等は含まれておりません。

○重松委員 含まれてない。はい、わかりまし

た。

442億円あったけれども全国20位で、ここ最近

は311億円、第14位ということは、全体的にやっ
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ぱり漁獲量が下がっているということですね。

ちなみに１位、２位、３位っていうのは、直

近で言えばどこなんでしょうか。

○成原水産政策課長 １位は北海道です。それ

から２位が長崎、３位が静岡になっています。

遠洋のマグロ等が多いもんですから、そういう

関係でございます。

○重松委員 はい、わかりました。

○井上委員 きょうも農業関係の女性の起業家

の問題とかいろいろ出てたんだけど、健康志向

という点から言えば、だんだん魚に志向してい

くんじゃないかなと思うんだけれども。いわゆ

るフードビジネスで言えば６次化という話が出

るんだけれども、魚における６次化と言えば、

例えば違う意味で言えばキャビアがあったり、

これからちょっと期待できるウナギはどうする

とか、いろいろあるかもしれないんだけど、基

本的に６次化に向かっての水産業という感じで

言えば、今のところ、突出したものが何かある

んですか。

○成原水産政策課長 従来からやっている部分

につきましては、例えば女性部が加工品をつくっ

て付加価値を上げていく取り組みがあったわけ

ですが、これですと規模拡大がなかなか難しい

ということで、先週もお話を申し上げたかもし

れませんが、漁協あるいは魚連が加工事業等を

自身でやるか、または加工業者と連携して商品

化していくというような取り組みを、現在、進

めているということでございます。

まだ、具体的な製品として、これだというと

ころは出てきてないんですけれども、そういう

ことで柱としながら取り組んでいきたいと思っ

ております。

○井上委員 ちょっと何か、やはり工夫が必要

なのかもしれませんね。もっと販路を拡大する

というか、魚に注目してもらうという意味も含

めてですけど、もっと何かちょっと工夫があっ

てもいいのではないかなと思うんです。

自然食というか、物すごく注目されているの

は「だし」なんですよね。これは、もう値段が

格段に違ってて、普通にある宣伝でよく聞かれ

る何とかの「だし」と、シマヤの「だしの素」

とかって全然違って、もうこっちの「だし」は

本当に魚の「だし」なんだけれども、格段に値

段は違う。でも、取り寄せも含めてだけど、非

常に販売が大きいというのも事実なんですよね。

宮崎はそういうところに移行していないけれ

ども、何か模索する方法っていうのは。結局、

骨まで食べつくすということなんだけど、全て

のものを無駄にしないということでもあるんだ

けれども。

港の駅で丸ごと提供というのもありで、一方

で６次化を何か。うちは魚とれてるわけだから、

何かちょっと。もちろん「魚うどん」があった

り、いろんなことしてるわけだけど、加工して

いるものもあって、「魚ろっけ」もそうだけれど

も、いろんなのがあるというのはわかるけど、

水産試験場も含めて、何かこれぞみたいなもの

の研究というのはないのかなと思うんですよね。

何かその辺も工夫していただくと、丸ごと食

べる、とってきたものは全部消化するというぐ

らいしないと、もうかる、高収益を上げるとい

うところまではなかなか。

さっき言われた魚のとり方についても、いろ

んなことを工夫されているのも物すごくよくわ

かったのであれなんですけど、今度はせっかく

とってきていただいたのは、どう販売するのかっ

ていうのも、少し工夫があったらいいのかなっ

てちょっと考えましたけど。そこもちょっと注

目して着目してもらって、丸ごと食べるという
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ようなことはできないのかなと思うんです。

○成原水産政策課長 とってきた魚を、まずは

どうにか加工しなければならないという体制を

つくること、これが今は最重要だと考えてます

ので、その中から委員おっしゃるようなさまざ

まな利用の仕方、それから当然マーケットイン

でございますので、消費者の意向を反映した製

品づくり、商品づくりというものを中心にやっ

ていく中で、そういうものを生んでいきたいと

考えております。

○ 原委員 重松委員の質問で、生産額につい

ての話がありました。

私はこの前、１月の中旬ごろだったと思うん

ですが、日南の漁港に魚を買いに行きまして、

その人が整理券を持ってるもんですから、競る

前にトロ箱でこれとこれくださいと言って買う

んですね。

後で競りがあって、大体その相場が決まりま

すから、後で請求来るんですけど、サバを買い

ました。トロ箱１つです。約50匹入ってました。

後で幾らでしたかという問い合わせをして連絡

が来たんですけど、キロ100円、トロ箱１つ

が1,800円なんです。50匹ぐらい入ってますから、

割ると40円しないんですよね。二、三十センチ

の結構ないいサバだったと思ってるんですけど。

これを見て、漁業者の皆さんこれでよく生計が、

これはすごい値段だなと思って。我々はそりゃ

安いほうがいいわけですけど、うれしくもあり、

何か非常に悲しくもありというような状況でし

たけど。

この量と価格、平成元年から平成７年がピー

クで、後、ずっと下がってるんですが、水揚げ

額、量の変遷と価格の変遷というのは、これは

価格表示なんですけど、どうなんですか。例え

ば、量は変わらないけど価格が落ちているとか、

そういうところはどうなんですか。

○成原水産政策課長 量的にも、平成２年ぐら

いをピークにマイワシという魚が大量にとれて

おりまして、当時はピーク時で言うと20万トン

ぐらいあった状況が、今は10万トン。主にマイ

ワシという魚の量が、自然に減少したというこ

となんですが、同じように、要するに量も金額

もそれぞれ落ちてきているという状況でござい

ます。

○ 原委員 それと、静岡が３番ということで

した、遠洋漁業ということですが、例えば串木

野あたりで遠洋漁業に出ている人たちは、その

まま出て静岡に揚げるんだそうですね。

例えばここで言えばカツオ、11月に向かって

戻りカツオになるまでずっと追っかけていきま

すよね、和歌山、勝浦に揚げ、千葉に揚げ、最

終的には気仙沼に揚がるわけですが。

この生産額というのは、ＭＫって書いた船が

いっぱい行ってますけど、例えばその３カ所で

上げた金額は宮崎県の生産額として上がるんで

すか。それとも、港で競られますので、そちら

の統計に上がるのか。ここはどうなんでしょう

か。

○成原水産政策課長 ここに掲げております本

県の生産額というのは、属人的な統計でござい

まして、本県漁船がどこに揚げようが、全てカ

ウントしたものがここに上がっています。

また、現地の、例えば気仙沼なら気仙沼の市

場の統計ということになれば、本県漁船も含ん

だ統計が向こうでは用いられているだろうと思

います。そういう関係性でございます。

○ 原委員 属人的だから宮崎県の生産額とし

て上がっているということですね。はい、わか

りました。

○内村委員長 ほかありませんか。
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それでは、以上で水産政策課、漁村振興課の

審査を終了いたします。

次に、畜産振興課、家畜防疫対策課の議案の

審査を行います。

畜産振興課から順次説明を求めます。

○坊園畜産振興課長 畜産振興課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の327ページをお開

きください。

畜産振興課の平成27年度当初予算は、一般会

計で19億5,178万2,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

329ページをお開きください。

下から２段目の（事項）畜産経営環境保全事

業費の１の改善事業「攻めの畜産バイオマス有

効活用促進事業」につきましては、畜産農家に

おけます家畜排泄物の適正処理と有効活用を推

進するため、堆肥生産の技術指導などを行うと

ともに、堆肥の農業外への流通や県外の流通の

促進を図るものでございます。

次に、331ページをお開きください。

一番上の（事項）養鶏振興対策費の１の改善

事業「儲かる鶏肉生産体制整備事業」につきま

しては、後ほど常任委員会資料で御説明をいた

します。

その下の２の改善事業「持続可能なみやざき

地頭鶏支援事業」につきましては、生産農家の

出荷率のばらつきを改善するため、技術指導や

研修会等によりまして、生産技術の向上に取り

組みますとともに、消費拡大ＰＲ等によりまし

て、みやざき地頭鶏の知名度の向上なり、販路

拡大等を図るものでございます。

次に、別冊の常任委員会資料18ページをお開

きいただきたいと思います。

儲かる鶏肉生産体制整備事業についてでござ

います。

昨年12月に本県において発生しました高病原

性鳥インフルエンザ、これにつきましては、そ

の後、本県での発生はございませんが、さらな

る防疫体制の徹底が求められているところでご

ざいます。

そこで、１の事業目的・背景にありますとお

り、野生動物等を介した鳥インフルエンザの発

生防止対策を実施しまして、防疫体制の強化を

図りますとともに、もう一つの課題でございま

す、夏場の気温上昇によりますブロイラーの増

体量の減少や育成率低下に対応するための取り

組みを支援することによりまして、鶏肉の安定

的な生産体制の整備を図るものでございます。

事業の内容につきましては、右のページをご

らんください。

中ほどの①の危機事象発生防止対策につきま

しては、鶏舎への野生動物等の侵入防止、駆除

対策。具体的に言いますと、忌避剤とか殺鼠剤

の購入に対し支援を行うものでございます。

それから、②の生産効率改善対策につきまし

ては、鶏舎の屋根への遮熱対策や散水と送風を

組み合わせた暑熱対策機器等の導入に対する支

援を行うものでございます。

左側のページに戻っていただきまして、２の

事業の概要でありますが、予算額は1,317万4,000

円、事業期間は平成27年度からの３年間でござ

います。

それから、最後に債務負担行為について御説

明を申し上げます。

常任委員会資料の２ページにお戻りいただき

まして、一番下にございます。畜産振興課は２

件でございます。

１つ目は、平成27年度に宮崎県農業振興公社

が、事業資金として金融機関から借り入れを行
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う場合の損失補償でございます。

それから、２つ目が、平成27年度におきます

畜産特別資金融通助成事業の利子補給について、

期間及びその限度額を設定するものでございま

す。

畜産振興課は以上であります。よろしくお願

いをいたします。

○久保田家畜防疫対策課長 家畜防疫対策課で

ございます。

お手元の歳出予算説明資料の335ページをお開

きください。

家畜防疫対策課の平成27年度当初予算は、一

般会計で７億2,374万5,000円をお願いしており

ます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

337ページをお開きください。

上から５行目の（事項）家畜防疫対策費の５

の改善事業「強い防疫づくり総合対策事業」

の4,134万3,000円につきましては、後ほど常任

委員会資料で御説明いたします。

その下の６の改善事業「農場巡回指導強化事

業」の1,029万6,000円につきましては、家畜伝

染病予防法に基づき、家畜防疫員が農場巡回を

実施し、飼養衛生管理基準の遵守状況について

確認、指導を行うことで、農場の防疫の強化を

図るものでございます。

次に、338ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）口蹄疫復興対策事業

費の２の改善事業「地域ぐるみ特定疾病対策事

業」の1,848万5,000円につきましては、牛白血

病や豚流行性下痢、オーエスキーなどの家畜の

生産性を阻害する疾病の蔓延を防止することに

より、地域一体となった高い防疫レベルの維持

向上を図るものでございます。

次に、別冊の常任委員会資料の20ページをお

開きください。

強い防疫づくり総合対策事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますとおり、農

場バイオセキュリティーの向上や飼養衛生管理

基準の遵守の徹底、さらには防疫研修会や演習

の開催などの対策を総合的に進めることで、家

畜伝染病に対する強い防疫体制を構築するもの

であります。

右側の21ページをごらんください。

まず、１の農場バイオセキュリティー向上に

つきましては、農家等における消毒用機材や防

鳥ネット等の整備を支援するもので、国の消費

安全対策交付金を活用し、農場等の防疫対策を

強化するものであります。

次に、右側の２の飼養衛生管理基準の遵守徹

底につきましては、家畜伝染病予防法で、家畜

の所有者はその遵守状況等を県へ毎年報告する

ことが規定されておりますので、市町村の自衛

防疫組織の協力を得た防疫体制を推進するもの

でございます。

また、下の３の防疫研修・演習につきまして

は、畜産関係者の意識や士気の向上、さらには

万一の発生時に迅速な防疫措置ができるよう、

県域で研修会や演習を開催するものであります。

なお、来年度は口蹄疫の終息から丸５年の節

目の年となりますので、記憶の風化を防ぎ、改

めて二度と同じ惨事を引き起こさないという意

識を再確認するため、メモリアル行事を実施し

たいと考えております。

具体的な内容につきましては、今後、検討し

てまいりますが、８月27日の終息宣言の日に合

わせて実施したいと考えております。

左のページにお戻りいただきまして、２の事

業の概要についてでございますが、予算額につ
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きましては4,134万3,000円、事業期間は平成27

年度から２年間であります。

家畜防疫対策課は以上であります。よろしく

お願いいたします。

○内村委員長 議案に関する説明が終了いたし

ました。

議員の皆様の質疑はございませんか。

○緒嶋委員 330ページ、受精卵活用対策。今、

受精卵は人工授精師の能力がないと、なかなか

受精卵移植もできないわけですけれども、これ

が余り進んでないんじゃないかということを聞

くわけですが、実態はどうなんですか。

○坊園畜産振興課長 受精卵供給事業、受精卵

につきまして、今、畜産試験場のほうで卵をと

る牛を飼って、そこで卵をとって地域に供給し

ています。

今、年間300ほどの卵をとって供給しているわ

けですけれども、これはもう地域によってばら

つきがありまして、主にやっぱり西北諸県とか、

乳牛の多い地域が主体になっております。

地域によって技術者がちょっと少ないところ

もありまして、温度差が出ているようです。

○緒嶋委員 今後、これをふやすとかいう方針

はないわけですね。これは金も要るわけだから

なかなかかなと思うんですけれども、やはり良

質なものをふやすというか、改良という意味を

含めてやれば、受精卵移植というのは、やはり

ふえたほうがいいんじゃないかなという気がす

るんですけど、そのあたりはどう考えてますか。

○坊園畜産振興課長 受精卵移植は、確かに育

種というか、改良のために、いい雌牛から子牛

がとれますので、これは進めるべきだと思って

ますけれども、試験場の能力的なものもありま

して、現時点では300個程度をと思っています。

一方で、地域のほうでも受精卵協議会という

のをつくっておりまして、そちらの地域にいる

雌牛から採卵をして、地域の雌牛に移植すると

いう取り組みも行われておりますので、両方併

用しながらやっていきたいと思います。

○緒嶋委員 それと、全国和牛能力共進会３連

覇というのが、知事を先頭に言われるわけです

けれども、３連覇することはいいことでありま

すけれども、簡単なことではないと思います。

平成29年度ですか、もう再来年になるわけです

が、この対策費としてはこれで十分とはいえな

いと思いますが、大丈夫なわけですね。

○坊園畜産振興課長 昨年度、平成26年度から、

第11回全共に向けて取り組んでおりまして、26

年度は肉牛の部７区、８区、９区の素牛をつく

るための交配、雌牛の受精というのを取り組ん

できました。ここは頭数を多くとらないといけ

ないので、かなりの金額を入れてつくってきた

ところです。

27年度につきましては、雌牛のほうの素牛、

候補牛をつくることになりますので、雌牛は７

区と４区になりますから、頭数的には少し少な

くなりますので金額的には下がってまいります

が、必要な予算については確保したと考えてお

ります。

○緒嶋委員 それと、飼料対策。農産園芸課の

ときも申しましたけど、地産地消的に考えれば、

ＷＣＳをうまくやることによって、米作農家の

所得も上げながら畜産振興にも回すという、リ

サイクル的なものが必要なわけで、これは８万

円の助成金があるわけですよね。

そのあたりがやはり米作農家と畜産農家がう

まくリンクすることによって、これをふやさな

いといけないわけです。

その体制が本当にできているのかなという気

がするわけですが、そのあたりはどうですか。
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○坊園畜産振興課長 おっしゃるとおりでござ

いまして、地域によってはやはりＷＣＳ、つくっ

たものがうまく循環しづらいというところもあ

るようでして、在庫が残ってしまうというとこ

ろもあります。

そこで一番大きな役割を果たすのはコントラ

クターと思っております。コントラクターを今

後やはりしっかり育成していくこと、利用を伸

ばすことが必要だと思いまして、２月の追加補

正の中で、肉用牛生産基盤強化対策2,900万円ほ

どお願いしてるんですけど、その中でコントラ

クターの利用促進の費用とかを入れております。

それを活用しながら畜産農家とそれから子牛農

家の取り組みがうまくできればと思っています。

○緒嶋委員 振興局、西臼杵は支庁ですけれど

も、そのあたり改良普及者とか、そういういろ

いろな連携を市町村ともやらないと、米作農家

と畜産農家が直接話し合うというのは、なかな

か難しい面もあるわけですよね。

そこにやっぱり行政が中に入ってうまくやら

んと、なかなかお互いの連携もうまくいかない

ということでもありますし、やはり米作農家も

堆肥は必要なわけですよね。

それができんからワラをそのままカットして、

翌年の米作の堆肥がわりに使うというような形

もとっておるわけでありますので、ある意味

じゃ、うまくリンクするようにすれば、お互い

の立場というか、資力も落とさないで、また畜

産もうまくいくというような、リンクするよう

な体制。やはりこれは一つの地産地消でもある

わけですが、そういうのをやはりやるべきだと

思うから、これは強力に、飼料用米の問題もあ

りますけれども、やはり一面では飼料用米の場

合は、玄米にしなきゃいかんわけです。ところ

が、ワラの場合は実がなくてもそのままＷＣＳ

にできるわけで、あれじゃ、コストの面では８

万円もらったほうが、実際、本当は割がいいで

す。

だから、これはやはりふやしていって、余る

ようなことではいけませんけれども、うまくリ

ンクさせることが必要だと思いますので、その

知恵を出していただきたいと思います。

それから、強い防疫づくり総合対策事業。こ

れはネーミングはすばらしいと思うんですけれ

ども、豚の流行性下痢なんか、終息はなかなか

ならんわけです。

そういう意味では、まだ強い防疫体制ができ

ていないともとれると思うんですけれども、日

南のほうでまたことしになって発生したという

ことですが、終息というのはなかなか難しいわ

けですか。これは全国的な問題でもあるわけで

すが。

○久保田家畜防疫対策課長 ＰＥＤにつきまし

ては、ウイルスが特に大型農場において特に常

在化するという傾向にございます。

それで、ワクチンを打ったり、小まめに場内

の消毒をすることによって、ウイルス量を減ら

して、被害といいますか、哺乳豚の死亡を少な

くするという対策を、今、行っているところで

す。

やはり全国的に見ても、大型農場は一度にオ

ールアウトできませんので、やっぱりそこで慢

性化するとか、期間を要するという傾向にはあ

ると思います。

○緒嶋委員 実質的に宮崎県の養豚農家の実害

というか、損失額は今のところどのくらいです

か。

この病気によって養豚農家に与えた影響とい

うか、経済的な影響はどのくらいになるわけで

すか。
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○久保田家畜防疫対策課長 死亡頭数、哺乳豚

に掛けるその損失という形での計算を今までは

しているところですけど、数字について時間を

いただきたいと思います。

○坊園畜産振興課長 被害につきましては、子

豚が死亡いたしますので、その子豚の評価をし

て被害額を出したときに、約１億1,800万円の被

害と算定いたします。

○緒嶋委員 それぐらいで済むといっては何で

すけど、被害農家にとっては大変なことだと思

うので、やはり出ないほうがいいわけですので。

今のところ、その対策の決め手というか、これ

なら大丈夫という防御は、なかなかないわけで

すね。

○久保田家畜防疫対策課長 いろんな病気に共

通するんですけど、口蹄疫とか鳥インフルエン

ザであったら、殺処分等でウイルスがいない状

態をつくれるんですけど、ＰＥＤの場合はなか

なかウイルスがゼロというのをつくりにくいと

いうことで。ただ、リスクを下げることは可能

ですので、今、発生農場の情報の共有でありま

すとか、名前までお知らせするとか、細かな消

毒体制とか、そういう指導でリスクを下げると

いうことが主な対策になると思います。

○緒嶋委員 それから、メモリアルの５周年行

事というのはいいことですけれども、こういう

のをやると逆に、その後、まあ、これは交通事

故で言うんですが、1000日表彰とか2000日表彰

があった後に、死亡事故なんか出るわけで。だ

からこれは相当緊張感持ってやらんと、やった

が最後、また出たというようなことなら、何の

ためにやったかわからんようなことで。やはり

防疫体制を十分みんな自覚してやりながらやら

ないと、ただメモリアル行事をやればいいとい

うもんじゃないわけであって。

そのためには、これは完璧にやっているとい

う前提のもとにやらないと、これやって出た

じゃ、誰の責任かということになるから。やる

ことには賛成だけど、体制を整えてやるように

してください。イベントをやるだけならもうこ

れは意味はないと思いますので、十分そこ辺は

留意してほしいというふうに要望しておきます。

○井上委員 329ページの、攻めの畜産バイオマ

ス有効活用促進事業のことですけど、家畜排泄

物の大体どのくらいが有効活用できている状態

なんですか。

○坊園畜産振興課長 家畜排泄物、県内で出て

まいりますのは約400万トン程度出てまいります

けれども、鶏ふんについては今２カ所、ボイラ

ーで燃やしておりますので、それを除くふん尿

につきましては、おおむね堆肥化されて利用さ

れていると考えております。

ただ、家畜の頭数が本県は非常に多うござい

ますので、土地に利用できる以上に家畜のふん

が出てくる分がございます。

それが大体約７万トン程度と見込んでおりま

すので、この分はほかの利用なり、県外の流通

が必要であろうと考えています。

○井上委員 今のお話だと、畜産バイオマスと

いっても、そう量は多くないということですよ

ね。

でき上がったものについての活用は、今どこ

でされていますか。

○坊園畜産振興課長 堆肥については、県内の

農家の圃場、田んぼ、畑に還元されております。

県外とかに出す分については、一部、コメリ

とか量販店への出荷とか、あとは県外に畑用に

出荷されております。

○井上委員 これは、まあ、この程度でってい

う感じなんですか、それともこれをまだ拡大し
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ていこうということ。

○坊園畜産振興課長 先ほど、ちょっと７万ト

ン過剰になっているとお話ししましたけれども、

県外とかに出している量も、農外利用されてい

るのもそう多くございませんので、ここをまた、

今後、広く多くしていこうということで、この

事業は仕組んだところでございます。

○井上委員 何か問題点みたいなのっていうか、

乗り越えなければならない課題みたいなものは

何かあるんですか。

○坊園畜産振興課長 家畜の排泄物は、やはり

処理をちゃんとしないと、いい堆肥になりませ

ん。尿の場合は浄化処理して流すわけですけれ

ども、ふんについては堆肥化するということが

重要でありますが、なかなか農家によってはう

まく堆肥化できないところもございますので、

そういう堆肥化をしっかりやれるようにという

指導も必要であります。

それと、頭数が非常に多いところは、畑の量

に対して出てくる堆肥の量のほうが多くなりま

すので、それをいかに販売していくかとか、利

用してもらうかというところが課題になります

ので、ほかのところに使ってもらうというとこ

ろに対して、この事業等を使ってもらうと考え

ています。

○井上委員 ちょっと丁寧な研究していただき

たいなと思って。またちょっとほかのときに聞

かせていただきたいなと思います。

次の、持続可能なみやざき地頭鶏支援事業の

ことなんですが、やはり地頭鶏というとなかな

かいいんですよね、ネーミングもいいし、何か

おいしそうという感じがするんですが。これっ

て、限定された農家でしか飼ってないと理解し

ていいんですよね。

○坊園畜産振興課長 はい、みやざき地頭鶏に

つきましては、農家を指定して管理してもらっ

ております。

○井上委員 ですよね。それで、生産農家の出

荷率のばらつきを改善するとか、飼養管理技術

指導や地域及び全体研修等による生産技術の向

上に取り組むとかってなってるわけですが、も

ちろん消費拡大のＰＲなどもするとなってるん

ですけど、この生産農家は何戸あって、収益も

含めて、バランスはあるんですか。

○坊園畜産振興課長 今、地頭鶏の協議会に入っ

ている農家さんは55戸ございます。

その中で、先ほど委員おっしゃったように、

ばらつきがということでありますけれども、や

はり育成率、ヒナを入れて、そしてちゃんと製

品として、生計として出荷できるようになるた

めには日数かかるわけですが、育成率80％以上、

ヒナを入れてから出荷ができるまでのものが80

％以上ないと、経営はどうかなというところが

ございますので、そこを目指していきたいと思っ

ています。

現在、80％以上の育成率がある農家というの

は44％しかおりません。半分以上の方がこれ以

下の育成率になっておりますので、そこをいか

に引き上げるかというのが、この事業の今回の

趣旨でございます。

○井上委員 今回、1,500万円がここに使われる

予算なんだけど、この予算で、例えばバランス

の悪いところがバランスを確定して、ブランド

産地としてのステータスみたいなものが格段に

上がるような、何か特別な施策みたいなのをさ

れるんですか。

○坊園畜産振興課長 正直言いますと、みやざ

き地頭鶏の事業というのは、もうずっと継続し

ておりまして、今回、改善事業という形で仕組

ませていただいております。
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地頭鶏の名前は、前回の鳥インフルエンザの

ときに、全国的にも非常に知られるようになっ

たわけですけれども、それを受けまして全国的

に販売ＰＲ等の活動も今、行っておりますし、

あとは先ほど言いました生産技術の改善という

ところを、今回は強めにやっていきたいと思っ

ています。

○井上委員 この地頭鶏っていうのは、差別化

して区別化しているところによさがあるわけよ

ね。ほかの鶏は地頭鶏とは呼ばれてなくて、こっ

ちの鶏だけ地頭鶏と呼ばれているわけだから、

呼ばれているだけのステータスがないとやはり

いけないし、それだけの価格がつかないといけ

ないということよね。だから、それだけの販売

ルートもないといかんということになってくる。

このネーミングがすごいのよ、「持続可能」と

いうところが、なかなか微妙な。持続可能なみ

やざき地頭鶏支援事業。持続可能にしていくこ

とについての積極的な施策というのは、飼い方

の技術が上がらないといけないというのも多分

あるんだと思うし、いろんなものがあるんだろ

うなと思うんですが。やはりほかの鶏とまじっ

てないというところ、この鶏たちだけ特別育て

てますよみたいなのが売りになるので。よその

鶏とは違う、比内鶏ともまた違うよということ

なんだろうから、ほかの鶏に比べたらいっぱい

歩いてますよとか、餌も違いますよみたいな、

いろんなことがあるんだろうから。みやざき地

頭鶏って、やはりネーミングもいいし、もう絶

対いいと思うんです、同じ鶏は鶏でも。

ちょっとやはり積極的な、持続可能じゃなく

て、生産拡大するぐらいでやってもらいたいな

と。これはもう要望ですけど、ぜひやっていた

だきたいなと思っていますので、頑張ってくだ

さい。

それと、家畜防疫対策の関係のことですが、

先ほど緒嶋委員からも言われたんですけど、こ

れはなかなか難しい。

どっからでも入ってくるからいろいろ難しい

わけですが、337ページの３のところに書いてあ

る家畜防疫対策費の家畜防疫体制整備事業費、

これ１億7,659万円使うわけですけど、これは具

体的に言えば大体どういう使い方ですか。

○久保田家畜防疫対策課長 家畜防疫対策整備

事業１億7,000万円余なんですけど、これにつき

ましては万が一、家畜伝染病、口蹄疫、鳥フル

が発生したときに、初動防疫に関する経費とし

て予算をお願いしております。

○井上委員 ということですよね。総体的にほ

かの金額ですよね、先ほど緒嶋委員からも言わ

れた強い防疫づくり総合対策事業ということで

これはやっていくわけですが、ちょっと気にな

るのは、実施主体になっている市町村自衛防疫

推進協議会っていうところですよね。

先ほど、緒嶋委員が何度も何度も緊張感を持っ

て、危機感を持って、常にそういう思いでやっ

てくれよとおっしゃっているわけですが、私も

そう思うわけです。

やはり日常的な防疫体制に非常にいつも苦労

されているようですが、それが大切だと思うん

です。そういう意味で、市町村のこの自衛防疫

推進協議会の全体的な動き、私たちの望むよう

な緊張感を持って、県と一体となってという体

制であると理解していいということですよね。

○久保田家畜防疫対策課長 各市町村、県内全

部に市町村自衛防疫推進協議会というのがあり

まして、事務局は市町村の職員の方々が持って

いらっしゃいますけど、それまでも連携はあっ

たんですけど、やはり特に口蹄疫以降、特に強

くなったと思っております。
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それで、今もＰＥＤ対策等につきましても、

市町村自防のほうでかなり中心的にやっていた

だくレベルになっていると認識しております。

○井上委員 今回３つ事業があって、その３つ

の事業の中で、農場バイオセキュリティー向上

事業は、市町村から言っていただいたら補助す

るという感じなんですか。

○久保田家畜防疫対策課長 ここは国の消費安

全対策交付金を活用するところですけど、市町

村自衛防疫推進協議会のほうで農家さんからの

希望をとりまして、そこで市町村がまとめまし

て、事業要望が上がってくるというような形に

なっています。

○井上委員 予算額は大体2,000万円だと聞いて

ますが、きちんと使われて、きちんとした体制

になるように願っています。

それと、飼養衛生管理基準を守っていこう、

徹底しようという、それも大体2,000万円近く使

うわけですが。それについても、各農場がそう

いう感覚、マニュアルどおりやらなきゃだめな

んです。そこのところが問題なので、そのあた

りを徹底していただくといいのかなと思います。

それと、さっき緒嶋委員からも出ましたが、

メモリアルのあれ。かわいそうでつらくて悲し

かったわねというだけだと、牛とか豚とか食べ

たらだめかなと思ってしまうので。そうではな

くて、やはり防疫体制について、東日本大震災

もそうなんだけど、自分たちも命を守るという

こと、常にともにというきずなを持たいないと

いけないけど、口蹄疫の関係も二度と再びこう

いうことがないようにということが注目されな

いと、牛がかわいそうだったということだけ言

われると、もう本当、みんなも牛は食べたらい

かんということになっていくので、そういうこ

とにしないように。きちんとした防疫体制の問

題点に注目したメモリアルの事業になるよう、

私も要望しておきたいと思って。

○丸山委員 329ページの、攻めのバイオマス関

係のことなんですけど。家畜排せつ物の適正化

法が平成17年前後にしっかりできて、約10年過

ぎてしまって。平成17年前後にかなり堆肥化す

る機械を購入していると思うんですが、更新と

か、ひょっとしたら崩れかけている気もするも

のですから。

実際に、今、稼働率っていいますか、どうなっ

ているのか。機械ですので、更新をしなくちゃ

いけない案件ができつつあるんじゃないかと

思って、現状をまずお伺いしたいと思っており

ます。

○坊園畜産振興課長 家畜排せつ物法が平成11

年にできまして、５年間の猶予期間があって、

平成16年から本格施行されたわけですけれども、

その間に、確かに委員おっしゃるようにいろん

な堆肥化施設とか尿処理施設を導入させていた

だきました。

もう10年以上たっておりますので、機械等の

耐用年数から考えますと、やはりかなり傷んで

きているというところも実際はございます。

ただ、稼働率等については、現時点でちょっ

と数字を持っておりませんので、これについて

は今後、調査をさせていただきたいと思います。

一方で、大型の堆肥センターというのが県内

に幾つかあるんですけれども、そこもできてか

ら大分期間がたっておりますので、ここについ

ては332ページにあります資源リサイクル畜産環

境整備事業、公共事業なんですけれども、スト

マネと言いまして、既存の施設を機能調査しま

して、機能向上というか、必要があれば補修を

かけていくという事業がございまして、これあ

たりを活用しながらやっていきたいと思ってい
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ます。

○丸山委員 ぜひこの促進利用を。もう10年以

上たっている機械があって、修繕費なんかはあ

るよということなんですけど。本当にちゃんと

堆肥ができていかないと、自然循環型とか公畜

連携とかいう話も、絵に描いた餅になってしま

いますし。ナフコとかそういうところに堆肥を

卸そうとしても、ちゃんとした完熟堆肥じゃな

いと絶対使いませんので、そういうことをしっ

かり。畜産県であることから、堆肥に関しては、

しっかりと対策なり、フォローアップを。まず

は稼働率をしっかりチェックしていただいて、

指導もお願いしたいと思います。

○坊園畜産振興課長 大型の施設、それから個

人の農家の施設と、大小さまざまありますので、

個人のところについては、機械のリース事業と

かを入れながら、更新等も図って、しっかりやっ

てまいりたいと思います。

○丸山委員 なぜ、ここを言うかというと、口

蹄疫のとき堆肥化したときに、温度が上がらな

いとだめだということがあったもので。温度が

上がらなければ、駆除ができない、うまく堆肥

ができてないところがあれば、ここおかしいで

すよねってチェックが入る可能性もありますの

で、堆肥に対しての影響とか、そういうことが

ないように、しっかり堆肥化できることを大前

提としての家畜防疫であろうと思っております

ので、よろしくお願いしたいと思います。

引き続き、330ページの全共３連覇対策が1,000

万円。いろいろ平成16年から始まっている中に、

全共に出品された方々と意見交換を時々してい

ますと、出品しても、肥育、肉牛あたりは高値

で売れるからいいんだよと。しかし、生産のほ

うは全共とかに出品しても、なかなか子牛がそ

の後、高いわけでもないし、出品しても手当も

ほとんどないし、表彰状が来るだけであって名

誉しかないと。実際、今、子牛がめちゃくちゃ

高いもんですから、いい子牛をとろうにしても、

もう資金的に余裕もないというような話もあっ

たりするものですから。

本当に３連覇をやるんであれば、何らかの対

策を。これは県だけでのみならず、ＪＡ、経済

連等を含めて、本当の意味の資金的な対応をし

ていかないと。今まで２連覇した人たちに聞く

と、名誉はもらったけれども、実際には生産農

家はそこまでよくないんですよと、金は物すご

くかかるけど、大変なんですよねということが

あるんですけど。３連覇に対してのこの1,000万

円というのは、具体的にはどういうものを考え

ていらっしゃるんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 まず、全共に出品される

農家さん、特に種牛の農家さんたちの御苦労と

いうのは、本当におっしゃるとおりかもしれま

せん。

牛の管理をずっと朝晩やっていただいた上に、

遠くまで運んでいただいて、当日も、１週間ずっ

と出品に携わっていただきますので、その御苦

労は本当もう頭が下がる思いです。

しかし、名誉というところはそうであるかも

しれませんが、一方、地域の中でも篤農家の方

々というふうになりますので、関係者、農協、

役場がしっかり支えていくということで、支援

をしていきたいと思ってます。

それから、この予算の中身につきましては、

今回、全共の対策では、主になるのは、先ほど

申しました４区と７区の雌牛を今後つくってい

こうという指定交配の費用になります。合わせ

て260頭の交配をしていきます。

それと、昨年、平成26年度に交配をいたしま

した７区、８区、９区の肉牛の部の候補牛が、
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ことし生まれてまいりますので、生まれてきた

子牛等を地域で調査していく費用になってござ

います。

補助金で、その推進協議会が主体でやるわけ

ですけれども、そこに対して521万1,000円の補

助を打って、合わせて1,000万円超ぐらいの予算

で、先ほど言いました支援、指定交配と調査等

を行うということにいたしております。

○丸山委員 長崎全共のときに、長崎に出品さ

れた方に、生産者が聞いたら、長崎の場合には

どこがお金出したかわからないんですけれども、

出品したとき、農家に対して100万円近く、お疲

れさん、本当にありがとうございましたってい

うような、そういうのもあったと聞いてるんで

す。

だから、それはどういう形で、出品された方

へのお礼、気持ちとして、長崎県がなのか、長

崎の経済連含めてやられたのかよくわかりませ

んけれども、そういうものしっかりと、ただ単

に支援していきますよという言葉ではなくて、

本当に出品していただいた御苦労も含めてする

ことができれば、生産農家に対しても、もう

ちょっと元気な、意欲あるといいますか、そこ

に出品できればそういう名誉だけではなくて、

ある程度、資金的にもこういうのがあると、何

か本当の意味の３連覇に向けての夢が現実的に

できるんじゃないかと思って。検討をしていた

だくことはできないんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 第11回全共、平成29年、

あと３年、再来年になりますので、実際にそこ

に出品していただく方は、これから決まってい

くわけですけれども、委員がおっしゃったよう

なことを含めて、協議会等とも少し協議をして

いきたいと思います。

○丸山委員 もう始まってますので、早目に方

向性をしっかり出していただいて。この前の県

共では、グランドチャンピオンとった方に対し

て、あの場で決まった話って聞いてるんですけ

れども、大相撲の表彰式のときに一緒に連れて

いくと。そんなものではなくて、もっとしっか

りした目標を出していただくとありがたいのか

なと思いますので、それはもう県だけのみなら

ず各種団体、真剣に出していただきたいと思っ

ております。

引き続き。今、子牛が高いっていう話をしま

したけれども、子牛が高いのは基本的には生産

される数が減ってきているということで、本来

は喫緊の課題として何らかの新規事業なり、そ

ういう何か増頭対策なり、維持対策なりが先に

出てこないと。４月からもうスタートするわけ

でありますから、補正予算では畜舎はつくるっ

ていうのはあったんですけれども、増頭なりが、

新規とかこういう当初予算の中に入っていない

ような気がするんですけれども、その辺のこと

はどうなんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 今回、当初予算は、骨格

予算ということで、そういう政策的なところが

少し入ってないところもございます。

肉用牛につきましては、先日、お願いいたし

ました追加補正予算で畜舎の整備、それと肉用

牛生産基盤強化対策ということで、国の事業に

乗らないような農家さんたちの畜舎の補改修と

か、それから子牛が死なないように子牛の育成

ハウスっていいますか、暖房ハウスみたいなも

のですけど、そういうのを整備しようというこ

とで、補正のほうで少し対応をさせていただい

ております。

これを使いながら、平成27年度、肉用牛、子

牛生産基盤の強化対策として実施をしていきた

いと思っています。
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あと、補正でもお願いしました畜産クラスタ

ー、畜産収益力向上、国の事業なんですけれど

も、国のほうも27年度当初予算として75億円の

予算をつけております。

県のほうでも、今、掘り起こしを行っており

まして、６月補正に向けてこの予算をしっかり

確保して、畜舎を整備して繁殖牛の増頭、子牛

の増頭を図っていきたいと考えています。

現時点で、肉用牛で大体20数件、額にして２

億円ぐらいの要望が出ております。その他の畜

舎も含めて５億円程度出ておりますので、今後、

内容をしっかり詰めて国と協議をして予算確保、

獲得に向けて頑張ってまいりたいと思います。

○丸山委員 しっかり増頭対策、維持対策をし

ていただきたいなと思って。特に県の言ってい

る一年一産対策をすれば、維持対策につながっ

てくるんだろうなと思っておりますので。それ

に向けて、本来はちゃんと骨格の中でもそうい

うことが出てきてほしかったなという思いが

あって。４月からほとんどもう全部、新年度始

まるのに、ちょっと手ぬるいんじゃないかなと

いう認識を持たざるを得ませんので、対応をしっ

かり４月からでもやっていただくようにお願い

したいと思います。

○坊園畜産振興課長 補正予算と既定予算を使

いながらしっかりやりたいと思います。

○丸山委員 もう一点、331ページの全共２連覇

関係で、この販路拡大の費用を出していただい

てるんですが、実際のところＡの４、５はなか

なか上がらずに、Ａの３とかが結構上がってき

ているような状況で。本当に販路拡大が、宮崎

牛２連覇ができているのかって、よく肥育農家

からも聞いております。

特に、今、子牛が高いっていうようなことで、

今、高かった牛が恐らくもう５月か６月ぐらい

に出荷が始まれば、恐らく110万円、120万円し

ないと赤字になってしまう。Ａの５が500キロ

とっても、よくても110万円前後しかならないと

計算できますので、赤字になってしまう。その

対策も含めてやっていただいてるので、何かお

金つけてるけれども、実際、効果が上がってな

いような気が、上がってないっていうのもおか

しいかもしれんけど、なかなか見た目に上がっ

てきていないのが現状ではないのかなと思って

いますけれども、27年度は去年と変えてここを

集中的にやるとか、そういう何かメッセージ的

なものがあればお伺いしたいと思います。

○坊園畜産振興課長 相場感だけではなくて、

やはり宮崎牛をいかに高く売っていくかという

ことが重要だと思っておりますので、この事業

を使って生体出荷を東京のほうへ行ってまいり

ました。

27年度からは追加補正でお願いしました県産

牛肉ブランド強化事業で実施していきたいと

思ってるんですけれども、東京市場に買いに来

られる卸売業者さんたちの評価から言いますと、

宮崎牛、高い評価をいただいておりまして、ほ

かのところよりも高値で買っていただいたりし

ておりますので、そういう意味では収益向上力、

向上といいますか、改善にはつながっているの

ではないかと思っております。

あと、やはり国内市場、このままいきますと、

やはり縮小傾向であろうと思いますので、海外

への輸出も強化していきたいと考えておりまし

て、ハラール検討も含めて、いろんな販促活動

といいますか、プロモーション等、調査等も含

めてやっていきたいと考えています。

○丸山委員 よく神戸牛とか松阪牛とか、物す

ごく高いのに、宮崎牛はほとんど同じみたいな

のにとか、また佐賀牛等は結構出てるとかいう
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話はよく肥育農家から言われるものですから、

いつかは宮崎牛っていうのはすごいよねってい

うような形をやっていただきたい。全共２連覇

すればできるという話だったのに、２連覇して

もう２年目、３年目に入りつつあるのに、実際、

１番から８年目になりそうなのに、なかなか向

上してこないのは、何が足りないと思っていらっ

しゃるんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 やはりブランド力ってい

うのは、一朝一夕ではなかなかできないと思っ

ております。

松阪牛、それから神戸牛っていう過去の老舗

で、東京とかいろんな消費地でブランドをつくっ

てきた、これにはかなりの年月もかかってます

し、取り組みもあったかと思います。

宮崎牛の場合は、これまで向こうへの出荷、

生体出荷等も含めて、宮崎牛としての評価を地

元の卸業者さんたちにしていただかなかったと

いうことがございましたので、やはり消費地で

あります東京で、宮崎牛がいいものであるとい

う評価をいただくことが重要で、それでブラン

ド力つけていこうということで、東京市場への

生体出荷を始めております。

着実に効果は上がってると思っています。佐

賀牛よりも高い評価で取引されているところも

ありますので、やはりこれをずっと続けること

によって、宮崎牛の評価を上げていって、最終

的にはブランド力向上で、農家の所得向上につ

ながっていければと考えています。

○丸山委員 ブランド力を上げていただいて、

所得向上につながるように、全力で上げていた

だきたいと思っておりますし、今まで経済連に

余りにおんぶにだっこで、本当に県が何をやっ

てきたかというのがよく言われたりするもんで

すから、県としても経済連とはまた違う目線で、

販売力の向上を努めるとかいうのも、新たな展

開として考えてもいい時期に来ているのではな

いのかと思っておりますので、とにかく所得向

上につながるようにしていただくことをお願い

したいと思います。

○ 原委員 私も、今の意見をずっと聞いてい

て質問しようかと思ってたんですが、何のため

にこの共進会３連覇を目指すのかということで

す。

例えば、オリンピックが世界平和であり、も

う一つには国威発揚の場であるように、これは

手段なんですよね。目的はその先、畜産技術の

向上であって、そして本県畜産の発展に寄与す

るために日本一になるんだという、そういうこ

とだと思いますから、本末転倒になりますので、

手段が目的化してしまってはいけないと思って。

ですから統計上、２回日本一になることによっ

て、その効果が何か出たのかっていうようなこ

とですよね。

今は佐賀牛より高く売れるようになりました

とか、目的はブランド力を目指しますとか、い

ろいろお話がありましたので、間違いないと思っ

たんですが。

要は、今度は２連覇したことによって、その

２連覇という実績を今後どのように利用して本

県畜産の振興に結びつけていくかという、どう

いう運動を展開していくか。そこのところを間

違いなくやっていただかないと、くどいようで

すが１位になることが目的化してしまって、そ

れで安心というようなことになってはいけない

ので。厳しい言い方かもしれませんが、最終的

にはそれが数字になってあらわれないといけな

いんじゃないかなと思ってるので。もうさっき

おっしゃいましたから答弁要りませんけど、抜

かりなく手段と目的をしっかりわきまえてやっ
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ていただきたいなと思っています。

特に、日本一になったのは、この前、日本農

業大賞を受けました福永牧場。私の三股町です

から、ひとつよろしく。私はここに来るときは

毎日あの畜舎の前を、朝も夕方も通ってくるん

ですが、もう今、３連覇を目指して、最近、ト

オル君という息子が遅くまで電気つけてやって

ますよ。だから彼なりに恐らく物すごい、２連

覇果たしたときも言いましたけど、実は物すご

いプレッシャーだったと言ってるんですよね。

だから、またあと２年ちょっとですか、かな

りのプレッシャーを感じながら、親子鷹で頑張っ

ていると思うんで、その労に報いるためにも、

次の畜産振興という、そこのところを頑張って

いただきたいなということを申し上げて、質問

に移っていいですか。

331ページの公共畜産環境総合整備事業費１億

円ちょっとあるわけですが、生産基盤及び施設

の整備とありますけど、延岡市ほか１市、先ほ

ど丸山委員の質問からもちょっと発展したよう

ですが、ちょっと詳しく教えてください。

○坊園畜産振興課長 公共畜産環境総合整備事

業は、332ページの資源リサイクル畜産環境整備

事業で実施しております。公共予算を使いなが

らやっていくんですけれども、今年度の27年度

は２地区予定しております。

延岡地区の有機肥料センターという堆肥化セ

ンターの整備を行うことにいたします。

それから、もう１地区は日南市にありますＪ

Ａはまゆうの堆肥センター、ここも大型の堆肥

センターなんですけれども、ここの機能調査を

ことし行いまして、必要があれば次年度以降、

補修を行っていこうと考えています。

○ 原委員 次は332ページになるんですけど、

公共畜産基盤再編総合整備事業費、生産性の高

い経営体の育成と畜産産地の再編整備、南那珂、

北諸県地区となってますが、これちょっと詳し

く教えてください。

○坊園畜産振興課長 27年度は北諸県と南那珂

地区で１地区を指定しまして、その中で希望さ

れる農家さんとかいろんな方々の施設整備、そ

れから飼料畑造成等を行う事業でございます。

飼料畑造成、それから敷地整備、そして畜舎

等の整備を行う事業なんですけれども、27年度

は南那珂と北諸県で６団地を行う予定にいたし

ておりまして、飼料畑造成で8.6ヘクタール、畜

舎で５棟、堆舎を２カ所ほど予定いたしており

ます。

○ 原委員 具体的に、来年度の27年度には、

それがつくられるということなんですか。

○坊園畜産振興課長 はい、27年度、そこをや

りたいと考えています。

○ 原委員 次は333ページ、産学官連携試験、

農業・食品産業技術総合研究機構の10/10、2,265

万7,000円というのがありますが、これはどうい

う試験を行うんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 昨年、26年の補正予算の

ときにもお願いをいたしたんですけれども、そ

れの継続になりますが、主なものとして国産飼

料を使った牛とか豚の飼育試験、国産飼料100％

でやりたいという、全部が全部じゃないんです

けれども、飼育ステージの一部を国産飼料に置

きかえた試験等を行う事業。それから西南暖地

は乳牛にとって暑くて生産性が落ちますので、

その西南暖地での乳牛の繁殖性向上の試験を主

に予定いたしております。

○緒嶋委員 ミツバチ安定対策、養蜂振興対策51

万4,000円で、振興対策ができるのかなと思うん

ですけれども。去年だったかな、環境農林水産

常任委員会で高千穂町の秋元集落に行ったんで
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すよね、ちょっと宿泊して。そこが桃源郷じゃ

ないけど、ミツバチを養殖して、花もあるし、

中山間地、なかなか条件不利地域の中でミツバ

チをつくってその蜜を売りたいと、そして花を

咲かせて、来た人がやはり花を見て喜ぶような、

そういう地域をつくりたいってミツバチの養蜂

を頑張っておるわけです。

私はそういう意味では、そういうところには、

農政の養蜂振興という立場で桃の苗なんかをや

るということも、環境森林部じゃなくてできる

んじゃないかと思うんです。

そういうところの連携を。本当に中山間地、

厳しいところで何とか生き延びようというか、

頑張ろうというところに、そういう発想が私は

あっていいんじゃないかと思うんです。そうい

うことは、取り入れられんわけですか。

○坊園畜産振興課長 ミツバチ安定生産対策事

業、51万4,000円ということで、ちょっと額は小

さいんですが、この事業の主な中身は、養蜂農

協というのがございますけれども、そこに委託

をしまして、養蜂農家の管理指導とか、それか

ら蜜源調査を、調査事業が主体になってござい

ます。

ですので、新たな蜜源のために苗木を植える

というところは、ちょっと入ってない状況でご

ざいます。

○緒嶋委員 やはりそういうきめの細かい、年

中、年間、花の咲く木を植えようと。春は桃と

かアンズとか、いろいろな年間を通してミツバ

チのために必要な木を植えよう、花の咲く木を

植えようと。そして年間を通して来た人が、何

かそういうものを見て癒やされるというかそう

いう地域で、最後はそこでできた蜜をみんな買っ

て帰ってくださいというような、そういう考え

で、今、頑張っておるわけです。

パワースポットでお客さんも多く来るところ

なもんだから、もう本当に行くのは苦労するけ

ど、行ったらおもてなしも立派で、そういうと

ころを何とかうまく支援するというのは、やは

り政策的には私は必要だと思うんです。行政じゃ

ないとできないわけだから、それこそ、ふるさ

と創生です。

そういうようなものもちょっと、今後、検討

していただきたいということを要望しておきま

す。

○坊園畜産振興課長 要望は要望としてお受け

いたしたいと思いますが、地域活性化の範疇の

ことも入りますので、そういうところも含めな

がら、少し検討させていただきたいと思います。

○緒嶋委員 それがやはり、ふるさと、地方創

生の一つの原点というか、やはりやる気がある

ところを何とかするのが地方創生だから、やは

りそういう意味では、いろいろと情報も─我

々もちょっとそういうのを提供するのがおくれ

たのかなと思いますけど、まだ骨格だから、肉

づけはできるわけだから、絶対やってほしいと

いうことを要望しておきます。

それと、次、いいですか。

○内村委員長 はい、どうぞ。

○緒嶋委員 せっかく畜産試験場長がお見えに

なっておる、何か聞かんとちょっと肩身が狭い

だろうから、ちょっとお聞きしますが。肉用牛、

種雄牛の試験だと思うんですけれども、今まで

安平、忠富士、義美福とかいろいろスーパー種

牛というのができてきたわけですが。今後の取

り組みでそういう、これは受精卵で創生すると

いうか、そういういろいろな方法はあろうと思

うんですけど、今のところ、この取り組みの内

容を、どう将来的な夢のある話ができるかどう

か。試験場長。
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○西元畜産試験場長 種雄牛造成に関する取り

組みですが、現在、今、委員がおっしゃいまし

た受精卵移植技術を活用した種雄牛造成という

ことで、きょうだい検定事業ということに取り

組んでおります。

これは、各地域から優秀な雌牛を提供してい

ただいて、試験場につないでいる間に受精卵を

とりまして、今、現存している種雄牛を交配し

て受精卵をとると、その卵をまた地域に戻して、

地域ごとに種雄牛を造成していただくという取

り組みをしております。

また、種雄牛を選抜するのにＤＮＡ遺伝子を

分析、解析いたしまして、さしが入るような遺

伝子を見つけて、その遺伝子を持っているか持っ

ていないかによって、種雄牛の選抜の一方法と

しているというようなことで、今後さらにまた

今の種雄牛をもとに、まだまだ能力の高い種雄

牛を造成していきたいと考えております。

○緒嶋委員 今のところ、そういう受精卵移植

ですばらしい候補牛というか、そういう能力の

高い牛が誕生しつつあるとか、そこまではいっ

てないわけですか。

○西元畜産試験場長 これまでも、種雄牛候補

の造成はできております。

現在も、昨年、ことしと卵は農家に移植され

ておりまして、造成中というところでございま

す。

○緒嶋委員 造成中ということは、まだめどが

立ってないということですね。

○西元畜産試験場長 めどというか、毎年、毎

年、生まれた種雄牛というのは、地域から一遍

に集められて選抜されていきますので、その選

抜の中の数頭ということになります。

その協議会で協議された上での選抜ですので、

できてるのはできてるんですけど、その選抜に

残ってないというのが現状です。

○緒嶋委員 めど、まだですね。もうそれはそ

れ以上聞きません。

先ほど出た宮崎の牛は、ほかのところと比較

して優秀であるけど、価格がまだブランドの関

係で安いというか、品はいいけど評価がまだ高

くないと。私は東京の芝浦で評価をいかに高め

るかと、これが一番だと思うんです。

海外とかというのは、もうその次であって、

やはり量から言えば、やはり東京を。それは福

岡とかいろいろあるんだけど。だけど、生体で

向こうに持っていくのに輸送コストがかかるわ

けですよ、向こうでは高くてもコストを引いた

ときには採算が合わんというのが、東京市場に

出した場合の生産農家の実入りが少ないという

のはそこになっとる。

私は流通コストを支援するという方法がある

と思うんです。今度、バイオマスの関係で、環

境森林部は、バイオマス発電所まで西臼杵とか

入郷は遠いから、燃料を輸送するのに支援をす

るわけ。

東京はまだ遠いわけだし、生体の場合は、ト

ラック輸送で行くのにはどんぐらいかかるんで

すか、もう１日ではなかなか行かんと思うんで

す。

そうなると、実際のところ、生体でいくと体

重も減るわけです、何十キロか。

そういうことを考えたら、輸送コストを支援

して、もう集中的に東京の市場に宮崎の肥育牛

を出して、向こうでやはり大きく力をつけると

いうことが、宮崎の牛の評価を高める一番早道

だと思うんです。

それを集中的に１年、２年やってみて、やは

り宮崎の牛はすごいというのを、関東一円で評

価を高めなければ、ブランド力はつかない。今
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のところ福岡に出しても佐賀牛には絶対勝ちま

せん。もう全てのお店が佐賀牛ということで、

皆、店が出しているわけで、逆に、宮崎でモデ

ル的に出しても、それは対抗できんわけです。

やはり東京市場を最初に制圧するというかな、

それぐらいの発想が必要だと思うんですけど、

これはことしはもう骨格ということで、肉づけ

でそれぐらいやって、本当にやる気を持ってや

るというのが、私は一番重要な政策ではないか

なと思うのですが、そのあたりはどう考えてお

られますか。

○坊園畜産振興課長 委員おっしゃるように、

やはり大消費地の東京市場、ここでいかに宮崎

牛の評価を上げるかというのは、手っ取り早い

といいますか、一番重要な取り組みだと思って

います。

それで、現在、ことしは毎週１車やっており

ますが、来年も毎週１車、週に12頭ずつ出荷を

しようと考えておりまして、その経費の支援と

いうことで、十分ではないかもしれませんが、

先ほど委員がおっしゃられた、体重が減ったり

する損耗補塡分という形で、5,000円ほど支援を

していきたいと考えています。

これは先日お願いしました２月の追加補正予

算の中で入っておりまして、平成27年度はそれ

を使いながらやっていきたいと。毎週１車、東

京市場へ12頭ずつ出荷をして、今、松阪牛と比

べると低いわけですけれども、ほかのそれ以外

のところと比べると、結構いい評価をいただい

ておりますので、その評価をより高めていきた

いと考えています。

○緒嶋委員 5,000円じゃちょっと安いと思うん

ですけれども、やはり向こうに集中的に、１年、

２年出して評価を高めれば価格が上がるわけだ

から、そうするともう支援せんでも採算が合え

ば皆さん出すわけだから、今、採算が合わんの

で苦労をしとるわけだから、やはり集中的に。

それがめり張りのある予算の使い方だと思うん

です。

そりゃ財政のほうはいろいろ言うでしょうけ

ど、やはり必要なものには予算をつけてやると、

それが私は政策だと思いますので強く要望して

おきます。

○ 原委員 関連していいですか。

生体輸送ということについて、先ほど共進会

の話が出ましたけど、今度は仙台ですよね、ど

うやって運ばれるのかなということ。さっき福

永さんの話が出ましたけど、今度は大変なんだ

よねって話なんです。

遠いので輸送時間がかかる、当然、牛はスト

レスがかかるし、揺られていくわけですよね。

今、痩せるという話がありましたけど、せっか

くこちらで仕上げて行っても、その間にその体

に変化が起きるだろうと。専門家の皆さんに言

うあれでもないんだけど、釈迦に説法みたいな

話ですけど、だからどうやってその辺のケアを

考えておられるのかなというのを、せっかくい

い機会ですから聞いておきたいと思ったので、

ちょっと話が発展しましたけど教えてください。

○坊園畜産振興課長 ３年後ですので、確定で

はまだないんですけれども、現時点では陸送で

仙台まで運んでいこうと考えております。

かなり時間かかりますので、牛にストレスを

かけないように、時間をかけて要所要所で休憩

をしながら、餌と水を飲ませて十分休ませてと

いうことを何回かしながら、宮崎から仙台まで

運んでいきたいと考えています。

○ 原委員 考え方としては、そのあたりをしっ

かり考えておられるということですね、わかり

ました。
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○前屋敷委員 今回の予算は骨格予算というこ

とで、かなり見てみますと肉用牛の振興であっ

たり、養鶏、それから養豚の振興の対策費がほ

とんど計上されてない部分があるもんですから、

これあたりは全部肉づけ予算で位置づけ、予算

化されると見ていいんですか。

○坊園畜産振興課長 前年度当初と比べて、か

なりの額が確かに27年度当初は落ちております

が、その主なものはハード事業、畜舎の整備と

いうところが多くなっております。

これについては、先日お願いしました追加補

正予算で、一部前倒しでやらせていただいたと

いうこと、それから６月の補正に向けまして、

今、掘り起こしを行っておりますので、その中

で追加予算をお願いしたいと考えております。

あと、一部ソフト事業等につきましては、２

月の追加補正予算の中で、前倒しでやらせてい

ただいた分もございますので、それらをあわせ

て27年度はやっていきたいと考えております。

○前屋敷委員 じゃ、ほぼ従前額で、もしくは

予算を強化しながら振興策を強めるということ

でいいですね。

それと、331ページの飼料対策費ですけれども、

先ほど御説明もあったところなんですが、ここ

も昨年度と見ると半分以下になっているところ

なんですが、これも事業の中身としては肉づけ

で措置されるんですか。

○坊園畜産振興課長 飼料対策は自給飼料、流

通対策、一体的にやっていかなきゃいけないわ

けですけれども、今回、骨格でお願いしている

のは、流通飼料の部分で検査等を行う部分、そ

れから農家への給与指導等を行うものでござい

ます。

自給飼料部分については、６月補正のほうで

少し検討していきたいと考えています。

○前屋敷委員 わかりました。

337ページで、家畜衛生技術指導事業費という

中で、獣医師の確保事業があるんですけれども、

ずっと獣医師さんをふやすという目標が立てら

れているんですけれども、予算的には落ちてい

るんですが、この確保に向けてはどんなですか。

○久保田家畜防疫対策課長 この予算が少し落

ちている部分につきましては、就学資金の貸与

人数を少し削っております。

就学資金につきましては、学生さんに就学資

金をお貸しいたしまして、県に入っていただく

という部分でありますけど、県に入っていただ

く獣医師につきましては、学生さん、卒業して

すぐ入られる方と、免許をもう既に持っていらっ

しゃって入られる方がございます。

それで、毎年、そこが変わってきますので、

毎回予算を見直しまして、その分の減で、大き

な支障はございません。

○前屋敷委員 それではもう一つ、338ページの

一番最後ですが、口蹄疫の埋却地の再生活用対

策事業、これは今、どの程度まで進んでいるの

か、現状を教えてください。

○久保田家畜防疫対策課長 埋却地の整備につ

きましては、25年から３カ年事業ということ

で、27年までの取り組みとしております。

現在２カ年、ことしまだ３月ありますけど、

整備希望箇所、222カ所の82ヘクタールというの

がありますけど、２カ年で209カ所、面積で69ヘ

クタールということで、面積ベースで84％ぐら

い、今、終了見込みでございます。

あと27年度、次年度であと残りの十五、六％

を工事するという形になると思います。

○前屋敷委員 じゃあ、予定どおり、27年度で

ほぼ完了するという見込みですね。

○久保田家畜防疫対策課長 ３カ年事業ですの
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で、３年で終わるように頑張っていきたいと思っ

ております。

○丸山委員 獣医師確保のほうについて、改め

て確認を含めてなんですけれども、我々、26年

度の議会中に、獣医師確保に対する意見書を出

させていただいたと思ってるんですけれども、

それに対する対応等は、今回、27年度、何かさ

れたのかをお伺いしたいと思っております。

○久保田家畜防疫対策課長 意見書につきまし

ては、手当の改善とか魅力ある進路とか、農済

のほう、国のほうの処遇改善の３点であったと

思います。

今回の獣医師確保につきましては、今まで行っ

ている大学への働きかけ、就学資金あるいは学

生のインターンシップの受け入れという事業に

なっております。

○丸山委員 意見書に対して検討はしたけれど

も、結果は出てないということだけでよろしい

んでしょうか。

また、国のほうにも働きかけをしっかりやっ

てほしいということも含めて、意見書を出した

と思ってるんですけど、その辺のことはどうなっ

たのかも含めてお伺いしたいと思っております。

○久保田家畜防疫対策課長 国につきましては、

毎回、獣医師確保、県に入っていただくよう仕

向ける方向については、毎年、要望を出してお

ります。

今年度につきましても、特に産業動物に対す

る学生さんの志向が少ないということで、産業

動物に対する興味を抱くようなカリキュラム創

設等につきまして、要望しているところでござ

います。

○丸山委員 我々も意見書出したからには、あ

る程度、結果を求めておりますので、そうする

ことで宮崎県の畜産のみならず、宮崎発展につ

ながっていくという覚悟で出したつもりであり

ますので、ぜひ他県でも同じような意見書を出

しておりますので、他県とも連携を図りながら

しっかりと対応をしていただきたいと思います。

引き続き、口蹄疫埋却地のことについてなん

ですけれども、ことしで全部、大体、終わると

いうことなんですが、それはそれとしていいと

思ってるんですが、ちょっと気になるのは、公

社が買った土地が本当に売り出されていくのか。

公社のほうでせっかく大分少なくなっていた未

利用地が、本当にこの口蹄疫の分でかなりふえ

てきていて、ここがどういうふうな状況で、こ

とし、全部、恐らく全て新しいしっかりした土

地になると思うんですが、公社の買った土地が

どうなのかっていうのをお伺いしたいと思いま

す。

○戎井連携推進室長 公社の買った土地ですけ

れども、全体で52カ所、８市町村で38ヘクター

ル強ございます。

こちらの土地については、昨年度から売り渡

し協議会というのを市町村と連携をしながら、

公社と連携しながら進めておりまして、来年度

までにおおむね売り渡そうということで進めて

おりましたが、若干、思いどおりには進んでな

い部分はございます。

ただ、買い受け希望もかなり出ておりまして、

来年度、整備をして28年度に売り渡す部分も含

めますと、今、面積ベースでは全体の86％ぐら

いまで売り渡しができるだろうと、それでもま

だ予定では全部売り渡すのが目標でしたので、

関係市町村と連携して、引き続き早期の売却に

努めてまいりたいと考えております。

○丸山委員 たしか私の記憶では、10年間、国

の無利子保証がつくんですが、これがなくなる

と公社の経営に響いてくる。恐らく14％の土地
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というのはもう誰も手をつけられない、買いた

くない土地になってしまうんじゃないかなと、

もう本当に塩漬けの土地になる可能性高いと

思ってますので、これをどうするのかっていう

のを、本当に考えていただかないと、本当の口

蹄疫の復興はあり得ない、埋却地では再生がな

いと言ってきていただきましたので。

平成27年度はこの14％をどうするのかってい

うのを、関係市町村と連携しながら取り組んで

いって、しっかりゼロになるというのを。でき

なければ何かほかのほうで、市町村のほうで公

園化してもらうとか、そういうことも含めてしっ

かり検討を。農振に縛りが非常にかかっている

から、なかなか転用も難しいとか、いろんな制

約がかかってるのはわかるんですが、100％しっ

かりできるような形をお願いしておきたいと

思っております。

○戎井連携推進室長 委員おっしゃるとおり、

市町村と連携しまして、必ずしもその農地利用

に限らず、さまざまな利用も含めて、農振除外

転用等も含めまして、市町村と一体となって、

公社で、長期保有を残さないという覚悟で、確

実に進めてまいりたいと考えております。

○丸山委員 よろしくお願いします。

○内村委員長 ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では次に、その他報告事項に関

する説明を求めます。

○坊園畜産振興課長 その他報告事項を説明い

たします。

お手元の常任委員会資料の33ページをお開き

ください。

平成27年度宮崎県口蹄疫復興財団の事業概要

についてでございます。

初めに、１の口蹄疫復興対策運用型ファンド

事業の支援の考え方でございますが、口蹄疫復

興運用型ファンド事業は、農業、畜産はもとよ

り、県内経済の早期回復を図ることなどを目的

に、平成24年までの２年間は、口蹄疫からの復

興をスピード感を持って後押しするため、イベ

ントやプレミアム商品券等の即効性のある事業

に支援を行ってきたところでございます。

平成25年度からは、復興から新たな成長への

取り組みと連動しながら、持続的な経済成長へ

向けて、将来の産業基盤の構築につながるもの

に重点を置いて支援することとしており、平成27

年度も引き続きまして、畜産申請やフードビジ

ネス振興、中小企業振興、誘客対策、地域振興

等の各分野にわたり、幅広く支援していくこと

といたしております。

２のこれまでの助成額等々、平成27年度の計

画額の平成23年から24年度の表をごらんくださ

い。

平成24年度までの２年間で農業分野、それか

ら商工観光分野、地域振興分野等々に、右のほ

うにありますが、計10億3,000万円を助成いたし

ております。

その下の平成25年から27年度の表をごらんい

ただきたいと思いますが、平成25年度が下のほ

うになりまして６億2,400万円を助成、平成26年

度は６億5,900万円を助成予定といたしておりま

す。それから、平成27年度は６億8,700万円の助

成を予定いたしております。５カ年計画で30億

円となる予定でございます。

次に、平成27年度の事業計画でございますが、

右の34ページをごらんいただきたいと思います。

まず、１の畜産新生分野でございますが、畜

産新生プランに基づいた事業を中心とした内容

を計画しておりまして、発情発見システムなど

を導入して、一年一産等を推進する生産性向上
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等事業、それから販売拡大プロモーション、地

域防疫の充実を推進いたします地域防疫等支援

などに、合わせまして１億3,800万円、２のフー

ドビジネス振興分野では、マーケットイン強化

のための商品開発、販路開拓等、農業者等が取

り組みます６次産業化への支援、それから生産

供給体制づくりとしまして、児湯地域等におけ

る畑地かんがい事業や、低コスト生産のための

資機材の導入支援、収量向上対策等の生産力向

上支援などに、合わせまして１億8,600万円。

３の中小企業振興分野では、中小企業等が取

り組みます商品開発等や都市部等をターゲット

としたアンテナショップ、それから展示会等の

開催、このような支援に計6,000万円を。

それから４の誘客対策分野では、スポーツラ

ンドみやざきのブランド力強化やコンベンショ

ン誘致によります開催支援、それから教育旅行

関係者の招聘、記紀編さん1300年事業、さらに

は韓国や台湾等からの海外観光誘客の取り組み

などに対しまして9,000万円。

５の地域振興分野では西都児湯地域の市町村

が取り組みます象徴的な事業、それから西都児

湯地域の経済団体等が連携する事業、西都児湯

地域以外の市町村が実施する特徴ある事業に対

しまして、合わせまして２億400万円。

６のその他といたしまして、都農町に開設し

た、ふれあいの居場所による地域のきずなを強

める取り組みや、口蹄疫を風化させない取り組

みなどに対して、計900万円を予定しておりまし

て、平成27年度事業といたしまして、表の一番

下の合計欄にありますように６億8,700万円を計

画いたしております。

なお、今後は各助成団体と協議しながら、個

別事業の採択に向けて協議をしてまいりたいと

思います。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○内村委員長 その他報告事項に関する執行部

の説明が終了いたしました。

委員の皆様からの質疑はありませんか。

○井上委員 今まで効果のある形で、このファ

ンドが使われたかどうかというのは、やはり検

証しなきゃいけないところが十分にあるんじゃ

ないかなと思うんです。

今度の27年度の予算も見ていただいたらわか

るとおり、全体で大体３分の１が農政水産部が

使える金額で、あと３分の２は総合政策部と商

工観光労働部が大体、事業化していって具体的

に使っていく。

それが、口蹄疫からの復興に、どれほど効果

のある事業になったのかっていうことが、その

検証が大切なんじゃないかなと思うんです。

この事業のあり様からすると、農政水産部が、

この口蹄疫復興の財団の事業の中身について、

全責任を負う必要はないと私は見ます。

だから、総括の中でも、ちょっと議論させて

いただきたいところがあるんですが、今、総合

政策部がやっている事業と商工観光労働部が

やっている事業というのは、うまく農政水産部

がやっていることとマッチしているのかどうか。

それがいい感じでリンクして、具体的にそれが

効果として上がってきてるのかどうかっていう

のは、印象としてはどう。答えにくいよね。

そこが、実は、私、ちょっと検証しなければ

いけないのではないかなと思うんです。

だから、少なからずこのファンドの中身につ

いては、やはり効果的に使っていただかないと

困るので、十分に議論されていかないと、せっ

かくこの使った金額が、はっきり言って６億円

であったり、７億円であったりというのを、年
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次、使っていくわけだから、それが事業の効果

がきちんとあらわれてこないと、農政水産部が

どんなにばたばたやってみたとしても、効果は

なかなか出てこないのではないかなと。実はそ

れが一番気になるところなんです。

今回は、私も、一般質問のときに知事に対し

ても言わせてもらったのが、フードビジネスと

言うなら、ビジネスというチャンスをどうやっ

て生かすのかという、何かもっと敏感性を持っ

て、事業に取り組んでいただきたい。

企業誘致も含めて、今ある農政水産部が必死

でつくり上げている６次産業化の部分なんかが、

どうやったら売れるのかっていうことを、それ

を全て農政水産部でやれと言われているわけで

はなく、別のところに予算化されているわけで、

今回、委員会も早く終わっているから、どうなっ

てるのかなって、ちょっと実は心配になってく

るわけ。

肉づけ予算も含めてそうなんだけれども、ファ

ンドの事業を使ったことの精査はどこがするの

かっていうのが、ちょっと心配になってきてい

るところなんです。

せっかくお金があってそれを使っているわけ

だから、それが効果的に使われていかないとい

けないのではないだろうかと。総括のときにま

たお話をしたいと思うので、これぐらいでとめ

ますが、やはりせっかく口蹄疫からの復興とい

うことでこれだけ、国も含めて、それだけの思

い入れもあって、ここにお金注いでいるわけだ

から、国に対してもそれがきちんと言えるよう

な状況にならないと、やはり問題を、禍根を残

すと思う。

メモリアルとか言って、泣いてる場合じゃな

いというふうになってくるので、ここについて

はちょっとやはり厳しく精査していく力という

か、各部で連携するなら連携する力をしっかり

持たないと、それでそこは誰がコーディネート

するのかっていうのもちゃんと言っていかない

と。だから総務の委員会はどうしたんだとか、

商工の委員会どうしたんだって、ちょっと疑問

に思うところもあるんです。

答弁は要らないけれども、ちょっとそこあた

りはきちんと総括する力を持たないと、事業の

効果は出ないのではないかと。

３連覇させたいと思ったらどうするのかと、

３連覇した先はどうするのかって何度も言って

おられるように、そこも含めて、一生懸命やっ

ているんだったら、やはりそこをきちんと言っ

ていく力も持たいないといけないのではないか

な、遠慮してる場合じゃないと、私はそんなふ

うに思うんです。

一応、これは私の意見なので、後で総括のと

きにちょっと具体的に話はさせてもらいたいと

思っています。

○内村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、以上で畜産振興課、

家畜防疫対策課の審査を終了いたします。

総括質疑があるんですが、準備のために休憩

いたします。

次は、午後１時からお願いいたします。

午前11時55分休憩

午後０時58分再開

○内村委員長 総括質疑を行います。

農政水産部全般について質疑はありませんか。

○井上委員 地方創生の、みやざきモデルの一

番のポイントとなるところは、やはりフードビ

ジネスだと思うんです。

もう宮崎県全体の中でどうやってこれを成功
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させて、そしてそこから産業の活性化と、もう

一つは雇用の拡大をどう図っていくのかという

のは、これはもう我が県で絶対に外せない、そ

れをどうしていくのかということが大事なん

じゃないかなと思うんです。

先ほど、ちょっと口蹄疫の関係のファンドの

使い方とかについてもお話をさせていただきま

したが、やはり各部が敏感でないと、総合的な

力を発揮しないと、なかなか効果があらわれて

こない、だから農政水産部に６次化を急げ、急

げって言ってみるだけでは、なかなか無理だと

思うんです。

販路の拡大も含めて、的確にやっていっても

らわないといけない内容だと思うんですけど、

そこについては異論はないでしょうか。それは

いかがですか。

○緒方農政水産部長 委員御指摘のとおり、各

部が連携してやることが一番大事だと思ってい

ます。

今までは、フードビジネスの前は、私、農政

水産部でブランド対策から何から、何もかもやっ

てたわけなんですけれども、フードビジネスが

できてから、総合政策部が我々の事業をベース

にしながらいろんなことをやってくれる、商工

のほうでも一生懸命やってくれるということで、

ある程度、県レベルで、農を核としていろんな

ことをやろうという意識は、十分できてきたん

じゃないかと思っています。

○井上委員 実は、そのビジネスチャンスをど

う生かしていくかということだと思うんです。

ところが、どれをビジネスチャンスと自分た

ちが言うのか、共通の認識に立っているのかど

うかっていうのは、私もちょっとどこの部と議

論してみても、あんまりよくわかってないとこ

ろがあるわけですけど。何を称してビジネスチャ

ンスと言うのかと。私は常に県民の皆さんには、

ビジネスチャンスを生かして、産業の活性化を

して雇用を拡大していくんだと、これはもう宮

崎は決してここから外れることなく、宮崎の子

供は宮崎で就職もできるような力を持ちたいん

だということを言っていくわけですけど、結果

として具体策は、具現化はどうしていくのかっ

ていうことだと思うんです。

これは例えばの話なんですけど、私は地銀な

んかにもちょっと不満があったりするわけです。

実は肥後銀行と鹿児島銀行が統合されてから

の鹿児島銀行の動きというのはすごいですよね。

実際、宮崎県内のいろんなところは、鹿銀が全

部手を出しているという状況にあるわけですよ

ね。

地銀は、力としては物すごく大きいわけです。

皆さんも、多分、御存じだと思いますがＦＦＧ、

福岡ファイナンシャルグループ、ここなんか含

めて、何をしているかっていうと、農政がして

いるような６次化の企業の人たちを固めて、そ

この海外のところに、地銀がですよ、そこのファ

イナンシャルグループが固まって、そして商談

会をやって、そしてそこでできた商談をバック

アップして、そして貸し付けして融資して、伸

ばしていくっていうようなことをするわけです。

これはうちで言えば、商工と一緒になって、

一体となってやらないと、なかなかできないこ

とですよね。

だから、各部が持っているそういう意味での

力みたいなものを、どうその力を総体的にリン

クさせて、それで総合的な力を発揮させるか。

それでもし、うちの農政で足りない部分があっ

たとしたら、そこはどうやって活性化させてい

くのかっていうのは、農政水産部もまた手を突っ

込んでやっていかないといかんと思うんです。
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いいものはつくっていて、いいものはあって、

売りたいものはいっぱいあるけれども、どうやっ

て売っていくのかっていうところを総体的に考

えていかないと。総合政策部も商工観光労働部

もそれについては考えてやっていこうとしてい

る割に、そこで持っている情報を含めて、共有

化が本当にできているのか、ちょっとした疑問

を持つわけです。

私は、県議会議員をしているという範囲で考

えれば、どうしてこれを企業誘致まで持ってき

て、うちの産物がしっかりと消費できて、それ

が売れてっていうようなことに使わないんだろ

うって疑問があるわけです。

だから、その情報を誰がどんなふうに入れて、

共有していくのかということがしっかりなって

いかないと、みやざきモデルは早くできたもの

の、エンジンがかかって動き出すというところ

までいかないのではないのかなって、ちょっと

それを心配しているわけです。

そういう議論というのは、庁議の中でもされ

ているものなんですかね。情報の共有化ってい

うのは、どんなふうになっているのかっていう

のをちょっとお聞きしたいんですけれども。

○緒方農政水産部長 フードビジネスの場合、

推進本部がありますので、その中で情報を共有

しています。

人事交流も大幅ではないですけど何人かやっ

てますし、そういった中で、私としては以前と

比べれば、十分、共有化でき始めてきたなとい

う感じはしてます。

ただやはり、実際、動くかどうか、実現する

かどうか、ここは今からだろうと思ってまして、

実際に何やるか、本当にやるべしという感じで、

まず動かないといけないと感じでおります。

○井上委員 農政水産部は、そういう意味では、

会社に例えれば、生産本部の中でも一番大きな

ところを占めておられるので。きょうの新聞の、

女性の起業家がふえているだとか、そういうい

い方面のことが、非常にプラスという形でアル

ファがついていくと、生産本部というのが大き

く動き出すと思いますので、そこはぜひやって

いただきたいんですが。

ビジネスチャンスというものの情報の共有化

を、以前よりも絶対いいんだと言われれば、私

どもも力を入れて待っとく必要というのも、静

観する必要というのもあるのかもしれないんで

すが、しっかりと他県に負けないようにという、

もういろいろあって、もういらいらしてしまう

んですが、だからそういう意味で言う会社とし

ての経営の方向というのは決まっているわけだ

から、それに向かってみんなが積極的に取り組

んでいく、営業マンは営業マンらしく、生産本

部の人たちは、それはできてっていうふうになっ

ていかないと。企業誘致なんかでこんなのを持っ

てきたらいいじゃんって言うと、初めて聞いた

みたいな顔されるとショックを受けるんですよ

ね。ここに連れてくればいいじゃない、ここは

絶対誘致して工場もってきてねって言ったりす

ると、おおっ、みたいな。名刺も何もかも渡す

からそれ見てやんなさいねってせざるを得ない

からそうするわけですけど。自分たちでしっか

りと、こういうふうにしたらフードビジネスと

言えるだけの体制がとれるんだというイメージ

が総体で描けていくようにお願いをしたいと。

そのために人材を育成するわけであって。

うちの農業高校の卒業生は、フード関係で言

えば、もうほかの地域の中とは格段に違ったど

こにも負けない人材であって、農業高校の子

は100％就職ですよみたいな、そういうのがほし

いわけです。そしてその中からいろんな産業へ
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いく子たちがいたりするということを考えてい

かないと、普通科高校にいれば何でもそれが用

が足りるということではないと思うんですよね、

これからの子供たちは。

そういう意味では、私は、今回この農政の委

員会が真摯な議論をずっと続けているというこ

とに、本当に委員長に敬意を表するわけですが。

早く終わればいいというものではなく、農政水

産部は全て本当に宮崎県政のエンジン体なので、

そこをしっかりやっていただくように本当に期

待したいと思います。

そして、県議会議員も、企業の方とかいろん

な方と会うわけですが、どんなふうに私たちも

その人たちを活用できるのかということを、しっ

かりとやはり行政側につないでいくということ

を、私たちも作業をもっとやらないと、それは

もうここに席を置いてる意味があんまりないな

と思ったりするときもあるので、私たちもそう

いう意味で言えば営業マン的動きをしっかりで

きるように、これからもやっていきたいなと思っ

ています。

ぜひ、みやざきモデル、一番最初に出したか

らいいっていうものではなくて、その中に光る

ものが幾つもあるということがとても大切なの

で、そこをぜひ注目して、ビジネスチャンスを

逃さずにやっていただきたい、そのことだけを

お願いしておきたいと思います。

○緒嶋委員 フードビジネスそのものが、地方

創生だと思うんです。

しかし、交付金やら、国の政策から言えば、

主役は市町村になるわけです。

そうした場合、今、フードビジネス、地方創

生に絡んで、農政のほうに市町村からいろいろ

な相談が来ているかどうか。

というのは、15年度中に、地方自治体という

のは、地方地域活性化のための具体的な総合戦

略を立てないといけない。

もう今からどんどん準備をしとかんと、15年

度に４月以降になって検討しますって市町村が

言うんじゃ、私はもうスタートの時点からおく

れとるような気がするもんだから。

特に地方創生、今、話もありましたように、

フードビジネスも含めて農政が主役でないとい

けないと思うんです。

そういう点で、市町村からのそういう相談は

来ておるかどうか、ちょっとお伺いしたい。

○向畑農政企画課長 委員おっしゃるとおり、

平成25年３月にフード推進構想を作りました。

あわせて、私ども農政水産部としては、成長

会議を開いて提言を受けたと。先ほど井上委員

もおっしゃったように、地方創生のみやざきモ

デルがどうして10月の段階で早くできたかとい

うと、それはフードビジネスなり、各部がそれ

なりの現場の声を聞きながら、玉を持っていた

からだと思います。

なおかつ、市町村からのお声なんですけれど

も、今般、進めております農地中間管理機構も

含めてなんですが、生産現場での課題、それを

クリアすることがやはり地方創生の一番の近道

だと思います。そういったことを考え、振興局

を含めてなんですけれども、いろんな機会を捉

えてお話を聞かせていただいてます。

やはり皆さんお忙しいですので、私どもがや

はり出張して話を聞く、そしてそれがフードビ

ジネスにつながる、地方創生にもっていけると

いうような、今までの取り組みをしっかりした

形でつくり上げていって、そして先ほどのお話

がありますように、私ども産地経営体構想を今、

動かしてますけれども、これについてもやはり

市町村の声を聞きながら動かしてます。
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やはりこれはいろんなステップがあると思う

んですけれども、平場は平場、山間地は山間地

なりの課題を捉えて、地方創生の新しい計画に

は反映できるように考えていきたいと思ってま

すし、そういった動きを進めているところでご

ざいます。

○緒嶋委員 市町村から、具体的にそういう相

談というのは来ているということですね。

○向畑農政企画課長 具体的に地方創生という

大きな命題としてじゃなくて、やはり６次化と

か、先ほど言いましたような農業の農地の流動

化の問題というような、そういう個別具体的な

話として御相談は伺っているところです。

○緒嶋委員 「まち・ひと・しごと」は、「むら

・ひと・しごと」でもいいわけですよね、その

中でやっぱり第１次、第２次、第３次、６次産

業が地方創生に当たると思うんですよね、品物

つくるだけでは地方創生という範疇に私は入ら

んのじゃないかと、やはりいかに付加価値をつ

けて、そこに雇用の場もでき、地域の活性化が

できるというようなものが地方創生だと思って

るんです。

そのためには、私は県のノウハウというか能

力も、市町村との交流では、場合によっては人

事異動まで、相互乗り入れみたいな感じの。や

はり市町村がやる気を起こし、また県もやる気

を起こし、お互いが人事異動まで。ある意味で

は全部の市町村じゃなくて、やる気のあるとこ

ろには国も派遣しますと言ってますが、県も派

遣しますと。

そして、また市町村の職員も、また県にもや

はり人事異動で来ていただくというような、そ

ういうような人の総合力で前に進めないと、実

際、市町村によっても、それだけの体制がなか

なか整わない市町村もあるわけです。

そういうことを考えた場合は、人の体制を確

立することから地方創生を進めていかなければ、

私はなかなか口先だけでは、市町村が本当に国

が認めるような地方創生の総合戦略を立てきる

のかなと。そしてそれはだめだと国から言われ

れば、もうそれは支援も受けられんというよう

なことになると、逆に、政策的に市町村の格差

をつくるような、そういう恐れがあるんじゃな

いかなという気がするので。私はやはりそうい

う意味では連携を深めて、これは国との連携も

もちろんだけど、やはり人的な連携も深めて進

まなければ、この地方創生、今までも宮崎県は

年間5,000から6,000の人口が減っているわけで

すよね、社会減、自然減を入れたら。

そうすると、これもう25年後には100万人の宮

崎県も消えるだろうというぐらいにあるし、市

町村もそうですよ。今、15の市町村が消滅可能

性のある市町村、絶滅危惧種みたいな言い方に

なっておるわけです。

そういうことになると、本当に人がそこに住

んで生活ができて、人口が減らない形にもって

いかないと、地方創生は理屈的には成り立たな

い。

しかし、それでも人口は減ると思う。だから

人がやはり地域を動かすわけで、人の体制から

もっていかないと、絵に描いた餅に終わるんじゃ

ないかなという気がするので、やはりそういう

意味では、市町村とのお互いの連携を強くして

もらうということを、一つ要望しておきます。

これは総合政策の中でやらないといかんから、

農政だけの問題じゃないわけです。県がやはり

そういうことで人的なものもやって、それは人

事管理上なかなか難しい面もあるけど、やはり

少なくても意欲があってやりたいところは、そ

ういうぐあいの思いで連携をしていく必要があ
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るだろうと思います。

また、農政の中では付加価値をつくっていか

ないといけないということを、この前、中野議

員が言ってた。やはり製品にして売る、６次産

業化してものをいかに売っていくかというとこ

ろまでしないと、それこそ本当から言えば、芝

浦に持って行けと言ったけど、本当は宮崎にそ

ういう処理場があって、宮崎の処理場でできた

肉はすばらしいというのが一番いい。今、鹿児

島とかほかのところに流れておるというのは、

これは６次産業から言えば、ある意味ではもう

１次産業で終わっとるわけですね。

それをいかに改善というか、やはり長期的な

ものの中ではそこまでもっていかないと、宮崎

県はやはり生産県であって、そういう６次産業

がうまくいっていない、フードビジネスが途中

で次の展開が進まないということになるので、

やはりこういう加工とか処理場とかを含めたも

のを長期的な中で、これはＪＡとかを含めてい

ろいろ考えていかないと。検討しておりますと

いうことじゃなくて、何年にはそうしますとい

う目標年次まで立てて検討していかないと。今、

牛が値段が高くても先ほど出たように数は減っ

ておるわけです。この対策もどうするかという

のが、明確なものがなかなか出てこないわけで

す。

口蹄疫からの復興にしても、児湯あたりの牛

が、前から見たらまだ６割ぐらいしかもとに戻っ

てきてないわけですよね。本当から言えば、あ

と40％はまだもとに戻っていない、復興してな

いという見方もできるわけですよね、ある意味

では。

そういうことを考えた場合には、これは一番

難しいけど、やはり流通までを乗せた対策を、

そこまで進まなければ宮崎の農業の3,000億円を

超すのも、いつまでそれが継承できるかわから

ないのではないかと思うんですけど、フードビ

ジネスの中で６次産業という視点から見て、そ

ういう長期構想的なものは立てられんのかどう

か。

○緒方農政水産部長 確かに宮崎県農業、非常

に課題が多いと思っています。

宮崎は遠隔地にあるもんですから、そういう

流通問題も非常に大きな問題、問題というか課

題だらけでして、そういったものを見ながら、

加えてやっぱり課題ばっかりじゃなくて、農業っ

ていうのは夢があるんだろうと思います。

成長産業化と言ってますけれども、農業って

いうのは絶対必要な産業だし、やり様によって

はいろんなことができると思っています。

そういったことを来年度、今度、長期計画の

改定をしますので、その中で課題解決と夢を描

き込んでいきたいなということで考えておりま

す。

○緒嶋委員 部長は長年、県庁マンで教育委員

会にも行かれたことがあるが、ことし最後とい

うことで、その中で骨格予算というのは、はっ

きり言って、定年退職する部長が骨格予算では

寂しいわけですよね。環境森林部にも言ったん

だけど、やはりこれだけ将来の宮崎の農業のた

めに肉づけ予算もしましたと言って、本当は退

職してほしかったわけです。

４年に１回、こういう予算の組み方は、私は

あんまり賛成じゃない、知事がかわれば別だけ

ど、アクションプランとかいろいろあるけど、

継続性の中でいくためには、やはりもう骨格予

算、暫定予算というのは、実際はできるだけ少

なくしないといけないわけですよね。

そういう意味じゃ、肉づけを６月にやるとい

うのでは、もうスタートからおくれとるわけで
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す。

やはり当初予算でできるだけ無理してでも、

去年の12月選挙があって、国は選挙があってこ

の予算を組んでるわけだから、県がやろうと思

えば予算組めないはずはないですよ。

ただ、アクションプランがあるからといって、

そしたら前年対比10％以上の伸びの予算を組み

きるかとしたら、実際、組みきらないわけです

よ。

そういうことを考えたら、私は当初予算から

組んで積極姿勢を示さなければ、子牛対策でも

４月、５月競り市あるんだけど、増頭対策やら

の予算というのは、本予算の中では補正で組み

ましたというしか言えないわけです。

やはりそういう意味では本格予算で、特に知

事がかわるようなときは別にして、やはり私は

当初から本格予算で積極性がなきゃ本当じゃな

いと思っております。

その中で、特に、さっき出た、きょうの新聞

に女性の起業家が載っておりましたけれども、

そういう女性の力を、フードビジネスの中、あ

るいは地方創生の中でどう取り入れるか、これ

が大きな課題だと思ってるんです。そのあたり

の視点というのは検討されているわけですか。

○緒方農政水産部長 農業で、６次産業化のチャ

レンジ塾っていうのをやっておりますけれども、

この中でやはり女性が本当に一生懸命頑張って

いる。

やはり我々と感性が違うなというのがありま

して、女性の感性はすばらしいなと思うような

ところがいっぱいありまして、そういった意味

では、本当にそういう６次産業のこれからの重

要な担い手、大いに一生懸命お互いにやってい

きたいなという感じでおります。

○緒嶋委員 特に、これはやはり地方創生の原

点は市町村にあるわけですから、市町村とも連

携しながら、また女性は、元気がよくて長生き

するわけだから、我々、男よりも長く活躍でき

る場があるというふうにも理解できると思うん

です。そういうことでありますので、女性の力

をいかにこの政策の中に組み入れて、おだてて

使う必要はないけれども、うまく活用するとい

うことは大変重要だと思うので、そういう視点

を強く打ち出すのも、宮崎らしい個性ある地方

創生にもなるんじゃないかと思うから。ウーマ

ンパワーをやはりできるだけパワーアップして

いただいて、頑張っていただくと。そういう政

策を面と向かって打ち出したらどうかなという

気がするんですが、そこ辺はどうですか。

○向畑農政企画課長 委員おっしゃるとおり、

最近、世界農業遺産、５町村でしていただいて

おります。

その取り組みを見ますと、やはり地域のリー

ダー、コアになる人が必要なんですけれども、

女性の引っ張る力の強さというのをまざまざと

感じています。

ワーキンググループを幾つかつくりまして、

いろんなアイデアを出していただくんですけれ

ども、外部の講師の先生方が、やはり一番その

視点で驚くのは、農業をやってらっしゃる方、

もしくは６次産業化をやってらっしゃる方々の

力がすごく強いんだと、こういったことがあり

ますので、今度、第七次の長期計画をつくりま

すから、そういった視点を十二分に生かせるよ

うに、織り込んでいきたいなと考えているとこ

ろです。

○緒嶋委員 ぜひ県の職員も、今のところ幹部

職員に、女性が１人もここに座っておられませ

んので、将来は農政水産部長は女性だというよ

うな時代が来ても本当はいいわけですよね。
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やはりそういう意味では、体制の中に女性を

巻き込むというか、そういう人が１人でも２人

でもふえてきて、情熱というか、それをいかに

行政の中で組み入れていくかというのも体制的

に重要だと思いますので。

部長、長年頑張っていただいて本当に感謝し

ておりますけど、そういう後輩に対するいろい

ろな思いも込めて、今後また頑張ってもらいた

いと要望しておきます。ありがとうございまし

た。

○前屋敷委員 新年度予算、骨格予算が提出を

され、６月に肉づけということで、全体の予算

が決まるということなんですけど、宮崎県は、

とりわけ農業県として、全国の食料基地だとい

うことを自負して、皆さん農業に携わっている

し、また農政もそういう形で進められてきてい

る、計画もいろいろ上げられていると思うんで

す。

本当に農業、食料というのは、今、女性の話

が出ましたが、私たちは、とりわけ女性、主婦

の立場で、母親の立場で、特に食育の問題も、

今度、予算の中にもいろいろありましたけれど

も、そういった意味では、安心・安全な食べ物

を、どう家族にも県民の皆さんにも提供できる

かというのが、やはり大きな農政の視点にもな

らないといけないと思うんです。

そしてまた、農家の皆さん方が、生きがいと

希望を持ってやりがいがある農業をずっと続け

ていける、そして次の世代に引き継いでいける

ためにはどうするかというのも、やはり県の施

策の大事なところだと思うんです。

しかし、残念ながら、今、政府が進める農政

のもとでは、県が幾らいろいろ頑張ってみても、

届かないところもたくさんあると思っています。

特に今、農業改革だということで、新たな農

協の改革も含めていろいろ出てきています。

そして、またＴＰＰの問題も、これからもう

本格的な協定を結ぶという方向にいこうとして

ますし、中身を見ますと、やはり国会決議その

ものも守れなくてどうなるんだろうかと。特に

宮崎の牛肉や豚肉の関税が下げられて、農家の

皆さん方が、この先、本当に希望を持ってやっ

ていけるのか。自助努力だけではどうにもなら

ない部分がたくさんあるんです。

ですから、そういうところは、県の農政と国

の農政も含めて、農業を、食料をどう守るかと

いう点では、私は大いに国等も含めて論議をし

ていく必要がある、そういう役割をやはり県も

担っていかなきゃならないんじゃないかと思う

んです。

農業人口も減り、高齢化が進むという中で農

地集約が進んで、企業が農業に参入する、それ

もあり得ないことではないし、全く否定するも

のではありませんけれども、やはり土地を守り、

育ててきた家族農業というのを基本に据えて、

やっていくということがないといけないと思う

んです。

国際的にも、やはり食料の問題はどう確保す

るかというのも大きな問題ですし、とりわけ昨

年、国際的にも国際家族農業年と位置づけられ

て、やはり農業の主体は家族農業だということ

も、国際的にも位置づけられているという点で

は、本当に日本はとりわけ、この日本の土地か

らしても家族農業をしっかり支えるというのが、

国政でも県政でも大事だと思っているところで

す。

ですから、そういう観点というか視点という

ものを、握って離さずやっていくことが大事だ

と思うんです。

それと、もう一つは、政府の農業改革の中で、
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農業委員会そのものが大きく変わろうとしてい

るところがあるんです。

本来、これまでは選挙、公選制で、農家の代

表としてなってもらいたい人が農業委員になっ

ていたんですけれども、今後、このまま改革が

進んでいくと、各市町村長さん、首長さんが任

命をするという形になると、本当に農家の皆さ

んの声が生かされていくんだろうかという懸念

も出てきます。

挙げたら切りがないかもしれませんが、さま

ざまなこれからの農業に対する問題だったり、

不安だったり課題がたくさんあることは事実で

すよね。それはもう、農政に携わる皆さん方も

十分認識しておられると思うんですけど、だか

らこそ、よりやはり農業や土地をどう守るかと

いう点で、もっと農家の皆さん方の希望や意見

や声をしっかり聞いていただいて、それを県政

の農政にも、そしてまた国の農政にも備えてい

くという役割が大きいと思いますので、その辺

のところをぜひ力を尽くしていただきたいと思

うところです。

専門家の皆さんもたくさんいらっしゃいます

ので、ぜひ強く要望したいと思います。

私の意見でございますので、その点で何かあ

れば、部長、最後に。

○緒方農政水産部長 今、国が大きく変わろう

としています。国の制度が大きく変わりつつあっ

て、その中で我々も変わらなければいけないと

思っています。

じゃあ、どういうふうに変わるかということ

なんですけど、やはり農家のことを思って、農

家のためになる変わり方をしないといけないと

思っています。

そういう意味で、我々、農家の声を聞いて、

そして、国のほうにもちゃんと物申していくと

いうようなことがないといけないと思ってます

ので、農家目線でしっかり今後やっていきたい

と思っています。

○ 原委員 ちょっとＪＡに関して。この前、

一般質問で言われたんですけど、知事の考え方

をただすということで、全部、知事に答えてい

ただきまして。私はもう、今、国の政策が、い

わゆる農業政策が変わろうと、岩盤規制がどう

だ言ってますけど、やはり地方として、地方に

そぐわない政策については、今、部長の答弁の

とおり、しっかり地方から声を上げて、それは

困るということは言っていかないといけないと

思うんです。

我々は、今、政権与党の流れを汲むものであ

りますけれど、我々、県議会ですから、宮崎県

のためにどうあるべきかと、宮崎のためになる

かどうかということが判断基準になると思うの

で、その上で当然やっていくべきで、また我々

も意見を言う場面はありますから、それはしっ

かり言っていくという、このスタンスは続けて

いくべきだと思ってます。

それで、ＪＡについて、知事の考えをという

ことは、この宮崎県としての考えをしっかりた

だしておかないと、我々が考えることと、宮崎

県の行政の長たる知事の考えが違うと、我々も

物は言っても、後ろを振り向いてみたら、農政

水産部初め考えが違っていたでは困るので、そ

の確認のためもあって質問したんですが。この

ＪＡの組織というのは、端的にそこにちょっと

的を絞って言うと、中央会制度についてはああ

いうことで決着しましたけれど、これはやはり

ちゃんと守っていかないと、アメリカ的な、オ

ーストラリア的な農業と、日本の狭い国土の中

で、一部のところは競争ができるものができる

かもしれんけど、あと大半はできないと思うん
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です。

だから、やはりこのＪＡという組織は、イン

フラ整備としてもしっかり守っていくという姿

勢がないといけないと思うんで、それは知事も

全く一緒だったと思います。

それで、行政とＪＡのかかわりはどうかとい

うことで、最後に聞いて、しっかり連携を深め

ていきたいというような御答弁いただいたんで

すが、ＪＡも変わらないといけない、部長もそ

ういう認識をお持ちでしたが、農業も変わる、

ＪＡも変わっていくのも事実です。

今までいろいろ一緒に行政とＪＡがやってき

ました。言い方が妥当かどうかは知りませんが、

ＪＡが代行業みたいなこともやってきた歴史も

あるのかなと思いますけど、今、行政を執行す

る上で、ＪＡさんとの何かいろいろな事業があ

りますよね。何かやっていただいているという

か、連携してるというか、そういう業務という

のは、細かいことはわからなくていいですけど、

大体どんなもので連携しておられるのか、何か

あればちょっと教えていただけませんか。総括

質疑です。

○緒方農政水産部長 ＪＡと共同で、お願いし

たりしてやる事業は多いです。

経営指導センターみたいなのは中央会と一緒

にやってますし、あと個別の事業でもお願いす

るのは、畜産にしても、いろいろＪＡがやる仕

事に対して畜舎の建築とか、ああいったものを

支援したりしてます。

ただ、今までと違うのは、ＪＡ一辺倒ではな

くて─一辺倒ではなかったと思うんですけど、

法人あたりが力をつけてきてまして、法人さん

とＪＡさんの間でも、今はいろんな話し合いが

持たれるようになっております。

そういうふうに変わってきておりますので、

我々としてはそういった本当にいろいろやって

くれる法人なり、ＪＡなり、企業体、そういっ

たものとしっかり連携を組んで、施策を推進し

ていきたいなと考えております。

○ 原委員 時代は変わっていくでしょうから、

農協自身も変わる、そこでまた法人が育ってく

るというようなことで変わっていくんでしょう

から、よきパートナーとして。ぜひ、またこれ

は地方創生にもかかわる大事な大事な話だと思

いますので、そこのところは一つ、しっかり方

針定めてやっていただきたいということをお願

いしておきます。

○緒嶋委員 これは予算の組み方の問題もある

んですけれども、今度、補正の審議の中で、農

政水産部はトータル的には86億円を減額したわ

けですよね。

我々が予算を承認するときは、86億円は執行

されるもんだと思っていたわけです。逆に議案

第78号で23億円増で、結果としては63億円の減

額ということになる。交付金とか補助金とかの

見込みを立てて予算を組むわけですけど、その

見込みの立て方が、ある意味ではおかしかった

んじゃないかとも言えるわけですよね。

それはもう景気対策といっても、結果とした

ら63億円も予算が減額になったわけだから、景

気対策にはなってないわけです。予算としては、

内容は交付金とかいろいろ変わったにしても、

そういうことになると、この予算を最初に立て

るとき、今度も骨格予算ということですが、６

月に立てられた予算は、２月補正では最終的に

は減額にならないのか。

そこ辺を見ると、予算はなかなか、時の流れ

の中で、国の動向によって変わるというのはや

むを得ないけど、一遍に80何億円も当初予算が

減額されないといけないという、その予算の組
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み方そのものに─これは災害復旧費とか使わ

ない予算も名目上は予算を組むから、そういう

のがふえる面はあるわけです。しかし、実質的

にそれだけ予算が決算では乖離してくると、理

屈的に言えば、我々とすれば、最初に予算を認

めたという立場からすれば、減額があってはい

けないわけで。しかし、流れの中でそれはやむ

を得ん、それは節減するところは節減せないか

ん、災害復旧がないときはもうそれはそれで減

額というのはあれだけど、基本的に、国からの

負担金とか、補助金やら、交付金やらの読みを

どのあたりで情報収集されておるわけですか。

○向畑農政企画課長 委員おっしゃるとおり、

今回相当大きな金額になりました。

先般、私どもが御説明した中身として、やは

り、るるあるんですけれども、積算する段階に

おいては、国とのしっかりした情報交換をしな

がら、特に公共事業等々がございますので、個

別の事業もそうなんですけれども、国のほうか

らある程度、内示が出る前ぐらいから情報収集

はやるんですが、思った以上にそこがちゃんと

形ができてなかった、もしくは私どものほうが

やろうと思ったけれども、その事業の中身とし

て事業費自体がそぐわなかった部分もございま

す。

ただ一方では、今回、農地中間管理機構みた

いに全く新しい事業の場合、少し先が見えない

中で事業を推進しなくちゃいけなかったという

こともございます。

今後はそういったことも踏まえて、委員方に

そういった思いをさせないような形での予算編

成を、しっかりつくっていきたいと考えている

ところです。

○緒嶋委員 本当から言えば、我々も４月は選

挙があるわけです。27年度の予算でこれだけ組

みましたと選挙民に言いたいわけです。

ところが、肉づけ予算で６月に組む予定です

というのでは、実際、議員の立場から言えば迫

力がないわけです。

本当はそれ認めた中で実行されるのがいいけ

ど、そうすると６月は、情報収集がまだこの６

月まではちょっと期間があるので、27年度予算

は余り乖離がないぐらいの情報収集はできると

理解していいわけですね。

○向畑農政企画課長 そういうふうに私どもも

思いたいんですけれども、やはり国のほうの流

れがありまして、今、いろんな事業がございま

すので、そういった情報収集をしながら、でき

るだけ宮崎県のためになるような予算を、しっ

かり組まさせていただければなと考えていると

ころです。

○緒嶋委員 それと、今度は、私は、補正と繰

越明許とかいろいろな事業等もあって、前半で

９月までの予算の執行率がどの程度になるのか

と、また６月肉づけが終わらんと、その現年、27

年度予算は執行できんわけですよね。

そうすると、準備期間があると、27年度の肉

づけ予算は20％というけど、それはハード的な

ものが肉づけになるわけであるので、予算執行

がかなりおくれるんじゃないかと。農政の場合

は収穫とかいろいろやらないと執行ができない

という面もあるけど、それとは関係なしに執行

できるもんもあるわけだから、27年度の予算の

執行率の前半をどのようにめどを立てておられ

るのか。

○向畑農政企画課長 26年度の事例を言います

と、今、手元に数字がなくてパーセンテージ言

えないんですが、経済対策ですので、できるだ

け公共事業も含めて、早目の執行をやろうとい

うことで、６月はなかなかまだいかなかったん
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ですけど、９月のときには、大体、公共３部の

中では頑張ったほうかなと思ってるところです。

ただ一方で、27年度の予算についても、現時

点において明確な数字自体がまだ見えてない部

分がございます。

ただ、先ほど御説明しましたように、経済対

策もございますので、できるだけ早目の執行を

心がけたいと考えているところです。

○緒嶋委員 我々の自民党から言えば、アベノ

ミクスが地方津々浦々まで浸透してないってい

うのは、我々も認めておるわけ。景気をよくす

るという意味では、できるだけ津々浦々まで浸

透するためには、公共的な執行を急いでもらう

というのが大きな県民の期待でもあるわけです。

そういう意味では、やはり上半期の執行がな

いと、建設関係の仕事をしている人もやはり仕

事がない、受注ができないということは、人を

雇っておるわけで、その人たちの経営状況にも

影響が出てくるわけです。

そういうことからなると、やはりこれはどの

くらい上半期で発注するかというのは、県全体

として、これは農政だけの問題じゃありません。

全体でやはり一つの目標を立てて努力するとい

うことじゃないと、前に進まんと思うんです。

だから、これは庁議でもですが、全体で、前

半で９月までにどのくらい公共事業を。県土整

備部とか環境森林部で立場は違いますから、同

じ並びでいくかどうかわかりませんが、少なく

とも行政は目標を立てて進めなければ、骨格予

算だったから執行がおくれましたというのは、

それは行政の立場の言い分であって、県民から

すればその言い分は通らんわけです。

だから、そこ辺を十分考えながら執行すると

いうのが、逆に言えば行政の責任であると思い

ますので、そのような思いで予算執行をやって

いただきたいということを強く要望しておきま

す。

○内村委員長 ほかありませか。よろしいです

か。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、農政水産部長が今回

で勇退ということで、大変お疲れさまでした。

一言ありましたら、どうぞお願いします。

○緒方農政水産部長 議会が終わっておりませ

んけれども、このような機会はありませんので、

お許しいただいてお礼を申し上げたいと思いま

す。

内村委員長を初め、本当、委員の皆様には大

変１年間お世話になりまして、ありがとうござ

いました。

特に年末、高病原性鳥インフルエンザが出ま

して、大変な御心配をおかけいたしました。夜

中にファックスを送ったりして、いろいろと御

迷惑もおかけいたしました。おかげで何とか２

例でおさまってほっとしておりますけれども、

まだまだ油断できない状況でございますので、

ここはしっかり取り組んでいきたいと思います。

先ほどから話が出てますけれど、農業、水産

業、本当に大きな転換期を迎えております。そ

ういう中でこれを乗り切っていくためには、も

う我々だけの力ではなくて、農業者、水産業者、

本当にみんなの努力が必要だろうと思っていま

す。

我々、農業、水産業関係者、いろんな団体も

あります。行政もあります。そういった人たち

がみんな力を合わせて、取り組んでいかなけれ

ばならないと思っております。

そういう中で、10年後、農業、水産業は成長

したなという姿をぜひ見たいと。そういうこと
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で我々としても市町村、それから国、それから

ＪＡ、漁連等の団体と連携いたしまして、加え

て、議会の皆様の叱咤激励を受けながら、しっ

かり頑張ってまいりたいと考えております。

残念ながら、私、もうおりませんけれども、

きっとここにいる後輩たちがやってくれると思

います。

ぜひとも、今後引き続き、御指導、御鞭撻を

お願いいたしまして、この１年間のお礼とした

いと思います。本当にありがとうございました、

お世話になりました。

○内村委員長 お疲れさまでした。

農政水産部の皆さんには、本当に年末に一番

クリスマスやら楽しいときだったんでしょうけ

れども、鳥インフルエンザやらで大変な御苦労

されて、私どもも本当に感謝申し上げます。本

当にお疲れさまでした。ありがとうございまし

た。

以上をもちまして農政水産部を終了いたしま

す。

執行部の皆様には、２日間、本当にお疲れさ

までした。

みんな、一生懸命、何とかしたいという思い

での質疑、その他審議でしたので、お許しいた

だきたいと思います。

どうもお疲れさまでした。ありがとうござい

ました。

暫時休憩いたします。

午後１時46分休憩

午後１時49分再開

○内村委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、10日に

採決を行うこととし、再開時刻は10日の13時と

いうことでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、そのように決定いたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、以上をもちまして本日の

委員会を終了いたします。

午後１時49分散会
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午後０時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 内 村 仁 子

副 委 員 長 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 蓬 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。議案の採決に

つきましては、議案ごとがよろしいでしょうか、

一括がよろしいでしょうか。

〔「議案ごと」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、議案ごとに採決させてい

ただきます。

議案ごとに採決との御意見がありましたので、

まず議案第１号、第45号から第47号、第54号及

び第68号について採決を行います。

賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○内村委員長 挙手多数。

よって、議案第１号、第45号から第47号、第54

号及び第68号については、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

続いて議案第５号から第７号、第11号、第12

号、第24号、第36号、第41号、第42号、第57号、

第58号、第61号、第62号、第69号、第71号、第73

号及び第78号について採決を行います。

賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○内村委員長 全会一致。

よって、議案第５号から第７号、第11号、第12

号、第24号、第36号、第41号、第42号、第57号、

第58号、第61号、第62号、第69号、第71号、第73

号及び第78号は、原案のとおり可決すべきもの

と決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

環境対策及び農林水産業振興対策に関する審

査につきましては、継続審査といたしたいと思

いますが、御異議ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 御異議ありませんので、この旨

を議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあ

りませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時５分休憩

午後１時15分再開

○内村委員長 委員会を再開します。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見を入れながら、正副委員長に御一

任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

平成27年３月10日(火)
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その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、ないようですので、以上

で委員会を終了いたします。

午後１時16分閉会


